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　 近年 にお け る情 報 処 理 お よび 通 信 技術 の急 速 な進 歩 に伴 い,現 在 で は社 会 の

さ ま ざま な分 野,局 面 にお い て情 報 化 の 進展 がみ られ る。 しか し,こ の 中核 を

な し てい る コ ンピ ュー タ ・シ ステ ムそ れ 自身 の 問題 を考 え てみ る と き,コ ン ピ

ュー タの ハ ー ドウ ェア につ い て は,最 近 の 著 しい技 術 革 新 と生 産 性 の 向上 に よ

り,コ ス トパ フ ォー マ ンスの 向上 がみ られ るもの の,ソ フ トウ ェア につi,i・ては,

今 なお 旧態 然 と した方 法 で 開発 され てい る こ と,ま た,シ ステ ムの大 規 模化 ・

複雑 化 ・高度 化,さ らには ニ ーズ の 多様 化 な どに よ って,ソ フ トウ ェア コス ト

の シス テ ム全 体 に 占め る割 合 が一 段 と高 ま って きてい る。

　 この た め,信 頼 性 が 高 く,保 守 の しや す い ソフ トウ ェアを い か に 効率 的 に,

コス トをか け ず に 開発 す るか が,コ ン ピュー タ ・ユ ーザの 重 要 課題 とな って い

る。

　 しか しなが ら,企 業な どの情報処理部 門の現状は,既 存 システムの適用 ・保

守に 多くの 負荷がかか り,多 くの システムがパ ックログとして放置 され ること

か ら,エ ン ドユーザの情 報処理部門 に対する期待感が薄れ,パ ソコンを初めと

す るOA機 器の導入によってユーザ 自身が問題解決を図 ってい くな ど,情 報処

理部門は,内 外か らさまざまなイ ンパ ク トが強まって きてい る。従 って,こ の様

な状況か ら,ソ フ トウェア開発 ・運 用の効率化 をどのよ うにして確 立す るかが

急務であ ると考 えられ てい る。

　本調査研 究事業は,こ の様な観点 か ら ソフ トウェア開発経費 ・工 数 の 削 減

(生産性の向上),保 守費 用の削減,ソ フ トウェアの品質の 向上を 目的 として

① 開発計画,② 開発,③ 運用 ・保守 の3つ の面 か らアプローチを行い,そ れぞ

れの内容,適 用できる手法 ・ツールお よび各種指標 などについて調査研究を行

うもので ある。

　 今年度は,昨 年度実施 した ソフ トウェアの 開発計画段階 の調査研究成果を踏

まえ,ソ フ トウェアの開発段階 を中心 として,'コ ンピュー タ ・ユーザの 開発実



態に基づ いて ソフ トウ ェア開発の基 本作業,高 度化 ・効率化の方策,主 な技法

・ツールお よび要員管理な どについ て調査研究を行 った・

　各企業 における コンピュータ利用は,企 業の実態 に即 して行われ るべき もの

で あり,ま してや最近の情報機器 の進展 と相い ま って情 報処理の形態 も多様化 化

しておる ことか ら,利 用形態の如何 によって一概 にその是非を評価す ることは

できない。 しか し,ソ フ トウ ェアの 開発 ・運用にかか る諸 問題は各企業 が共通

して抱 えている課題 の一つで あろ う。

　 本報告書 が,こ の共通の課題を解決す る上で,コ ンピュー タ ・ユーザに何 ら

かの示唆を与 える もの とな り,ひ い ては情報処理の発展に寄与することになれ

ば幸いで あると考 える。

　 なお,調 査研究に当 ってご協力をいただいた 委員な らびに関係各位に深 く感

謝す るものである。

昭和60年3月
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概 要

　 本調査研究報告書は,ソ フ トウェア開発 ・運用の高度化 ・効率化 方法に関す

る調査研究事業の第2年 度 と して,昨 年度に実施 した ソフ トウェア開発計画段

階 に引き続 き,ソ フ トウェアの開発段階に焦点を 当てて実施 した結果を とりま

とめた ものであ る。

　 本報告書の構成は次の とお りである。

　 1.ソ フ トウェア開 発の現状

　 2.　 ソフ トウェア開発段階 における基本作業

　 3.ソ フ トウェア開発 ・高度化 ・効率化のための方策

　 4.主 な開発技法 と開発支援 ツール

　 5.要 員管理のための具 体的方法

　 6.　 ソフ トウェア開発段階の チェ ック リス ト

　 ソフ トウェア開発の効率化 に寄 与 しうるような各種の技法や ツールが現在で

も存在 しているが,極 論すれぼ,ど ん なにす ば らしい技法や ツールがあ っても ,

それ を自由に使い こなす 人がいない ことには,何 の役 にも立 たない ことになる。

その意味で,ソ フ トウェア開発の効率化 ・高度化の基本は,や は り"人"の 問

題であるとい える。 ソフ トウェア開発要 員の教育訓練や 要員管理の重要性がい

われ るゆ えんもこの辺 にあるものと思われ る。従 って,本 報告書においては ,

要 員問題については,特 に配慮 した ところである。

　本報告書 の各車 ごとの 内容につい て要約すると,次 のとお りで ある。

　(1)　ソフ トウ ェア開発 の現状 一 ソフ トウェア開発 に関 し,そ の実態を把握

　　するため.民 間企業の コ ンビ=一 タユーザ(600社)に 対 し郵 送 調 査

　　 (回 答企業160社)し た結果を もとに,ソ フ トウェア開発のた めの標準

　　化,機 械化,自 動化,再 利用お よび要員管理 な どについ て,そ の現状を と

　　 りま とめた ものである。

(2)　ソフ トウェア開発段階におけ る基 本作業 一 この章の概論 と して,工 程



　 化概 念 の必 要性 を述 べ,そ の う えで,各 工 程 と ドキ ュ メ ン トの 関 係 につ い

　 て述べ てい る。次 に,工 程 区分 の現 状 に つい て,コ ン ピ ュー タ メー カが採

　 用 してい る開 発標 準 の 考 え方 につ い て 紹 介 して い る。 さ らに,各 工 程 で の

　 作 業項 目と ドキ ュ メ ン トについ て述べ てい る。

(3)　 ソフ トウ ェア開発 の 高 度 化 ・効 率 化 の た めの 方 策 一 ソフ トウ ェ アの 高

　度化 ・効 率 化 を図 るた め の有 効 な方 策 と して,ま ず 標準 化 の 問題 を と りあ

　 げ てい る。 標準 化 に 関 して は,ソ フ トウ ェアの 階 層化;用 語,開 発 作業 方

　 法,及 び 開 発 管理 につ い て 標準 化 の 内容や 注 意 点 につ い て述べ てい る。 次

　 に,機 械 化,自 動 化 を あげ,こ こで は,ド キ ュメ ン ト作 成,プ ロ グラ ミン

　 グ,テ ス ト,お よび 開 発 管理 の各 作 業 に おい て,ど の よ うな機 械 化 ・自動

　 化 が考 え られ,か つ 実 現 され て きてい るか を説 明 してい る。・また,ソ フ ト

　 ウェア の再 利 用 につ い て も有 効 な手段 と して あげ てお り,ソ ラ トウ ェアの

　部 品化 に焦 点 を 当 てて 述 べ てい る。 この ほか,こ の章 で は,ソ フ トウェア

　 の パ ッケ ー ジの活 用,ソ フ トウ ェアの 開発 に おけ る分 業 の 考 え方,開 発 パ

　 ワーの 増 大,第 三 者 に よる品 質 保 障 な どの た めの 組織 化,品 質 管 理活 動 な

　 どにつ い て も説 明 して い る。

(4)主 な 開発 技 法 と開発支 援 ツ ール

　 　開発 技 法 と して,要 求定 義 技 法 として の面 も もつSADT(Structu-

　 red　 Analysis　 and　 DeSign.Technique)と ペ トリネ ッ ト・モ

　デ ル,お よび デ ータ フ ローに よ る設 計 法で あ る マ イ ヤー ズの複 合 設 計 法,

　 ヨー ドン,コ ソス タ ンテ ィ ンの構 造 化設 計 法,ま た デ ー タ構 造 に よ る設 計

　法 で あ る ジ ャ ク ソン法,.ワ ー ニエ=オ ア法 につ い て解 説 してい る。

　 　 また,設 計記 述技 法 と して は,フ ローチ ャー ト,NSチ ャー ト(Nassi

　 Shneiderman　 chart),PADチ ャー ト(Problem　 Analysis

　 Diagram),　 SPDチ ャー ト(Structured　 Programming

　 Diagram),YAC皿 チ ャー ト(Yet　 Anather　 Control　 chart),

　 HIPO(Hierarchy　 plus　 Input・Process.Outptit),　 HCPチ ャ



　 一 ト(Hierarchical　 Compact　 chart)な どにつ い て紹 介 してい る。・

　 開発 支 援 ツ ールは,数 多 く開発 され てい るが,こ こでは,一 つの範 として

　 のSREM(Software　 Requirements　 Engineering　 Methodo・

　 logy),　 P　S　L/PSA(Problem　 Statenent　 Language/Probl・

　 em　 Statement　 Analyser),お よびPRIDEのASDM.,そ して

　 HYPER　 COBOL,　 JASPOLに つい て紹 介 してい る。 テ ス ト支

　 援 ツ ール も数 多 くあ るが,こ こでは,種 類 別 の説 明 を加 える に止 め て い る 。

(5)要 員管 理 のた め の具 体 的 方法 一 要 員 管 理 のた め の具体 的 方法 を説 明す

　 るに 当 た って,ま ず,コ ンピ ュー タ要 員 の情 報処 理 教育が どの よ うな状 況

　 にあ るか を,ア ンケー ト調査 を も とに そ の実 態 を 論 じた あ と,最 近 増 大 し

　つ つ あ る情 報 処 理分 野 におけ る高 齢化 の 問題 を と りあげ てい る。 そ して最

　後 に,コ ン ピ ュー タ部 門 の モ ラ ールや モ チ ベ ー シ ョンを 向上 させ るた めの

　 方策 につ い て論 じてい る。

(6)　 ソフ トウェ ア開 発段階 の チ ェ ック リス ト ー ソフ トウ ェアの 開発 段 階 に

　お い て 留 意 すべ き事項 を チ ェ ック リス トと して と りま とめ て い る。
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1.ソ フ トウ ェア 開 発 の 現 状

近年における ソフ トウェア開発は下記の点が特徴 として上げ られ る。

①　開発対象分野が多部 門にわた ってい る。

②　 開発の対象が 社会 システ ム,特 殊大型 システ ムな どの分野 まで拡大 し大

　　規模化 してい る。 、

③　 多 くの分野 に,よ り高度の システムが要求 され るようにな り,ソ フ トウ

　　ェアも高度化 ・複雑化 してい る。

④　 ハー ドウェア技術の進歩 に応 じて,各 種 ソフ トウェアの改良が必要 とな

　 　 ってい る。

　このように,シ ステ ムが大型化,高 度化 し,社 会生活の中で大 きな位置 を占

めるように な り,そ のお よぼす影響 も計 り知れない ものになるにつれて,ソ フ

トウェア開発の効率化,高 度化,生 産性 の向上が大 きな課題 として クローズア

ップされ てい る。

　 ソフ トウェア開発の効率化,生 産性の 向上に対す る取 り組みは,官 民の別な

く積極的に行われ ているが,こ こでは,民 間部門が この問題に どの ように取 り

組んでい るか について,ア ンケー ト調査結果 に基づ き概観 してみたい。

1.1　 アンケー ト調査

(1)目 　 　　 的

　　　ソフ トウ ェア開発 の効率化,生 産性の向上を計 るための基礎資料 を収集

　 する ことにあ る。

(2)調 査 対象

　　 大手 コンピュー タ ・ユ ーザを中心 に,会 社 四季報か ら無作為抽 出法によ

　　り600社 を抽出 した。

(3)調 査方法

　　 郵送 による 自計方式
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　④ 　 調査 時期

　　 　昭和59年9月

　 (5)　回収 状 況 　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　'

　　 　 160社(回 答率26%)

1.2標 準 化

　　標 準 化 は,一 般 に生 産 活 動や 事 務 作 業 に おけ る生 産 性の 向上や 互 換 機 能 を

　高 め るた め に 用い られ る能率 原理 の一 つで あ るが,ソ フ トウ ェア開 発の 場合

　に おい て も,開 発 段 階 に お け る種 々の 局面 に おい て 標準 化 を行 うこ とに よ っ

　て,ソ フ トウ ェ ア開発 の効 率 化 が 期 待 で き る もの と考 え られ る。

　　今 回の調 査 にお い ては,標 準 化 に関 して は,① 開 発工 程,② 用語,③ フ ォ

　ー ム シ ー ㌧ お よび ④ コー デ ィ ングにっ い て質 問 して い るが,開 発 工程 にお

　い ては,プ ログ ラ ミング段 階(75%),プ ロ グラ ム設 計段 階(73%),

　 ドキ ュメ ン トの作 成 段階(68%)に おい て標準 化 は高 い 割 合 を 占 めてい る

　が,基 本設 計 や テ ス ト段 階 では,そ れ ほ ど標 準化 は行 わ れ て い ない 。

　　 また,用 語 の 標 準 化 につ い ては,自 社 内で 独 自に 決 めた り(59%),メ

　ー カな どの用 語 に統 一 した り(38%)し て お り,JISに 合せ た りしてい

　る企 業 は きわ めて 少 ない結 果 とな ってい る。 フ ォ ー ム シー トに つい ては,独

　 自に決 め てい る もの が殆 ん どで あ り,メ ー カ ツ ール な どの 利 用 は少 ない。 さ

　らに,コ ーデ ィ ングにつ い ては,名 前の 付 け 方や,プ ロ グラ ムの構造,ゴ ー

　デ ィ ング フ ォー ム にっ い て の標 準 化 が 目立 って い る。

　　そ して,こ の よ うな標 準化 の推 進 に よ って,得 た 効 果 につ い て は,図 表1

　 -1の とお り,シ ス テ ム開 発 の生 産性 の 向上 を あ げ る もの が,74、%と 最 も

　多 く,次 いで,「 シ ステ ム メ ンテナ ンス の省 力化 」49パ ーセ ン ト,「 ドキ

　 ュメ ン ト管 理の 省 力化 」32パ ー セ ン トの順 とな っ てい る。 また,こ の よ う

　な標 準 化 に 関 しては.ガ イ ドブ ックまた は手 引書 と し て用意 され てい る と こ

　ろ が 多い(80%)。 しか も,そ の内 容の 遵守 の 方 法 は,強 制 され る こ と も

　な く(51%),標 準 化 の適 用 は各 自に まかせ て い る(28%)な ど比較 的

一2一



ク

図表1一'1　 標 準化 の効果

主な効果及び期待 10 20 30　 　40 50　 60 70 80 90

システム開発の生産性の向上
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

システムメンテナンスの容易化

ドキュメント管理の容易化

品質の安定と向上

人員配置の容易化

教育期間の短縮

エラー及び トラブルの低減

システム管理の容易化

要員の資質向上

96

64

42

40

29

15

14

10

6

Ig6(74)

164(49)

　 　 142(32)

　 　 140(31)

129(22)

115(12)

14(11)1

コ10(8)

コ6(5)

N==130

に ゆ るや かで あ り,標 準 化 され てい な い もの は 認 め な い とい うの は2割 弱

(19%)に す ぎ ない 。

　 しか し,標 準 化 の た め の推 進 組織 に つい ては 「あ る」 とす る もの が42パ

ー セ ン ト
,「 ない 」 が58　 ・〈　一ーセ ン トとな ってお り,推 進 組 織 の 整備 の 点 で

は 今 一 歩 とい った 状 況 に あ る とい える 。

1.5　 機 械 化 ・自動 化1・

　 ・人 間 が行 い うる能 力 には 限 りが あ る ので,人 手 でや ってい る もの を機 械 に

行 わ せ る こと に よ り,こ人間 が行 う以 上 に よ りよい 目的 を達 す る ことが可 能 と

な る。 ソフ トウェ ア'の開発 は,従 来 か ら,い わ ば"職 人 芸"と して,手 作 業

に よる個 人 プ レー的 な考 え方 に基 づ く開発 が支 配的 で あ った が,情 報化 の進

展 に 伴 って,ソ フ トウ ェア の ニーズ の 増大 に対処 す るた め,ソ フ トウ ェア 開

発 の 効 率化 対 策 と して,開 発 工程 へ の 機 械 化,自 動化 の 導 入が 真 剣 に検 討 さ

れ る よ うに な っ て きてい る。

　 　ソフ トウ ェア開 発工 程 に おけ る機 械 化,自 動化 の実 施 状 況,検 討状 況 は 図

表1-2の とお りで あ る。
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これによると,プ ログラ ミング段階での機械化,自 動化が約40パ ーセ ン

トと割合は 少ないが実 施 され てい る。 ただ,こ の調査 では,「 少 しでも機

械化 ・自動化を実 施 してい る」 とい う質問の仕方を してお り,ま た,機 械

化 なのか 自動化 なのか も区別 してい ないが,自 動化の割合いは現段 階では

少 ないもの と考 えられ る。

　 開発工程における管理面 においては,「 実績 管理」が34パ ーセ ン トの

企 業において実施 され てい る。概 して,機 械化1自 動化 につい ては,「 実

施 中」が少 な く現在 「検討中」である とす るものが20～30パ ーセ ン ト

あ り,こ れか ら実施 しよ うとしてし・る段階 にあるのでは ないか と思われる。

　　　　　　開発工程 における機械化 ・図表1 -2
　　　　　　 自動化の実施 ・検討状況

実　施　中 検　討　中 未 検　討

・設 計 段階 6 4% 38 24% 113 72%

・プ ロ グ ラ ミ ン グ 61 39 43 27 53 34

・ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン 20 13 60 38 77 49

・テ ス ト 33 21 44 28 80 51

・予算 管理 24 15 32 20 101 64

・実 績 管理 53 34 35 22 69 44

・進捗 管理 31 20 40 25 86 55

・品質 管理 11 7 27 17 118 75

　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 N=157

　 と ころ で,こ の 図 表 で は,設 計 段 階 と予算 管 理,品 質 管 理 につ い ては,「未

検 討 」 とす る割 合 が,そ れ ぞれ72,64,75パ ー セ ン トと高 い が,こ れ

らの段 階 は 自動化 の余 地 が ない とい うこ とを 意味 してい る ので あ ろ うか 。 し

か し,一 方 で,「 実 施 中 」 とす る ものが 設 計段 階4パ ーセ ン ト,予 算 管 理15

パ ーセ ン ト,品 質 管理7パ ーセ ン トと割合 は 低 い が存 在 して い る とい うこ と
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は,こ れ ら実施中の企業が どのよ うな自動化,機 械化 を行 ってい るのか,

その内容を知 ることは非常 に参考 になるものと思われ る。

　次に,開 発工程で,現 在,ど の工程を機械化,自 動化 したい と考 えてい

るかを図表1-3}ご 示す。

図表1-3　 機械化 ・自動化 したい工程

10 20 30 40 50　 　 60 70　 　80 90

プ ロ グ ラ

ドキ ュ メ

テ ス ト

管　理

設 計 段階

その他

ミ　 ン グ

ン テ ー シ ョン

1100(65)

98(64)1

174(48)

38)159(

158(38)

]3(2)

N=157

　 これ に よ る と,プ ロ グラ ミング,ド キ ュ メ ン トの段 階 の 機 械化,自 動化 を

考 え てい る企 業 が 多い。 この こ とは,プ ログ ラ ミング,ド キ ュ メ ン トの作 成

に最 も工数 が か か る こ とか ら,何 とか な らない か とい う効 率化.生 産性 の 向

上 に 対す る ニ ー ズが 大 き い こ とが うか が える。

1.4再 利 用

　 ソフ トウ ェア開発の生産性を 向上 させ るためには,既 存 プログラムな どの

有効利用(再 利用)も 大 きな効果がある と考 え られ る。過去 におい て開発,

蓄積 された多 くの プログラムな どの中には,再 利用可能な ものが 少な くない

もの と思われ る。　　 　 '

　 今回調査 において,ソ フ トウェアの再利用 に関 して調査 した結果を示す と,

図表1-4の とお りで ある。
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図表1-4　 再 利用のためめ方策

10　　　20　　30.　 40　　　50　　　60　 　70　　80　　90

イ.共 通 に利 用 で き るサ ブル ーチ ン形式 の モ ジ ュ

　 ール を蓄積 して お き必 要 に応 じて利 用 す る。
1119(77)

ロ.共 通 的 に利 用 で き るプ ログ ラムを一 括 管理 し

て お き共同利 用 す る。 179(51)

ハ.パ ター ン別 に モデ ル プ ロ グ ラムを準 備 してお

　 き,目 的 に応 じて 部 分変 更 ・穴 埋 め等 を行 いプ

　 ロ グ ラムを 完成 させ る。

・164(42)

二.シ ステ ム開発 にお い て共 通 モ ジ ュール を抽 出 し

　て 開発量 を削 減す る設 計方 法 を標 準化 して い る。 コ55(36)

ホ.イ ～二,へ ～ トに おい て求 め る もの を容 易 に検

　索 で きるよ うに す る こ とを 目的 とした 分類 コー

　 ドを標 準化 して い る。

134(22)

ヘ プ ログ ラム事 例 集 ・特殊 アル ゴ リズ ム集 等を

　作 成 して お き,そ れ らを 参考 に して プ ログ ラム

　を 完成 させ る。

128(18)

ト.プ ロ グラム設 計書 の 再 利 用を行 って い る。 h8(12)

チ.イ ～ 二,← トに お い て 検 索 シ ス テ ム が あ る。 コ6(4)

(検 索を 目的 とした分類 コー ドの体系)

業務別(給 与,人 事,財 務,販 売な ど) 27 79%

機 能 別(テ ー ブル 処理,コ ー ド変換,エ ラー チ ェ ック など) 27 79

処 理 パ ター ン別(媒 体変 換,照 合,更 新,作 表 な ど)' 23 68

その他 3 9

　 これ に よる と,「 共 通 に 利 用で き る サ ブル ーチ ン形式 の モ ジ ュール を 蓄積

してお き,必 要 に応 じて利 用 して い る もの」 がr19企 業(77%)と 最 も

多 く,次 が 「共 通 的 に利 用 で きる プ ロ グ ラムを一 括 管 理 してお き共 同利 用 す

る もの」 が79企 業(51%),「 パ ター ン別 に モ デル プ ロ グ ラムを準 備 し

てお き,目 的 に応 じ部分 変 更,穴 埋め な どを 行い プ ロ グラ ムを完 成 させ る と

す る もの」 が64企 業(42%)の 順 とな ってい る。 この よ うに,再 利 用 に
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関 して は,プ ログ ラムの モ ジ ュ ール化 が 積極 的 に進 め られ て い る こ とが うか

が えるが,共 同 利 用の た めに プ ロ グ ラムの一 括 管 理が行 われ て い る企業 がか

な り見 受 け られ る こ とは,ソ フ トウ ェアの 開発 が 同一企 業 内 で あ って も異 な

った セ ク シ ョ ンで別個 に 行 なわれ てい る ケ ースが 多い こ とか ら,こ のよ うな

一 括 管理方 式(プ ロ グラ ム登 録方 式)に よ り重 複 開発(投 資)の 回避 とい う

点 か ら も生産 性 とい う こ と と併せ て 効 果 が あ る こ とを示 して い る もの とい え

る。

1.5　 組　 織　 化

　 　ソフ トウェ ア開発 体 制 とい う点 か ら,組 織 の 面 を中心 にみ てみ たい。 ソ フ

　 トウ ェア開発 を 限 られ た 人数(定 員)で よ り多 くの 開発 要 求 に対 応 して い く

た め に は,当 該 組織 内に お け る 開 発要 員 の能 力(経 験)を 効 率 よ く配 分,

活 用 して最 大 の効 果 を 確 保 で き るよ うな マ ネ ジ メ ン トが 必 要 で あ る。

　 今 回 調査 に お い ては,組 織 の 問題 につい ては,分 業体 制 とそ の 問題 点,品

質 検 査組 織,要 員不 足 を カバ ーす るた め の対 策 な どにつ い て 質 問 を 行 った。

　 そ の 結 果,ソ フ トウ ェア開 発 に おい て.ど の よ うな分 業 体 制 を と ってい る

か につ い ては.回 答 企 業(147)の80パ ー セ ン ト(117)の 企 業 が,

　 「2～3グ ルー プに分 け て い る」 と してい る。 そ して,グ ルー プの分 け 方 は.

　 (設 計)パ(プ 白 グ ラ ミング,テ ス ト)』又 は(設 計 三 テ ス ド),(プ ログ ラ

　 ミング)と い った分 業 体 制 を と ってい る ものが 多 い。　 (図 表1-5参 照)
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図表1-5　 ソフ トウェア 開発 に お け る分 業体 制

(1)
グル ープ数 件　数 %

1 18 12

2 51 35

3 66 45

4 11 7

5以 上 1 1

N=147

(2)
作 業 の 分 担 件　数 %

(設 計)・(プ ロ グ ラ ム)・(テ ス ト) 12 8

(設 計 ・ プ ロ グ ラ ム)・(テ ス ト) 0 0

(設 計)・(プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト) 26 18

(設 計 ・ テ ス ト)・(プ ロ グ ラ ム) 69 47

そ　の　他 20 14

分業 しない 20 14

N=147

　この ような分業体制を とる理由 としては,図 表1-6の とお り,① 人員不

足の解 消(38%),② 職責の 明確化(37%)。 ③開発期間の短縮(22

%)な どをあげ てい る。
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図表①一6　 分業体制を とる理由

主 な 事 由 10 20　 　30 40 50　 60 70 80 90

人員不足の解消

職責の明確化

ソフト開発期間の短縮化

外注先の活用

品質管理の徹底

標準化の徹底

女性の活用

教育効果

48

46

28

22

7

6

6

4

1(38)

1(37)

1(22)

1(18)

=コ(6)

コ(5)

コ(5)

コ(3)

N=125

　分業体制 をとった場合の問題 点と しては,図 表1-7の とお り,① 作 業量

の負荷 の相 違(25%),仕 様 の伝達 ミス(23%),③ 開発 ス ピー ドが遅

くな る(12%)な どを あげ てい るが,ソ フ トウェア開発期間短縮のために

企業体制 を とったの に逆 に開発 ス ピー ドが遅 くなるとい う皮 肉な結果 を招い

てい る例があることを示 してい る。

図表1-7　 分業体制の問題点

主な問題 点 10　 20　 30　 40 50 60 70 80 90

作 業量 の 負荷 の相違

仕様 の 伝 達 ミス

開 発 ス ピー ドが 遅 くな る

プロジェク トに よ り ドキュメ

ン ト・工 程 が異 な る

要 員能 力 の相 違

要 員 ローテーシ。ンが困難

メンテナンスが 困難

テ ス ト体 制 が不 十 分

標 準 化 の 推進

16

15

8

7

6

6

5

3

3

1(25)

1(23)

1(12)

　 　 1(11)

　 　1(9)

　 　1(9)

=コ(8)

コ(5)

コ(5)

N=65
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　 次に,品 質保証や 検査のための組織 につい ては,94パ ーセ ン トの企業が

「ない」 としてお り,こ の面での整備が非常 に遅れてい ることがわか る。残

りの6パ ーセ ントの企業(10企 業)に つい て、取 り組んでい る業務 内容を

み てみ ると,検 収業務,シ ステ ム監査,品 質向上 ㌧運用効率,標 準化 などと

な ってい る。 こうい った地道な業 務に係 る体制の充実 が ソフ トウェアの質的

な向上 を もた らし,結 果 的には全体の生産性の向上に結びつ くもので あるこ

とを認識す る必要があるのではないか と思 う。量への対応 に神経 を集中す る

あ ま り,質 の面か らの アプローチをお ろそかに してはな らないだろ う。

　 さて,ソ フ トウェア開発 の要 員不足 のために どの ような対策を とってい る

かをみ てみ よう。開発要員不足のための対策 としては,外 注 利用,エ ン ドユ

ーザの活用等が考 えられ るが,今 回調 査では,外 注利用につい ては約30パ

ーセ ン トの企業 が 「外注利用 していない」 としている。また,約50パ ーセ

ン トの企業 が総作業工数 の うちの30パ ーセ ン ト未満を外注(派 遣 外注,作

業請 負外注)に 依存 していると してい る。　 (図 表1-8参 照)

図表1-8　 外注利用の状況

＼ 利 用 して

な　　 い
～10% ～20% ～30% ～40% ～50% ～100%

派　遣 外 注 38件 23 24 19 7 7 7

作業請負外注 40件 38 9 9 7 4 11

　 ところで最近いわれ てい る在 宅勤務につい ては,制 度 と して確立 してい る

企業は3パ ーセ ン ト(4企 業)に すぎず,ほ とんどの企業は,現 在在宅制度

は存在 していない。

　 この制度を将来採 用するか につい ては,9パ ーセ ン トの企業 が 「計画 して

いる」 としてい るのみで,将 来 ともに考 えていない企業 がほ とん どで ある。

在宅 勤務において考 えられ ている業務 内容 と しては,主 に退職社員や 契約社

一10一



員 に よ って,コ ー デ ィ ングや プ ロ グ ラム設 計 をや っ ても ら う。 そ の場合,T

SS端 末 を利 用 した9,パ ソ?ン に よ り業 務処 理 を して も ら うこ とが考 え ら

れ てい る。

　 プ ロ グ ラ ム開 発 は,そ の 結果 が エ ン ドユ ーザの ニー ズに十 分 応 え得 る もの

で なけ れば な らない が,・そ の 意 味で,エ ン ドユ ーザ 自身 に プ ロ グ ラム開発 を

して も ら うこ と,ま たは 開発 の 支援 を して も ら う こと も,要 員 不足 を カバ ー

す る有 効 な手 段 で あ る と考 え られ る。 今 回 調 査 にお い て も,57パ ーセ ン ト

の企 業(90企 業)が,エ ン ドユ ーザ に よ る プ ロ グラム開 発 が社 内 にお け る

推 進 テー マ とな ってい る と して お り,エ ン ドユー ザ の活 用が,今 後の 要 員 を

確保 す るた め の源 泉 とな り うる もの と期 待 され る。

　 な お,女 子 プ ロ グ ラマ は,情 報 処 理 部 門や ソフ トウ ェア ・ハ ウス な どで は.

ソフ トウ ェア開 発 の新 た な戦 力 と して 注 目 され てい るが,今 回調 査 にお い て

は,現 在,ソ フ トウ ェア開 発 に携 わ ってい る女 性 は,コ ン ビ=一 夕部 門 の30

%未 満 とす る企 業 が70パ ーセ ン ト(108企 業)と な ってお り,今 後1女

性 の 採 用を 推 進 してい く考 えの あ る企 業 も66パ ー セ ン ト(103企 業)と

な ってい る(図 表1-9)。

図表1-9　 コンピ ュー タ部 門 にお け る女性 プログラマの 状 況

区分 0 ～10 ～20 ～30 ～40 ～50 ～60 ～70 ～80 ～90 ～100

件数 28 48 37 23 7 5 2 3 0 1 1 N=155

1.6　 品 質 管 理

　 近 年,企 業 内 に お け るQCサ ー クル活 動 な どの 小集 団 活動 が活 発 にな りつ

つ あ るが,今 回 調査 にお い て も78パ ー セ ン ト(124企 業)の 企 業 が 全社

的 な品質 管 理 活 動 を行 ってい る と してい る。 この うち,コ ンピ ュー タ室 がQ

C活 動 を行 ってい る割 合 は,50パ ー セ ン ト(78企 業)と 全 社 的 な 割 合

　 (78%)よ りも低 く,コ ン ピュー タ部 門 の この 面で の 取 り組 み は,他 部 門
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に比 べ て低 調 の よ うに思 われ る(図 表1-10,1-11)。

図表1-10企 業 における品質管理活動の状況

は　い 124件 78%

いい え 36 22 N=160

図 表1-11　 コ ンピ ュー タ室 にお け る品 質管 理 活 動 の状 況

は　 い 78件 50%

　 　 　 　●

い い え 79 50 N　 一=159

　 コ ンピ ュー タ部 門 の 品質 管 理 活 動 の ため の サ ー クル数 は,「1～3」 とす

る企業 が 合せ て45パ ーセン トと な って い る。 サ ー クル数 が 「10あ る」 とす

る もの が10パ ー セ ン ト,「16以 上 あ る」 とす る もの が18パ ー セ ン トも

み られ る。

　 1サ ー クル 当た りの構 成 員は5～7人 とす る もの が全 体 の7割 程 度 を 占 め

て お り,活 動 年数 につ い ては1年 とす る もの が,40パ ー セ ン ト,2年 が約

20パ ーセ ン ト,3年 が15パ ーセ ン トとな ってお り,1～3年 の活 動年 数

の合 計 で75パ ー セ ン トを 占め てい る。 また,取 り組 ん でい る テ ーマ数 は,

「1～3件 」 とす る企 業 で 約80パ ー セ ン トを 占め てい る。

　 この こと か ら,コ ンピ ュー タ部 門 にお け る 品質 管 理 活動 は,概 ね1～3程

度 の サ ー クルを,5～7人 程 度 の規 模 で も ち,サ ー クル 当 た りの テ ーマ も1

～3件 程度 ,そ れ に活 動期 間 を1～3年 を 目途 と してい る企 業 が比 較的 に多

い とい える(図 表1-12,13,14,15)。
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図表1-12
品質管理活動
のサークル数

サ ーク ル数 件　数 %

1 16 12

2 9 13

3 7 10

4 4 6

5 5. 7

6 3 4

7 2 3

8 2 3

9 0 0

10 7 10

11 1 1

12 1 1

13 0 0

14 1 1

15 1 1

16以 上 13 18

図 表1-13　 サ ー クル の規 模

構成員数 件　数 %

3名 4 6

4 3 4

5 14 19

6 25 35

7 12 17

8 6 8

9 1 1

10 6 8

12 1 1

N=72

N-72

　　　　　　 サークルの図表1 -14
　　　　　　 活動期間

活動年数 件　数 %

6カ 月 12 17

1年 29 40

2年 14 19

3年 11 15

4年 以上 6 8

N=72

　　　　　　サー クル当た図表1 -15

　　　　　　 りのテ ーマ数

テ ーマ数/サ ークル 件　数 %

1 25 35

2 24 33

3 11 15

4 4 6

5 4 6

5以 上 4 6

N=・72
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　 また,取 り組 ん でい る テ ー マの 内 容 をみ てみ ると,図 表1-16の とお り,

プ ロ グラ ム構 造 の 標準 化 の 推 進,生 産 性 の 向上,ト ラブル の防 止 お よび フ ァ

イ ル管 理 な ど とな ってい る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

　　　　　　　 図表1-16　 品質管理活動の主なテTマ

主 な テ ー マ 件　数' %

プログラム構造の標準化推進 39 40

ソフ トウ ェア生 産 性 向上 29 30

トラブル の防 止 29 30

フ ァイル管 理 24 24

メンテナ ンス工程の標準化 22 22

品質管理及び向上 r6 16

仕様書の標準化 16 16

品質管理 ・品質 向上 15 15

OA化 推 進 14 14

検収 ・テ ス ト 11 11

要員教育 8 8 N=98

1.7　 ソ フ トウェ アパ ッケ ー ジの 活 用

　 ソフ トウ ェア開 発の 効 率 化,生 産 性 の 向上 を 図 るた め の効 果 的 な方 法 の一

つ は,ソ フ トウ ェア パ ッケ ー ジを 活 用す る こ とで あ る。 ソフ トウ ェアパ ッケ

ー ジは
,① 自社 開発 よ りも コス トが 安い,② 開 発期 間 が とれ ない,③ 自社 開

発 の 工 数 が 不 足す る,④ 自社 開発 よ り機 能 ・性 能 な どが よい.と い った よ う

な場 合 に導 入 が考 え られ る。

　 今 回 調査 におい ては,回 答 した157企 業 の う、ち103企 業(66%)が

市販 パ ッケ ー ジを購 入 した こ とが あ る と してい る。 購 入 した こ との あ る企 業
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につ い て購 入動機 理 由を調 べ て み る と,図 表1-17の とお り,「 自社 開 発

よ りも機 能 ・性 能 な どが よい た め 」 とす る もの が40パ ーセ ン トと最 も多 く,

次いで・ 「自社 醗 よ パ 亘 ト接 し'」32㌻ セ ント・ 「自社 醗 の工

数 不 足 」15パ ー セ ン トとな ってい る。

　 　 　 　 図 表1-17　 ソ フ トウ ェ アパ ッケー ジの 購 入動機 理 由

購　入　動　機
'件 数

割合

・自社開発 よ り機 能 ・性 能等が よい 122件 40%

・自社 開発 よ りコス トが安 い 99 32

・自社 開発の工数 不足　　　　 '・ 46 15

・開発期間がない 40 13

計
¢

307 100

　 　 　 　 　 　 (注)市 販 パ ッケ ー ジを購 入 した こ との あ る103企 業

　 　 　 　 　 　 　 　 　の 複数 回答 の合 計 と比 率で あ る(図 表1-18も 同
　 　 　 　 　 　 　 　 　 じ)

　 ソ フ トウ ェ アパ ッケ ー ジを購 入した場 合 の評 価 は,図 表1-18の とお り,

「良い 」 とす る もの41パ ー セ ン ト,「 大 変 良い 」30パ ー セ ン ト,「 一 応

評 価 で き る」25パ ー セ ン トの 順 とな ってい る。

図 表1-18　 ソフ トウ ェアパ ッケ ー ジの評 価

・大 変 良い 86件 30%

・良　 い 116 41

・一 応 評 価 で き る 70 25

・期待 はずれ 10 4

計 282 100
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　次 に,ソ フ トウ ェア パ ッケ ー ジを購 入 した こ との な い企 業 に対 して,購 入

に消極 的 だ った理 由 を調 査 した 結 果 は,図 表1-19の とお りで あ る。

図表1-一 　19　 購 入 に消極 的 な 理 由

10 20 30　 40 50 60　 　70 80 90

使 用 目的 に合 うもの が ない

自社システムへ の適応 が 困難

機 能 ・性 能がよ く判 らず 不安

サー ビス ・保 守 に対 して不 安

価格 が希 望 に合 わ ない

そ の他

他 ユーザの評価 が よ くない

　 　 129(54)

125(46)

119(35)

118(33)

lg(17)

コ3(6)

0

N・=54

　 これ に よ る と,ソ フ トウェア パ ッケ ー ジが,「 使 用 目的 に合 うものが ない 」

とす るもの(54%),「 自社 シス テ ムへ の適 応 が 困難 」 とす る もの(46

%)が 多 い 。 しか し.「 機 能 ・性 能 が よ く判 らず 不安 」(19%),「 サ ー

ビス ・保 守 に対 して 不 安 」　 (18%)と す る もの の割 合 が比 較 的 少 ない とい

うこ とは,必 ず しも 自社 で使 用す る ソフ トウ ェアは,自 社 の 手 作 りか オ ー ダ

メイ ドで ない と安 心 で きな い とい った 従来 型 の 気質 が 根強 く残 ってい る とい

うことで は ない よ うに 思わ れ る。

　 なお,今 後 の ソフ トウ ェアパ ッケ ージを利 用す る場 合 の考 え方 と しては,

使 用 目的 に合 うもの や 自社 開発 よ りも有 利 な もの が あ れば 積 極 的 に購 入 した

い とす る企 業 が 多い 。 購 入 に 当 た っての評 価の ポイ ン トと しては,第 一 に機

能 ・性 能 を,次 に工 期 や ア フ ター ケ アをあ げ てい る(図 表1-20)。
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図 表1-20　 今 後 の パ ッケー ジ購 入 の方針

件 数 %

多少の不便はあってもできるだけ市 販パッケージを活用 し自社 開発量を減 らしたい 15 7

使用目的に合 う良いものがあれば積極的に購入したい 78 38

自社 開発 よ り も有 利 な ものが あれ ば購 入 した い。 95 46

自社開発を優先して考えたい 16 8

市 販 パ ッケ ー ジの購 入 は しない 2 1

その他 0 0

計 206 100

(注)回 答企業の複数回答の比率である。 N=・160

1.8　 作 業 環 境

　 作業環境 とい う場合 には,一 般的には,物 理的環境 と社会的環境の二つ に

分け られ ている。物理的環境 とは,職 場において心身機能 と関連 し作業能率

に影響を及ぼす物理 的環境条 件 といい,一 般的 なものとして採光,換 気,騒

音,温 度,湿 度,色 彩 などがあげ られ る。 また,社 会的環境 とは,生 産活 動

が組織体 または職 場 とい うような社会的 環境 内で行われてい ることか ら,生

産性 を向上 させ る観点か らは,物 理的環境 の調整 よ りは,む しろ社会的 ・人

間的諸 関係の調 整が重要 な条件で あるとし,職 場 における人間関係とモラー

ルを重視す ることである。今回調査 におい ては,物 理的 な環境について,ど

の ような考慮を してい るかを調査 した。

　 調査 結果に よると,回 答企業(144社)で は,採 光 に最 も気を配 ってお

　り(72%),次 いで換気(62%),机 の レイ アウ ト,騒 音の順 にな って

い る(図 表1-21)。

一17一



図表①一21作 業環境の配慮状況

＼ 10　 20 30 40 50 60 70 80　 90

採　光

換　気

机の配列

騒音の遮断

その他

1103(72)

189(62)

88(61)

　 ●

1

72(50)1

=コ10(7)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 N=・144

　また,実 際に実施 してい る作 業環境の工夫 ・改善事 例 としては,① デ ィス

プ レイ面の反射防止対策,② 騒音 対策,③ 机及び椅子 な どをあげてい る企業

が多い。

1.9　 要 員 管 理

　　ソフ トウェア ・クライ ンスの一つの要因 として,要 員確保 の困難があげ ら

れ てい るが,そ のために,現 に在職す る コンピュータ部門の要 員の資質の向

上を図る ことが必 要で あ り,そ のための要員管 理体制 の整備が重要 な課題で

ある。

　 今回の アンケー ト調査で は,① 要員の年齢構成,定 年関係,② 要員の教育

訓練の体系 と内容,③ 要 員のモ ラール向上策につい て調査 した。

1.9.1　 要 員 の 年齢 構 成

　　 調 査 対 象企 業 に お け る コン ピ ュー タ要 員の 年齢 構 成 は,図 表1-22の

　　とお りで あ る。

　　 　これ に よ る と,職 種 に よ り明確 に年 齢の 分 布状 況 に特 徴 がみ られ る。 例

　　えば,プ ロ グ ラマに つ い ては,一 一般 に35歳 定年 がい わ れ ている が.本 調

　 査 結果 に おい て も,「35歳 未 満 」 で約90%を 占 め てお り.「35歳 以

　 上」 の プ ロ グラ マは10%程 度 とな っ てい る。
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図表1-22要 員の年齢構成

(単位%)

「

29歳 以 下 30～34歳 35～39歳 40歳 ～定 年 定年退職者
の再 雇 用

プ ロ ジ ェ ク ト管 理 者 0.2 4.3 21.3 73.7 0.5

プ ロ ジ ェ ク ト リー ダ ー 1.7 23.4 47.1 27.2 0.6

シ ス テ ム 設 計 者 226 41.5 27.8 7.6 0.5

プ ロ グラ ミング担 当 者 73.1 16.6 6.4 a4 0.5

教　　育　　担　　当 30.2 31.8 19.8 18.2 一

オ 　　ペ 　　レ　　ー 　　タ 64.4 120 7.5 15.7 0.4

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 N=154

　 また,回 答企 業 に おけ る定 年 年 齢 は,「60歳 」 とす る ものが65パ ー

セ ン ト,「 そ の他 」 が35パ ーセ ン トとな6て い る。 なお,プ ロ グラ マに

つ い て年 齢 制 限 を設 け てい る企 業 は ない。

1.9.2　 要 員の教育訓練の体系

　　 要員の教育訓練 については,① 一般的な情報処理技術,② ソフ トウェア

　 に関す る専門技術,③ 情報処理技術者試験 な ど対応,の ための教 育な どに

　 関 して調査 したが,そ の結果は次 の とお りである。

　 ①　一般 的な情 報処理技術の教育 につい ては,コ ンピュー タの入門教育が

　　 最 も多 く(97%),次 いで プログラ ミング技術(90%),シ ステム

　　 開発手 順全般にわ た る標準 的な技術(49%)な どとな ってい る。教育

　 L期 間は,入 門教育 が平均2～3週 間,プ ログラ ミング技術が平均5週 間

　　 程度 とな っている(図 表1-23)。
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図ft　'1-23　 一 般 的 な 情報 処 理 技術 教 育 の 状 況

件数 %
平均
(週)

1週
未満

1週間 2週 間 3週 間 4週 間 ～以 上

コン ピ ュー タ の入門教 育 140 97 22 15 63 24 10 18 10

要求定義技術 28 19 26 4 17 5 1 0 1

シス テ ム設計技 術 66 46 38 4 32 12 4 6 8

プ ログ ラ ミン グ技 術 129 90 50 3 21 21 28 22 34

議 濡 手1蹴蹴 る巨 49 22 7 37 13 4 5 4

N--144

②　 ソ フ トウ ェア に関す る技 術 の教 育 につ い ては,OSな どの基 本 ソフ ト

　 ウ ェア技 術(81%),オ ンライ ン ・デ ー タ通 信 技術(73%),デ ー

　 タ ベ ー ス技 術(68%)と な ってお り,こ れ らの 教 育 に 平均2～3週 間

　 を か け てい る(図 表・1-24)。

図 表1-24　 ソフ トウェア技 術 教育 の 状 況

畷 %
平均
(週)

一週

未満
1週間 2週間 3週間 4週 間 ～以 上

OS等 の 基 本 ソ フ トウ ェア技 術 86 81 23 14 47 12 1 5 7

オ ン ライ ン ・デー タ通 信技 術 77 73 17 10 41 17 2 4 3

デ ータ ベー ス技 術 72 68 20 12 33 16 4 4 3

マ ネ ー ジ メ ン トサ イ エ ン ス 技 術 10 9 09 3 6 1 0 0 0

CAP/CAM技 術 5 5 07 3 2 0 0 0 0

　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　N=106

③　教 育訓練 の具体的 な方法 としては.OSな どの基 本 ソフ トウェア技術

　教育や 一般的 な情報処理技術 の教育は,メ ーカのユーザ教育 コースや社

　 内(教 育部や ベテ ランSE)に よる教育 などが多 く,マ ネジメン トサイ

　 エ ンスな どの高度 な技術に関 しては,メ ー カや 各種 セ ミナーを活用 して

　 いる例が多い。情報処理技術者試験対策 としては,非 常 に少ないが社内
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教 育や通信 教育な どが活用 されてい る。

　 また,こ れ らの教育訓練のために投入 され た費用は,平 均 して年間1

人 当た り約10万 円,作 業時間全体の平均6～7%を かけてい るとして

いる。

1.9.5　 モ ラ ー ル 向 上 対 策

　　　要員の モラーノら モチベーシ ョンをあげ るための対策 としては,図 表1

　　-25の とお り,「 各種セ ミナーへ の参加」,「 目標設定管理 による啓発」,

　　 「親睦 を深 めるための努 力」.「 自己申告制度」 などが比較的多 くと られ

　 ている。 数は少ないが,「 海外出張制度」や 「海外留学制度」 を とってい

　 る企業 もみ られ る。

　　　　　　　　　　　図表1-25モ ラール向上対策

10　 20　 30　 40 50 60 70　 80 90

各 種 セ ミナー(特 に遠地)へ の参加

目標 設 定 管理 によ る啓 発

親 睦 を深 め るため の努 力

自己 申告 制 度

他 部 門 との ロテ ー シ ョン

TQC

社 内表 彰制 度 に よるモラール アップ

管理 業務 へ の シ フ ト

社外 に も評化 され るソフ トウェア開発

海外 出張 制度

キ ャ リアパ ス制 度
　 　 　 　 　 、

資格手当の設置

海外留学制度

その他

　 94(61)

89(58)

84(55)

83(54)

1

1

　 l

　 l

69(75)1

146(30)

142(27)

129(19)

　 　 　 121(14)

　 　 116(10)

=コ 　 14(9)

=コ 　 13(8)

コ7(5)

コ5(3)

N=153
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1.10　 技 法 ・ツ ール

　 　ソフ トウ ェ ア開発 支 援 の ため に用 い られ てい る技 法 ・ツ ールの 状 況 につい

て 調査 した 結果 は,図 表1-26の とお り,11種 類 の技 法 ・ツ ールが 用 い

　られ てい る。 これ らの 適 用範 囲 は,プ ログラ ム設 計 → プ ロ グラ ミング→ モジ

　 ュール テ ス ト→ 結 合 ・運 用 テ ス トの各 工程 におい て 使 わ れ てい る度 合 が多 い。

　と りわ け,プ ロ グ ラ ミングの工 程 で は 多 く使わ れ てい る。使 用 した 技法 ・ツ

　ール に対 す る評 価は,一 応 評価 で き る とす る ものが 多 い。

図表1-26　 技法 ・ツールの 使 用状 況 と評 価

技

法
　

・

　
シ

　
ー
　
ル

　
名

使

用

延

件

数

適　　　用　　　範　　　囲 使用した感想

要

求

定

義

基

本

設

計

詳

細

設

計

プ

ロ

グ

ラ

ム

設

計

プ

ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

モ

ジ

ユ

1

ノレ

テ

ス

ト

結

合
◆

運

用

テ

ス

ト

ド

こ

膓
テ

1

ζ
ン

保

守

そ

の

他

大

変

良

い

一

応

評

価

で

き

る

機

能

の

割

に

高

い

使

い

に

く

い

今
は

使
用

し
て
い

な
い

15 56 2 7 8 24 29 17 10 5 6 4 15 35 3 2 1

なお,使 用 した 技 法 ・ツ ール名 は,次 の とお りで あ る。

　①CORAL,②TRTR-C,③NS－ チ ャー ト,④JASPOL.

　⑤ オ ンライ ンシ ミュ レー タ,⑥EASYTRIVE,⑦DYANA,

　⑧ イ ソスペ ク シ ョン,⑨ 擬 似 コー ド,⑩HELP,⑪PRO/TEST,

　⑫PAD,⑬EXCEED,⑭HYPER-COBOL,

　 ⑮構 造 化 ウ ォー クス ル ー
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1.11　 今後 の課題

　　システ ム開発段 階において,企 業が直面 してい る問題点と しては,要 員不

足,シ ステム開発の生産性の向上及び効率化を あげ る企業が多 く,こ の辺が,

最近いわれ てい る ソフ トウェア ・クラィ ンスの大 きな要 因ともな っているも

　の と考 えられ る。

　　今後の課題 としては,要 員教育,シ スデム開発期間の短縮,標 準化の促進

　などをあげ てい る。
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ソフ トウ ェア開発段 階におけ る基本作業
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2.ソ フ トウ ェア 開発段 階 にお け る基本 作 業

2.　1　 基本作業の考 え方

2.1.1　 工程化概念の必要性

　　　ソフ トウェアの世界での問題点 として よく云われる事項 として 「ソフ ト

　　ウェアは見 ることがで きない。」であるが,こ れ は物 を生産 する場合,生

　 産 する過程の なか で中間物や 原材料を見 ることが 出来 る世界 と,全 く生産

　 過程の中で物 として識別 出来 ない ソフ トウェアの世界 とを比較 して,実 際

　 的 に物 を見るこ とが出来 ない為 に管理 が出来 ない とい った問題点を指摘 し

　 ている。

　　　しか しこの問題は対象 とする ソフ トウェアの規模が小 さく,一一人の要員

　 の頭の中に十分取 り入れ ることが出来 る程度 な らば,優 秀 な要員を手元に

　 抱 えることによって,管 理 が十 分行なわれな くてもそれほど大 きな問題 と

　 な らない。

　　　ところが,ソ フ トウ ェアの利用状況を眺 めてみ ると,開 発 され てか らか

　 な り長期間にわた って利用され る場合が多い。つ ま り新規の ソフ トウェア

　 が開発 され ると,必 ずそれ にはその ソフ トウェアを活用 してい く為の運用

　 とい った作業が発生 し,し か もそれを使 い易 く,最 大限の効 用を発揮 させ,

　 環境変化に対応 させ る為 に,ソ フ トウェアの修 正作業 が長期間にわた って

　 発生 して くる。 つま りソフ トウェアに も人間の一生 と同 じ様に,開 発 の開

　 始 とい った誕生か らそれが利用 され なくなる廃棄までの一連の ライフサ ィ

　　クルが あ り,或 る時点 に発生 した問題 が,い ろい ろな局面に影響をお よぼ

　 してい る場合 が多い。そのために ソフ トウェアの問題は或 る一時点だ けを

　 とらえて議論 出来 ない場合が多い。

　　 また,開 発初期の段階で管理 が不十分なために,品 質上に問題を含んだ

　 まま開発工程 を進めてい くと,そ れ が どん どん後工程に進む につれて品質

　 不 良状態 を内在 した まま増殖 されてい ってしま うとい った特 質を持 ってい
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る 。

　 その上 ソフ トウェアの規模 が大 きくな って くると一人だけの要員では対

処 出来 な くな り,多 くの要員 を同時 に抱 えて開発す る必要があ り,そ のた

めにそこでの作業 を円滑 にす る コミュニケーシ ョンの し易い環境 の構築や

しっか りした管理の導 入 とい った側面の重要性 が大き く叫ばれるよ うにな

ってきた。

　 このような状 況を踏 ま えソフ トウェアの世 界の中に,ソ フ トウェア工学

とい った,工 程の概念が と りいれ られ ソフ トウェアの ライ フサイ クル論が

展 開 され てきた。 しか し現実に ソフ トウェア開発 を進めるにあた っては,

要求仕様を より詳細化 してい く過程で,か な り繰 り返 し的 な作業 を実施す

る場合が多い こ とや,実 世界の仕組を2進 法の コ ンピュータの世 界に組み

込む過程で思考的 には 大きなギ ャップがあ り,工 程 とい った概念 の普遍化

を困難 にしていた。

　 しか し最近の情報化の進展によ って ソフ トウェア開発 の量や規模におい

て拡大傾向をた どってお り,そ の結果 ソフ トウェア開発 に,一 時期に数十

人か ら数百人 が一つの プロジェク トに参加す るケースが増 加 している。そ

こで この ような大規模 プロジ ェク トの生産 性や品質 を向上 させ るために標

準化の推 進や管理面の強化が必要不可 欠とな ってきてい る。 この管理 と標

準化を推進 する手段 と して この工程化 の概念が広 く普 及 してきた。 これ に

よ って ソフ トウェア生産の世 界に,ソ フ トウェアに関 する科学的 な知識 を

基礎に して.よ り工業的な生産をはか ってい こうとす る考 え方が一般的 と

な って きた。

2.1.2　 工 程 と ドキ ュ メ ン トとの関 連

　 　 　ソフ トウ ェ ア開 発 へ の工 程 化 概 念 と同様 に重 要 な 役 割 を 担 ってい るの が

　 　 ドキ ュメ ンテ ー シ ョンで あ る。 この ドキ ュメ ン トは ソフ トウ ェ ア開 発 にお

　 け る可 視性 の向 上 と管理 の 可能 性 を導 き出 した点 で は 高 く評価 され る手 段
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で あ る。 この ドキ ュメ ン トは 大 き く分 け る と次 の よ うな役 割 を帯 び てい る

ドキ ュメ ン トと して 分 類す る こ とが 出来 る。

① 　 ソフ トウ ェア開 発 の作 業 上 に 必要 とす る ワー ク ドキ ュメ ン ト

② 工程 の 終 了段 階 に おい て作成 され る各種 の シ ステ ム ・ ドキ ュメ ン ト

③ 　 進捗 管 理 や 品質 管 理 とい った 管理 用 に必 要 とな る管 理 ドキ ュ メ ン ト

　 この場 合 特 に大切 な こ とは,昔 の個 人 レベ ルで実施 し ていた ソフ トウ ェ

ア開 発 と比 較 す る と,か な り多量 の ドキ ュメ ン トを作 成 しな けれ ぼ な らず

(大 規 模 ソフ トウェア の場 合,コ ミュニケ ー シ ョン上,必 須 の 生 産物 で あ

るが)か な りの 負担 に な ってい る のが 事実 で ある。 そ の た め に出 来 るだ け

作成 す べ き ドキ ュ メ ン ト量 を ミニマ ィ ズす べ く ライ フサ イ クル全 体 を見 通

しな が ら,情 報 の重 複 作 成 を排 除 す る よ うに心 がけ る こ とが大 切 で あ る。

　 また,ド キ ュ メ ン トと工 程 とは,裏,表 の よ うな関 係 に あ り作 業 の進 捗

状 況 に応 じ て ドキ ュ メ ン トが 自然 な流 れ の 一環 と して作 られ る よ うな仕 組

を考 えて お く必 要 が あ る。 よ く頻 繁 に発 生 す る ケー ス と して,ド キ ュメ ン

トの作 成 を どち らか とい うと不 必 要 な作 業 とみ て仕 方 な く後 付 け の作 業 と

して開 発 が 終 了 した段 階 で,一 気 に ドキ ュメ ン トを作 成 す る とい った 本 末

転 倒 的 な作 業 が 行 なわ れ る こ とが あ り,ソ フ トウェアの 品質 面 や 開発 効 率

の 観 点 か ら眺 め る と十 分 注意 をす る必 要 が あ り,管 理 者 が積 極 的 に機 能 を

発 揮 出来 る局 面 で もあ る。

　 一般 的 には詳 細 レベ ルで の 作 業 と ドキ ュメ ン トとが 一 対 一の 関 係で の 対

応 が とれ てお り,作 業 結 果 と して作 られ る ワー ク ドキ ュメ ン トの集 大 成 が

シ ス テム 用の ドキ ュ メ ン トに な る よ うに工 夫 され てい る場合 が多 い。 また,

ドキ ュメ ン トの 作成 の 手 間 の ミニマ イ ズ化 と品質 向上 のた め に,開 発工 程

の進 捗 を通 して ドキ ュ メ ン トが 自動 的 に作 られ てい くこ とが,開 発 要 員 の

作 業 負荷 を軽 減す る意 味 にお い て も望 ま しい 。

　 最 近 で は,ツ ー ル と して ソフ トウ ェア開 発 に必 要 とな る ドキ ュメ ン トが

自動 生 成 され る よ うな パ ッケー ジもか な り市 販 され て き てい るが,一 貫 性
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や 日本語 の 問 題 を十 分解 決 した ツー ルは 少 ない。

　 作 業 工程 と ドキ=メ ソ トが 作成 され る関 連 を 図表2-1に 概 念 的 に取 り

ま とめ た。 例 えば詳 細 設 計段 階 で の作 業

　 ・作 業 内容;フ ァイ ル ・フ ォーマ ッ トを作 成 す る作 業

　 ・作 業 工 程;フ ァイ ル ・フ ォーマ ッ ト作 成 工程

図 表2-1　 工 程 と ドキ ュメ ン トと の対 応概 念 図

・標 準化 基 準 　 　[========>

　 ex.フ ァイル ・フォーマット作 成基 準　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
ドキュメン ト

・ワークドキュメント[==========≒ 〉

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＼

手作業或いはツールに依る自動生成

2.1.ろ 　 ウ ォー タ フ ォール ・モ デ ルで の 工程 の考 え 方

　 　 　ソフ トウ ェ ア生産 の世 界 に工 学的 な 考 え方 が 取 り入れ られ てい な か った

　 時 期 で は,メ モ リ効率 や 実 行 速 度 の 向上 に 力点 が 置か れ た プ ロ グラ ムが組

　 　まれ てい る場 合 が 多か った 。しか し最 近 では2.1.1で も触 れ た よ うに ソフ ト

　 　ウ ェアの生 産 の 場 に工 学 的 な考 え方 を取 り入れ て生 産 効 率 の 向上 や ソフ ト

　 　ウ ェア品質 の 向上 を は か ってい く ソフ トウ ェア工 学 の考 え方 がか な り普 及

　 　して きた。

　 　 　この ウ ォ ー タ フ ォール ・モ デ ルで の考 え方は,ソ フ トウ ェア生 産 の 連 続

　 性 の 中 に も,或 る程 度 の 仕事 の切 れ 目が あ る と し,そ の切 れ 目の終 了段 階

　 で,そ の 工程 で の作 業 内 容 を チ ェ ッ ク した り,評 価 す る 方 法で あ る。 そ こ

　 で この ソフ トウ ェア開 発 を実行 す る側 で あ る ソフ トウ ェア生 産 者 の立 場 に
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た って,開 発工 程 を眺 め てみ る と生 産 工程(フ ェイズ)が7工 程 に分 割 さ

れ,し か もそれ ぞ れ の工 程 で の 作 業 結果 が次の 工 程へ,次 の工 程 へ と次 々

に落 下す る滝 の よ うに パ ス され て い く状 態 に似 て い るの で ウ ォ ー タフ ォ ー

ル ・モ デル と俗 称 され てい る。

　 また,こ の モ デ ルで の工 程 とい った 概 念 の導 入が工 程 間 で受 渡す べ き情

報 を ドキ ュ メ ン ト化 す る ことに よ って,ス ケ ジ ュー リング,マ ンパ ワー計

画,技 能 の差 別 化,機 能分 担 に よる 外 注化 とい った工 業 生 産的 な手 段 を 採

用 す る ことが出 来 るよ うに な った。

　 この モデ ルを 提 唱 したの がTRW社 のBolhmで あ る。 彼 は ウ ・r・一 タ フ

オール ・モ デル を 次の よ うに定 義 してい る。

　 つ ま リ ソフ トウェアの ライ フサ イ クル を システ ム要 求 に始 ま り,運 用 ・

保 守 とい った 工 程 で終 わ る一連 の プ ロセ ス と定義 してお り,し か もそれ ぞ

れ の 工 程 には テ ス トや 検 証 とい った 作 業 を伴 ない,其 の上 この テ ス トや 検

証 作 業 の結 果 の如 何 に よ って は前 の 工 程 に戻 る作 業が 発生 す る もの と して

い る。 この考 え方の モ デル を 図的 に表 現す る と次 の 図 表2-2の よ うに な

る。
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図 表2-1　 ウ ォ ー タ フ ォ ー ル ・ モ デ ル 図

システム
設計段階

検証
ソフトウェア

設 計段 階

一フグ

グ

ロ

ン

階

プ

ミ

段

テ ス ト

段 　階

受入れ ・試
運転段階

運 用 ・保

守 段階

　次 にこのモデルでの工程にお いて如何な る作業が行なわれ るかを ソフ ト

ウェアの ライ フサイ クルに沿 って概説す る。

①　 システムの要求仕様確定段階

　　エ ン ド・ユーザが意図 してい る システム像を調査 し確定す る段階であ

　 る。 システム規模や対象 とする領域が拡大 して くるとシステムの要求仕

　様 を確定す る作業 が難 しくな って くる場合 が多い。 しか もこの工程での

　詰めが十分行 なわれ てい ない と,手 戻 り作業が頻繁 に発生 し,品 質の悪

　化や生産効率を大巾に悪化 させ る原因にな るので,非 常に重要な工程で

　あ る。

②　 システム設計段 階

　　 エ ン ド・ユーザが要求 してい る内容 を満足 させ る為 に.構 築すべ きシ

　ステムが如何 なる機能や性能を具備すべ きかを システム仕様 として取 り

一30一



　 ま とめ る段階である。 この工程 は.こ の他に機能設計段階 とか論理設計

　 段階 とも呼ばれ てい る。

③ 　 ソフ トウェア設 計段階

　　 前工 程で作成 された システム仕様に沿って よりコンピュータ領域 に近

　 い形態に落 とす段 階である。 ア プリケーシ ョン ・システムを開発す る場

　 合,実 世 界での仕 組を コンピュータの世界に組み直す工程であるために,

　 思考 上での大 きな ギ ャップが発生する工程で もある。そのためにも,こ

　 の工程を担当す る要 員には両方の世界を十分知 ってい ることが望 まれ る。

　 また,こ の工程は,こ の他 にプロ グラム設 計段階,物 理設計段階,詳 細

　 設計段階 とも呼ばれ てい る。

④　 プログラ ミング段 階

　　前工程 で作成 され た プログラム仕様書に沿 って,'プ ログラム構造な ど

　 を考 えて,タ ーゲ ッ トとす るコ ンピ ュータで稼動出来 る言語で コーデ ィ

　 ソグす る段階である。この工 程での作業には,上 記の コーデ ィング作業

　 の他に,最 終的に個 々の プログラムが,記 述された仕様書通 りに正 し く

　機 能す るか否かを確 認す る迄の一連 の作業を含んでい る。

⑤　 テス ト段階

　　前工程で作成 され た プログラムの総合的な検査 を行 う段階で ある。 ま

　 た,こ の工程では,シ ステムで必要 とする各種の機器 とを結合 させ,ソ

　 フ トウェア全体にわ たる シズテ ムの検査を行 う作業を も含 んでい る。

⑥ 　受 入れ と試 運転段階

　　 出来上 った システ ムを実際の現 場に導入 し,シ ステムの利用者を含 め

　て システ ムが正常 に稼動するか否かを確認す る段階である。

⑦　 運用 ・保守段階

　　 システムの ライ フサイ クルの最終工程に位置 し,構 築 された システ ム

　 を正常に運用 してい く工程で ある。 また,開 発段階で作 り込まれた シス

　 テムの欠陥を修正 した り,環 境条件の変化 に対応す るための システム修
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正を行な う工程で ある。 システムの ライ フサイ クルを よ り長 くす るため

に,こ の工程 での作業は注意深 く実施する必要があ り,こ の工程での作

業 結果が,シ ステム利用者 に対 して直接的 に影響 を与 えるので非常に大

切 な工程で ある。

2.1.4　 データベー スア プローチ を中心 とした場合の工程 の考 え方

　　 情報資源は,人,金,物 に次 ぐ第四の経営資源 として企業の なかでます

　　ますそ の重 要性が増大 して きた;こ の情報資源 を支 えるのが企業内に構築

　　され てきている データベースであ り,こ れ の活用如何 が今後の企業発展の

　 重 要な鍵を握 っているもの と思われ る。そ こで多 くの企業では企業内に統

　 一 的なデータベ ースを構築 し,活 用 してい く方向にある。そ こで或る程度

　　データベースが整備 された段階での開発工程が どうな ってい くのかを考察

　　してみ る。 この場合,従 来型の開発 方法 とデータベース ・ア プローチによ

　　る開発方法 との間には,工 程 とい う皮相的 な面 か ら眺める とそれほ ど大 き

　　な開 きはない と思われ る。 しか し工程の詳細 レベルで眺めてみ る と大 きな

　　違い が存在 してい る。 特に 自己完結型 の システム開発方式 を採 用 してい る

　　場合 には,新 た にデータベー ス ・アプローチに よる開発方法 を採用す ると

　 非常 に大 きな影響を受 ける と思われ る。つ ま り自己完結型 の システム開発

　　を行 う場合 には,情 報処理部 門内にその システムの開発責任者が任命 され,

　　システム全般 に対す る責任を負 うことになる。 また,そ の シス テムで取 り

　　扱 うデータ自身 に関 しては,そ の開発 プロジェク ト内の問題 と して,そ の

　　システ ムのなか に取 り込まれ,部 分的な事 としてデータに関す る定義や構

　　造化 がなされ てい く。

　　　一 方,デ ータベ ース ・アプ ローチによる開発の場合には,開 発組織,運

　　用組織 を含めて企 業内に,新 らしくデータを全社の共有資源 として扱 うべ

　　きデ ータ管理 を専門に行 う体制を確立す る必要 がある。

　　　その上.全 社 レベルでの データ定義,収 集蓄 積,そ れに附随す る保守作
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業や,そ の配 布 とい った諸 々の作業に関す る標準や手順 などを確立す る

必 要がある。

　 この様 にデー タベース ・ア プローチによる開発 を推進 してい く場合 には,

開発工程内での詳細 レベルでの作業内容が異 な ってお り.し か も開発の実

施 に先だ ってデータベ ース管理者 と一般的にいわれ てい るデー タ管理者の

育成 と体制の確立が重 要な案件 とな っている。 その意味 において,開 発方

法や組織体制 に大 きな変更を要請 され ることになる。

　 また,デ ータベース ・アプローチを採用す る場合には,デ ータベースを

専 門に扱 うデータベース設計 チームを別組織 と して確立す る必要 があ り,

ここでの作業は開発を推進 してい る プロジェク ト・チームか らエン ド・ユ

ーザの要 求仕様 に沿 って データ要 求文書を提 出させ
,そ れ を基礎 に してデ

ータベース設計チ ームは ,デ ータベース ・スキーマの変更の実施や デー タ

定義文書 を作成 し,開 発 チームにパスする作業 を並行的 に行な ってい る。

　 つ ま りこの事は,従 来 の開発方法 に比べ ると,デ ー タベ ース ・アプ ロー

チ による方法は開発全般 にわた って,多 くの作業が開発チ ームとデータベ

ース設計 チームとの広い範 囲にわたる協 力関係 によって作 り上げ られてい

くもので ある。この点か ら考 えるとシステ ム開発での分業化を促進す ると

同時 にデー タに関す る しっか りとした管理体制を確 立 してい ないと効率的

な 開発が出来 ない ともい える。

　 以上 のよ うな点 を総合す ると,従 来での開発方法とは詳 細 レベルでの工

程では,大 巾に異なってお り,し か もそこには まだ確立 された 開発方法論

が存 在 してい るとはいい難 い状況で あると思われ る。そ こでデ ータベ ース

・ア プローチによる開発工程の 中で ,特 に設計段 階での概 略の工程が どう

な ってい るか眺 めてみ ると,従 来型 の開発工程 と並行 して次 の図表2-3

の よ うな作業工程が発生 してい る。ただ しこの工程 は必 ず しも確 立 した も

のでな く,あ くまで もサ ンプル的 な工程 として例示 してみ る。
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図表2-3　 設 計段階での概略の詳細工程図サ ンプル

データに対する論
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討

論 理 デ一 夕ベ スキーマ,サ ブ
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　 　 　 　 NO
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幅な変更 か　 　 ス ト
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ム

一
作

一
デ

の

チ
る
書

発
す
義

開
対
定

2.1.5　 プロ トタイ ピング手法 によ る工程 の考え方

　　　プロ トタイ ピ ング手法の発想が生れ てきた背景 としては次のよ うな こと

　 が考 えられ る。

　 ①　大規模の ソフ トウ ェアになると要求仕様 を早い段階で十分確定 したい

　　　と思 っても,要 求その ものが莫然 としている場合 が多 く,な かなか確定

　　 す るのが困難で ある。

　 ②　 エ ン ド・ユ ーザと要求仕様 を十分煮つ めても,開 発 の終了段階にな っ

　　　て,コ ンピュータか らアウ トプッ トされ て きたテス ト用の アウ トプ ッ ト

　　　 (例 えばエ ラー ・チェ ック ・リス ト或いは各種の報告資料 など)を 眺 め

　　 て,エ ン ド・ユーザが意図 していた 内容 と異な ってい ることを発見す る

　　　場合が多い。

　　③　 エ ン ド ・ユ ーザの心理状態 として開発が終 了す る迄,自 分が要望 した

　　　通 りの出力が正 し く得 られ るのか否かを不安な状態で待た なけれ ばな ら

　　　ない。、

　　④　 エ ン ド・ユ ーザが要求 してい る内容が正 しく,開 発者側に伝 達されて

　　　いるかが定かで ない。

　　　このために,出 来るだけ早い時期 に,エ ン ド・ユ ーザ 自身が意 図してい

　　 る概要を実際的 な形で示す ことに よ って相互の認識上の不一致を な くすた

　　 めの手段 として,こ の プロ トタイ ピング手法の考 え方が生れて きた。 この
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プ ロ トタ イ ピン グ手法 には 次 の2通 りの考 え方 が とられ てい る。

①　 プ ロ トタイ ピ ングの 定 義 どお りに,シ ステ ムの試作 品 を短 期 間 に 作 成

　 し,出 力条 件や 内容 な どについ て エ ン ド ・ユ ーザ に確 認 して も ら う方 法

　 で,基 本 的 に は作 り出 され た ソフ トウ ェアは 使 い捨 てに され る場 合 が 多

　 いo

② 基 本 となる部分 を早い時期に作 り上げ,そ の処理 内容や形式な どにつ

　 いてエ ン ド・ユニザに確認 してもらい.さ らに,そ れを ベースに よ りき

　 めの細かい部分に 対 しては,機 能拡張 として システムの 内容 を拡大 して

　 い く方法で ある。基本的には積み上げ方式 とな ってお り,出 来 るだけ,

　 プロ トタイ ピングで 開発 した ソフ トウェアも活用 してい く方法で ある。

　 これ らの方法は,工 程的 には従来 の開発方式とは,作 業内容の点 におい

て大 きな相違がみ られない。 ただ し,こ の プロ トタイ ピング方式を採用す

る場 合 には,エ ン ド・ユーザか らの要求仕様を簡単に アウ トプ ッ トとして

生 成出来 るよ うな ツールや環境条件が整備 され てい る必要 がある。 この方

法の利点は,出 来 るだけ早い時点 においてエ ン ド・ユ ーザ と実際上の アウ

トプ ットなどを利用 して確認出来 る点で ある。 プ ロトタイ ピングによる工

程 が従来の 開発工程 とどの様に位置づ けにあるかを図表2-4と して概念

的に描いてみ る。
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図表2-4　 プ ロ トタイ ピ ングに依 る工 程 図

⑤　従来の開発工程 ⑧ ・
システム要求
仕様確定段階

シス テム設 計

段階
一

・のエU程 の間に次の工程が新・たに追加され・・

⑤　 プロトタイピング手 法 に

　 係 る 工程

フ。口　トタイプ

を作成

2.　1.6　 ソ7ト ウェアCADで の工程 の考え方

　　　ソフ トウェアCADに 対す る明確 な定義づ けは ないが,概 念的には ソフ

　　 トウ ェアの ライ フサイ クルである,ソ フ トウェアの要求仕様を確定す る段

　 階か らテス ト段階 とい った広い領域を対象に,コ ンピュータの支 援を得な

　　が ら開発す る方法 とい える。現時点では,開 発工程の或 る作業の効率化を

　 狙 って,コ ンピュータを利用 した 多 くの ツールが開発 され てい る。そ こで

　　これ らの ツールと ソフ トウェアCADと の相違が何処にあるかを眺めてみ

　　ると,多 くの従来型の ツールは,単 独 の ツール として設計 されてお り,し

　 か も開発工程の ある部分だけの作業の効率化 を狙 ってい る場合が多い,ま

　 た,ソ フ トウ ェア開発 の特 性で ある連続性 をあま り意識 されないで作 ら

　 れ てい る場合が多い。

　　　そのために或 る工程での或 る作業の効率は非常 に増大す るが,全 体 とし

　　てはそれほ ど大 きな効果を発揮 しない とい った悩みがあ った。

　　　この様 な問題を解決す る方法 として ソフ トウェアの ライ フサ イ クル全体

　　を通 しての生産性向上 を狙 った統合化 された ツールである ソフ トウェアC

　　ADの 手法が考 え られ てきた。
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　 この場合,特 に考慮に入れ る点は,対 象 となる ソフ トウェアの規模や複

雑性 の問題である。比較的,小 規模で,そ れほ ど複雑でない ソフ トウェア

開発 の場合 には,ラ イ フサイ クル全体を とお した ソフ トウェアCAD的 な

ツールが市販 され てお り(例 えば 日本電気のSEA/1,日 立製作所の,

EAGLEな ど)そ れな りの効果を発揮 してい る。

　 この場合.工 程とい った 概念をそれほ ど意識せずに コンピュータと対話

しなが ら開発を進 めることが出来 るので,ソ フ トウェア工学での工程 とは

異な った新 らしい工程の概念が確立 され て くるもの と思われ る。

　それ に対 して大規模 で,複 雑な ソフ トウェア開発を支援す る ソフ トウェ

アCADは,現 状では まだ開発 され てい ない。 しか し今後は この分野での

ソフ トウェアCADの 出現 が,ソ フ トウェア開発 の品質 の向上や,大 巾な

生産性向上の ために大い に期待 され る分野で もあ る。 ソフ トウェアCAD

を利用 した場合の工程の考 え方が どうなるかを 日本電気 のSEA/1を ベ

ースに眺めてみると概ね次 の図表2-5の よ うな工程になるもの と思われ

る。

　　　　 図表2-5　 ソフ トウェアCADに よる工程概 念図

要求仕様確　　 データ定義　　　プログラム
定段階　　　　段階　　　　　 開発段階

ドキ ュメン ト

の 自動 生成

(i=麦i籍 鵜 号)
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2.2　 工程区分の現状

2.2.1　 アンケー ト結果での現状

　　　標準化 と工程の概念の導入 とは,非 常 に密接 な関係にあるので アンケー

　　 ト調査 結果で ある標準化の状況か ら推測 してみる。

　　　標準化の推進組織 の有無の設問では,回 答企業160社 の うち約4割 の

　　 68社 に標準化の推進組織が存在 してお り,し か も標準 化の なかで比較的

　　実施の し易 く,か つ基本を なしてい る用語の統一化や フォーム ・シー トの

　　標準 化 については160社 中の156社 が実施 してお り,か な り高い割 合

　　を示 していた。

　　　さ らに,開 発工程での標準化状況について質問 してお り,そ の 回答結果

　　を次の図表2-6の よ うに取 りまとめた。

図表2-6　 工程 毎の標準化実施状況 のア ンケー ト結果

⌒ 10 20 30 40 50 60　 70 80　 90

フbグラミング

プログラム設計

詳 細 設計

基本 設 計

テス ト

1120(75)

1117(93)

　　lg4(59)

78(59)

　　3)

1

69(41

　 これ らの結果から推 測す るに,開 発方法の 中に標準化の考 え方や工程 と

い った概念がかな り取 り入れ られ,各 企業 とも標準化の推進に腐心 してい

るものと思われ る。

　 この ア ンケー トのほかに,日 本 システ ミックス社 が行 な った ア ンケー ト

があ るので参考 まで に掲げ る。 ここでの アンケー ト内容は,情 報処理全般

にかかわ るかな り広い範 囲を対象 としている。対象企 業 としては一部上場

の100社 を対象 としてい る。 その設問の中の一つ の項 目として開発工程
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を どの ように設定 してい るか とい った質問項 目があるので その回答結果を

パ レー ト図の形式に とりまとめてみ ると次の図表2-7の 通 りとなる。

図表2-7　 導入 してい る開発工程数 のパ レー ト図

　 　　 　 　 　 　　 　 　N=100
100

80

60

件 　 40

数

　 　 20

100%

50%

　　　　 68574111039無
　　　　 工 工 工 工 工 工 工 土 工 回
　　　　 程 程 程 程 程 程 程 程 程 答

　 この アンケー ト結果では.約 半数の企業 が,開 発工程 を6～8工 程に分

割 してい ることが分 る。又10工 程 とか11工 程 とい ったか な り多 くの工

程分けを実施 してい る企業 も5社 あ り,全 般的 には,開 発 を幾つ かの工程

に分 けて実施 してい る状態 が分 る。 これ らの事 か ら,推 測す るに,か な り

多 くの企業におい て開発工程 に対 して工程分けの概念がかな り普及 してい

ることが分 る。

　そ こで,こ れ らの開発工程が どん な名称で呼ばれて区分 され てい るかを

眺めてみ る。昭和56年 度のθ 日本情報 セ ンター協会 が実施 した ア ンケー

ト結果(協 会 内の企業を対象 と した)で は,そ こで使 用 され ている名称 に

はかな りの バラツキが あ り,各 社 の独 自性が 出ている。 しか も同 じ名称が

あっても作業内容が異 な っていた りし,工 程 とい った観点か らは統一性が

あま り見 られ なか った。

　一方,フ レーム ・メーカが設定 している工程分 けについ て調査 してみ る

と,そ れほ ど大きな相違はみ られ ないが.開 発工程の上流部分での工程分

けに幾分異 なってい る。この事は,各 社の開発に対する思 想的 な相違か ら
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くるものと思われる。又富 士通が システム規模の点に,ソ フ トウェア開発

上 の相 違があるもの として,大 規模,中 規模,小 規模 とい った システム規

模別 の工程区分を設定 している点が注 目され る。昭和55年 度 の作業 とし

て実施 された 「各省庁電子計算機 利用効率化共 同研究会」での レポー トの

中に フレー ム ・メーカが どん な工程分けを実施 してい るかの調査 結果があ

るので,こ れ を参考迄 に図表2-8に 掲載する。
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図表2-8　 各企業の採用 してい る開発工程

開発標準名
(企 業名) 工 程 区 分　と　そ　の 工 程 名 称

　 BEST

(バ ロース)

HIPACE

(日 立)

　 IPT

(日本IBM)

　 PRIDE

(日本汐 テミックス)・

　 SDEM因

　 (富±通)㈲

　 　 　 　ω

　 STEPS

(日本電気)

調　査　 ・　 分　析
基本

方針 概 要 設 計 詳　細　設　計 プ　 ロ　 グ　 ラ　 ミ　 ン　 グ
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テ　ス　　ト

■
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の 明 確化 要 求 分 析 シス テ ム設 計 詳　細　設　計 コ ー デ ィ ン グ テ　　 ス　　　ト

現 状 調 査 と検 討 評 価
システム

設 　 計

ザブ・'シ
蜘設 計

管　理　手　続　き　設　訂 シス テ ム ・

テ 　 ス　 　ト'遜 譲 計 プ ロ グ ラ ム 設 計 撒 ヨ,

計　　　　　　　画 設　　　　　　　　計 プ ロ グ ラ ミン グ テ 　　　ス 　　　ト

調査 ・立 案 プロジ ェク ト計画 シス テ ム設 計 プ ロ グ ラ ム 設 計 プ ロ グ ラ ミン グ 結　合
テス ト

システム
テ ス ト

運　用
テス ト

調 査 ・立案 プロジェク ト計 画
　 　 　 論 理　プログラム初期設計

設 計
:

　 　 　 　 モジュール
構 造設計　設　　 計

プ ロ グ ラ ミン グ 〃 〃 〃

シ

シ　ス　テ　ム　分　析 . 概要設 計 詳　細　設　計 プ ロ グ ラ ミ ン グ 導　入　準　備



2.2.2　 工 程に対す る基本的 な考 え方

　　　前述 した ように,開 発工程 の区分 においてそれぞれ の企業毎にすこしず

　 つ異な ってい る。そ こで 代表的 な国産 メーカ3社(日 立,富 士通.日 電)

　　を と りあげて,各 社が開発工程や 開発基準に対 して どの よ うな考 え方をと

　　ってい るか,各 社の提供 してい るマニュアルをベースに眺 めてみた。

　　(1)各 社の開発標準の特徴

　　 ①HIPACE-SPDS(High　 Productive　 Application

　　　　Creation　 and　 Engineering-Standard　 Procedure　 to

　　　　Develop　 System)

　　　　　日立製作所 で開発 した,シ ステムの計画,設 計.開 発及び これ らの

　　　　作業 に関する作 業標準 であ る。 この開発基準 は次の よ うな特徴 をもっ

　　　　てい る。

　　　　①　 コ ンピュータ部門主導型の システ ム開発か らエ ン ド・ユ ーザ参画

　　　　　画型の シス テム開発への指 向;

　　　　　　これは開発作業をエ ン ド・ユーザに肩代 りさせ るとい った消極的

　　　　　な意味でな く,エ ン ド・ユーザの真に役立つ システ ムを構築出来 る

　　　　　のは.業 務内容を一番 熟知 してい るエ ン ド・ユ ーザ 自身で あるとい

　　　　　う考 え方か ら発生 してい る。この 開発方針の転換 によ って,コ ンビ

　　　　　ュー タ部門の役割 を高度な コンサ ルテーシ ョン業務や全体 に対す る

　　　　　計画業務の策定 どい った作業 に中心を移 してい くこ とを狙 ってい る。

　　　　① 　計画段階の充実 による手戻 り作業の ミニマイズ化;

　　　　　　開発作業の中で頻繁に 発生す る手戻 り作業を ミニマィ ズさせ るた

　　　　　めに出来 るだけ,開 発の上流工 程で エ ン ド・ユ ーザ要求 を十分に検

　　　　　討 し確定 する必要がある。その為に計画段階 において システム案を

　　　　　多方面 にわた って検討す るよ うに している。

　　　 ⑩ 共 有資源設計及び管理 の一元化;

　　　　　　コンピュータや それ に関連する ソフ トウェアなどを共有 資源 とし
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　　 て位置づ け,そ れ らの資源を個 々の開発 プロジェ ク トの作業範 囲の

　　 中に取 り込 まずに,シ ステム管 理 とい った 専門の職能に まかせ て全

　　 体 としての最適化 がはかれ るように してい る。

②SDEM(Software　 Development　 Engineering　 Methodo-

　 logy)

　　 富士通が開発 した ソフ トウェア開発及び プロジェク ト管理のた めの

　開発作業標準であ り,次 の ような特徴 を もってい る。

　① 作業項 目の カテゴ リ化 と定義;

　　　 各工程 内で作 業すべ き項 目を カテゴ リと して分類 してお き,そ の

　　 カテゴ リ毎にい つまでに,ど ん な種 類の作 業を実施 しておかなけれ

　　ば ならないか が明確 にな っているので計画性 を持 ち込んだ作業が実

　　施 できるよ うにな っている。 カテゴ リと して次の様な項 目を対象 と

　　 してい る。

　　④　 システム環境(運 用 ・移行,ハ ー ドウェア,設 備,障 害対策)

　　㊥　 ソフ トウェア開発(入 出力.業 務処理,フ ァイル,テ ス ト,障

　　　害対策)

　　◎　管理(技 術管理,教 育 ・訓練,プ ロジェク ト管理)

　①　 開発技法,方 法論、 ツ・ニル との整合性に対す る配慮;

　　　 HIPOや 構造化設 計などとい った新 らしい開発技法な どにも適

　　応 出来 るよ うに考 えられ てお り,し か もどの工 程で,ど ん な開発技

　　法や ツールを適用するのが良いかを作業標準 もその 関連づ けで 明確

　　化 してい る。

⑪ レビュ工程 の設定;

　　　問題点を後の工程に持 ち込まない為に,十 分個 々の作業で も レビ

　　 ューを行 なうよ うに してい るが.さ らにこれ を加 えて中工程 レベル

　　での工程の中 に レビュー工程を明確 に位置づけ してい ることである。

　　 この レビュー工程を設定する ことによって,大 工程で の終 了段階を
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　　明確に識 別出来,し か も問題点の発生箇所を特定化出来 るとい った

　　長所 を持 ってい る。 これ によ って何如の工程での レビューが不十分

　　で あ ったかが明確 に分 り,相 互の索制機 能が働 き,よ り品質の高い

　　作業の実施が 可能とな って くる。

　⑰ きめの細かい工程分け;　 　 　 　 　 .

　　　 シ ステム規模のサ イズに よって,そ れぞれ異 なった工程を設定 し

　　てお り,色 々な タイ プの プロジェク トに対 応 した形での工程分けが

　　採 用出来 るように.き めの細か な配慮がな されている。

③STEPS/C(Standardjed　 Technology　 and　 Enginer-

ing　 for　Progra㎜ing　 SupPort/Common)

　　 日本電気 が開発 したシステム開発作業や プログラム開発時の仕様作

　成の作業標準であ り,次 の よ うな特徴 を持 ってい る。

　①　編集 主体の ドキ ュメンテ ーシ ョンとな ってい る;

　　　 開発作業 の中でかな りの負荷 をお よぼ してい る作業 として ドキ ュ

　　 メソ ト作成 作業を あげることが出来 る。 そ こでこの ドキュメン ト作

　　成作業の 負荷を 出来るだけ軽減できるよ うな方策を作 る必 要があ っ

　　た。その結果,開 発の実作業の中で必然的 に作 られ る ワーク ・ドキ

　　 ュメ ン トを出来 るだけ活用 し,そ れ を編集す るだけで 目的 とする ド

　　 キ ュメソ ト類が作成出来 るよ うに配慮 され てい る。

　①　理解 し易い プログラムの作成;

　　　 構造化 プログラ ミ〃(Structured　 Programming)の 技法

　　 を採用 してい るので,プ ログラム構 造が明確 とな り,護 れでもが比

　　較的理解 し易い仕様 とな っそい る。

　 ⑩　標準 パ ター ンを提供 している;

　　　 コンピュータ処理システムの中 で良 く使 用 され る プログラム ・パ

　　 ター ンを標準 パ ターンとして整備 してお き,こ れを必 要に応 じて利

　　 用出来 るよ うに してい る。 これの活 用によ って標準化が一層推進 さ
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　　　れ る働 きがある。

　　⑰ 人間優先の標準化が推進 出来 る;

　　　　標準 化を無理 に推進 させる場合,こ れ に関係す る要員の人間性を

　　　或る程 度殺 した形態になる場合が多 く,標 準化に対す る拒絶反応を

　　　お こし易か った。 そこで出来 るだけ人間の個性 を殺 した り、創造性

　　　の芽 をつ まない ような配慮を した。

　　　　つま り定型的で作業 内容の明確 なものに対 して標準化を実施 し,

　　　最 も人間 らしい知的な作 業に集中出来 るよ うに した。

　　⑰ 融 通性の高い利用方法;'

　　　　 STEPS/Cは,全 体す べてを利用 しなければ効果が発揮出来

　　　 ない とい った考 え方で作 られ てい るので な く,ど の一部を採用す る

　　　 ことに しても,そ れ な りの効 果が発揮 出来 るような配 慮がなされて

　　　お り,そ の意味 ではか な り融通性の高い 開発標準 とな ってい る。

(2)各 社 の システ ム開発手順の考 え方

　①HIPACE-SPDSの 場合

図表2-9　 HIPACE-SPDSの 作 業 手順 階 層図

(システム開発)

　　　 1

1フ ェ ー ズ 1 1フ ェー ズ 1… ・・1 フ ェーズ 　 1

卜 十 …

…　　　　　　.

1ス テ ・プ 1ス テ ・プ 1ス テ ップ　 1

繰 違 櫟
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　　 SPDSで は システム開発 の作業 内容を図表2-9の ような3階 層

　 に分割 して現在 自分が行 なってい る作業 がどの部分 に相当 してい るか

　 が十分認識 出来 る ようにな ってお り,開 発要員の精 神的 負担 の軽減の

　 一助 にもな ってい る。

　　 また,階 層上の作業が持 つ意味は次 の とお りで ある。

　 ①　 フェイズ;次 の工程に進 めるこ とが出来 るか否かの意志 決定をす

　　　　　　　　 るの に利用 され る。

　 ①　ステ ップ;個 々の作業状態 がどのよ うになってい るかの進捗管理

　　　　　　　　 の単位 として利用され る。

　⑩　 作　　 業;ワ ークシー トに沿 った最小 レベルの作業単位で,技 術

　　　　　　　　 上の一つの区切 りを意味 してい る。

②SDEMの 場合

　　 マニアル上に正確 には表現 され てい ないが,マ ニアル上か ら判断す

　 る と次の図fi　2-10の よ うな構 造をとってい るもの と思われ る。

図表2-10　 SDEMの 作業 手順階層図

牒

・大 工 程

{
・中工程

・小 工程

・大

{・小
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　 　 そ れ ぞれ の 階 層 が持 つ 意 味 は,SPDSと ほぼ 同 じ考 え方 を と って

　 い る もの と思 わ れ る。

　 　 つ ま り フ ェイ ズ→工 程,ス テ ップ→ カテ ゴ リ.作 業 → 作 業 とい った

　 対 応 関 係 を持 って い る と思 わ れ る。

③STEPS/Cの 場合

図表2-11STEPS/Cの 作業手順構造 図

　それぞれの階 層が持 つ意味 はHIPACE-SPDSと 全 く同一の定

義付けを してお り,相 違点 としては単に名称 が異な ってい る程度で あ

る。

　 っま り,図 表2-11に 示 す通 りフェイズ→ フェイズに,ア クテ ィ

ビティ→ ステ ップに,ワ ー クセ ッ ト→作業に対応 してい る。 以上の3

社の実 例を眺めてみても,作 業手順 に関す る階層 として3階 層を設定

し,し か もそれぞれ の階 層が持つ役割 においては全 く同一 とな ってい

る。 これ らか ら判断す るに,シ ステム開発手順 とい った開発の進 め方

には,そ れ ほど大 きな相違 が存在 してお らず,発 想上 での差 異はほ と

ん どみ られ ない。
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2.5　 工 程 で の主要 な作 業 項 目 と ドキ ュ メ ン ト

　 　 2.2.1で 述べ た よ うに,一 般 の企業 での 開 発工 程 の 区分 にはか な りの バ ラ

ツ キが あ る。 これ は,そ の 企 業 で の歴 史的 背 景,シ ステ ム規 模,シ ステ ム特

性,開 発 手順(ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア とい った生 産 設 備)な どに よ っ

て 決 定 され た 結果 と思 う。 しか し一方 、 フ レー ム メ ー カが提 唱 してい る工 程

区 分 の状 況 を 眺 め て み る と,そ れ らの 間 には それ 程 大 きなへ だた りは ない と

思 わ れ る。そ こで.こ こで は 計 画段 階 が終 了 した 以降 の 開発 段 階 の工 程 を,

　シ ス テ ム設 計段 階,プ ・グ ラ ム設 計段 階,テ ス トラ ン段 階 と設定 し,そ れ ぞ

れ の 工 程 で実 施 され る基 本的 な作 業項 目や 作 成 され る ドキ ュ メ ン トにつ い て

　 3社(日 電,日 立,富 士 通)が 提 供 してい る 開 発標準 マ ニ ュアル を ベ ー スに

眺 め てみ る こ とにす る。

2.3.1　 システム設計段階

　　(1)　HIPACE-SPDSの 場合

　　　①　作業 目的

　　　　　システム計画 フェーズで明確に な った システム要件を与 えられ た資

　　　　源 のもとで具体的 な業務処理仕様,コ ンピュータ処理仕様に展開す る

　　　　ことを 目的 とする。

　　　② 主要 な作業項 目と ドキ ュメン ト
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o

主要な作業項目

④ 業務処理 仕様書の作成
'

◎ 信頼性 設計

◎ コー ド設 計

◎ 入力設 計

◎ 出 力設 計

6オ ンライ ン入出 力設 計

㊦ ファイル設計

⑦DB設 計

⑪DC設 計 ・

⑦ 機械処理 設計

◎ 性能設 計
'
⑦ テス ト方式設 計

② 運用設 計

⑳ 移行 方法の決定

⑪ システ ム構成 の見 直 し

作成 され る主要 な ドキ ュメ ン ト

・業 務処理仕様 書

・信頼性要求事 項一 覧表

・コー ド設計書

・入力設 計書

・出力設 計書

・オンライ ン入出 力設計書

・フ7イ ル設 計書

.・D .B設 計書

・DC設 計書

・機械処 理設 計書

・性能設計書

・テス ト計画書

・運用設計書

9移 行 スケ
,ジュール

③ 　 シス テ ム輩 計 工 程の ドキ ュメ ン トサ ンプル

C3 コー ド設計
ワ ー ク

シ ー ト
C3.3 コー ド仕様表

作成 作
成
日

P・

承認

コ ー　ド 名 称 部品 コ ー ド 桁数 6 チェジクデ ィジ7ト 有無 エン トリ数 250

使　用　目　的 各部品およびそのタイプを表 わす。

付　番　方　式 格別コード

コ ー　ド構 成

(D　構　　成

{2}バ イ ト数

個　属 性.1

ω 属 性2

大分類 中分類 小分類

2 2 2

X　 X 9　 　9 9　 9

Z　 　Z Z　 Z Z　 Z

チェックディジット

計　　算　　式

.

チ ェ ック方式

(コ ー ド付番方式)

構　　　成 コ　ー　 ド 内　　容
　 　 　 　 　 ,

条　　　件 備　　　 考

大　　分　　類

中　　分

BL

NT

WS

～

10

20

ボル ト

ナ7ト

ワ プシ ャー

SS41

SUS304

　 　　-49一

・対象物 の名称など

を憶えやすい よう

κ短縮 する。

・材質に対 し固有の

コー ドを付加する

　 きさをインチで



o

(2)　SDEMの 場合

　　 この手法での この工程の定義は,大 工程 として設計工程 と呼んでお り,

　 ここでは システ ム設計工程,シ ステム設計 レビュー工程,プ ログラム設

　 計工程,プ ログラム設計 レビュー工程の4種 類の中工程を設定 してい る。

　　 そ こで システ ム設計工程 に対応す る システム設計工程 とシステム設計

　 レビュー工程 を抜 き出して検討す ることにす る。またこのSDEMで はシ

　 ステム設計工程 を初期設計小工程 と論理設計小工程に分 けてい るので,

　 それ らの小工程 毎に作業項 目を洗いあげる。

　 ①　作業 目的

　　　 ユーザ要求の収 集分析結果を もとに,シ ステムの機能 を確定す る。

　　 またその機能 を実現す るた めに必要 な基盤(シ ステム構成 な ど)を 明

　　 確にす ることを 目的 とす る。

　 ②　初期設計工程の主要 な作業項 目と ドキ ュメ ン ト

④サブシステム構造の定義

⇔ サブシステム間の関連づけ

◎ サブシステムの概要定義

∈)ジョブの構造化

⑯ ジョブの関連づけ

㊦ ジョブ概要の定義

㊦ コー ド仕様の定義

㊥入出力データの概要定義

⑰ ファイルの概要定義

・サ ブシ ステ ム構造 図

・サ ブシ ステ ム関 連図

・サ ブ システ ム概 要定 義

・ジ ョブ構 造 図

・ジ ョブ関 連 図

・ジ ョブ概 要 定義

・コー ド仕 様 定義

・入 出力帳票 概 要 定義

・フ ァイル概 要 定義
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③ 　 初 期 設 計工 程 の ドキ ュメ ン トサ ンプル

サ ブ シ ス テ ム構 造 図
汎　　用　　用　 紙

SDEM-04

サ ブシステム構 造 図
[コ システ.

略号 PROCOド

搭 テム

略

・プ

略

口 。グ,.
略

作成日 担　当

ペー ジ

－PRO1'生 産 計 画 サ ブシ ステ ム

－PRO2　 受 注 管 理 サ ブシ ス テ ム

PR
PRO3　 資 材 計 画 サ ブシ ステ ム1

』
システム

シ

寸 ・R・61髄 醐 計配 力 ステ・1

十R・7已 買・受贈 理サブWム
▲

セR・81在 昨 理サブシステ・1

」PR・gl牒 工管 理 サブシステ・1

見込生産計画や受注生産計画等,生

産計画を立案する。

　 　 顧 客 オ ーダの 受入 れ に 関 し,引 合 や

・・…　受 注 処理 及び オー ダの状 況 照 合 な ど

　 　 を行 う。

　 　 必 要 な部 品や 原材料 を,必 要 な時 に

・… ・ 必 要 なだけ 調達 す る 資材 計画 を 立案

　 　 す る。

工場の作業負担の平準化及び作業順

序の計画などを行う。

　 　 生 産活 動で必 要 と され る 資材 な どの
・・…　 購 買 品につい て,計 画,発 注,受 入,

　 　 検 査,検 収 などの 一連 の処理 を行 う。

　　 生産活動で必要とする資材や整品の
・・…　製作過程にある部品,半 完製品など

　　 の在庫管理を行う。

製造現場を能率よく稼動させるため

の管理を行 う。

④ 論理設計工程の 目的

　　 システム構 築上必要 となるすべての機能の洗い 出しを行 ない,そ の

　機能を一つ一つの プログラムに分割 し,プ ログラム間の流れ を明確に

　す ることを 目的 としている。

⑤　論理設計工程における主要な作業項 目と ドキュメン ト
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④プログラム構造の定義

◎プログラムの関連図

◎プログラムの概要定義 ・

e機 能の詳細定義

㊧帳票の レイアウ トの定義

6画 面の遷移状態の定義

㊦ディスプレイ画面の定義

⑦ファイル/レ コード仕様の定義

◎ 論理設計書の編集

　 作成 され る ドキ ュメ ン ト

・プ ログ ラム構 造 図

・プ ログ ラム関連 図

・プ ログ ラム概 要定 義 図

・機 能 詳細定 義 図

・帳 票 レイ ア ウ ト定 義 図

・画 面遷 移 図

・デ ィスプ レイ画 面定 義

・ファイル/レ コー ドの 仕様

・論理設計書

⑥ 論 理 設計 工 程 の ドキ ュメ ン トサ ンプル

記 入 例
用 紙 名

用紙番号

汎用用紙

SDEM-04

プログラム構造図
画 。。テ.

略号

製造活動　 ザプ
計画　　　 システム

略号

唖,.。
略号 略号

プログラム

作成日担　当

ぺ_ジ

負荷山積

製 造手配変更

工 程 展 開

工 程 展 開

前回負荷漬込み

最早開始日山積

…国難:=驚 二歩

…離 離i飾
製造 手 配 で 示 され る製 造 オ ー ダを,品 目,手

配,工 程の情 報 を もとに作 業 オ ーダ レベル に

展 開 す る。 こ こでは 作 業 指示計 画 ジ ョブ用 に

展 開す るの で,す べて の工 程 に つい て作 業 予

定 フ ァイル を 出力 す る。

…橿霊 讐㌶ 驚 一醐 乍

…購 露鋒;=

…麿 耀 え;≧ ξ1難 晶
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(3)　STEPS/Cの 場合

　　 STEPSで は この工程を システム概要設計工程 と呼んでお り,次 工程

　で ある システ ム詳細設計工程の一部の作業項 目も含んでいて,若 干他社

　 の工程分けの概 念 と異な ってい る。

　①　作業 目的

　　　 この工程では,前 の工程で作成 された基本構 想の実現 可能性を調べ

　　 コンピ ュータの処理内容の概略および,そ れが人間の行な ってい る作

　　業に与 える影響 を明 らか にす ることを 目的 としている。

⑫ 設計工程の主要な作業項 目と ドキ ュメ ン ト

④ 人 間 ・機 械 イ ン タフ ェス設 計

㊤ デ ー タベ ース(フ ァイル)設 計

◎ デ ー タ項 目(コ ー ド)設 計

e処 理 設 計

③ 業 務 運 用設 計

◎ 信 頼性 設 計

㊦ 性能 評価

㊥ 運 用 シス テム設 計

・出力仕 様,出 力 レイ アイ ト

入 力仕 様,入 力 レイ アイ トetc

・デ ー タ構造 図,レ コー ド仕 様

　フ ァイル仕 様etc

・デ ー タ項 目仕様

・プ ログ ラム構成 図

・業 務 分掌

事務 処理 フ ロ ー図etc

・障害 分析 票

障害対 策仕 様etc

・フ ァイル 容量 算定 表

処理 時 間見積 り表

・機器 構成 図

　コン ピュー タ運 用 予定etc
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③ シ ステ ム設 計工 程 の ドキ ュメ ン トサ ン プル

タイ トル

プ ログ ラム構成 図 〔PND)

年　月　 日 版 承認 査閲 担当

ジ ョブ名:

　 　 NOHINBTH

システム名 サブシステム名

登録番号

参照番号

作 成 者

実行周期 ・時期=

毎 日10時17時

HON

B
」ド

一

一
コ

コ
元

区

意

地

得
一

ー

キ

キ
ハ
　

窮
策

　

J

　

S

OS

出

ア

日
フ
ル

本
荷

イ

S

　

済
フ
ル

T

類
荷
イ

　

分
出

ア

1

S

難
ファイル2　 　 　 　 受注処理へ

M

商品R

2.5.2　 プ ログラム設計段階

　　(1)HIPACE-SPDSの 場合

　　　① 　作業 目的

　　　　　 システ ム設計フ ェーズで分割,設 定 され た プログラムを さらにジ ョ

　　　　 ブの性能,機 能 としての まとま りな どを考慮 して モジュール とい う単

　　　　位 に細分化す る。

　　　　　 また業務処理仕様書に基づいて新 しい業務処理 の流れの設計,マ シ
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　 ソ室の運用方法な どを決定す るこ とを 目的 とす る。

② プ ログラム設計の主要 な作業項 目と ドキ ュメン ト

主要 な作 業項 目

④業務処理仕様の確認

◎業務処理マニュアルの作成

◎機械処理設計の確認

⇔プoグ ラム内のモジュール分割

㊥モジュール仕様表の作成

㊦テーブル仕様表の作成

㊦モジュール仕様表の作成

⑦運用規準の検討

①運用手順書の作成

⑧運用支援機能の決定

⑲障害回復手順の検討

㊧ プ ログ ラム設 計 レビ ュー

⑰プログラム仕様書の編集

・プ ログ ラム処理 概要 図

・プ ログ ラム機 能階 層図

・モ ジ ュー ル 関連 図

・テ ー ブル仕 様 表

・モジ ュール 定 義書

・運用 規 準

・プロ グ ラム設 計 レビ ュー報

告書

・プ ロ グ ラム仕 様書
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一

切
Φ

ー

③ プ ログ ラ ム設 計 工程 の ドキ ュメ ン トサ ンプル

モ ジ ュ ー ル 設 計

入rl

順 番

マ ス メ リ漸

　 コ ン トロ ール

↓

フ ロクフム

　 名 称

モジュール関 連 図　 　 　 　 　 　 　 承 言2

フ・イ〉肋

フ ロク フム

記 号 名 称

成
日

入庫伝染処理



(2)SDEMの 場合

　① 　作 業 目的

　　　 プ ログ ラム 内の モ ジ ュール構 造 を定 義 し,各 モ ジ ュー ルの 機 能 とイ

　　 ンタ フェー スを 定 義す る。 ま た 、 プ ロ グラ ム内の デー タ領 域 の 関連 性

　　 につい て 定義 し,さ らには モ ジ ュール 内の 詳 細処 理 手順 とデ ー タ領域

　　 を定 義 し コー デ ィ ング可能 な レベ ル迄 詳 細 化す る こ とを 目的 とす る。

　② プ ロ グ ラム設 計工 程 の 主 要 な作 業項 目と ドキ ュメ ン ト

④プログラム外部仕様の理解

◎入出力データ構造の整理

6主 要データと機能の流れの整理

eモ ジュールの分割と構造の確定

㊧モジュールの外部仕様を定義す

　 る。

◎主要データ領域の定義

㊦モジュール構造,デ ータ構造の

　 評価

⑦モジュール内の処理手順とデー

　 タ領域の詳細な定義

①プログラム設計書の編集

作成 され る主 要 な ドキ ュメ ン ト

・機 能 デ ー タ関連 図

・モ ジ ュール構 造 図

・外 部 モ ジ ュ ール 定 義

・デ ー タ領 域定 義

・詳細処理手順
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③ プ ロ グ ラム設 計工 程 の ドキ ュメ ン トサ ンプル

記 入 例
用 紙 名

用紙番号

汎用用紙

SDEM-04

囲 。ステ.

略号 HANKAN

売上管理　 サブ
　 ,　 一　　システム

略号 URIKAN

西 、.プ
略号 CMUPOT

霧 マスタ

略号

プ6グ ラム

UCMOOl

作成日担　当

ページ

メイン制御モジュール
ー

u

　 (給 与 フ7イ ルから給与一・fi表を作成する)

　 2回

スカム　 モジュ　ル

・鱈 ㌫ 碧;鑑 乞コードを入力し旧一環一次・

現データのEDOフ ラグがオンでない間

集計処理モジュール

[鶏 ㌶ 』雰 艦 齢 蹴 鵬 翼データの従業]

を　　ぱカ　　モジュ　ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[纂鷲2罐 驚;鑛 監 膓↑緊 部門・営]

入力処理モジュール

　 (次 に処理す る給 与レコー ドを設定 する).

1

　
　
　
　

.

、　、

(3)　STEPSの 場合

　　 STEPSの 場 合他の2社 と比較す ると,詳 細設計段階の一部 の作業 が

　 システム設計段階 に入 り込んだ形態 とな ってい るが,基 本的には詳細設

　計段階が プ ログラム設計段階 に対応 してい る。

　①　作業 目的

　　　 前工程で あるシステ ム概要設計段階 では コンピュータを中心におい

　　 て形成 され るシステムの コンピュータに よる処理の概要お よび人間の

　　 作業変化を 明確 にしてい る。 これ に対 して この工程 では システムの コ

　　　ンピュータに よる処理内容を明確 に した処理の詳細化 をはか ることを

　　 目的 としている。

　②.主 要 な作業項 目と ドキ ュメ ン ト

一58一



主 要 な作 業項 目

④ コー ド表の作成

◎ コー ド管理方法の検討

◎ プ リン トレイアウ トの検討

㊤入力媒体の仕様の検討

㊥帳票の仕様の検討

6デ ータ作成方法の明確化

㊦ 原始帳票記入方法の明確化

㊥ 端末操作仕様の検討

◎ 画面の検討

@サ ブスキーマ仕様の検討

@項 目の整理

㊧ プログラム処理概要の整理

⑰ プログラム構造の検討

㊨ モジュール仕様の明確化

⇔ キーレコー ド仕様の整理

④ プログラムテス ト手順の検討

⑫ プログラムテス ト方法の検討

作 成 され る主要 な ドキ ュメ ン ト

・ コー ド表

・コ ー ドの 管理 方 法

●フ。リン トレイ ア ウ ト

・入 力媒 体 の仕様

●帳 票 の仕 様

'デ ー タ作 成 要領

'デ ー タ記 入要 領

・端末 操 作仕様

・デ ィスプ レイ 画面 レイ ア ウ ト

・サ ブ ・ス キ ーマ仕 様

・項 目説 明

・プ ログ ラム仕様

・プ ログ ラム構 造 図

・処 理 説明

・キ ー レ コー ド仕様

・テ ス ト順 序表

・テ ス トデ ー タ作成要 領

③　 プ ログ ラ ム設 計工 程 の ドキ ュメ ン トサ ンプル

タイ トル

　　　 プ ログ ラム仕様

年　 '月　 日 版 承認 査閲 担当

フ◆ログラム名:

　　　 　 NOHINO　 30

業務名:

納品処理

処理周期:

　　 日次(2回)

登録番号

参照番号

作 成 者

.言語 名:

　　 COBOL

チ ヤ ー ト: 処理概要:

　 分類済本 日出荷ファイルを基に得意先R,商 品Rと

　照合 し,必 要なデータを得 ると共に出荷数量を計算 し

　て,出 荷指示書イメージファイルを作 る。

得 意先R… ……得意先名,郵 便番号,住 所

商 品R… ……商品名

入 出力,フ ァイル

の名称

分類済本 日出荷

フアイル

内部 ファイル名

DsPILEI

区分

1

DSFILE2　 11

　 、 特

叱コート数/
フoツ ク

性 ・

字数/レ コー ド

256

得意先R 67

1

商

1

編　成

S

V

V

アクセス

S

D

D

.備　　　考

INP1:-FILE

INP2-FILE

INP3-FILE

OUT1-FILE
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2.5.5'テ ス トラン段階

　　(1)HIPACE-SPDSの 場合

　　　① 借 穎 的 　 　 　 .　 　 　 　 　 ・

　　　　　前工程で検証 され た個 々の プログラムを コ ンピュータ システムとし

　　　　て統合 し,こ の システムが一 つの策 として正常 に動作 し且つ要求 され

　　　　る機能を充足す ることを確認す ることを 目的 とする。 また,こ の シス

　　　　 テムに関連す る要員の教育訓練 をす ることを 目的 としてい る。

　　　② 主要な作業項 目と ドキ ュメン ト

　　 主 要 な作 業項 目

④作業方針

◎作業体制

◎作業スケジュール

㊤教育計画の立案

㊥ エン ド・ユーザ教育

◎ オペレータ教育

㊦ 組合せテス ト計画の確認

⑦組合せテス ト準備

⑰組合せテス トの実施

⑱総合テス ト準備

⑫総合テス トの実施

㊧テス ト報告書の作成

作成 され る主要 な ドキ ュメ ン ト

・ 「テス ト」作 業 計 画書

・組合 せ テ ス ト指示 書

・組合 せ テ ス ト工 程 管理 図

・総 合 テス トチ ェ ック リス ト

・総合 テス ト指示 書

・総 合 テ ス ト工 程管 理 図

・総 合 テ ス ト障害 管 理表
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③ 　 テス トラ ン工 程 の ドキ ュ メ ン トサ ンプル
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(2)SDEMの 場 合

　① 　 作業 目的

　　　結 合 テ ス ト仕 様 書 をベ ー スに モ ジ ュール 間,プ ログラ ム間 な どの結

　　 合 テ ス トを行 ない,そ れぞ れ の モ ジ ュール,プ ロ グラムが 目的 とす る

　　機 能 を果 た して い るか を チ ェ ックす る こ とを 目的 とす る。 また,シ ス

　　 テ ム テ ス ト仕様 書 に基づ き,シ ステ ムを総 合的 に テ ス トし,製 品 目標

　　項 目が正 し く行 な わ れ てい る こ とを確 認 す る。

　② 主 要 な作 業項 目と ドキ ュメ ン ト

④性能評価,効 率の測定

㊨結合テス ト

◎ オペレータ教育

◎ エン ド・ユーザ教育

㊧運用機能の確認

6運 用スケジュールの最終確認

㊦入出力用紙の確認

㊥保守手順の設定

⑨例外処理テス ト

㊥限界テス ト

⑳操作性テス ト

㊧耐久テス ト

(3)　 STEPSの 場合

　 ①　作業 目的

　　　 単体 テス トが終 了 したジ ョブプログラムを組み合わせ,ジ ョブとし

　　 て或い はシステム としての テス トを行 うことを 目的 としてい る。

　　　 また,シ ステムテス トが完了 した後 におけ る現 行システムとの並行

　　 処理お よび システ ムの切 りか えなどの作 業を行 う。

　②　主要な作業項 目と ドキ ュメ ン ト
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　　　主 要 な作 業項 目

④備品,消 耗品の準備

◎システムテスト手順の検討

◎システムテス ト方法の検討

㊤ シス テ ムテ ス トの実 施

㊥業 務運 用 の準備

6)コ ン ピ ュー タ運 用 の準備

㊦運 用 テス ト

㊥システム導入の準備

作成 され る主要 な ドキ ュメジ ト

・備 品 消耗 品チ ェ ック リス ト

。テス ト順序 表

・テ ス ト仕 様 及び 状況一 覧

・テス トデ ー タ作成 要 領

・テ ス ト仕 様及 び状 況一 覧

・並行処理仕様

・シ ステ ム運 用説 明 書

・コー ド説 明書

・業 務運 用説 明書

年 月B 規 鰯 醐 担当 登録番号

テ ス トデータ作成要領
参照番号

作 成 者

名称

　 　 　 `

仕入業務 のテス ト(仕 入データ)
利 用プロ

グ ラム
区 分

哲 システム

ロ ブログラム

データ項 目 作　成　方　法 備　　　　考

伝票允 正常なもの。

形式が誤 ってい るもの。

納品区分 正 常 な もの。

形 式 が誤 って い るも の。

コ ー ドが 誤 って い るものo

訂正数量 正常なもの。

形式が誤 ってい るもの。

〈デー タ量 〉　 。正常なデー タ

　 O誤 ってい るデー タ・

　　　 1項 目が誤 りのデー タ

　　　 2項 目が誤 りのデータ

　　　3項 目が誤 りのデータ

1

全 件数 の70%分

金 件 数 の30%分

　 〃　　　15　 〃

　 〃　　　10　 〃

　 〃　　　　 5　 〃

過去 の実デー タを使用

する。

人手 で新規 に作成す る。

　　　　　　　　ノ
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3.ソ フ トウ ェア 開発 の 高度 化 ・効 率化 の た めの方 策

　最近の情報化の進展につれて コンピュー タ化 ニーズは拡大の一途 を辿 って

お り,し か もシステム内容は益 々複雑化 して きてい る。

　 ところが これ を開発す る側の問題 として,開 発作業 に大 きな役割 を果た し

ている開発要員の数がそれ ほ ど増加 していない事 であ る。其の上,シ ステム

規模の増大や高度化 によって,開 発技術力の高度性 を要求 され る関係上,開

発要員の一層の逼迫を促 している。

　一方,開 発 の生産性 自体を眺めてみて も,従 来の開発方法では問題 あ りと

の考 え方で,ソ フ トウェア工学の考 え方や,各 種 の支援 ツールの導入な どに

よって,ソ フ トウェア開発での生産性 向上の努力が継続的に実施 されてきた。

しか しこれ らの努力に もかかわ らず,生 産性 向上 に対 して顕著な効果を発揮

出来てい ないのが現状であ る。

　その為 に多 くの企業では ソフ トウェアのバ ックログ問題 に頭を悩 ましてお

り,し か もコ ンピュー タ部門の問題 点 として常 に上位に ラ ンクされてお り,

それだ け コンピュータ部門の重要な課題 とな ってい る。

　そ こで,本 年度で は計画段 階以降の開発の生産性 を如何に して向上 させ る

か につい て考察す ることにす る。 ソフ トウェアの生産性 を向上 させ る為 には

種 々の施策があるが,こ の章ではそれ らの施策 につい て総花的 にふれ,そ の

内容について詳細 に記述す ることにす る。

　 しか し,こ の生産性 向上の方策 とい えども,こ の方法 を採用す ることに よ

って必ず しも同様 な効果が期待 出来 るとは限 らない。そ こで開発効率向上施

策を効果の面に視点 を置いて分類 してみ ると次の よ うにグルー ピングされる。

川　生産性 向上の ため基礎的な施策

　　 生産性を向上 させ る為の前提条件 的なもので これが不十 分だ と,②,(3)

　の施策 が期待 したほ どの効果 が発揮 出来 ないので非常に重要な役割 を負 っ

　ている。
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　①　標準化

　②　組織化

(2)生 産性 向上 に即効的な効果 を発揮 させ る施策

　　 これ らの施策で も十分 な効果 を発揮 させ る為 には,種 々の環境条件の整

　備 な どが必要 とされ る。

　①　機械化

　② 　再利用

　③ ソフ トウエア'パ ッケージの活用

㈲　生産性向上に遅効性 の効果を発揮 させる施策

　　 ここで実施 され る施策 は,こ の方策を導入 した事に よって直ちに大 きな

　効果を発揮す るとい う性格の もので な く,こ の導入に よって着実 にその効

　果 を発揮 し,生 産性 向上に対 し安定 した効果を与 えるもの と思われ る。

　 ①　品質管理活動

　② 　開発 環境

5.1標 準 化

　　ソフ トウェアの開発 を考 える場合,手 持 ちの優秀 な要員 をプロジ ェク トに

投入す ることによって開発効率や品質向上をはか ることが多い。 この事 は,

つ ま り,ソ フ トウェア開発 自体がか な り属人化 している ことを顕著 にあ らわ

　してい る。 しか し最近の よ うに ソフ トウェアの規模 自体 が巨大化 し,し か も

複雑化 してお り,そ の上悪い ことにそれ を開発す る要員の絶体的な不足 と,

質の問題が大 き くクローズ ・ア ップされてお り,今 後の プロジ ェク トには経

験の乏 しい要 員を多数抱 えしか も,技 術的に様 々な レベルの外注要員 を含 く

めた開発を余儀 な くされ ているのが実状である。

　　この様 な悪条件の もとで開発効 率 と,品 質 の高い ソフ トウェアを開発す る

為 の最底条件 として標準化の推進が必須条件 とな って くる。

　　また ソフ トウェアの ライ フサイ クル論に あるよ うに,ソ フ トウェアにかか
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わ る生産性 は開発段階だけでな く,そ れの後の工程 である運用や保守工程で

の生産性 向上が重要 な課題 となって きてい る。

　その為には開発工程での標準化が なされ てい るかいないかが大 きな影響 を

お よぼす ことにな る。 この場合重要 な事は,開 発段階だけの開発効率や品質

向上 を狙 うのでな く,運 用や保守段階の効率や品質 を向上 させる標準化 をは

か る必要があ ることであ る。

　 しか し本年度は開発段階 に焦点をあててい るので,.開 発段階での開発効率

を向上 させ る為の一つ の方法論 としての標準化 について記述す ることにす る。

開発段階で推進すべ き標準化対象項 目として大 き くは次の よ うな項 目があげ

られ る。

5.1.1　 ソフ トウ ェア階層

　　　ソフ トウェア開発 において,シ ステム全体 の複雑 さを克服す るために,

　　全体を適切 な構成要素に分割 し,階 層化 させ ることは大変重要 な事である。

巳]-1サ ブシス テ ム1→1プ ・ グ ラム1→1モ ジ ・一 ・レ1

(1)ソ フ トウェア階 層化の必要性

　　 ソフ トウェア階 層化が重要であることは,以 下に述べてい るよ うな大

　きな利点があ るか らである。

　① 構成要素ごとに設計を並行 して進め られ る。

　②　開 発された ソフ トウェアが信頼性の高い,保 守 しやすい ものになる。

　 ③　構成要素 ごとに独立 して テス トができるようにし,そ の段階(単 体

　　 テス ト)で ほ とん どの誤 りを見つけ出 して しまうことができ る。

　 ④　部分的 な改造が全体に影響 しない構造 にして,機 能の追加や削除が

　　 局所的 な変更で行 えるようにでき る。

(2)ソ フ トウェア階層化の要点

　　 ソフ トウェアを分割 し,階 層す る場合,大 き くは,シ ステム,サ ブシ

　 ステム,プ ログラム,モ ジ ュールと分け るのが一般的で ある。 また,モ
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ジ ュール とは コンパ イル単位 をさす ことが多い。

　 モ ジュール分割す る場合,注 意すべ き点 として以下のよ うな ことがい

える。

① モジュールはで きるだけ他 と独立にな ってお り,イ ンターフェース

　 が単純であ ること。

② そのモジ ュールを使 う場合に,必 要な知識が少な くてすむ ような分

　 割す る。

③ モジ ュール作成 に際 して も必要 とな る知識を うま く切 り分けて,開

　 発分担 を決めやす くす る。

④ 最終的には,50～200行 程度で簡単 に コーデ ィングできる レベ

　 ルまで段階的に分割 してい く。

⑮ システム全体の外部環境(入 出力デー タ等)を まず明らかに してか

　 ら分割 してい く。

3.1.2　 用　　語

　　　ISO('国 際標準化機構i)やJIS(日 本工業規格)で は,用 語 を始め

　　と して多 くの標準化を と りあげてい る。

　　 ① 　情報処理用語

　　 ② 　流れ 図記号

　　 ③ 　入出力媒体

　　　④ プ ログラム用言 語

　　　⑤ 　デ ータコー ド

　　　⑥ 　文字セ ッ ト

　　　⑦　 データ通信

　　　⑧ ネ ッ トワー クプロ トコル,etc.

　　　　これ ら以外に も提案 レベルの ものが数 多 くある。

　　　 用語は,業 界や企業毎,業 務内容に と統一的な もの と,特 殊 なものが
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存 在 して い る。 そ のた め,JIS規 格 だ け で まかな うこ とは 無理 であ る。

　 情 報 処理 シス テ ム全体 と して,ま た ソフ トウ ェア開 発 の各 作業 段 階 に

おい て も,用 語 を始 め と して,ド キ ュメ ン ト様 式,記 入要 領 な ど とい っ

た こ とは 当 然標 準 化 して おか なけ れば な らな い。

5.1.5　 作業方法

　　(1)シ ステム開発工程

　　　　システ ム開発 における各工程での作業の標準化について,日 本電気㈱

　　　の システム開発標準(STEPS)を 参考 に しながら,標 準化の 目的,項

　　　 目,内 容な どについて述べ る。 また ドキ ュメ ント類につい ても触れ る。

シ　 ス テ ム 分 析

1 1

システム 概要設計

「

1シ ・テ・詳綱 計

■

プ ロ グ ラ ミ ン グ

レ ・テ・分酬 編 著

ピ テム概要設計書

システムの導入準備

シ ス テ ム 保 守

〕

〕

議鯉]
麟1;灘 顯
閲 袈糎 　 　 〕

欝欝鷺　 〕
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(2　 システ ム分析

　①　 目　　 的

　　　要求 内容を,入 力,出 力,処 理内容,環 境 として明確i化す ることで

　　 あ り,そ れ ら要求を正確に分析す ることが重要である。

　　　 例 えば,マ ン・マシ ン ・イ ンタフェース,計 画立案作業,作 成 ドキ

　　 ュメ ン トな どの標準が云 える。

　② 標準化作業内容

　　　システムの構築す るためには,ま ずその業務がいか なる部分が コン

　　 ピュ一夕で処理 可能か,ど こまでを コンピュータ化すべ きかをまず分

　　 析 して見極めなければな らない。そのためには,現 在 手もとにある情

　　 報 をどんな形態の情報にす れば良いのか,ど う コンピュータに処理さ

　　 せ るのかを分析 しな くてはな らない。

　　　 コンピュータ化 していない業務を コンピュータ化 しよ うとす る場合,

　　現在の時点では多 くの規定書等の文書類が存在す るのが 普通である。

　　 そ うい った資料を コンピュー タの 入出力と結びつけてい き,資 料の分

　　 析 を行 う。

　　　 入手 した生の資料が重要であ り,形 のない情報については調査書に

　　 して残 してお くべきであ る。

　　　 分析の段階では,生 の資料だけでな くそれ に対 して コンピュー タに

　　 よって,ど う飾 り立ててい くか を検討す ることが重 要であ る。要求に

　　 対 して,シ ステ ム案を作 るわけであ るが,「 何 をコ ンピュータにさせ

　　 たいのか」 を把握す るのが,分 析の段階になると思われ る。

　　　 この段階で,要 求側 と供給側が くい違 うと先へ進んで も,振 り出し

　　へ戻 らな くてはな らないので,要 求が上が って来た ら,「 こ う分析 し

　　 ました」を文書に して確認を行 うべきである。

(3)シ ステム概要設計

　① 　 目　　的
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　　 プ ロ グラ ム ・モ ジ ュール の 独立 性,処 理 とデ ー タ との 分 離,ハ ー ド

　 ウ ェ ア/ソ フ トウ ェアの 独 立 性 な どを実 現す る標 準 化で な け れ ば な ら

　 ない 。

　　 そ の た め 、設 計 方 法論や ツールを利 用 す る こ とや ソフ トウ ェ アの 部

　 品化,デ ー タ構 造 の 標 準化 を推 し進 め る。

⑫ 標 準 化 作業 内容

　　 システ ム構 築 の た めの 準 備作 業 が設計 に 入れ る段 階 まで進 ん だ ら,

　 シス テ ム概 要 設 計 に 入 る。

　 (a)　 入 出 力設 計

　　 　 この段階で は,ま ず 入 力 と出 力を さ らに 明確 にす る。 例 えば 「エ

　　 ラーの チ ェ ッ クを行 うプ ロ グラ ムで は,プ ル ーフ リス トとエ ラー リ

　　 ス トを 出 力す る。 」 な どで あ る。

　　 　 入出 力 を外 見上 か ら分類 してみ る と,以 下 の もの が 上 げ られ る。

　　 ⑧ 　 リス ト類

　　 　 　 (i)英 数 カナ帳 票

　　 　 　 (ii)日 本 語 ・罫 線 帳 票

　　 　 　 (の 単 票

　　⑮ 　 入 力 用媒体

　　 　 　 (D　 パ ンチ カ ー ド

　　 　 　 (ii)磁 気 テ ー プ

　　 　 　 (iii)マ ー クシ ー ト ・OCRシ ー ト

　　 　 　 　(iv)フ レキ シ ブル デ ィス クカー トリッジ

　　 　 　 　 　　 (デ ィス ケ ッ ト,フ ロ ッピ ィデ ィス ク等,商 標 が一 般 的)

　　 @　 入 出 力用 機器

　　 　 　 　(DCRT,キ ー ボ ー ド

　　 一 般的 に は,上 記 の もの が ほ とん どで あ るが,特 殊業 務用 にCD(キ

　 ャシ ュデ ィスペ ンサ),IDカ ー ドリー ダ(暗 号 カー ド),コ ンビ ニ
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エ ンスス トアな どで 見つ け る ハ ン ドスキ ャナ(マ ー ク読 み取 り),ま

た,設 計 業 務等 のCAD.(Camputer　 Aided　 Desigh),　 CAE(Com-

puter　 Aided　 E㎎ineeri㎎)で 扱 うグ ラフ ィッ クデ ィス プ レイ,プ ロ

ッタ,デ ジ タイ ザ,最 近 で は フ ァク シ ミリな どの イ メー ジ入 出 力 も行

わ れ てい る。

　 これ らの ハ ー ドウ ェア装置 は,コ ンピ ュー タ システ ム に存在 す るか

直 接 的 か間 接 的 に接 続 可 能 で あ る こ とが 絶 対 条 件 であ る。 それ を踏 ま

えた うえで シ ス テ ムの構 築 を進 めて い く必 要 が あ る。

　 末 端 の 入 出 力の ほ か に機 能 分 割 した サ ブシス テ ム毎 の 入 出力 とな る

中 間 フ ァイルや,シ ス テ ムの 中核 とな る デ ー タベ ー スな どの 蓄 積 フ ァ

イ ル が あ る。 これ は 主 に,磁 気 デ ィス ク フ ァイ ル が採 用 され るが,ハ

ー ドウ ェアの規 模 と照 ら し合 わせ た 時,容 量 が 問 題 とな る。

　 入 出 力 方法を 決 め る要 素 と して,デ ー タ量 が あ る。 入出 力時 間が 数

時 間 に もお よぶ 場 合 に は,入 出力機 器 や媒 体 等 の 見直 しが 必要 とな る。

デ ー タベ ー スの 入 出 力に お い ては デー タ構 造が 非 常 に大 きな要 因 とな

るの で,フ ァイ ル 設計 の段 階 で 注 意が 必 要 とな る。統 計 処 理 な どで,

デ ー タベ ー スの 全件 検索 を行 うよ うな場 合 の 処理 時 間 も計 算 してお く

必要 が あ る 。

(b)処 理 設計

　 　 入 出 力 が 決 ま った ら,そ の工 程 をサ ブシ ス テ ムで 分 割す る。 そ の

　 過 程 で 中 間 フ ァイル な どの 必要 が 発 生 した り,あ らか じめ後 々のた

　 め保 存 して お く中間 フ ァイ ルを設定す る場 合 もあ る。

　 　 サ ブ システ ムの分 割 と しては 「バ ッチ 処理 」 「オ ンライ ン処理」

　 とい った シス テ ムの 違 う機 能 を中核 とす る もので 分 けた り,「 統 計

　 処 理」 「デ ー タチ ェッ ク処理 」 とい った業 務上 の仕事 の 単 位 で分 け

　 た りで きる。 サ ブ シス テ ムは必 ず しも,1つ の プ ログ ラ ムか ら構 造

　 され る もの では な くい くつ もの プロ グ ラムで 形成 され て もよい 。 こ
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の段階で システムの概念図が描けることになる。

タ

ス

一

一

デ

ベ

、

　この段階では,あ とファイル で管理す る項 目や コー ドで管理す る

場合はその コー ド体系 を明らかにす る必要がある。また,各 サブシ

ステムの機能やそれ を構成す るプ ログラムの機能分担 を明らか に し

て,シ ステム概要設計書 にまとめる。

　運用方法 について も確認 をとる必要があ る。 「オ ンライ ンを使 う

時には必ず コンピュー タ側 である操作を行 う」 「3年 間に一 度は フ

ァイルを再編成す る」 な どの使 う側で手間 をかけることについては

な るべ く避ける方法が望 まし く,避 け られない場合は システム導 入

時 までに詳細な手順 書,運 用手引書 を作成する必要がある。

　個人や団体 の損益に絡む データについては,機 密保護が重要であ

り,デ ータ量の 多い ものについては保全対策が必要である。

機密保護は,特 にオ ンライ ンシステムで重要である。誰で もどこ

か らで も使 える システムでは,パ ス ワー ドの二重化な どを して デー

タを不全 なアクセスか ら守ることが必要である。 保全対策 について
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　　　 は,プ ログラムの不完全 更新対策や,磁 気 デ ィス クの物理的破壊 に

　　　対 しての データ退避 な どの 対策が必要 となる。 パス ワー ドの 入力方

　　　 法や磁気 デ ィス クの デー タ退避についてはあ らか じめ確認を とって

　　　 運用手引書な どに盛 り込 むべ きである。

　　 (c)作 成 ドキ ュメ ン ト

　　　　 システ ム概要説 明書に盛 り込むべ き内容を列記 してみ る。

　　　　 (i)シ ステ ム概要図

　　　　 (ii)サ ブシステム機能設計

　　　　 (llD　入出力概要

　　　　 (IV)フ ァイル概要

　　　　 (v)コ ー ド設計

　　　　 (vD運 用方法

　　　　 (VII)デ ータベース構造設計

(4　 システム詳細設計

　 ①　 目　　 的

　　　 コンピュータによる処理 内容の詳細につい て明 らかにす ることであ

　　 り,作 業結果 としてまとめ られる ドキ ュメン トの シー トフォームを定

　　 め,作 業が定型的 に能率よ く行 えるよ うにす る。

　 ② 標準化作業内容

　　　 システ ム概要を作成 し,そ れ を要求側 と確認 し,合 意 を得るか,新

　　 たな要求が発生 した らそれを盛 り込む ことを前提 にして,シ ステム詳

　　 細設計に入る。

　　　 システ ムの詳細設計の初期段階 として,概 要設計を踏 まえた うえで

　　 プログラム仕様書作成 に必要な,フ ァイル設計,コ ー ド設計,入 出力

　　設計 を行 う。 これ らの項 目は,プ ログラム仕様書 と一緒 にす ることも

　　 考 えられ るが,サ ブシステ ム間のみでな くシステム内で共通の ファイ

　　 ル,コ ー ド,入 出力は別の設計書として作成 して も効果が高い と思わ
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れ る。

(a)入 出力設計

　　 入出力設計は,概 要設計段階 ではシステムの概要 を述べ る程度で

　 「何が入力され,何 が出力 され るのか」 また 「どんな中間 フ ァイル

　 や蓄積 ファイルが存在するのか」 とい うことがわかれば よいが,詳

　 細設計段階では,項 目もしっか り決定 しなければな らない。

　　(1)入 出力項 目

　　(iD画 面 レイアウ ト

　　(の 帳票 レイ アウ ト

　　(lv)カ ー ド等の 入出力 レコー ドレイ アウ ト

　　(V)フ ァイルの レコー ドレイアウ ト

㈹ 　 フ ァイル設計

　　 概要設計段階では,一 般の中間 ファイルや蓄積 フ ァイルは,そ の

　 存在位置(ど のサ ブシステムでも何を 目的に扱 うのか)が 明確 にな

　 っていれば よい。 しか し,デ ータベースの ような フ ァイルの場合に

　 は システムの中核をなす もの であ り,デ ータベ ース構造が他の設計

　 要素に大き く影響 して くるの で,概 要設計段階で構造 くらい は決 め

　 ておかねばな らない。

　　 詳細設計では前 出の レコー ドレイアウ ト設計 とともに フ ァイルの

　 編成 も設計す る。 フ ァイル編 成の種類を列記 してみ る。

　　(D　 順編成

　　(ID　相対編成

　　Gll)索 引順編 成

　　(lv)各 種データベ ース

　　 用途に応 じて,使 い分けを行 う必要がある。単 なる中間 フ ァイル

　 な ら順編成,キ ーによ って検索す るキーは索引順編成,複 雑な検索

　 を行 うものは,デ ータベ ース とい う具合に決定する。 キーが必要な
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　 フ ァイル につ い ては,キ ー項 目を何 にす るかが プロ グ ラ ミングに も

　 影 響 をお よぼ す 重要 な要 素 で あ る。データベース につ い て は,設 計 項

　 目が 多 く,特 別 な ノウハ ウを必 要 とす る場 合が 多い。

(c)プ ロ グラム設計

　 　 概 要 設 計で サ ブ システ ム レベル に機 能 分 割 した もの を詳細 設計 で

　 は 単 体 の プ ロ グラム レベ ル に分 け 各 々を さ らに細か く機 能分 割 して,

　共 通 部 分 を見 い 出 して サ ブル ー チ ン化 を図 る。 プ ロ グラ ム間 イ ンタ

　 フ ェース につ い ては,プ ログ ラム仕様 書以 外 に説 明書 を設 け,テ ス

　 ト時 に イ ンタフ ェー スの 不整 合 が ない よ うに しな くては な らない 。

　 　 プ ロ グラム洗い 出 しが終 った ら,プ ロ グラ ムに仕様 書 を作成 す る。

　 プ ロ グラ ム単 体 の機 能 を 洗 い 出 し,1モ ジ ュール 数+ス テ ップに な

　 る よ うに,モ ジ ュール 分 割 しモ ジ ュール分 割 図 を作成 す る。 サ ブル

　 ー チ ンの場 合 は イ ンタ フ ェー ス を 明確 にす る。 入出 力 の レイ ア ウ ト,

　 コー ド類 の一 覧,項 目説 明 も も っと細 かい レベ ルで書 く。 プ ログ ラ

　 ムの 手 続 き部分 も詳 細 に 書 き,各 単 処理 で 入出 力の概 要 が一 目でわ

　 か る ものが 望 ま しい 。 オ ンライ ン処 理 で は直 接端 末の 操 作 法 とか が

　 わ か って くるの で,概 要 設計 段 階 で 手 順 レベ ルの こ とを決 め て お く

　 のが 望 ま しい とい える。 単一 プ ロ グラ ムの 仕 様書 の項 目を列記 して

　 み る。

　 臼)プ ログ ラム概 要

　 (iD　 プ ログ ラムイ ンタ フ ェー ス

　 (ilD　 モ ジ ュール 分割 図

　 Gv)項 目設計

　 (V)　 コー ド一 覧

　 (vD画 面 レイ ア ウF,帳 票 レイ ア ウ ト

　 (vii)フ ァイ ル仕 様

　 (viii)処 理 仕 様
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(5)　プJログラ ミング

　① プログラム作成

　　(a)目 　　的

　　　 作 りやす く,理 解 しやす く,テ ス トしやす く,保 守 しやすい プ ロ

　　　 グラムを実現す るため,部 品化 とその組み立て方式や各種 の ツール

　　 再利用技術,超 高級言語な どを活用 して標準化を図 ってい く。

　　(b)標 準化作業内容

　　　　 コーデ ィングは,プ ログラム仕様書 に忠実に行 う。 もし,コ ーデ

　　　 ィング時に仕様 ミスを発見 した らすみやか に仕様書に フ ィー ドバ ッ

　　　クさせ るべ きであ り,そ の際他の プ ログラムの影響を十分考慮 しな

　　　 くてはな らない。

　　　　フ ァイルのデ ータ項 目や共通領域 の設定は,コ ピー ライ ブラ リ等

　　　の機 能を使 った方が,共 通性が保て るので よい。 データ定義部分で

　　　は コメ ン トを多 く活用 した り,デ ー タ項 目名を工夫 し,そ のデー タ

　　　項 目が何なのか を一見 してわか るよ うに配慮すべ きである。手続 き

　　　部 分では モジュール分割が明確にわかるよ うな コメ ン トを使 うべ き

　　　で あるし,プ ログラム中の手続 き¢階 層 レベルを明確にす るため,

　　　 コーデ ィングの開始位置(左 端)を 段階 的 に揃 える ことが一 般的 に

　　　行われているし,望 ましい とい える。 コーデ ィングの規約 とい うべ

　　　き ものを持 ち,多 くの人がそ れに従 って コーデ ィングす ることが プ

　　　 ログラムの保守の上か らも望 ましい 。

　　　　詳細設計 →コーデ ィング→試験までの過程 はサ ブルーチ ンが先 行

　　　 し,結 合テス ト時点で タイ ミングを合わせ るくらいの工程が最適 と

　　　い える。

　② プ ログラムテス ト

　　(a)　目　　的

　　　　要求,設 計,製 造結果 の正 しさを証 明し,後 工程へのバ グの流 出
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　 を 防 ぐた め,テ ス ト技 術,テ ス トケ ー スの 抽 出,テ ス トデ ー タの 作

　 成,さ らに は テ ス ト結果 に対す る完 成 度の 評価 基準 な どに 標 準化 を

　 行 う。

(b)標 準 化 作業 内容

　 　 プ ロ グ ラムの テ ス トは 大別 して3通 りに考 え られ る。 単体,結 合,

　 総合 試験 で あ る。総 合 試 験 は どち らか とい うと シス テ ム テ ス トの レ

　 ベ ル とい える。

　 　 単 体試 験 は,サ ブル ー チ ンの イ ンタ フ ェー スの テ ス トと考 えて も

　 よい 。一 度 に結 合 して しま って テ ス トして も,バ グが 発 生 した 時,

　 原 因の 所存 をつ き とめ るの に 時間 が かか って します 。そ こで サ ブル

　 ーチ ンが 仕 様通 りの 動 作 をす るか,テ ス トドライバ ー な どの ツー ル を

　 使 って サ ブル ーチ ンに渡 した情 報 と戻 って 来 た情 報 の チ ェ ッ クを行

　 う。 テス トにつ い ては あ らか じめ,い ろん な 場合 を想 定 してサ ブル

　 ー チ ンに 渡す べ き情 報 と戻 され るべ き情 報 の パ ター ンを 洗い 出 して

　 お き,試 験 仕 様 書 と して ま とめ,結 果 を試 験結 果 報 告 書 と して ま と

　 め る。 バ グが 検 出 され,修 正 を行 った時 に は 、記 録 に と どめて お く

　 べ きで あ る。

　 　結 合 試 験 は,1本 の プ ロ グ ラムテ スbと 考 えて よい。 テ ス トの 完

　 了 した サ ブル ーチ ン群 を結 合 して,1本 の プPtグ ラムの 入出 力 をチ

　 ェ ッ クす る。 これ もい ろん な 場合 を想定 して,.入 力 と出 力 を洗 い 出

　 してお い て試 験仕 様 書 と して ま とめ,結 果 を試 験 報 告 書 と して ま と

　 め る。

　 　 プ ログ ラムの 規模 に応 じて,単 体試 験 を行 わず,結 合 試験 を行 う

　 こ ともあ る。 この場 合 プ ログ ラムの 入 力 と しては サ ブル ー チ ンに も

　 い ろん な情 報 が 渡 る よ うな パ ター ンを 考 えな くては な らない 。

　 　 総 合 試験 で は,シ ス テ ムの 入 口か ら出 口まで の間 の フ ァイ ル イ ン

　 タフエースな どに注 目 して,チ ェックポイ ン トを設 け,各 プ ログ ラム
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　　　が正 しい動 作を行 うかチ ェックす る。

(6)シ ス テム導入準備

　　この作業は,プ ログラムテス トの後になるとい うものでもな く,シ ス

　テム導 入の時期 に合わせ て,コ ー ド説明書や業務運用説明書が完成す る

　 ように しな くてはな らない。

　　 システムの設計段階で,画 面や帳票の レイ アウ ト,使 用 コー ド,端 末

や ジ ョブの操作手順が決 まった ら,着 々と作成 を始めるべ きである。操

作者が何 もわか らない もの として これ らの説 明書を作成 しな くてはな ら

ない。何をや りたいかが思い浮かんだ ら索 引な どか ら 目的のページがす ぐ

　わか り,ス テ ップ毎の説 明がい もず る式にた ぐれ ることが要求 される。

言葉や用語も暖昧 な表現 は避 ける。イラス トな どの 目に訴 えるものが効果

　的である。特に障害時の対処については,丁 寧に書いてお くことが重要

で復旧が困難な状況になる ことがあ ってはな らない。

①　 バ ッチ処理系の標準化項 目

　　　 (D処 理手 順概要

　　　 (DJCL

　　　 (llD入 力デ ータの形式 ・扱い方

　　　 (lv)出 力デ ータの見方 ・扱い方

　　　 (v)ジ ョブの起動の仕方

　　　 (Vl)コ ー ド表

　　　 (Vll)エ ラー メッセ ージ

　　　 (Vlll)異常終 了 した時の処置

② 端末処理系での標準化項 目

　　　 (i)処 理手順の概要

　　　 (ll)端 末機の電源操作

　　　 (liD端 末のキ ー操作

　　　 (lv)シ ステ ムの起動方法
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　　　　　 (v)各 画面の見方 ・入力の仕方

　　　　　 (Vl)コ ー ド表

　　　　　 (viDエ ラーメッセ ージ

　　　　　 (Vの 異常終 了した時の 処置

　 (カ　 システ ム保守

　　 ① 　 目　　的

　　　　　機能,性 能,信 頼性 な どを保証 し,タ イム リな保守作業 を行 うため,

　　　　改造/拡 張/修 正作業手引,開 発 ドキ ュメン トと保守 ドキ ュメ ントと

　　　　の分離i,保 守 ドキ ュメン トの 自動作成 または自 動修正機能 な どによ っ

　　　　て標準化 を行 う。

　　 ⑫　 標準化作業 内容

　　　　　システムが導 入され,運 用を開 始す る とバグ対応 と改造 とい う作業

　　　　が残 る。

　　　　　テス ト段階 で吸収で きなか ったバ グは,発 生 した時点で速やか に対

　　　　処 しな くては な らない。 プログラムの変更による他への影響を充分把

　　　　撮 してか ら,行 わな くてはな らない。

　　　　　後 々,そ の対処か ら不都合 か生 じか ねないので,修 正箇所は明確に

　　　　残 しておか な くてはな らない。 ソー スプログラム上 にも,コ メン トと

　　　　して残 し保守 状況報告書,障 害状況報告書 として も残 し保守 してお く

,　 　　 べ きであ る。

　　　　　改造が要求 された時には,ま ず改造の要求仕様を把握 し,「 現状 シ

　　　　ステムで改造可能か」 「どこまでな ら改造 できるのか」を仕様書 などか

　　　　 ら判断 し,改 造仕様書 としてまとめておかな くてはな らない。バ グの

　　　　吸収 よ り,大 掛か りになるため,改 造 後の テス トも入念に行 うべ きで

　　　　ある。 もともとの プログラム仕様書 も改造 した旨を 明記 してお くべ き

　　　　である。

一82一



5.1.4　 開発 管 理

　 (1)各 作 業 工程 での 開 発管 理

シ　ス　テ　ム 分 析

シ ス テ ム 概 要 設 計

↓
シ ス テ ム詳細 設 計

↓

プ ロ グ ラ ミ ン グ

`

単体/結 合/総 合試験

1
システムの 導入 準 備

　

シ　ス テ　ム 保　守
/

む　　　　　　ぶ　ぞ

フ ロ ク フ ム の1パ ッ

ケ ー ジ 化,標 準 化

プログラム開発の環

境管理

プログラム品質の管

理と評価

プ ロジ ェ ク ト管 理

{

　 進 捗 管 理

　 品 質 管 理

　 工 数 管 理

　　 ここでは,シ ステム開発をいか に能率的に体系的に管理 してい くかを

　述べ る。 ・

(2)プ ログブムのパ ッケージ化標準化

　　 システム レベルでの パ、ッケージ化標準化は,分 析の段階 でパ ッケージ

　化 または標準化に照 準を絞れ るか どうかによって決 ま って くる。特殊業

　務で ど うして もパ ッケージ化は不 可能な ど,数 々の要 因は出て くる と考

　 えられる。標準化をす ることに決定 した ら,類 似業務 の調査を行い,取

　扱い説 明書や仕様書な ど,完 備 して保存 してお くことが必要である。

　　 プ ログラムめ単体・レベルで な らジ詳細設計時にパ ッケージ化に的を絞

　れぼ可能で ある。今後,そ の プログラムにイ ンタフェースを合わせ るこ

　 とによって効率化が図れる。

　　 標準化す るに当た っては,拡 張 性をも考慮 して設計 しな くてはな らな
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　いo

　　 パ ッケージ化,標 準化 して も利用 しなければ 意味がないので,そ れを

　 流用す るル ー トを確立す ることも大事である。

(3)プ ログラム開発の環境管理

　　 環境管理のひ とつ としては,ま ず環境設定がある。 プログラム開発 に

　 際 しては,環 境が設定 され ていな くては,作 業の進 めよ うがないか らで

　 ある。現 システムを開発するた めに どこまで環境を設定 しな くてはいけ

　 ないか判断 しな くてはな らない。それは遅 くと も シス テ ムの 設 計 段階

　 あた りで把握 しておか ない といけ ないだろ う。開発環境が揃 っていれば

　 良いが揃 ってい なか った ら,そ の環境を必要 とす るまでに環境を整備 し

　 な くては な らない。オ ンライ ンを扱 うのに端末機が なくては何 もできな

　 い し,デ ータチ ェックプログラムの テス トをす るのにデー タが な くては

　 進 まない。環境管理者は プロジ ェク トの進捗 とつき合わせて常 に先手先

　 手に立ち廻 らな くては,効 率の 良い システム開発は開発できない。

　　 環境管理 として もうひ とつ 大事なのが開発環境の把握 である。特に大

　 規模 システムでは,プ ログラムライブラ リ(ソ ースプログラム,オ ブジ

　 ェク トプログラム,実 行形式 プログラム)や データファイルが散乱 し,

　 世代管理 などしてい ると同 じプログラムもい くつも存在 し,ど こに何が

　 保管 され てい るのかわか らな くなって しま う。管理者 または当事者でも

　 良いが,プ ログラムフ ァイル名,ラ イブラ リ名,プ ログラム名,デ ータ

　 ファイル名,デ ータ名,さ らに世代別や本番用 テス ト用な ど表形式に し

　 て 管理 しな くては,後 々,本 人でさえも忘れてしまう。い らない ファ

　 イルを整理 しよ うにも手がつ け られな くな って しま う。

　　 開発環境が破壊 され る恐れ も考 えられ るので,定 期的 にフ ァイルの退

　 避 を行 ってい くべ きである。

(4)プ ログラムの品質の管理 と評価

　　 プログラムの一番原則 として要求機能 を果たす ことであ るが,テ ス ト
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　完 了時 には機能が果たされてい ることにな ってい る。 しか し,特 殊ケー

　スの対応がなされていなか ったな どの不都合が しば しば生 じるよ うであ

　 る。その点試験仕様書でチ ェックすべきであ る。

　　 プログラムの読み易さとい うの も品質 であ る。改造 しようにも手がつ

　け られ ない ような コーデ ィングでは品質が良い とは言 えないのであ る。

　 仕様書が な くても解読できる レベルの プログラムが要求 され る。 そのた

　 めには コーデ ィングの規約 となるべ きものを設定すべ きである。

　　 評価の要素 としては 「特殊 ケー スも配慮 し仕様を満た してい るこ と」

　 「プ ログラムが見易い こと」があげ られ る。

(5)プ ロジェク ト管理

　　 プロジェク ト管理の一つ として,進 捗管理がある。

　　 まず,シ ステム構築以前に 日程 を立て ることから始まる。あ とは時 々

　 刻 々予定通 りに進んでいることを確認 しな くてはな らない。大幅に遅れ

　 た ような場合は 日程を変更す る必要がある。 システム構築の場合,テ ス

　 トには多大な 日時がかかることを踏 まえ,設 計,プ ログラ ミングは早 目

　に終 えてテス トに早 く入れ るよう考 慮しなければな らない。環境設定 は

　 常に実作業 よ り先廻 りしな くてはな らないので進捗 と見合せて遅れない

　 よ うに しな くてはな らない。

　　 次 に ドキュメントな どの管理が ある。システム開発に沿 って各種の仕様

　 書や説明書が発生す るがそれ を体系的に管理 し,必 要時にす ぐに手元に

　 捜 し出せる ことが必要である。 また,標 準化に沿 った ものの流 用可能な

　 物の一元管理 をしてお くことによ って,他 で流用や,自 ら流 用す ること

　 が 容易にな る。試験項 目のチ ェックや 障害状況報告書の管理(バ グの吸

　 収),改 造,修 正箇所の管理を行 うべきで ある。
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図 表3・-11L管 理 ラi"ズ と 管 理 ア ク テ ィ ビ テ ィ.

プロジ ェ クト開始　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

寸.1.0・　 　 　 　 　 1.ご0　 　 　 　 　 　 　 1.30　 　 　 　 　 　 　 L4.0

(目 的と這件の麺認)(‡ 萎抽 の)G磯4ト)'(響 境の>

1.50　 　 　 　 　 　 1.飼 　 　 　 　 　 　 　・1.τ0

(縮 ・制・)(・ … ⇒ で ・ク・⊃

∪ 　 　 　 　・

〉

プ自ジェクトの推進 と資原の管理

21・0　　 　 　 　 220　 　 　 　 　 230　 　 　 　 　 240

(・ 朧)(原 価管理)(外 注・理)(・ 捗・理)

250　 　 　　 　 　26.0　 　 　 　 　 270

(藤 織)@・ ・粍・∋ 撰 璽㌔ ∋

〉

〈〉
開発対 象 の構成 と品質管 理

　 31.0　　　　　　　　　　　　　3.ユ0　　　　　　　　　　　　　33,0　 　　　　　　　　　　　　　34,0　　　　　　　　　　　　　a5.0

◎ 繊 づG計 ンう(実行環境管理)(品 髄つ(・ 質・・)

〉 　　　　　　　　　'
プ ロジェ ク トの終了 と フひ ロー

4,1.0 4.2.O 4.3.0 4.4.0 4.5,0 4.6.0

プOジ ェ ク ト
の 草埋

没果物の引渡
しと引越ぎ

プOジ ェ ク ト
の#「i

　発技術の 活
とノウハウの 保

プOジ ェ ク ト

の纏 了
プ ロ ジ ェ ク ト

の フ † ロ ー

5.2　 機 械 化 ・自動 化'・'　 ∴　 　　 　 　　 1

　　　人 手 に よる 作業 が 中心 にな.ってい る ソフ トウ ェ ア開 発は,開 発 要求 の 急増

　に ソフ トウ ェ ア技 術者 が 追い つ か ない 状 況 に きてお り,今 後,こ の ギ ャ ップ

　 は 大 き な問 題 に な って い る。

　　　ま た ・品質 の高 い ソフ トウ ェ アの要 求 ・ ソフ トウ ェ アの開 発 規 模 の 複雑 化 ・
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膨大 化 が 進 ん でい る こ とも ソフ トウ ェ ア需給 ギ ャ ップの増 加 に拍 車 をか け て

い る。

　 この よ うな状 況 に あ って ソフ トウェ ア技 術者 を急 ぎ養 成す るた め,学 校 教

育 の カ リキ ュラ ムに コ ンピ ュー タ教 育 を積 極 的 に取 り入れ るな どの 対策 を講

じてい るが,と て も間 に 合 うまで には い きそ うにな い 。

　 そ の た め現 在 並 行 して進 め られ てい る対策 と して 大 き くク ロー ズ ア ッ プ し

て きて い る こ とが,ソ フ トウェ ア開 発 の機 械 化,自 動 化で あ る。 これ に よ っ

て,ソ フ トウ ェア開 発 の 生産 性 が高 まれ ば 当然 ソフ トウ ェア需給 ギ ャ ップ も

縮 少 され るわ け で あ る。 しか も,機 械 化,自 動 化が ね らい と してい る と ころ

は生 産 性 向上 だ け で な く,信 頼 性 の高 い ソ フ トウ ェ ア,保 守 しやす い ソフ ト

ウ ェア,汎 用 性 が高 く流 用 しやす い ソフ トウ ェアの開 発 も 目的 と して い る。

　 既 に,こ のための ツール,技 法 な どが 研 究 レベルで な く製 品 として 出始 め て

き てお り,ま た 通産 省,情 報 処 理 振興 事 業協 会 で も昭和60年 度 か ら5年 を

か けた 「ソ フ トウェ ア生 産 工業 化 シス テ ム」 プ ロジ ェ ク トを計 画 してい る。

3.2.1　 ドキ ュメ ン ト作 成 の機 械 化

　 　 　 品質 ・生産 性 が 高 く,運 用 ・保 守 の しやす い ソフ トウ ェアを開 発す る た

　 　 め には,良 い ドキ ュメ ン トを作 成す る こ とが 大変 重要 であ る。

　 　 　 ドキ ュメ ンテ ー シ ョンの 機械 化,自 動 化 につ い て は,単 純 な作 業 工程 に

　 　 お い ての ワー ドプ ロセ ッサや 端 末 ・パ ソコ ンの活 用 か ら更 にわか りやす い

　 　 内 容 で も表 現 す るた め の イ メー ジや 図,.表 も扱 える機 能 を利 用 した ドキ ュ

　 　 メ ンテ ー シ ョ ンが 求 め られ て い る。

　 　 　 そ して,よ り高 い レベ ルで の ドキ ュメ ンテ ー シ ョンと して 各種 の ツール

　 　 が あ る。

　 　 　 ドキ ュメ ンテ ーシ ョ ンは,シ ステ ム ライ フサイ クルの 各段 階 そ れ ぞれ で

　 　 重 要 な作 業 であ る。

　 　 　通常,ド キ ュメ ンテ 三 シ ョン用 ツール は,分 析 ・設 計 ・製 造 ・テス ト ・
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運 用 ・保 守 とい った 作業 工 程 を機 械 化 ・自動 化す る ツール兼 ね 備 えてい る

こ とが 多い 。

　こ こに,ド キ ュ メ ンテ ー シ ョン用 ツール につ い て,そ の用 途 別 に説 明す

る。

(1)　 ワー ドプ ロセ ッサ,端 末

　 　 手 書 き,タ イ プ,印 刷 な どの 工程 を省 く こ とに よる メ リッ トが大 きい

　 が,そ れ よ りも,ド キ ュメ ン トに 対す る修正 や 類 似 した仕 様 を作 る場 合

　 に も効果 を発揮 す る。

　 　 最近 は,図 ・表 ・グ ラフ,さ らには イ メー ジ も扱 え るよ うに な るに従

　 って ドキ ュ メ ンテ ー シ ョンには 欠 かせ な い ツール とな るで あ ろ う。

(2)フ ローチ ャー ト自動生 成

　 　 以 前 は,ド キ ュメ ンテ ー シ ョ ン用 ツール の代 表 的 な存 在 で あ った が,

　 最 近 は,フ ローチ ャー トその もの が スペ ース効 率 が悪 い こ と,大 規 模 ・

　 複 雑 化す る プ ロ グ ラムを フ ローチ ャー トで表 現 す る こ との 限 界,ソ ース

　 プ ログ ラムそ の もの を表 現 して い るだけ と もい え る こ とか ら,あ ま り活

　 用 され てい な い状 況 が あ る。

㈲ 　 ドキ ュメ ン ト自動生 成機 能

　 　 ソフ トウ ェアの開 発 にお い て,設 計 段 階か ら製 造,検 査 そ して運 用,

　 保 守 と進 む に つれ て,ド キ ュメ ンテ ー シ ョ ンの 内容 と,実 際 に 稼動 して

　 い る プ ロ グラ ム との ギ ャ ッ プは 広 が る傾 向 に あ り,そ の ギ ャ ップを埋 め

　 るた め の努 力は 相 当な工 数 を必 要 と してい る。 しか し,こ の 努 力 を怠 っ

　た りす る と,将 来 さ らに数 倍 以 上 の工 数 を 費や す は め に な って い ます 。

　 　 ソー ス プ ロ グラムを 入力 と して 各種 の ドキ ュメ ン トを 自動 生成 して く

　 れ る機 能へ の 要 求は 強 い もの が あ る。

　 　 自動 生成 され る ドキ ュメ ン トの 例 と して は,以 下 の よ うな 内容 で あ る。

　 ① 手続 き機 能概 要一 覧 表

　 ② フ ァイ ル アイ テ ム情報
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　 ③ データ明細情報

　 ④　参照手続 き一覧表

　 ⑤ プログラム相関図

　⑥　手続 き相関図

　⑦ 参 照マ ク ロ一 覧表

　⑧　プ ログラム/参 照 マ クロ一覧表

　⑨　 プログラム構成 図

　⑩　手続 き構成 図

　⑪ 　マ クロフ ァイル ドキ ュメン ト

　　　 (NEC,　 COBOL/Sド キ ュメ ン トエ イ ド)

(4)　 ドキ ュメ ン ト作成支援 ・管理 ・保 守機能

　　調 査分析作業,設 計作業,プ ログ ラ ミング作業,テ ス ト作業の各段階

　 を自動化す るツールが既 に幾つか存在 してい るが,そ れ らの ツールでは

　 ドキ ュメン ト形式の標準化 と合わせた 自動生成 機能を有 してい る。

5.2.2　 プ ログラミング の機械化

　　　ソフ トウ ェア開発 において,プ ログラムの製造工程 に対す る機械化,自

　 動化 ツールはその適用 レベルが種 々である。

　　 ①　記述方式 を標準化,構 造化,高 水準化,簡 易化す ることによって機

　　　 械化,自 動化を進める。

　　 ② パ ッケージ化,汎 用化な どによ りプログラムを出来 るだけ作 らない

　　　　よ うにす る。

　　 ③　部品化,パ ター ン化 された プログラムを組み合わせた りして作成す

　　　　る。

　　 ④ 設計段階 で記述 された仕様書 を入力 として,自 動的 にプログラムを

　　　 生成する。

　　 現段階 にて,プ ログラム自動生成機能は未だ本格的に実現出来 てい る状
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況にない が,特 定の業種や小規模な ソフ トウェア開発においては実用化 さ

れてお り,近 い将来,数 多 くの ツールが発表 され て くるもの と期待で きる。

　 プログラムを半 自動,全 自動的に生成す る機能 として どの よ うな方法が

検討されているかにつ いて紹介 したい。

(1)仕 様書か らの プログラム生成

　　 設計 した内容であ る仕様書をその まま入力できることの効果は大 きい。

　 当然,仕 様書の記述方式 も細か く規定 され ることになる。

　　 この方式で プログラム全て を自動生成す るツールは未だ先の ことにな

　 るが,一 部分を生成す る ツールは既に利用 されている。

　　 例 えば

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

入 力 チ ェッ ク処 理

出 カ レイ ア ウ トの 生成

画面 関 連 の 入出 力処 理 の生 成

表,グ ラ フ作成 処理 の 生 成

入出 力 デ ー タ構造 か らデ ー タ定義 や デ ー タ操 作 処理 の 生成

デ ー タベ ー ス ア クセ ス処 理 の生 成

ジ ョブ実 行用 制 御 カー ド

テス ト用 プ ロ グ ラム ・デ ー タ

(2)プ リコンパイ ラに よるプ ログラムの生成

　　 高級言語に よるプ ログラ ミングか ら一歩進んで プ リコ ンパ イラ方式に

　 よる記述言語によ って,プ ログラムを生成す る。

　　 この記述方式では,人 間に見易い形式で記述 されてい る。図イメージ

　 や デシジ ョンテーブル形式の記述がその まま入力 とな り,ま た出力 も見

　 易い形式になるため,設 計が簡単にな り,デ バ ックが格段 と容易になる

　 とい った効果が 得られ る。

(3)部 品化,パ ター ン化 された ものを作 った プログラムの生成

　　 部分的 に完成 された プログラムを組み合わせた り,不 足な部分 を コ一
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デ ィングして補 った りしなが らプ ログラムを作成す る方式で ある。

　 この方式では,ど の よ うな部品を用意するのか,そ れ らの部品を どの

ように管理す るのか,ま た部品を組み合わせる方法の標準化 と機能の充

実が重要であ る。

5.2.5　 テス トの機械 化

　　　ソフ トウェアの検 証は,プ ログラ ミング工程 だけでな く,設 計段階か ら

　 既 に検証を行いなが ら作業を進 めなけれぼな らない。 しか し,機 械化 とな

　 るとその中心はやは りプログラム製造,テ ス トの段階が最 も効果的であ り,

　 ツールなども用意 され てい る。

　　　プログラムテス トの機械化について,そ の内容を紹介す る。

　 (1)テ ス ト項 目の 自動生成

　　　 設計記述や プログラム内容を入力して,テ ス トすべ き項 目を 自動生成

　　 す る。これ によって,検 証,確 認項目 が重複 した り,も れた りす ること

　　　を防ぎ,効 率の良いテス トが行 える。

　 (2　 テス ト網羅度測定 ツール

　　　　プログラムの中で確認 された機能が どの程度の割合いで あるかを計測

　　 する ツールで ある。

　　　　この ツールを使 うことによ って,プ ログラムで実行されていない部分'

　　 や,逆 に実行頻度の高い部分がは っき りす るため,き めの細かいテス ト

　　 作業や,作 業状況に合わせた柔軟 なテス トが 可能である。

　 (3)テ ス ト環境生成 ツール

　　　　プログラムをテス トす る際に,イ ンタフェースを とるべ きモジュール

　　 や プログラムが未完成であるた め,満 足なテ ス トが 出来なか った り,プ

　　　ログラム製造 スケジ ュールに大変注意を払 わなけれ ぼな らない事態が生

　　　じる ことが良 くある。

　　　　このような ことは,ま た避け られない ことであるため,未 だ 出来てい
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　 ない 部 分 を シ ュ ミレー トす る機 能 を用 意 しな けれ ば な らない 。

　 　テ ス ト環 境 設 定 ツールで は,種 々の テ ス トを 可能 とす る環 境 を用 意す

　 る こ とが で き る。

　 ① 他 モ ジ ュー ルの 動 きを シ ミュ レー トす る。

　 ② テ ス トプ ログ ラムの動 作 モー ド(オ ンライ ン,TSS,バ ッチ な ど)

　 　を異 な った動 作 モ ー ド下 で テス ト可 能 とす る。

　 ③ デ ー タベ ース ア クセス テ ス トにお い て,本 番 用 デー タベ ー スを実 際

　 　 に 更新 せず に 更新 動 作 テ ス トは 可能 とす る。

　④ 時 間 を 要す る オ ンライ ンテス トな どを,バ ッチ(一 括)処 理 方式 に

　 　よ って,大 量 かつ 効 率 的 な テ ス トを可 能 とす る。

　 ⑤ テ ス ト用 デ ー タベ ー スを 本番 用 デ ー タベ ー スか ら簡単 に生 成 で きる。

(4)テ ス ト内 容 モ ニ タ リ ング機 能

　 　 テ ス ト処理 にお け る,各 種 の デ ー タの動 きや 処理 の流れ を詳 か くモ ニ

　 タ リング し,分 析 デー タと して リス トや 端 末へ 出 力 で きる機 能 で あ る。

㈲ 　 オ ンラ イ ン/端 末 動 作 シ ュ ミレー ト機 能

　 　 オ ン ライ ンシス テ ムを テ ス トす る うえで重 要 な 内容 に,時 間的 要 因 を

　 加 えた テ ス トが あ る特 に処理 要 求が 集中 した時 の テス トや,タ イ ミング

　 を計 った テ ス トを行 うこ とは 大切 で あ るが,ま た この よ うな テス ト環境

　 を作 り出す こ とが難 か しい。

　 　 そ の た めの ツール と して オ ン ライ ンメ ッセー ジを希 望す る内 容 ・パ タ

　 ー ンそ して時 間 的 要 素 も加 わ って生成 して くれ る機 能 で あ る。

5.2.4　 開発管理の機械化

　　　ソフ トウェア開発 プロジェク トの管理 システムを体系化 し標準化す るこ

　 とと合わせて,管 理 ツールも必要である。

　　　ここに具体的な ツールと機能を挙げてみ る。個々には よく見かける プロ

　　グラムで あるが重要 な ことは,こ れ らが全てつなが っていなければ大 きな
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効果が得られない ことであ り,そ の意味での ツールはそれほ ど多 くはない。

　 ソフ トウェア開発 プロジ ェク ト管理用 ツール として必要 な要件について

述べ る。

① 管理者に とって,必 要な情報の収集 ・選択 ・加工が個 々にできること。

② 個 々の管理者用 のデー タバ ンクが簡単に作れること。

③ ツールが管理者 に対 して管理方法や手順を押 しつけるよ うな支援 ツー

　 ルで あってはな らない。

④ 簡単に,手 軽に使 えること。

⑤ 演算処理機能が必要であ る。

⑥ グラフや表 操作機能を有 してい ること。

⑦ 情報の収集 ・伝達を正確 かつ迅速 にできる機能(通 信機 能な ど)が ある

　 こと。

　 次に具体的な管理用機能を挙げ てみ る。

(1)進 捗管理機能

　　 工程,サ ブシステム,グ ルー プな どの単位で管理 し,計 画(予 定)と

　 実績の把握 を行 う。

　 ① 　予定実績報告

　 ② 進捗状況報 告(個 別,総 括)

　 ③ プログラム進捗管理表

　 ④ 　作業能率評価

　 ⑤ 作業進捗予測,負 荷予測

　 ⑥ 　負荷予測

② 　品質管理機能

　　 障害の発生 状況 と進捗状況 さらには過去の実績 デー タや計算値を もと

　 に,バ グの発生状況 ・原因分析 さらには品質 ・生産 性を把握 す る。

　 ① バ グ発生曲線

　 ② バ グ発生状況(サ ブシステム,グ ループ別)
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　③　 バ グ措置状況 ・

　④ 原 因分析表

　⑤ 品質 ・生産性状況 ・評価

(3)工 数管理機能

　　所 要工数の計画 と実績を管理 し,グ ループや担当者の生産性や能力の

　管理を行 う。

(4)予 算管理機能

　　予算に対 して,担 当者作業工数,外 注費,マ シ ン費他の費用実績を加

　 えて,予 算管理情報を提供す る。

5.3再 利 用

　　ソフ トウェアの生産性,品 質 を向上 させ る為の有効な手段 として,既 存 ソ

　フ トウェアの再利用が最近注 目を浴びてい る。 その利点の1つ は,再 利用 し

　た部分 につい て完全に生産活動を省略できることである。 もう1つ の利点 は

　再利用 ソフ トウェアの品質が既 に検証 されてい ることであ る。

　　 ソフ トウェアの再利用 は,ソ フ トウェア開発の始ま った当初か らの何 らか

　の形で行われ てい るが,最 近 特に注 目されてい るのは,ソ フ トウェアの部品

　化の考 え方であ る。 本節では部品化 に焦点を当て,ソ フ トウェア再利用の実

　態 について報告す る。

3.3.1　 再利用 ソフ トウ ェアの形態

　　　再利用対象 とされる ソフ トウェアには どの ような形態の ものが あるか以

　　下に整理す る。 アプ リケーシ ョン ・パ ッケー ジについては別節で触れ られ

　　 るので,こ こでは除外す る。

　 (D　 独立 プログラム

　　　　独立 して実行できる汎用的 なプ ログラムを蓄積 しておき共 同利用す る。

　　　 ソフ トウ ェア開発支援 ツールでは 多いが,一 般業務 プログラムでは余 り
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　 例がない。

(2)部 　　品

　　それ 自体 では独立 して実行できず,加 工 され るか,別 の プ ログラムに

　組み込 まれる ことによって動作す るプログラムを部品 と呼ぶ こととす る。

　　 小林要氏(富 士通国際研究所)は 部 品を次のよ うに分類 している。

　⑦　ブ ラックボックス型部品

　　　部品内部 をブ ラックボックスとして利用 し,そ の機能が再利用の対

　　象である。 た とえば,呼 び出 し方式のサ ブルーチ ンなどがこの分類 に

　　該当す る。

㊥　 パター ン型部品

　　　 部品内容を利用者に示 し,利 用者は個 々の 目的に合わせて加工 して

　　 用い る。処理 パターンが再利用の対象であ る。 日本電気のSTEPSや

　　富士通のPARAD　 I　GMな どが該 当す る。

　◎　手本型部品

　　　 ノウハ ウや定石 を手 本として示 して,利 用者にはその考 え方を効果

　　 的に伝達 し,広 範な応 用を期待する部品であ る。市販 されてい るアル

　　 ゴリズム集などが該 当す る。

　　　 また,日 本電気のSEA/Lは 部品を次の ように分類 してい る。

　㊤　 オープ ン部品

　　　 処理の実態が部 品の引用の都度,引 用場所に ソースプログラムの一

　　部 として展開 され る。 利用者は展開 された部品を自由に変更す ること

　　 ができる。

　 ㊤　 クローズ部品

　　　処 理の実態は,最 初の部品引用時に内部 サブルーチ ンの形 で ソース

　　 プログラムの最後 に1回 のみ展開される。利用者は展開 され た部品 を

　　 変更できない。

　◎ 　 CU部 品
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　　処理の実体は コンパイルユ ニッ トとして別に存在 し,部 品の 引用場

　所 には外部サ ブルーチ ン呼 び出 しのための命令が記述 され る。

　以上の2つ の分類方法では,前 者の方が よ り広範囲な定義であるので,

前者の分類に従 って アンケー ト調査 を行 った。 その 回答結果 を図表3-

2に 示す 。

　独 立プ ログラムの再利用が51%で あ るのに対 し,ブ ラックボ ックス

型部品の再利用が77%と 高 い率 を示 してお り,各 企業 ともソフbウ ェ

アの部品化に具体的に取 り組 んでいることが分か る。

図表3-2　 再利用 ソフ トウェアの形態別回答率

再利 用ソフ トウェアの形態
　回　 答 　率 　 　%

20　 40　 60　 80

独立 プ ログ ラム ===二___」51

部

品

ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス 型,

一 一 「77

パ タ ー ン型 　　　　　　　　　　　　　　　　　164

手本型　　　　　　　一28

5.5.2　 部品化 を志向 した開発作業形態

　　 部品化を志 向した ソフ トウェア開発作業 には3つ の形態があ る。

　 (D　 同一 システム内で の部品化 アプローチ

　　　　構造化設計は ソフ トウェアの保守性の向上 を 目的 として提案 された技

　　　法であるが,そ の設計技法による開発は必然的に ブラックボ ックス型部

　　　品を生み 出 している。つま り,高 い独立性を持つ ような分割 されたモジ

　　　ュールは同一 システム内の幾つかの局面で使用す ることができるものが

　　　多く,そ のよ うなモ ジ ュールは部品 としての役割を持 ってい る。 ア ンケ

　　　ー ト調査では36%が このよ つな部品化 アプローチを標準化 してい ると

　　　回答してい る。

　　　　また,開 発作業に先だ って,シ ステム内に頻繁に存在す る処理パ ター

　　　ンを抜 き出 して,パ ターン型部品あ るいは手本型部品を作 成す る方法 も
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　 システ ム内の部品化の一形態であ る。

② 　部 品化 ソフ トウェアアプローチ

　　 これは小林要氏によ り後述の(3)の アプローチ と共に提唱 されてい る概

　 念であ る。・

　　 この方法は,構 造化設計を更に高度に押 し進め,ソ フ トウェアを 目的

　 とす る分野において一般性の高い部品の集 りとして構築 しよ うとす る考

　 え方である。

　　 この ように してお くことに よ り,シ ステムの進化に対 して容易に対応

　 す ることができる。また,顧 客の要望に応 じた ソフ トウェアを低 コス ト

　 高品質で生産す ることが できる。

　　 この ような アプローチは,銀 行 システム,生 産管理 システム,財 務会

　 計システム,情 報検索システムな ど機能の枠組の明確 な分野で有効で ある。

㈲ 　 ソフ トウ ェア部品 ライブラ リアプローチ

　　 以上 の2つ の例は一つ の ソフ トウェナを部品に分割 して生産 しようと

　 す るアプローチであ る。 も う一つの アプローチ として,一 般性 の高い部

　 品を蓄積 しておき,後 の生産活動でそれ らの部品を再利用す る方法 があ

　 る。 これ を ソフ トウェア部 品 ライ ブラ リアプ ローチ と呼ぶ。

　　 本節のテーマ 「再利用」 にとっては,本 アプロニチが中心課題 とな る。

ろ,5.3　 部 品検索

　　 部 品 ライブラ リアプローチを とるに 当って,ま ず検討 しなければな らな

　 い ことは求める部品の検索 手段 である。検索のために}ま,部 品の分類 コー

　 　 ドの 標 準 化や 検索 ツールが 重 要 な ポイ ン トとな る。、 、

　 (1)部 崎 類 コー ドについて

　　 　　ア ンケー ト調査では22%の 企業が部品分類 コー ドを標準化 してい る

　　 　と回答 してい る。その分類方法は図表3-3に 示す とお りであ る。 メー

　　 カの販売 している部品 ライブラ リの分類事例 を図表3-4,図 表3-5

　　 お よび図表3-6に 示す。

■
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図表3-3　 部品分類方法 と回答率

部 品 分 類 方 法 回答卒

業 別別(給 与,人 事,財 務,販 売 な ど) 79%

機 能別(テ ー ブル 処理,コ ー ド変換,エ ラーチ ェックなど) 79%

処 理 パ ター ン別(媒 体 変 更,照 合,更 新,作 表 な ど) 68%

その他 9%

図 表3-4

STEPS(日 本 電気,パ ター

ン型 部 品)部 品 分 類

図表3-5

PARADIGM(富 士 通,パ

タ ー ン型 部 品)の 部 品分 類

パ ター ン分類 パ ターン数

媒体変換 1

分配 ゴ

照合 2

更新 2

報告書作成 2

媒体変換 ・照合 1

更新 ・照合 3

パ ター ン分類 パ ター ン数

入 力 チ ェ ック 2

照合 3

更新 3

レ ポ ー ト 1

図表3-6　 SEA/1(日 本 電 気,ブ ラ ックボ ックス型部品)の 部品分類

パ ター ン分類 パ ター ン数 パ ター ン分 類 パ ター ン数

標 準 フ ァイル 入 出 力 10 時間処理 3

テ ー ブル処理 13 コー ド変 換 11

フ ィ ー ル ドチ ェ ッ ク 3 計算 4

フ ィール ド編 集 15 単位変換 4

日付処理 17 分類他 8
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② 　部品検索 ツールについて

　 　 ア ンケー ト調 査に よる と部品検索 ツールを使用 してい る企業 はわず か

　 4%で ある。80%に 近い企業が部品の再利用 を図 ってい ると回答 して

　 い るのに比べて,検 索 ツールの利用ははなはだ不十分 と言 える。部品再

　利用を図 ってい る企業 も,検 索 ツールを必要 とす る程には部品は蓄積 さ

　 　れてい ないか らか も知れない。

　 　　一般的 に,検 索用部品 ライ ブラ リには次の ような情報が必要であ る。

　 　① 検索キ ーとなる項 目

　 　　 部品 コー ド,部 品名称,分 類 コー ド,キ ーワー ド,登 録者名,他

　 　②　部品の属性を示す項 目

　 　　　登録 日,言 語,部 品形態,部 品サイズ,処 理能力,他

　 　③ 部品の機能 を示す項 目

　 　　　使用方法,イ ンタフェースデータ,入 出力データ,使 用 ファイル,

　 　　　機能

5.5.4　 再利用 ツール

　　 部品再利用に関す るツールの事例 を紹介す る。

　 (1)部 品作成管理 ツール

　　　 METMNG(日 本電気)は プログラム部 品の作成 と管理 を支援す る

　　　ツールで あ り,次 の機能 を持 ってい る。

　　 (a)既 存 プログラムか らの部品抽 出機能

　　　　　ソース プログラムを解析 しプログラム構造図 リス トとデータ遷移 ト

　　　 レース リス トを出力す る。 これ らの分析結果をもとに,部 品化 したい

　　　 手続 き名や データ名を指定す ると影響の及ぶ範囲が レベル付け され る。

　　　　レベル番号を指定す ると,そ の範囲の プログラム記述が部品 として抽

　　　 出 され る。抽出される部品はCOBOLに おけるセクションとその デ

　　　 ータ部で ある。
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　(b)部 品作成機能

　　　キー ワー ドの自動 挿入や 日本語コー ド変換などの 入力支援機能を用い

　　て効率 良 く部品を作成 できる。処理に複数個の変化が存在す る場合,

　　変化に該 当す る部分をマ クロ記述す ることができ る。

(c)部 品管理機能

　　　階層化 された部品 メニ ューに従 って必要な部品を検索で きる。 また,

　　 各階層 に対 して検索キーを設定で きる。

② 　 パター ン型部品の カス トマイズツール

　　・SEA/1に はパ ター ン型部 品をカス トマィズす るための機能 として

　次の ような ツールが進備 されている。

　(a)利 用者 はパ ター ンが持つ どの機能を カス トマイ ズす るか とい う情報

　　 を与 えるだけで良い。パ ター ン中に分散 してい る関連個所は 自動的に

　　修正 され る。

　 (b)パ ター ン記述の為のベ ース言語(COBOLな ど)の 上に,パ ター ン

　　 カス トマイズ制御言語(PCL)が 用意 されてお り,汎 用性の高いパ

　　 ターンを容易に作成す るこ とができる。

(d　 PCLの 制御記述に従 って カスbマ イズ情報 を対話的 に入力する。

　　 ファイルの属性などの定 型情報は表形式画面か ら入力 し,処 理部品などの

　　 非定型情報は行モー ドプロンプテ ィングによ り対話的に入力す る。

③　 部品 自動組込 ツール

　　 エクスパ ンダ(日 本電気)は 部品を ソースプログラムの中に組み込む

　 た めの ツールである。

　 (a)オ ープン部品,ク ローズ部品及びCU部 品を統一的 な呼び出 し文に

　　 よ って組込む ことがで きる。

　 (b)部 品は部 品記述言語(PDL)を 用いて記述 され,次 の4つ の記述

　　 部か ら構成 され る。

　　 ① 検索情 報記述部
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　　　　 部品の機能・利用方法,呼 び 出し形式 な どの情報 を記述す る。

　　 ② 　パ ラメータ記 述部

　　　　 オー プン部 品の場 合は展開形 を作成す るための展開時変数を宣言

　　　 す る。 クローズ部品及びCU部 品の場合はCOBOLの デー タ宣言

　　　 の形式で処理手続 きの パラメータを記述す る。

　　③ データ宣言記述部

　　　　 部品内で必要 とす る作業 データを記述す る。

　　④　処理 本体記述部

　　　　 プログラ ミング言語 によ り処理を記述す る。

　 (c)エ クスパ ンダは与 え られ たパラメータの値によって部品を適切な位

　　 置 に分配す る。 オープ ン部品では,パ ラメータ,展 開変数,展 開制御

　　 文(%IF,%DO等)に より展開テキス トを特殊化できる。

・(4).仕様部品か らの プログラム合成 システムMOTHER　 SYSTEM(I

　 PA)は 端末の 日本語 メニ ュー画面を介 して外部仕様部品か らプログラ

　 ムを合成す る実験 システムである。'

　 (a)抽 出,集 計,分 配,併 合,照 合,報 告書 データ作成 のみの処理形態

　　 のプログラムを対象 とす る。

　 (b).二 群の入力 レコー ド値が全てそろった時点で一群の出力 レコー ド値

　　 を演算す る方式の アル ゴ リズムのひな形 があ り,そ のひな形 にプ ログ

　　 ラム仕様 をはめ込む。

　 (c)　プログラム仕様は次の3宣 言 よ りなる。

　　 ① プログラム宣言

　　　　 プログラム名,主 キー項 目名,主 データ,内 部 データ,フ ァイル

　　　 属性 な どを宣言す る。

　　 ② データ宣言

　　　　 データ内名項 目の レベル番号,項 目名称,属 性,初 期値,値 域,

　　　 値域外処置 を宣言す る。

一101一



　　③ 　手続き宣言

　　　　 出 力データと内部デ ータの各項 目値の演算を指定す る。

　(d)　デ「タ宣言及び手続 き宣言は仕様部 品 として予 め登録が可能であ る。

　㈲　 端末画面 よ り仕様部品を検索 し,会 話的に プログラム仕様を作成で

　　 きる。

　(f)プ ログラム仕様 か ら自動的に プログラムが合成 され る。合成 された

　　 プログラムの手続き部は,制 御部,入 力部,演 算部,出 力部の4部 か

　　 ら構成 される。

(5)特 定分野におけるプログラム自動生成 ツール

　　対象分野を特定すれぼ 要件定義か らの プログラム自動生成 も可能 であ

　 る。バ ンキ ングシステムを対象 としたそのよ うな ツールとしてBAGL

ES(富 士通)が ある。

　(a)　 日本語で記述 された テー ブル形 式の論理設計仕様書か らCOBOL

　　ソースプログラムを 自動生成する。

　㈲ 　条件名 と論理式で条件を階層化 し,処 理は全て数式表現 としてい る。

　(∋　 銀行業務に於け る定型機能をブラックボ ックス型部品として持 って

　　 お り,日 本語による関数表現で呼び出す ことができる。

　(d)共 通領域の持 ち回 りを避け,同 一の共通領域を使用す る機能をま と

　　 めて一つの部品 としている。 この方法 によ り,共 通 領域を利用者か ら

　　 隠ぺいす ることができる。(図 表3-7参 照)

図表3-7　 BAGLESに おける部品化

秦藷処理プログラム　　　　　　 日付関"サ ブルーチン

'

　　　　　　'

日数計算　　'
ル～チン　　ノ　　　　　　 '

　　　　　　　　 {
目口口曳自白計算(預入日,問期日)

　　　　　　　　 1
応答日・%応答日算出(預 入B,期 間

　　　　　　　　 |

}一_⊥ 」」___一
.出力引散　　菌数名　　　 入力引融
　 　 　 　 　 　 P一

''

'
'
/
'
'

瀦 見...1
　　　　　　 ノ
　　　　　　 ノ

ぞ2繍1
　　　　　　 !
　　　　　　 !

'ノ
　　　 ノ
'
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5.5.5　 部品化 と親和性の高い言語

　　　部 品化の考 え方が取 り込 まれてい る言 語の例 としてSmalltalkとAda

　　につい て紹介す る。
　 　 　 　 ジ

　 (D　 Smalltalk(ア メ リカゼ ロックス社)は ナブジェク ト指向 プログラ ミ

　　　 ング言 語の代表的な事例であ る。

　　　(a)　 プログラムはオ ブジェク トを単位 として組み立て られ る。オブジェ

　　　　 ク トとはデータと,そ の データに対す る操作をひとまとめに したもの

　　　　であ る。これによ り,デ ー タ構造に 変更があっても,そ れは他のオ ブ

　　　　ジ ェク トに波及 しない。

　　　(b)オ ブジ ェク トはデータに代表 され る。オ ブジェクbを 動作 させると

　　　　 きは,デ ータに メッセージを送る とい う形で表現す る。 それに よ りメ

　　　　 ッセー ジに対応 した手続 き(メ ソッ ド)が 動作する。

　　　 (c)同 じ性質 を持つオ ブジ ェク トは一 つの グループにまとめ られ る。 こ

　　　　れ を クラスと言 う。 クラスか ら作 られ るオブジェク トを インス タンス

　　　　 と言 う。

　　　 (d)　クラスは更に階層化す るこ とがで きる。上位の クラスをスーバ クラ

　　　　 スとい う。 クラスはスーバ クラスの性質を受け継 ぐことができる。

　　(2　 Ada

　　　　 Ada(米 国防総 省)の 重要な特徴は関連す るプログラムや データが

　　　 パ ッケー ジとい う単位 にモジュール化 されてい ることであ る。

　　　(a)　パ ッケー ジは仕様部分 と本体 の2つ の部分に分け られ る。仕様部分

　　　　 には デー タとそれに対す る演 算が 定義 される。本体には演算が デー タ

　　　　 を操作す るための アル ゴ リズ ムが含 まれ る。

　　　(b)仕 様部分 と本体は別 々に コンパイルす ることが できる。 これ によ り,

　　　　 設計者 はアル ゴ リズムに関係な く仕 様部分 を設計できる。 プログラマ

　　　　 は うっか り仕様部分を変 えて しま うことな くアル ゴ リズムを変更で き

　　　　 る。
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(c)言 語 の 中 の デ ー タは厳 重 に型 が 決 ま って い る。 コ ンパ イ ラ,別 々の

　 フ ァイ ル にあ るサ ブプ ロ グ ラム に対 して も同 じデ ー タに 互換 性 の ない

　 属 性 を設 定 しない か チ ェ ッ クす る。

(③　 Adaの プ ログ ラムは完 全 に移 植 で き るよ うに な って い る。 ユ ーザ は

　 新 しい アプ リケー シ ョ ンプ ロ グラ ムを作 る とき,ど の よ うな 八 一 ドウ

　 ェアで作 られ て きた パ ッケー ジ で も 自分 の プ ロ グラム に組 み込 む こ と

　 が で き る。

ろ.4　 ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ の活 用

　　本 節 で は,ソ フ トウ ェ ア開 発 効 率化 の 方策 の1つ として,ソ フ トウ ェ ア ・

パ ッ ケ ージの 活 用 を取 り上 げ,そ の市 場,利 用 状 況,導 入時の 留意 点 につ い

　て述 べ る。

5.4.　t　 ソフ トウ ェア ・パ ッケー ジの市 場

　 (1)　 日米 の 動 向

　 　 　　 ソフ トウ ェ アパ ッケー ジは,プ ロ グ ラム ・プ ロ ダ ク トと も呼 ば れ る ソ

　 　 　フ トウ ェアの"既 製 品"で あ り,そ の活用 は生産 性 とニ ー ズの ギ ャ ッ プ

　 　 を埋 め る有 効 な方策で あ る と して 注 目を集 め て い る。　 　 '

　 　 　　パ ッ ケー ジを大 き く分 ける と,シ ス テ ム ・プ ロ グ ラム系 と ア プ リケ ー

　 　 　シ ョ ン ・プPグ ラム系 の2つ にな る。 シス テ ム ・プ ロ グラ ム系 とは,ハ

　 　 　ー ドウ ェアを動 作 させ るの に 必要 な制御 プ ログ ラム,通 信 制 御 プ ロ グラ

　 　 　ム,及 び プ ロ グラム開 発 や運 転 を支 援す る シス テ ム開発 ・運 用 支援 プ ロ

　 　 　グラムな どを言 う。また,ア プ リケー シ ョン ・プ ロ グラ ム系 とは,制 御 プ

　 　 　 ログ ラムの下 で ユー ザの 要 求 に 応 じた デー タ処理 を行 うもので,金 融,

　 　 　流通,製 造 な どの業種毎に 異 な る業 種 別 プ ロ グラ ム,及 び 科学 技 術 計 算,

　 　 　経 営 計 算,経 理 会計 等 業 種 に よ らない 業種 間 プ ロ グ ラム とか ら成 る。

　 　 　　米 国 にお い ては,1969年 にIBM社 が ハ ー ドウ ェア価 格 と ソフ ト
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ウ ェア価 格 を分 離 した いわ ゆ る ア ンバ ン ドリングを実 施 して以 来,パ ッ

ケ 一一ジの開 発 が盛 ん に な った 。 そ の後,1970年 代 後半 にな って ハ ー

ドウェ ア価 格 が低 下 す る一 方 で,人 件 費 をは じめ とす る ソフ トウェ ア開

発価 格 が高 騰 し,い わ ゆ る"ソ フ トウ ェア危機"が 現 実 の もの に な る に

つれ て,』パ ッケー ジの 市 場が 急 速 にふ くらむ こ と とな った 。

　米 国 に おけ る情 報 処 理 産業 の 市場 規 模 は1982年 に26,430百 万 ド

ル に達 してお り,そ の うち20%に あ た る5,300{百 万 ドル を ソフ トウ

ェ ア ・パ ッケ ー ジが 占 めて い る。 そ の 内訳 は53%が ア プ リケ ー シ ョ ン

・プ ロ グラ ム系,47%が シス テ ム ・プ ログ ラム系 とな って い る。 また,

パ ッケ 一一・一ジ市 場 の年 間 伸び 率 は40%を 超 えてお り,今 後 も一 層 大 き な

市場 にな ってい くと思 われ る。そ の 市 場 をめ ぐ って コ ンピ ュー タ ・メー

カだけ で な く,多 くの ソ フ トウ ェア ・ハ ウスが競 って パ ッケ ー ジの開 発

を して お り,上 位10社 の 売 上げ 合 計 で も全体 の 約10%を 占め る に過

ぎ ない の が 現状 で あ る。

　 一 方,わ が 国 にお い ては,昭 和57年 度 に お け る情 報 処理 産 業 全体 の

売上 高 に 占 め るパ ッケ ー ジの 割合 は わず か に2%弱 にす ぎず,米 国 に比

べ る とそ の市 場 は は るか に小 さい 。 そ の 原因 と して は

(a)　 ソ フbウ ェアに対 して きめ細 か な サ ー ビス を要 求 す るの で,パ ッケ

　 ー ジを導 入す る場 合 で もか な りの 手 入れが 要 る。

㈲ 　 ソフ トウ ェ.アの 価値 に対 して正 当 な 評価 をす る とい う考 え方 が確 立

　 され て お らず,ア ンバ ン ドリ ングも未 だ徹 底 され て い ない 。

(c)米 国に お け るIBMの よ うな 圧倒 的 な シニ アを持 った コ ン ピ ュー タ

　 ・メ ー カが 無い の で,パ ッケー ジを大量 に販 売す るに は 複数 の 機種 で

　 動 くもの を 開発 しな けれ ば な らない 。

な どが あげ られ てい る。

　 しか し,わ が 国 に お い て も ユー ザの パ ッケー ジに対 す る考 え方,取 り

組 み方 が 徐 々に変 わ って き てお り,非 常 に積 極 的 にな って きた 。 売 上 高
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の 伸び率 も年 間25%程 度 と情報処理産業全体の市場の伸び率18%を

かな り上回 ってい る。

　 今回の ア ンケー ト調査において も,市 販 パ ッケージの購 入経験の有無

について,157社 の うち66%に 当たる103社 が購入 した ことあ り

と答 えてい る。 また,市 販 パ ッケージの購入方針についても図表3-8

の ような結果がでてお り,パ ッケージの活用を重点的に考 えてい るとこ

ろが 多い ことがわかる。

　 反面,157社 の うち34%の54社 は市販パ ッケージの購入を した

ことが ない と答 えている。その理 由 としてあげ られてい るものを整理す

ると図表3-9の よ うになる。 この表か らわか るよ うに,半 数近 くの会

社が 「自社の 目的に フィッ トしたパ ッケージがない」 としてお り,今 後

図表3-8　 市販 パ ッケ ージの購入方針

順位 方　　　　　　　　針 件　 数

1 自社 開発 よ り有利 な ものが あれ ば購 入 したい。 95

2
使 用 目的 に合 う良い ものが あれ ば 積極 的 に購入 した

い。
78

3 自社開発を優先 して考えたい。 16

4
多少 の 不便 は あ って もで き るだ け市 販パ ヅケ ー ジを

活 用 し,自 社 開 発量 を 減 ら した い。
15

5 市購 パ ッケ ージの 購入 は しない。 2

パ ッケー ジの 品ぞろ えを充 実す る余地が未だ残 ってい ること,あ るいは

　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　

導 入す る側 も既製品を使 うとい う意識 をもっと徹底す る余地が残 ってい

る ことを示 している と言 えよう。 また1/3の 会社が 「機能 ・性能がよ

くわか らない」 「サー ビス ・保守に対 して不安」 としてお り,パ ッケー

ジ提供側のユ ーザに対す る姿勢 ・体制にも改善の余地が あることを示 し

てい る。
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② 　 主 要 製 品及び サ プ ライ ヤ

　 　 わ が 国で は,1979年 か らパ ッケ ー ジの流 通 を 目的 と して 「汎 用 ソ

　 フ トウ ェ ア開 発準 備金 制 度 」が 税 制 上 の特 別措 置 と して 設 け られ,こ の

　 制 度の 対 象 とな るパ ッケ ー ジは情 報 処理 振興 事 業協 会(IPA)に 登 録

　 され る こ とに な ってい る。 登録 数 は1979年 度末647,1980年

　 度 末1463,1981年 度 末2297,1982年 度 末2932と 順

　 調 に 伸 びて い る。 内訳 と して は,言 語 プ ロセ ッサ が最 も多 く691本

　 (24%),ソ フ トウェ ア開発 ・管 理 支援 プ ロ グラム510本(17%)

　 な ど とな って い る。

　 　わ が 国 の パ ッケー ジは,コ ン ピ ュータ ・メー カが 開 発 した もの,ソ フ

　 トウ ェア ・ハ ウスが 開 発 した もの,ユ ーザ が 開発 し ソフ トウ ェア ・ハ ウ

図表3-9　 購入に消極的であ った理由

　　　　　　　　　 (回答数　54社)

理　　　　由 会社数
回答数54社 に対する割合(%)

010　 20　 30　40　50　60　70　80　 90　100

使 用 目的 に合 うものが ない

自社ンステムへの適応が困難

機能 ・性能がよ く判 らず不案

サー ビス ・保守に対 して不安

価格が希望に合わない

他ユ ーザの評価がよ くない

そ の 他

29

25

19

18

9

0

3

154%

1

146%

35%

33%

17%

1

　 　　 　 　1

コ6% 、

スが汎用化 した もの,米 国を中心 とした海外のパ ッケージを購 入し,場

合によ っては 日本向けに改良 した ものなどがある。今回のアンケー ト調査

結果 も含め,わ が国で比較的多 く流通 してい るパッケージとその サ プラ

イヤを図表3-10に 示す。
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図 表3-10　 主 要 パ ッケー ジとサ プライ ヤ

　　　　　　　　　　 (出 典;ソ フトウェア流通22)
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ろ.4.2　 ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジ の利 用状 況

　　 (1)ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジに関す る情 報 入手 方法

　　 　　 ソフ トウ ェ ア ・パ ッケー ジに 関す る情 報 の 入手調 査 に よ る と,最 も多

　　 　い の が 「コ ン ピ ュー タ導 入時 に メー カーか ら勧 め られ た」(38.3%)と

　　 　 い うもの で あ り,続 い て 「セ ール スマ ンの 売 り込み 」(17%),「 講 演

　　 　 会 ・セ ミナー等」(14%)と な ってい る。 これ をユ ーザの 資 本 金 別 に 見

　　 　 る と,資 本金 が 大 き くな る に従 って 「メ ー カに勧 め られ た」 とい うの が

　　 　急 激 に 減少 し,そ れ に代 わ って 「新 聞,雑 誌,年 鑑 」 が 多 くな って い く。

　　 　 (図 表3-11)。

　　 (2)購 入動 機,理 由

　　 　　 ソフ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジは ソフ トウ ェアの既製 品で あ り,そ の 購 入

　　 　 動 機 は一一般 的 に

　　 　 ア.自 社 で開 発す る よ り購 入 した方 が 割 安 で あ る。

　　 　 イ.新 規 に開 発す る期 間が ない 。

　　 　 ウ.自 社 開 発 で は工 数が 不足す る。

　　 　 エ.自 社 開 発 よ り機 能,性 能 等 が 良い 。

　　 　 とい った もの があ る。 いず れ も 自社 開 発 ～ 個 別開発 の限 界 を認 識 し,そ

　　 　 れ に対 す る手段 として ソフ トウ ェ ア ・パ ッケー ジを活 用す る とい う基 本

　　 　図表3-11　 ソフ トウェア ・パ ッケージに 関す る情報 入手 方 法

　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 (出 典;コ ン ピ ュー タ白書'83)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 」セールスマン

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 カクログ　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 その他

新聞 ・雑誌 ・年鑑

隔 影 ㍉.。.の すすめ　　 　 一{　 　一

・-1・ 億 　 142%8身13『 521% 5,8%

3・2%・ 　 ・IZ・.Q・5%・・:＼2・1%

　 　 　 2%　 　33%

10-30億 　　　　14　4%　 　　　15　7%　 　12491 418% 3,3%

　 　 　 ・..、3⑨%
∴Lo%＼

・・-1・ ・億 　 ・・9%916・ ・8・9・168% 301%　 　　　LO%

　　　　　　　　　　　　　　o%
1・・勧 上 　 218%$828・%　 132%

三6・6%　2
50

249%　 　　2.0%
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　 的動機に基づ くものである。

　　 今回の アンケー ト調査で は,実 際にパ ッケー ジを購 入した会社に導 入

　の動機,.理 由を上記 ア～エか ら選択 回答 しても らった。その結果は図表

　 3-12の とお りである。 この表か ら見 ると,ど の種類のパ ッケー ジに

　 ついて も 「自社開発よ り安い」,「 自社開発 よ り機能,性 能等が良い」

　 とい う動機が 多 く,イ や ウの ような止むを得ず とい う側面 を持 った動機

　は少ない。パ ッケージの導 入が よ り積極的かつ 自発的 に行われ るように

　 な って きたこ との現われである と考 えられ る。

(iiD　導 入後の評価

　　 米国 においては,ア ンバ ン ドリング直後の一時期,ソ フ トウェア ・パ

　 ッケージが粗製乱造 された こともあって評価は一般的にあま り高 くな く,

　その普及も遅 々として進 まなか った。 しか し,前 述 した よ うに70年 代

　後半に 入って ソフ トウェア危機が現実の もの とな り,パ ッケー ジへの期

　待,ニ ーズが高 まるにつれて,製 品と しても良い ものが続 々と登場 して

　　 　　 　図表3-12　 パ ッケー ジの購入動機,理 由

種　　　　類
購　入

会社数

購 入 動 機 理 由

ア イ ウ 工

運 用 系/評 価 系 47
28

(60%)
10

(21%)
　 9

(19%)

21
(45%)

デ　ー　タ　ベ ー ス 48
16

(33%)
　 9

(19%)

　 7

(15%)

29
(60%)

デ　 ー　 タ　通 信 28
12

(43%)
　 6

(21%)

　 6

(21%)

17
(61%)

≡ 　　　　　　　　　　　　　三五
ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　口口 49

18
(37%)

　 6

(12%)

11
(22%)

24
(49%)

ソフトウェア 開発 支 援 44
16

(36%)
　 7

(16%)

10
(23%)

21
(48%)

デ ー タ ハ ン ド リング 23
　 9

(39%)

　 2

(9%)

　 3

(13%)

10
(43%)

科 学 技 術 計 算 33
20

(61%)
　 4

(12%)

　 5

(15%)

18
(55%)

事　　務　 計　算 14
11

(79%)
　 7

(50%)

　 2

(14%)

　 5

(36%)

合　　　　計 286
130
(45%)

51
(18%)

53
(19%)

145
(51%)
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〈購入 動機,理 由 〉

　 　 ア.自 社 開発 よ り安 い。

　 　 イ.開 発期 間が なか った。

　 　 ウ.自 社 開 発 の工 数不 足。

　 　 エ 。自社 開発 よ り機能,性 能 等 が 良い。

(注)　 購入動機,理 由は複数選択方式

　　 　 ()内 は当該動機,理 由をあげた会社の割合

ユー ザ に高 い 評価 を得始 め,そ の 後 の 急速 な 普 及,発 展 へ とつ なが って

い った 。

　 一 方,わ が 国 にお い て も 当初 は サ プライ ヤ,ユ ーザ共 に"マ ニ ュア ル

の 未整 備"　 ,"導 入準 備 の 不足"と い った 不 備 な点 が 見 られ,「 動 か

ない パ ッケ ー ジ」 とい うこ とで 問 題 に され た こ ともあ った 。 しか し,近

年 は 米 国に お け る と同 様 に,ソ フ トウ ェア開 発 の 高度 化,効 率 化 の要 請

が 高 ま る と共 に良 質 のパ ッケー ジが 登場 し,そ の 評価 が 高 ま りつ つ あ る。

　 今 回 の ア ンケ ー ト調 査 で は,実 際 に購 入 した パ ッケ ー ジの 評 価 として

図 表3-13　 購 入 パ ッケー ジの 評価

種　　　類
購　入

会社数

評　　　　　　　　価

A B C D

運 用 系/評 価 系 47
19

(40%)
19

(40%)
　 8

(17%)

0

デ ー タ ベ ー ス 48
12

(25%)
24

(50%)
15

(31%)
　 2

(4%)

デ　ー　タ　通 信 28
10

(36%)
17

(61%)
　 9

(32%)

0

言　　　　　　語 49
25
(51%)

20
(41%)

　 8

(16%)

　 4

(8%)

ソフ トウェア開 発支援 44
13
(30%)

25
(57%)

15
(34%)

0

デ ー タハ ン ド リング 23
　 7

(30%)

11
(48%)

　 5

(22%)

0

科 学 技 術 計 算 33
　 6

(18%)

19
(58%)

　 9

(27%)

0

事　　務　 計　 算 14
　 1

(7%)

　 8

(57%)

11
(79%)

　 1

(7%)

合　　　　計 286
93

〔33%)

143
(50%)

80
(28%)

　 7

(2%)
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〈評　 価〉

A:大 変 良い

B:良 　 　い

C:一 応 評 価 で き る

D:期 待 は ずれ

(注)　 複数のパ ッケージを有している会社で,2つ 以上の評価を選択 しているとこ

　 　　 ろもある。

　 　　 (　 )内 は当該評価をしている会社の割合

　 　 A.大 変 良い

　 　 B.良 　 い

　 　 C.一 応 評 価 で き る

　 　 D.期 待 はず れ

とい う評価 項 目の 中か ら選択 回答 して も ら った。 その 結果 は 図表3-13

の とお りであ る。 表 か らわ か る よ うに,約4分 の3の 意見 が 「大変 良 向

「良い 」 とな って お り,期 待 はず れ とい うの は 約2%で あ った。 大 半 は

満 足 で き る もの の,ま だ一 部 に は 改善 の 余地 が あ る とい うこ とで あ ろ う。

　 また,パ ッ ケー ジ導 入後 の"満 足 点","不 満 足点"に 関す るあ る調

査 に よ る と,満 足 した点 と しては,「 機 能 が 期 待 通 り」,「 生 産 性の 向

上 に 役立 つ 」,「 効 果 が期 待 どお り」 とい った 点 が 評価 され,不 満 足 な

点 と しては,「 マニ ュアルが わ か りに くい」,「 コ ンピ ュー タ ・リ ソー

スが 多 くい る」,「 機 能 変 更 に対 す る要 望 に応 じない」 な どが 指摘 され

てい る(図 表3-14)。 今 後 のパ ッケー ジに つ い ては,現 状 満 足 と評

価 され てい る項 目は よ り充 実 し,現 状 不 満 と され てい る項 目は 改 善 を 図

って い くこ とが一 層 の 普及 ・発 展の キ ー とな るの で あ ろ う。

5.4.5　 導 入時 の留意点

　　(1)機 能,性 能 の留意点

　　　　パ ッケージは既製 品であ り,既 に機能,性 能 は固まってい るため,次

　　　の ような点に留意す る必要がある。
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① 現在使用 している コンピュータ上での動作の可否。 また,所 要 メモ

　 リ容量,デ ィスク台数 などの確認

② 入出力仕様,処 理 内容が望んでいるものに合致 している こと。但 し,

　考 えてい る全ての条件 を満足す るものを求めるのは無理であ り,あ る

　程度の妥協 も必要であ.る。

③　現在の ニーズを満足す るだけでな く,将 来必要 と予想 され る機能,,

図 表3-14　 パ ッケー ジ導 入後 の ユ ーザの 評価

　　　　　　　　　　　 (出 典

(a)導 入後満足だ った事項

社内の
レベ ルア ・tブ

123(3.4)

　 　 80%

累惚

・ コ ン ビiー タ 白 書'83)

　 　 　 対外的な借用が高三つた37(L1}

　 　 　 　 その1也　　29　(0.8}

1亘 る・

　 向王

　 17.9)

生培性の向上に
役立つ

　 719

(196)

要求に対 して反 応が速い
　 42(1.2,
　 ⇔ニ ュア ルが よい

　 　 　 16(4.4)

　 　 ノン予ナ ンスが容 易

　 　 　 133(3.7)

機能が醐,辿 り

1.0亀4〔28.7)
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(b)導 入後不満足だ った事項

　 　 　 販売実行の伎術レベル

　 　 　 　 　 (L5}

　 　 　 　 　 90%　 　　拡張性

n牝 開発システム　 　 　 　 　 　 　 　 7K5 .7)とのインタフ
ェース

　 　 　 　 　 　 (3.9}

　 　 　 80%　 機能変更に対
　 　 　 　 　 †る要『7に応ヒ

　 　 　 　 　 　 な、・112(9.0)

　 　 　 　 　 　 　 臼〔5.1)要求`二対†る提供肴

の反応が遅い
　 　 　 　 　 　 　 託(4.5)
　 　 　 　 　 70%

?二 ▲アルと内容

　 力εあっていない

⇔ニ ュアルが

わか りに くい

　 U6.7)

コ ミェニ ケー シ ・ン2L(L9}

㌫6い

pm1V60C4.8}

　 　 一スカ`多くいる

　 　 　 L62(13.0}　　　　　　30%

ノンチ
ナンスが

t甲8

{8.6)　　　　　　　　　40%

　 　 　 　 　 提供肴のサービス　 　 　 　 　 　 　 　
40(3.2)

50%

　　 性能 に対応で きる拡張性 を有 してい ること。

　 ④ パ ッケー ジ導 入以前の データ ・ファイルを新 しい形式 または媒体 に

　　 変換す る必要性の有無。

(2)　 ドキ ュメン トの評価

　　 パ ッケージを使用す る場合には,開 発側の直接的 なサポー トは望めず,

　 運転上の技術情報 などは ドキュメントに頼 らざるを得ない。従来よ り,パ

　 ッケージの場合には こうした ドキ ュメ ン トの不備が指摘 され るケースも

　 多いため,導 入時には ドキ ュメ ン トの内容を十分にチ ェックす る必要が

　 あ る。

③　保守条件 の確認

　　 パ ッケージは既製 品であ り,不 特定多数の ユーザが使 用 してい るため

　 1ユ ーザだけの要求で機能追加な どが行われているわけははない。しか し,

　 多 くの ユーザに使用 され寿命の長い パ ッケー ジは,ユ ーザの声 を常時収

　 集 し,共 通的な要望か ら順次満た しバージョンアップしてい くなど保守体
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　制を しっか り確立 しているものが多い。パ ッケージ導 入の際には,導 入

　 パ ッケージをできるだけ有効に活用 してい くためにも保守体制 を十分チ

　 ェックしてお く必要力1ある。

　　 また,パ ッケー ジ導 入後に発見 されたバ グに対す る修正条件の明確化

　 も必須である。

(4)教 育 ・訓練 内容の確認

　　 パ ッケージの持つ機能を早急に引き出 し,有 効に活 用 してい くために

　は,導 入時の教育訓練が大変重要であ る。導 入に際 しては,教 育 ・訓練

　 の内容,期 間,費 用の確認を してお く必要が ある。

(∂　契約条項の確認

　　 ソフ トウェア導 入時には提供側 との間で契約が交わ され るが,そ の内

　 容に関 しては十 分なチ ェックが必要である。

　　 導 入時の教育・訓練な どのサービス,保 守体制 と内容 ・費用,添 付 ドキ

　 キ ュメ ン トの内容や部数,使 用場所 に関す る制限事項,バ ー ジョンアッ

　 プ版への取替の可否及び費 用などについて確 認 し,履 行上問題が発生 し

　 そ うな条項 については 削除 ・訂正 などを図る必要がある。

(6　 利用状況の調 査

　　 パ ッケージについては,利 用者数を調べ る ことに よって,そ の製品の

　 出来工合,品 質などをある程度推察す ることができる・ 多くの ユーザに使

　 用 され ていればそれだけ洗練 され,バ グ等 も少な くな ってい るはずであ

　 る。また,実 際にユーザの意見を聞 くことによ り,更 に正確 な評価をす

　 るζとも有効である。

　 以上 が パ ッ ケー ジ導 入 時 に留 意す べ き一 般 的 な事 項 で あ るが,実 際 に ユ ー

ザが パ ッケ ー ジ導 入後 に不 満 を感 じてい る事項 に関す る調 査結 果 を見 る と,

図 表3-14の とお りで あ り,「 マ ニ ュアル のわ か りに く さ」,「 コ ン ピ ュ

ー タ ・ リソー スが た くさん 必 要」,「 使 い に くい」,「 機 能 変 更 に対す る要
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望に応 じない」 とい う指摘が 多い。 これ らの項 目については,今 後提供側 も

導 入側 も一層考慮を払 ってい く必要であろう。

5.5　 組　織　化

　　開 発作業の効率化の為 には,固 有技術の高度化 だけでな く,組 織的に対応

　も重要である。本節では,ソ フ トウェアに於 ける分業 の考 え方,開 発パ ワー

　の増 大,第 三者 によ り品質 保証等について述べる。　 ・

5.5.1　 開発作業 の分業化

　　 小林要氏は ソフ トウェア開発作業の分業化 について以下の ような述べて

　 いる。

　　　rソ フ トウェア開発は知的活動である。組織的 な知的活動を効果的に推

　 進ず るには,知 的労働者の能力開発が不可欠であるが,能 力開発には限界

　　があ る。従 って,適 正な負担の もとに仕事 を分担 して組織的効果をね らう

　　必要がある。

　　　 ソフ トウェア開 発の分業体制 には2つ の形態がある。一つには空間分業

　　であ る。即 ち,シ ステムをサ ブシステム,プ ログラム,モ ジュール と階層

　 的に分割 して,そ れぞれを独立 した グルー プ又は個人が分担 して開発す る

　　方法である。 も う一つは時間分業である。 これは,開 発工程 によって担当

　　者 を分けて開発 を推進す る方法である。

　　　ハー ドウェアの世界では設計 と製造 の区別が 明確で あると共に,全 ての

　　情報を図面で伝 えることがで きる。 しか し,ソ フ トウェアの場合は設計 と

　　製造の区別が不 明確であ り,全 ての情報 を正確 に文書で伝達す るには大変

　　な労力を必要 とす る。従 って,ソ フ トウェア開発の ような知的活動の分業

　　の場合は空間分業が重 要で ある。』

・　 小林要 氏の述べる空間分業は既 に定着化 してい るのではないか と考 えら

　　 れる。更に組織的効果を上げ るには効果的な時間分業 を推進す る必要があ
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　 る。この ような考 えか ら各企業の時間分業体制 とその 目的及び 問題点につ

　いて アンケー ト調査を行 った。

(1)分 業の形態

　　分業体制 についての ア ンケーb調 査結果 を図表3-15に 示す。本調 査

　 結 果 に よ る と設計 ・テ ス トと プ ログ ラ ミングθ)2グ ル ー プに分 け た体 制 を

　 とってい る企業が圧到的に多い ことが分 る。 テス トを独立 グル ープに して

　 い るとい う回答が一つ もない ことは注 目すべきデータである。

図表3-15　 分業体制の実態

分

業

体

制

パ

タ

ー

ン

設　計 プ ログ ラ ミン グ テ ス ト

1グル 「 プAl　 　 lグル ー プBl　 　 lグル ー プcl　 ……

llグ ・レー ブB十 一

(採 用率)

1 グル ー プA

1グループAll グル ー プB 1… …

1グ ・レー プA

その他

分業なし

1、,-」L,,　mプ,1ル 　 }一

12%

　0%

18%

47%

(2)分 業化の 目的

14%

14%

分業化 の 目的に関す るア ンケー ト調査結果を図表3r16に 示す。

図表3-16　 分業化の 目的

分業化の目的 　 回　 答　率

1020　 30　 40%

人員不足の解消

職責の明確化

ソフト開発期間の短縮化

外注先の活用

品質管理の徹底　　'

標準化の徹底

女性の活用

教育効果

138

137

122

1　 18

=コ6

コ5

コ5

]　 3
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(3)分 業の 問題点

　　分業の問題点に関す るア ンケー ト調査結果を図 表3-17に 示す。

図表3-17　 分業の問題点

分業の問題点 　 回　 答 　率
10　 20　 30　 40%

作 業量 の負荷 の相違

仕 様 の伝達 ミス

開 発 ス ピー ドが 遅 い

プロジ ェク トによ り ドキ

ュメン ト・工程が異なる

要員 能 力の相 違

要員 ローテーションが 困難

メ ンテ ナ ン スが困 難

テ ス ト体制 が 不十 分

標 準 化 の推 進

125

123

　 　 112

　 　 111

コ9

=コ9

=コ 　8

コ5

]3

5.5.2　 開発パ ワーの増大

　　　コンピュー タ部門の ソフ トウェア開発の バ ックログが 多 くの企業で深刻

　　な問題 とな ってい る。 日経 コンピュータの調査では60%の 企業が1年 以

　　上のバ ック ログを抱 えている と回答 してい る。

　　　これ らのバ ック ログ解消のためには アプ リケー シ ョンパ ッケージの購 入

　 な ども有効な手段で あるが,そ れ らが利用できる分野は極 く限 られてお り,

　　大部分を内部開 発に頼 らざるを得ないのが現状であ る。

　　　そ こで,各 社 は どの よ うな手段で開発パ ワーの増大 を図ろ うとしている

　　のか調査を行 った。以下,ア ンケー ト調査結果 について簡単に述べ る。

　 (1)外 注利 用状況

　　　 総 作業の工数の うちの派遣外注,作 業請 負外注の利用率の分布を図表

　　　3-18に 示す。約70%の 企業が外注を利用 してい る。 しか し,80

　　　%の 企業が外注依存率30%以 下であ り,そ れ程外注依存率が高 くない

　　　ことが分 る。
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図表3-18外 注利用状況

　　　 利用率作業形
態、 0% ～10% ～20% ～30% ～50% ～100%

派遣外注 30% 18% 19% 15% 11% 7%

作業請負外注 34% 32% 8% 8% 9% 9%

②　女子 プログラマ採用状況

　　 女 子 プログラマの採用状況を図表3-19に 示す。82%の 企業が女

　子 プログラマを採用 してい るが,女 子 プログラマへの依存率はそれ程高

　 くない。

　　 また,今 後女子 プログラマの採用推進 を考 えてい るか との質 問に対 し,

　 66%が 推進 を考 えてい6と 回答 している。 このデータは女子 プログラ

　 マの 評価が定着 してい ることを示 していると考 えられ る。

図 表3-19　 女 子 プ ロ グ ラマ採 用 状 況

採　 用　 率 0% ～10% ～20% ～30% ～50% ～100%

回　 答　 率 18% 30% 24% 15% 8% 5%

③ 　在宅勤務制度

　　 アンケー ト調査結果では,現 在 プ ログラマの在宅勤務制度があ ると回

　答 した企業が3%(4件),将 来計画 してい ると回答 した企業が9%(

　 14件)で ある。まだ 多い とは言い難いが除 々に普及の兆 しが見 えてい

　 る。

　　 また,在 宅勤務の形態 についての調査では図表3-20に 示す回答が

　あ った。 自社退職者 を中心 に在宅勤務 を推進す る企業が多い こ とが特徴

　的である。
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図表3-20　 在宅勤務形態別回答数

・作業範囲・・…・回 プログ ラム設計

・対 象 者一 国 自腿 賭
、

・賃 金… 一[・]ノルマ制

・作業環境一 ・回TSS端 末利用

・そ の 他… ・・[](

回 ・一デ・ング

L5=]契 約社員

[亘]出 来高制

[4]パ ソ ・ン利用

[12]単 体テス ト　 　　　 [0]そ の他(

[1]ア ルバイ ト 　 [・]その他(

[1]固 定給 　 　 [・]その他(

[・]フ・クシミ　稠 　 [3]そ の他(

(ω　 エ ン ドユ ーザ 開発 の 推 進

　 　 調 査 で は57%の 企 業 が エ ン ドユ ーザ開 発が 推 進 テ ーマ とな って い る

　 と回 答 してい る。 ま た,日 経 コ ンピ ュー タの調 査 で も,バ ック ログ解 消

　 の た め の対 策 と して,① 社 内 ユ ーザ に よ る シス テ ム開 発 の推 進(52%),

　 ② 社 内ユ ーザ 向け ソフ トウェ ア パ ッケ ー ジの 導 入(39%),③ デ ー タ

　 ベー スの利 用部 門へ の 開放(38%)と,エ ン ドユ ーザ 開 発 に関 連す る

　 対 策 が上 位 を 占 め てい る。

　 　 一 つ の 事例 と して,花 王 石 鹸 か ら,コ ンピ ュー タ室 と現 場 との 間で 積

　 極的 に人事 ロー テ ー シ ョンを行い エ ン ドユ ーザ の開 発能 力の 向上 に成 功

　 してい る と報 告 され て い る。

5.5.5　 独立 した組織による品質保証 と監査　　　　　　 1.

　　　 ソフ トウェア品質を客観的に保証す ることは難 しく,多 くの企業では,

　　それは開発当時者の手に委ね られている。調査では独立 した品質保証組織

　　があると回答 した企業 は6%で あ る。その組織の役 割は図表3-21の と

　　お りであ る。
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図表3-21

品質保証組織の役割

と回答数

シ ス テ ム監査 につい て 、・

品質 向上 につい て… … ……

運 用効 率 に つい て… … ……

　本節では,品 質保証組織の役割 とシステム監査の概要 について述べ る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ～

(1)品 質保証組織の役割　　　・

　　開発部門か ら独立 した品質保証組織の行 う検査機能 は,大 き く次の3

　つに分類す ることがで きる。

　① 報告書検査

　　 各工程の完了時に ドキ 三メ ント枚数,レ ビュー指摘事項数,プ ログ

　　ラムステ ップ数,GOTO文 比率,テ ス ト項 目数,バ グ数等を報告 さ

　　せて,そ れ らの データが基準内であ るか ど うか検査す る。異常が発見

　　された場合は,担 当者か らの ヒア リング,現 物調査等 を行 う。

　 ②　 ドキ ュメ ン ト検査

　　　各工程の完了時 に,設 計 ドキ ュメ ン ト,テ ス トドキ ュメ ン ト,ソ ー

　　スプログラム等の全件検査を行 う。検査方法 には,形 式的 な検査 と内

　　容の レビューの2つ の方法がある。

③　実施検査

　　 実際に テス トデータを準備 して被検査 プログラムをテス トす る。

　具体的な事例 として 日立製作所 ソフ トウェア工場 の例 を図表3-22に

示す。
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図表3-22

検 査部 門の 役 割(日 立 製 作所)の 事例

　 　 (開発部門)　　　　　 (検査部門)
　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　「

基本設計
「　　「

ドキ ュ メン ト検 査レ ビ ュ ー
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万

歩

《

単　体

組合せ

品質監査
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関 連

製 品 検 査

システム検査

」

②　 システム監査

　　シス テム監査 とは コンピ ュータシステム及びその システムを利用 して

　 い る業務を,安 全性,信 頼性,効 率性の面 か ら監査する ことである。

　 α)監 　査　人

　　　 コンピュー タ部 門の管理者 によって もシステム監査 に類似 した役割

　　 がなされ ているが,正 式 には,シ ステム監査は開発部門か ら独立 した

　　 第三者に よってな されるべきである。 開発部 門か ら独立 した社内部門

　　 によ って なされ る監査を内部監査 と言い,社 外の監査人 によ ってな さ

　　 れ る監査 を外部監査 とい う。昭和57年 の 日本情報処理学会の調査 で

　　 は,自 社 内にシステム監査人がいる と回答 した企業は6.2%で あ り,

　　 実際にシステム監査を行 った と回答 した企業 は1.4%で ある。

　　　 システ ム監査人には,監 査知識,業 務知識以外に深い コンピュー タ
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　知識が要 求 され る。そのため,米 国にはCISAと い うコンピュー タ

　 監査人の資格制度があ り,毎 年数百人の合 格者が出てい る。

(ロ)監 査対象

　　 システム監査 を深 さの レベルで分類す ると次の4つ の段階 に分ける

　 ことがで きる。

　① 内部統制,事 務手続の監査

　 ② システム開発,サ ポー ト,運 用,ハ ー ドウェア管理の技法 の監査

　 ③ システム業務実績の監 査

　 ④ デー タ及び プログラムを含む問題領域 の完全検証

　　 米国 におけ るシステム監査分野の重要度 に関す るア ンケー ト調査事

　 例 では次の よ うな分 野が重要視 され ている。

　 ① 一般的 オペ レーシ ョンコ ントロール監査'

　 ② 安全統制の監査
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 σ

　 ③ 本番 シス テ ムの コ ン トロール の監 査

　 ④'ア プ リケ ー シ ョン開 発 の監 査

5.6　 品質管理活動

　　コンピュー タ部門の抱 えている多量のバ ックログを解消す るには,ソ フ ト

　ウェア開発の生産性向上は焦眉 のテーマであるが,そ のための手段は品質を

　無視 した ものであ ってはならない。逆に,品 質向上 こそが生産性 向上のため

　の第一段階の取組みであると言われている。特に設計工程の品質向上は ソフ

　 トウェアライフサイ クルにおけ る生産性向上 に大き く寄与 してい る。 あるデ

　一 夕では,障 害処理 コス トの うち設計不 良の修正及び仕様 変更 による コス ト

　が95%を 占めている。

　　設計品質 を向上 させ るためには,検 査部門によ る品質 検 査 の 強 化 や テ ス

　テ ィングの強化だけでは対応す ることがで きない。 それには,生 産活動全般

　に渡 る作業改善や担 当者のモ ラル向上が重要な要 素とな る。その手段 がQC
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サー クル活動を代表す ると小集団活動である。

　 QCサ ー クル活動 は製造工業 における製造部門で 発達 した ものであ るが,

最近は,こ の活動 が ソフ トウェア分野 において も実績 を上げつつあ る。 この

よ うな品質管理活動が ソフ トウ ェア分野において どの ように取 り組 まれ てい

るのかその実態について報告す る。

5.6.1　 コンピ ュー タ部門におけ る品質管理活動の実態

　　　ア ンケー ト調査 では78%の 企業が会社 として品質管理活動に取 り組ん

　　でい る と回答 してい るが,コ ンピュータ部門がその活動 に参加 してい る企

　　業は50%と な っている。

　　　全社の取 り組みに比べ コンピュータ部門の取組率は若干低いが,そ れで

　　もか な り高い比率であ り,コ ンピュータ部 門における品質管理活動 をいか

　　に推進す るかは重要 な共通課題であ ると考 えられ る。
　 　 　 　 　 、

　　　 コンピュー タ部門におけ るQCサ ー クル活動の実態 を図表3-23に 示

　　す。構成員数や テーマ数は製造部門 における活動の状況 と大差ないが,活

　　動件数は80%に 近い企業が2年 以 内であ り,大 部分の企業 におい て,コ

　　 ンピュータ部 門の品質管理活動は極 く最近にな って開始 された ことが分 る。

図表3-23　 コンピュー タ部門の品質管理活動の実態

サ ー クル 数 回答率 構成員数 回答率 活動年数 回答率

・

テーマ数 1回答率

1 22% 3～4名 10% 6ケ 月 17% 1 35%

2 13% 5～6名 54% 1年 40% 2 33%

3～5 ・22% 7～8名 25% 2年 19% 3 15%

6～10 20% 9～10名 9% 3年 15% 4 6%

11以 上 23% 11～12名 i% 4年 以上 8% 5以 上 12%
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5.6.2　 取組 テー マ につ い て

　　 　取 組 テ ー マに 関す る ア ンケ ーb調 査 結果 を図表3-24に 示 す 。 テ ーマ

　　 にはか な りバ ラ ツキが あ り様 々な面 か ら総 合 的 に取 り組 ん で い る状 況 が伺

　　 え る。

　　　　　　　　　　　 図表3-24取 組テーマ

プログラム構造の標準化推進

ソフ トウェア生産性向上

トラブルの防止

ファイル管理

メンテナンス工程の標準化

品質管理及び向上

仕様書の標準化

品質管理 ・品質向上

OA化 推進

検収 ・テス ト

要員教育

39

29

29

24

22

5.'6.5　 品質管理活'動事例

　　　肋 日本科学技術連盟で は毎年1回 ソフ トウェア生産 における品質管理 シ

　　 ンポジ ウムを開催 してお り,既 に4回 を数 えてい る。発表論文の件数 も13,

　　 20,28,28件 と年 々増加 してお り,59年 度か らは発表論文の審査

　　が行われてい る。 テーマの件数は,4,9,10,4件 である。主 に これ

　　 らの論文の中か ら各社の品質管理活動の事例をかいつまんで報告す る。
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(D　 東 芝府 中 工場 のZD活 動

　 　 昭 和48年 度 よ り ソ フ トウ ェ ア部 門 の小 集 団活 動(ZD運 動)を 行 っ

　 てい る。,

　 　 活 動 サ イ クル は6ケ 月 と し,半 期 ご とに発表 会,表 彰 を行 ってい る。

　 　 取 組 テ ーマは,バ グ再 発 防 止(11%),不 具 合 追 求 ・分 析(22%),

　 標 準化(23%),事 例 紹 介(12%),教 育(6%)と な ってい る。

(2)コ ンピ ュー タサ ー ビス㈱ にお け るQCサ ー クル活 動

　 　 昭和55年 に社 長 指示 で 開 始 し,約600の サ ー クルが あ り,毎 年40

　 回以上 の 事 例 発表 会 が 開催 され てい る。

　 　 組織 的 には,部 課 長,QCサ ー クル世 話 人,　 QCサ ー クル リー ダ,　Q

　 Cサ ー クル メ ンバ ーの継 型 組 織 とな って い る。

　 　 会議 には,部 課 長 サ ー クル会 議,世 話 人 会議,リ ー ダ会 議,QCサ ー

　 クル会合 が あ る。

　 　 また,教 育 体 制 も充 実 してお り,TQC部 課 長 コー ス,　 QCサ ー クル

　 世 話人A,Bコ ー ス,　QCサ ー クル リー ダA,　 Bコ ース等 が あ る。

　 　 表 彰 制 度 には,最 多提 案 提 出賞,世 話 人 功 労賞,最 多 会合 開催 賞,最

　 多 テー マ完 結 賞 が あ る。

(3》 日本 ユ ニパ ッ ク㈱ に お け る小 集 団活 動

　 　 昭和56年 にQCサ ー ク ル活動 を開 始 し,約460の サ ー クルが 結成

　 され てい る。 しか し,他 社 と同 じよ うに,ソ フ トウェア開 発 が ①統 計 的

　 品質 管理 の 導 入が 困難 で あ る。 ② 個 人 ベ ー スの作 業 で あ る。 ③ 不可 視 性

　 の 強 い頭 脳 作 業 で あ る。 ④ 作業 手 順 が確 定 してい ない等 の性 格 を持 って

　 い ると現 場 が 感 じてお り,活 動 進 め方 につ い て 今後 に 多 くの 課 題 が あ る

　 と報 告 され てい る。

　 　 品質 意 識の 高揚運 動 と して,ソ フ トウ ェア品 質 コ ンフ ァ レンスの 開催

　 や ソフ トウ ェア 品質情 報 誌 の 発 行等 を行 ってい る。

(,1)鹿 島建 設㈱ に おけ るTQC推 進
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　　 鹿島建設㈱ は昭和53年 にTQCを 導 入 し,57年 にはデ ミング賞を

　 受賞 している。r草 の根TQC展 開 』と称 し,一 週間 コースの全員教育

　 を実施 してい る。 また,発 表会も充実 してお り,QCグ ルー プ発表会(

　 月1回),QCグ ルー プ指導会(週1回),QCグ ループ リーダ研修会

　 (2ケ 月に1回)を 開催 してい る。

(5)　日本電気㈱のSWQC

　　 日本電気㈱の ソフbウ ェア部門では1,000を 超すサー クルを結成 し,

　 大 々的 な品質管理活動を推進 してい る。

　　体験論文発表会を過去6回 実施 してい るが,第6回 の論文集に見 る取

　 組分野は,製 品品質 向上(30%),工 数削減(28%),作 業品質 向

　上(17%),効 率化(13%),サ ー ビス品質向上(6%)と な って

　 いるo

　　また,目 標達成手段 としては,次 の よ うな手段が使われてい る。

　①　方法論の強化(レ ビュー方法,管 理 方法,作 業方法)

　② ドキ ュメ ントの作成(規 定用紙,手 引書等)

　③ ツールの開発(デ ータ収集/分 析,ジ ェネ レータ,ソ フ ト開発支援,

　　 デバ ック/検 査)

　 ④ 標準化(作 業手順,ド キュメン ト)

　 ⑤　適用/流 用(既 存 ソフ ト,ツ ール)

(6)旭 化成工業㈱のQCサ ークル活動

　　現在約30のQCサ ークルが活動 してい る。活動は1年 の うち8ケ 月

　間 を1サ イ クルとしてい る。その間,各 サークルは週1回 半 日程度の会

　合を約20回 繰 り返す。活動成果は,次 のQCス トー リに則 った活動実

　施報告書 に より報告 され る。

　① テー マを取 り上げた理由

　② 目標(い つ までに,何 を,ど のよ うに)

　③　現 状の把握(パ レー ト図,ヒ ス トグラム,グ ラフ等を添付)
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　 ④　問題点の 要因(特 殊要 因図を添付)

　 ⑤ 要因 のデ ータ分析(パ レー ト図,ヒ ス トグラム,グ ラフ等 を添付)

　 ⑥ 対 、策

　 ⑦ 実施結果 と効果

　 ⑧ 標準化,歯 止め

　 ⑨ ま とめ と将来計画

(7)　バグ根本原因分析事例

　　 富士通㈱ で実施 している高信頼性運動の中の一つの活動事例 としてバ

　 グ根本原因の分析事例を紹 介す る。

　　.本事例では,50件 のバ グの根本原因を探 り100件 のバ グの予防を

　 行 うこ とに成功 してい る。

　　 本事例の特徴は,バ グを統計的に取扱 うのではな くバ グーつ一つ につ

　いてもその根本原因を追究 し,努 力 しな くてもバ グを無 くす ことのでき

　 る設計の技(ワ ザ)を 見つけることにあ る程度成功 した ことであ る。

　　 その成 果をバ グゼ ロのた めの7つ の設計原理 として次 のよ うにまとめ

　 てい る。

　　 ①単純原理　②一様 原理　③対称原理　④階層原理 　⑤透過原理

　　 ⑥明証原理 　⑦安全原理

5.7　 開発環境

　　 ソフ トウェアを開 発す る作業 は一般的に知的で根気の要す るものであ ると

　言われ てい る。最近 では開発技法や支援 ツールが整備 されつつあ るも のの,

　 ソフ トウェア開発が基 本的に人間の能 力に依 ってい る状態 を脱 し切 うていな

　いのが現状である。 ソフ トウェア開発の生産性を向上 させ るためには,開 発

　 に携わる人間がその能力を最大限 に発揮できるよ うに,作 業環境 について も

　改善に務め ることが大切である。 また,最 近では開発要員の不足が深刻な問

　 題 として取 り上 げ られ ることが多いが,優 秀 な要員の確保のためにも優 れた
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作業環境 を整備す る意義がある。

3.ス1　 作業環境 の推移 について

　　(1)従 来の作業環境(マ シ ン室型)

　　　　ソフ トウェア開発作業 は,融 通の効かない機械 を相手にす る辛気な仕

　　　事であ り,言 い換 えれば正確 さと集中力,忍 耐力が要求 され る仕事 であ

　　　る。た った一つの単純 な ミスが システムの大混乱を招 くこともあ り,ソ

　　　フ トウェアの技術 者はそ うしたプ ログラムの脆弱 さを知 り,完 全を期 し

　　 ・て作業する。納期 が間近な らば プログラムの機能を崩壊 させるバ グを追

　　　 って徹夜に近い状態が幾 日も続いた りす ると言 った状態が四六 時的一般

　　　的に有 り得たのであ る。

　　　　将来の ソフ トウェア開発者の作業環境 と しては,オ フ ィスにおける設

　　　計作業が終われば,デ バ ッグ¢)ためにマシ ン室内か デバ ッグ室(マ シ ン

　　　室近傍;マ シ ン中心に室温 ・換気等が調節 されてい ることが 多い)が 中

　　　心であった。 しか も,開 発者は デバ ッグのために コンソールを中心 にカ

　　　ー ドリー ダや ライ ンプ リンタの間を走 り回 ってい る と言 うよ うな状態が

　　　多か った。

　　(力　最近の傾 向(オ フ ィス&端 末型)

　　　 最近では,ハ ー ドウェア価格の低下 によ りデバ ッグマシ ンが潤沢 にな

　　　ったこ とや 自動運転技術,遠 隔運転 ・診 断技術及び データベース技術,

　　　会話型 デバ ッグ技術等 々の技術革新 によ り,作 業環境が改善 されてい る。

　　　　アンケー ト調査結果に よれぼ86%の 企業が会話型 デバ ッグシステ ム

　　　を導 入 している。今や ソフ トウェアの開発は,計 算機室に入 って機械操

　　　作 をす るよ うな ことはな く,一 般的なオフ ィス環境 下で会話型 デバ ッグ

　　 端末機を使用す る作業へ と移行 しつつある。

　　　　しか し,一 般的オ フィス とは違い,① 開発者が精神集中 し易 く,思 考

　　　し易い,② 大規模 ソフ トウェア開発のための分担開発や ミーテ ィングが
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し易い,③ 端 末 を縦 横 に使 用 し易 い,と い った よ うな配 慮 が必 要 で あ る。

　 この よ うな 特徴 を踏 ま えて,広 さ,照 明,湿 湿度 ・換 気,机 ・椅 子,

間仕 切 り ・会 議 コーナ,研 修 室,休 憩室,騒 音 等 の 作 業環 境 の要 素 に つ

い て考 察 す る。

5.Z2　 作業環境に関するアンケー ト結果

　　　 ソフ トウェア開発者の作業環境 として,ど の様 な工夫がされてい るか ア

　　 ンケー ト調査結果(図 表3-25)か ら見てみ る。 作業環境 の配慮のポイ

　　 ン トを採光,換 気,机 の配列,そ の他について実施の有無 を聞いたところ

　　次の結果を得 た。

図表3-25　 作業環境の配慮の ポイ ン ト

採　　光 (72%)

換　　気 (62%)

机 の 配 列 (61%)

騒 音 の 遮 断 (50%)

そ の 他 (　 7%)

　いずれ も高い実施率であ るが,特 に高い採光は作業が緻密で根気を要す

るものであ り,ド キ ュメン トリス トあるいは端末(ワ ークステーシ ョン)

を長時間見 ることが多いか らであろ う。騒音の遮断50%も 高い配慮率で

あるが,こ れは設計作業や端 末機操作中の思考 を妨げないための配慮 と思

われる。

　 また,具 体的な工夫 ・改善の実例を 自由に記 入して貰 った結果につい て

は,図 表3-26の 通 りである。
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図表3-26　 具体的 な工夫

　　　　　　　 ・改善の内容

図表3-27　 端末普及状況

ディスプレイ面の
反射防止対策

(41%)
要員数区分 企業数 要員数

端 末
台 数

1人 当 り
端末台数

騒音対策 (31%)
10人 以 下 27 225 148 0.66

机及び椅子 (15%) 11～20人 26 564 343 0.61

端末装置の設置場所 (10%)
21～30人 19 557 287 0.52

31～50人 24 1,053 428 0.41

採　光 (7%)
51人 以 上 25 4,091 2,070 0.51

室内の整理 ・整鈍 (5%) 計 121 6,490 3,276 0.50

　 ディスプ レイ,騒 音対策,端 末の設置場所 と導入した端末の配置,使 用

環境について腐心 している ことが特徴的である。因なみ に,端 末の普及は

図表3-27の 通 り一人当た り0.5台 とな ってい る。

5.7.5　 望 ま しい作業環境の具体的例

　　　米国においては,ソ フ トウェア開発者は殆 ん ど個室が与 えられ てお り,

　　通常3m×3mが 一般的の様であ る。

　　　 IBM社 サ ンタテ レサ ラボ ラ トリの例では,窓 付の3m×3mの 個室 と

　　 15の 個室 に一つの割合で会議室がある。

　　　米国 と日本の差は,土 地 の価格,経 済規模の差,国 民性の違い等が あ り,

　　一概 にこの レベルに近づけ るべ きだ とは言い切れないが,個 人のスペース

　　の確保,ミ ーテ ィングスペ ースの設置等 各社 とも種 々の工夫 をしてい る。

　　机の配列等 について2,3の 例 を上げれば,次 の様な例 も見 られ る。

　　　A.寺 小屋式(教 室式)

　　　B.部 屋 の周囲の壁にデバ ック端末を設置 し机は部屋の中央 に寺小屋式

　　　　　に配置す る。及びその逆の形態。

　　　C.デ バ ッグ室の机は,フ リーに使用できるようにす る。

　　　Aの メ リッ ト;ス ペースの有効利用,精 神集中が し易い。

　　　Bの メ リッb;Aの メ リッbお よび空端末が見つけ易 く,端 末操作 に集

一131一



　　　　　　　 申 し易い。 また,端 末 までの移動距離が少な くてすむ。

　 Cの メ リッb;机 の有効利用

　 この ように,机 の配置法,端 末の置 き方一つで,ソ フ トウェア開発者の

精神集 中や スペース及び端末の有効利用等が 可能 とな った例 も見受 け られ

る。
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主 な開発技 法 と開発支i援ツール
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、

4.主 な開 発技 法 と開 発支 援 ツー ル

　本章では ソフ トウェア開発のための技法 と支援 ツールについて述べ る。

　 ここで技法 と呼ぶ ものは,ソ フ トウェア開発を進 めるにあた っての指針 と

なる方法論ないしは各工程における具体的な手法 を指 し,そ れ ら技法 を作業

手順や ドキ ュメン ト仕様 として集大成 した開発標準 の類は ここには含めない。

　 また,開 発支援 ツール というのは,技 法を コンピ ュータの プログラムに実

現 したものを言 う。手書 きの フォームや チ ャー トな ども ツールに含 めて考 え

る場合 もあるが,本 章で取扱 う範囲はプ ログラム化 したものに限定 している。

4.1　 開発技法

4.1.1　 設計技法

　　 　 「要求分析 ・定義」工程 と 「設計」工程 とは論理的 には別物 と考 えられ

　　るが,実 際には両者の境界は判然 と区別 し難 い場合が多い。それゆ え本項

　 では,要 求分析 ・定義技法 も広義の設計技法 の中に含め,併 せ て論ず るこ

　　とに した。

　　 一般 にシステムには,デ ータの流れ と制御の流れがあ る。このいずれ に

　 着 目して分析 を行 うか によ って,要 求分析 ・定 義技法 を2つ の タイプに分

　 類す ることができる。 データ中心型の技法は事務処理 システムな どの要求

　 記述に適 してお り,デ ー タの流れ 図を利 用す る方法や,情 報代数 と呼ばれ

　　る形式的な言語を用い る方法な どが ある。制御 中心型 の技法は実時 間シス

　　テムな どの要求記 述に適 してお り,こ れ には グラフ ・モデルが利 用され る。

　　本項では両者の代 表的な ものとして,デ ー タの 流れ図 によ るSADTと,

　　グラフ ・モデルの一例で あるペ トリ・ネ ッ トによる方 法を取 り上げ て説 明

　 す る。

　　 狭義の設計のため の方法論 を考える場合,2つ の観 点がある。1つ は設

　 計の進 め方の問題 で,全 体 か ら部分へ 進め るいわゆる トップダウンのア ブ
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ローチ か,部 分 か ら全 体 へ進 め るボ トム ア ッ プの ア プ ロー チか とい う観 点

で あ る。IBMの 総 合 的 ソフ トウェア開発 技法 体系 で あ るIPT(Improved

Programlning　 Tec㎞ologies:効 果的 プ ロ グ ラ ム開 発 技 法)な どで は ト

ップダ ウ ン ・ア プ ローチ が 推奨 され て い るが,両 者 の 優 劣 につ い ての決 着

は未 だ つ い て いな い。 い ず れ に しろ,い ず れ か一 方 だ け に 限定 しよ うとす

るのは 無 理 が あ る よ うで,問 題 の性 質 に応 じて,両 者 のバ ラ ンス を考 えな

が ら折 衷 的 な方 法 で 開発 を進 め るの が 現実 的 と考 えられ る。

　 も う1つ の観 点 は設 計 の よ りどこ ろ と して,デ ー タの 流れ に着 目す るか,

あ るいは デ ー タの構 造 に着 目す るか とい う立 場 の 違 いに よる もの で あ る。

前 者 を デ ー タ フ ローに よ る設 計 法,後 者 を デ ー タ構 造 によ る設 計 法 と呼 ぶ 。

デ ー タ フ ロー に よ る設 計 法 には マイ ヤ ー ズの複 合設 計 法や ヨー ドン,コ ン

ス タ ンテ ィ ソの 構 造 化 設 計 法な どが あ り,デ ー タ構 造 に よ る設計 法 に は ジ

ャク ソ ン法 や ワ一 二 ェ=オ ア法 な どが あ る。 本 項 では,こ の第2の 観点 か

ら見 た,こ れ らの 技 法 に つ い て解説 す る。

(1).SADT(Structured　 Analysis　 and　 Design　 Technique)

　　 これ はSof　 Tech社 で 開発 され た,デ ー タ中 心型 の シ ス テム分 析 ・要

　 求仕 様定 義 の た めの 技 法 で あ る。

　　 そ の基 本的 な考 え方 は,問 題 を トップ ダウ ンに モ ジ ュー ル化 して分 析

　 して行 って,そ れ を 階 層的 な構 造 を持 った モ デル と して 図式 的 に表 現す

　 る こ とで あ る(図 表4-1(a))。 そ のた め には シ ステ ム を 「動 作 」 と

　 「物(デ ー タ)」 の2つ の 異 った 面 か ら捕 え,2つ の 相 補 的な モデル を

　 作成 す る。す なわ ち,動 作 分解 で は 「動 作 」 を 箱で 表 わ し,そ れ らを関

　 連づ け る 「デ ー タ」 を矢 印で表 わす が,デ ー タ分 解 で は逆 に「物(デ ータ)」
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図表4-1 SADTダ イ ア グ ラ ム

(a) 階層構造

田
口

共有された詳細はモデルを

重ね合わせる

口

授と矢印lt曳…全な亭7ト ワ7'ietJtsつ くる

図式 口全体

　箱 ■部分

矢e口■イ シタ7昼 －x

基硬になる眉の宝捜
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(b)　 動作分解 とデータ分解

制御情報

プbセ ッサ

制御動作

記憶装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　データ分解　　　　 動作分解

(国 井利泰編rbit増 刊,ソ フトウェア ・プロダクト工学」(共 立出版)よ り転載)

　を箱で,「 動作」を矢 印で表わす(図 表4-1(b))。 最後にこれ ら2

　つのモデルを突 き合せ て,互 いに不足 した り,矛 盾 した りす るところが

　ないかを調べ る・　　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　 ・　 　 　 　　 　 、

　　なお,SADT図 の矢 印の構 造は箱のあいだの制御関係を表わす もので,

　 フローチ ャー トのよ うに制御や処理の流れ を表わす ものではない。

(2)ペ トリ ・ネ ッ ト・モデル(Petri　 net　model)

　　 これはGRCで 開発された,制 御中心型 の要求分析 ・定義のた めの技法

　で ある。

　　 ペ トリ・ネ ッ トは図表4-2に 示 した ように2種 類の節(node)を 持

　 った有向 グラフであ る。円形の節 は 「条 件/場 所」 を,棒 線の節は 「事

　 象/推 移」 を表わ し,矢 線は 「処理/作 用」を意味す る。事象はそこへ

　 の入力条件がすべて満たされた とき,「 可能 にされた」 と呼んで付点 を

　 付けて表わす。可能 にされた事象を次 々と選択 して行 くことによ り,可

　 能 な事象系列のシ ミュレーシ ョンが生成で きる。作用の推移や 非同期動

　 作を表わすのに便 利な図法であ る。

(3)複 合設計(composite　 design)

　　 従来のモ ジュラー ・プログラ ミングや トップ ダウン設計法は,プ ログ

　 ラムの階層的モジ ュール化の必要性 を認め なが ら,モ ジ ュール分 割の方
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図 表4-2　 ペ ト リ ネ ッ ト ・ モ デ ル の 例

タスク
起動

CPU

アイ ドル

タスク

アンブ0

ツク ド

CPU

ビジ一

夕ス ク

プ0ツ

ク ド

タスク
終了

(宮 本 勲 著 「ソフトウェアエ ンジニア リング:現 状 と展 望」(TBS出 版 会)よ り転載)

　 法 を 明確 に示す こ とが で きなか った。 これ に対 し,マ イ ヤー ズ(Glen

　 　 J.Myers)は モ ジ ュールの 独立性 を 高 め る よ うに モ ジ ュール 分割 を 行

　 　うべ き こ とを主 張 し,そ れ を 実行す るた めの 具体 的 な方 法 論 と して提 唱

　 した のが 複 合 設計 法 で あ る。

　 　 マ イ ヤ ー ズはモ ジ ュール の 独立性 を測 る尺 度 と して,モ ジ ュー ルの 強

　 度 とモ ジ ュールの 結 合 度 とい う2つ の概 念 を定 義 した。 モ ジ ュー ルの 強

　 度 とは モ ジ ュール 内部 の 関連 性の 強 さを 示す もの で,弱 い もの か ら強 い

　 もの の順 に,暗 合 的 強 度,論 理 的 強度,時 間的 強 度,手 順 的強 度,連 絡

　 的 強 度,情 報 的 強 度,機 能的 強 度 の7つ の タイ プに分 類 され る。 一 方,

　 モ ジ ュールの 結 合 度 は モ ジ ュール 間の 関 連性 の度 合 い を示 す もの で,強

　 い ものか ら弱 い もの の順 に,内 部結 合,共 通結 合,外 部 結合,制 御結 合,

　 ス タ ンプ結 合,デ ー タ結 合 の6つ の タ イ プに分 類 され る。 マ イ ヤ ー ズに

　 よれ ば,モ ジ ュー ル の 独立 性 を 高 め るた め に は モ ジ ュ ールの 強 度 を 最大

　 に,モ ジ ュール の 結合 度 を最 小 にす るの が 望 ま し く,そ れ ゆ え上 記 の分
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類 に従 えば,機 能 的 強度 の モ ジ ュー ルを デ ー タ結 合 す るの が ベ ス トとい

うこ とに な る。

　 しか らば,ベ ス トの モ ジ ュー ル分割 を 行 うには ど うした ら良 い か。 そ

の 分割 め 手順 を実 際 に与 え るの が複 合分 析(composite　 analysis)と

呼 ばれ る手 法 で あ る。 複 合 分 析 を行 うた め には,ま ず 問 題 の中 の 主要 な

入 力 デ ー タ と出 力 デ ー タの流 れ に着 目す る 。 そ の主 要 な 入 力 デ ー タの 流

れ を 問 題 の構 造 に沿 って トレー ス して行 くと,デ ー タが 段 々 と抽 象化 さ

れ て い って,そ れ 以 後 は もはや 入 力 デ ー タ と呼べ な くな る点 に到 達す る。

これ を 最 大抽 象 入 力点 と呼ぶ 。 同様 の分 析 を 出 力デ ー タにつ いて も(出

口か ら逆 方 向 に)行 うと,最 大抽 象 出力点 が 得 られ る。 これ らの 中間 が,

入 力 デ ー タを 出 力 デ ー タiこ変 換す る部分 で あ り,中 央 変換 と呼 ぶ 。 この

よ うに し て,問 題 の構 造 が3つ の主 要 な部 分,す なわ ち,源 泉(sourc-

e)部 分,中 央 変 換(transform)部 分,吸 収(sink)部 分 に分 け られ'

る。 これ らの 各 部 分 が それ ぞ れ1つ の機 能 を 果 す モ ジ ュール に な る(図

表4-3)。 以 下,各kジ ュ ール につ いて 同様 の 分 析 を繰 返 し,さ らに下

　　　　　　 図表4-3　 複合設計 法

　　 (a)　 問題構造 と主要入出力デ ータの流れ一
(b)　 プ ロ グラ ム構 造 とイ ンタ フ ェー スの 定義

　 源泉部　　中央変換部　　吸収部

　 　 　　最初のプログラム構造　　　　　 '　 モジュール間のインタフェースの定義

(国 友義 久 著 「効 果 的 プ ロ グラ ム開発 技 法 」　 (近 代科 学 社)よ り転載)

＼ IN OUT

～ なし 最 大抽 象
・入力 デ一 夕

2
最大抽象
入力デ一夕

最大抽象
出力デ一夕

3
駄 抽象
出力デ一夕

なし
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　位のモ ジュールへ と展開 して行 く。モジ ュールの論理が直感的 に理解で

　きるよ うにな った ところが,分 析の終点で ある。

　　このよ うに して,複 合分 析は 問題の構造 を トップダウンで機能 展開 し

　て行 く。結果 として機能の階層 構造が得 られ るが,こ れがその ままプ ロ

　グラムの階層構造 に対応す る。

　　しか し,上 記の手順 はあ くまで分析の指 針を与えるものであ り,誰 が

　や っても必ずベス トの分 割がで きるとは限 らない。 また問題に よっては,

　機能的強度や データ結合が実現 し難 い場合 もある。要はできるだけ強度

　が強 く,結 合度の弱 いモ ジュール分割を行 うよ うに心懸け るこ とであ る。

(4)構 造化設計(structured　 design)

　　 ヨー ドソ,コ ンスタ ンティン(Ed　 Yourdon　 Larry　 L.　Const　anti　-

　 ne)ら による構造化設計は,複 合設計の考 え方 をさらに押 し進 めて形式

　的な度合い を強め,デ ータ構造による設計法 の考 えも取 り入れ た もので

　 ある。

　　設計過程 として初 期,中 間,最 終の3つ の過程に分割す る。初期設計

　 では主な システム機 能 とデータの流れだけを考 え,中 間設計では概念的

　 なもの と実現段階の双方,た とえぼデー タベ ースや シス テム制御 などを

　考 え,最 終設計では実現段階 の具体的 な設計を行 う。

　　設計の補 助手段 としてバ ブル図や構造図な どの表現 法を用い る(図 表,

　 4-4)。 バ ブル図(bubble　 chart)は データの流れ を表わす もので,

　 複合設計では素朴 に使われていた記法を1つ の図法 として洗練 させた も

　 のである。円形のバ ブルでデータの変換処理 を,バ ブル に出入 りす る矢

　 印で入出力データを表わす。バ ブル 図に示 されたデータの流れ を実現す

　 るためのモジ ュールの階層構造 を表わす には,複 合設計 と同様 な階層図

　 を用 いる。

　　 複合設計 で複合分析 と呼んで いた手法は,こ こでは変換分析(tran-

　 sform　 analysis)と 呼ばれる手法に翻訳 され,源 泉/吸 収 といった言
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図表4-4　 構造化設計法

　　(a)　 バブル図 の例

サーチレ」ダイ ・・ト 度凝
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(b) 構造図の例
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叙
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(宮 本 勲 著 「ソフ トウェア.zン ジニア リング:現 状 と展 望」(TBS出 版 会)よ り転 載)

葉の 代 りに導 入(afferent)/導 出(efferent)と い う用語 が 使 われ て

い る 。

さ らに変 換分 析の 代 替 的 な 手 法 と して トラ ンザ ク シ ョン分 析(trans－
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　 action　 analysis)と い う方 法 も提案 され て い る。 デー タの 流れ 図に記

　述 され た デ ー タ項 目の 中 に,そ れ を評 価 した 結果,い くつ か の異 った パ

　 スの 流れ が 生 じる場 合 が あ る。 この よ うな デ ー タ項 目を トラ ンザ クシ ョ

　 ンと呼 び,こ の よ うな流れ を トラ ンザ ク シ ョ ン ・フ ロー と呼 ん で,上 で

　述 べ た変換 フ ロー と区 別す る。 トラ ンザ ク シ ョン分 析 は こ の トラ ンザ ク

　 シ ョン ・フ ロー を分 析す る た めの 手 法で あ るが,デ ー タの 流 れ の どの 部

　分 で いずれ の分 析方 法 を用 い るべ きか の基 準 が,も う1つ 明確 でな い嫌

　 い が あ る。

(5)ジ ャ ク ソン法(Jackson　 method)

　 　 ジ ャ ク ソ ン(Mi　 chael　 Jackson)が 発 表 した 設計 法 で,い わ ゆ るデ ー

　 タ構 造 に よ る設 計法 の代 表 的 な もの で あ る。

　 　 ジ ャ ク ソ ンの 主張 に よれ ば,ソ フ トウ ェ ア(プ ロ グラ ム)の 構 造は,

　 それ が対 象 とす る社 会 の組 織 の構 造 を反 映 す る もの で な くて は な らず,

　 それ ゆ え組 織 で 必要 と され る デー タそれ 自身 の 構造 と相 似 の構 造 を持 た

　 な け れば な らな い 。異 った 構造 の プ ログ ラム は た と え動 い た と して も,

　 そ れ は単 に悪 い プ ログ ラム とい うに止 ま らず,誤 った プ ロ グラ ムであ る

　 とい うの であ る。

　 　 設 計の 手 順 は まず,対 象 とす るシ ステ ムで 用 いる 入 力 と出 力 の デー タ

　 構 造 を考 え,そ れ らを構 成す る各要 素 ご とに入 出 力の 対応 関係 を調べ る。

　 プ ログ ラムは そ の 要 素 ご とに 入 力か ら出 力へ の変 換 を行 うよ う な もの で

　 あ り,従 ってそ の 構 造 は入 出 力 双方 のデ ー タ構造 に 対 応す る形 となる(図

　 表4-5(a),(b))。

　 　 しか し,実 際 に 遭 遇す る問 題 で は,入 力 と出 力の デ ー タ構 造 が うま く

　 対 応 す る よ うな例 は あ ま りな く,む しろ何 の 関 係 も ない の が普 通 で あ る。

　 ジ ャク ソ ンは これ を 「構 造 の 不一 致」 も し くは 「衝 突 」(structure　 cl-

　 ash)と 呼 ん で い るが,そ の 場 合 の解 決策 と しては,中 間 に も う1つ の

　 デ ー タ構造 を導 入 し,そ れ と入 出 力そ れぞ れ の デ ー タ構造 をつ な ぐ別 々
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■

　　　　　　　　　　　　　図 表4-5

　　　　　　　　　　　　　　　 (a)

会計レポー ト

(Accoul'TING　 RεPORT,

　　ジ ャク ソ ン法

シ入 テ ム 出力

CNO

XXXX

DAT'E　 PMT OLD

BAL

NEW

BAL

〔

GRASYD　 TOT －

Accr

螂

CUST

DATA

〉

MA∫TER

TOTALS

ONO

CNO・

CROUP

　　　 ■PAY■

眠

‥ ■　　　　　　　　　、

　 　　 ■
8AL

DATA

TOTAL

PMT

TσrAL

　BAL

＼,
CUST

TOTAL

一
　 〇LD

　 8AL

NEW

BAし

(b) 結果 と'して得 られ る プ ログ ラム構 造
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　　　　(c)　 3つ の基本構造

順次　　　　　　　　反復 選択

A

B●

(ロ ジ ャー ・S・ プ レス マ ン著,岸 田孝 二 監訳,岡 田正 志訳

「ソフトウェア ・コ「ンジニア リング序説 」(TBS出 版 会)よ り転 載)

　の プ ロ グ ラムを 考 える こ とで デ ー タ構 造 の不 一 致 を吸収 し よ う とした。

　中 間 デ ー タ構 造 の 導入 は確 か に構 造 不一致 の 問 題 を解 決 は した が,そ の

　た め に効 率 の低 下 とい う問 題 が新 た に生 じた。 そ こで ジ ャ ク ソ ンは さ ら

　に,中 間 デ ータ構 造 を 省 いて 直接2本 の プ ロ グラムを リン クす る プ ログ

　 ラ ム転 化(program　 inversion)や,そ れ よ り複雑 化 した複 合 縫 合(m-

　 ultithreading)と い った 方 法 を提 案 した。

　 　 ジ ャク ソンの 処 理階 層は い わ ゆ る モジ ュー ルの概 念 とは 必ず し も一 致

　 しな い 。 従 って,概 要設 計 と詳 細 設 計の 区 別 も明確 で な く,設 計 は全 体

　か ら部 分へ 連続 的 に進 め られ る。処 理階 層の最 下位 の レベ ル は,構 造 化

　 プ ロ グ ラ ミングで い う順 次,選 択,反 復 の3っ の基 本 構 造 に 帰 着 され る

　 ので(図 表4-5(c)),そ の ま ま疑 似 コー ドを使 って 滑 らか に コー デ

　 ィ ン グへ 移 行す る こ とが で き る。

(6)ワ ー ニ ェ〒 オ ア法(Wamier-Orr　 melhod)

　 　 これ は ワー ニ ェ(Jean-Dominique　 Warnier)に よ って 開発 され,オ

　 ア(Kenneth　 T.　 Orr)ら に よ6て 拡張1され た方 法 で あ る。基 本 的 な考

　 え方は ジ ャク ソン法 に良 く似 てい るが,数 学的に厳密密な理論に基づ いて

　組立 て られている点は他の設計法に 見られな い特色 と言 えよ う。

　　この方法は3つ の要素か ら成 って いる。すなわち,プ ログラム設計の
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た めのLCP(Logical　 Construction　 of・Programs),シ ス テ ムの デ

ー タ を組織 化 し ,そ の デ ー タ を保 有す る プ ログ ラムを一 貫 した シ ステ ム

と し て組織 化す るた めのLCS(Logical　 Construction　 of　Systems),

お よび論 理 的 に正 しい階 層構 造 を持 つ シス テ ムを設 計 す るた め の構 造 化

シ ス テ ム設計(Structure　 Systems　 Design)と で あ る。3者 と も方 法

論 と して の アプ ロー チの 仕方 は原 則 的 に同 じで あ るので,こ こで はLC

P .につ いて説 明す る。

　 まず 初 め に ワ一 二 ェ図 を 用 い て入 出 力の デ ー タ構 造 を仕 様 化す る(図

表4-6)。 ワ ー ニ ェ図 は ジ ャク ソ ンの 階 層 図 と 同様 に階 層 と手 続 き を

同 時 に表 わ せ る。 この デ ー タ構 造 に対 応 す る もの と して処 理 の 階層 構造

図表4-6　 ワー ニ ェ=オ ア法(1)

　　　　ワー ニ ェ図の例

一覧表 レベル　　営業所レベル　　部 門 レベル　　従業員レベル

支給額 一覧

表 フ ァイル

営　 業　 所
　　 (E回)

総　 合　 計
　　 (1回)

営業所 コード
　　 (1回)

部　　　　門
　　 (B回)

営業所別会計　　
(1回)

音匡　[ヨ『　コ　　ー　　ト.

　 　 (1回)

従 　 業 　 員

　 　 (J回)

部 門 別 会 計

　 　 (1回)

従業員コード
　 　 (1回)

給 与 総 額
　 　 (1回)

出力デー タ構造図

ファイル・レやレ　 　営 業 所 レベ ル　 　 部 門 レ ベ ル　 　従業 員 レベ ル

入 力 デー タ

フ　ァ イ ル

営　 業　 所

　　 (E回)

部　　　・門

　　 (B回)

従　 業　 員

　　 (J回)

営 業所 コー ド

　 　 (1回)

部 門 コ ー ド

　 　 (1回)

従 業員 コー ド

　 　 (1回)

給 与 総 額

　 　 (1回)

入力 データ構造図
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プログ ラム ・レベ ル

プ ロ グ ラ ム

営 業 所 レベ ル 部 門 レ ベ ル

部

)
ト

同日
タス

所
)

　

回

　

E

業

(
営

部

)

　

回

ド

ー

　

(
ンエ

営業所スタート部
　 　 (1回)

部 　 　 　 　門
　 　 (B回)

営業所エンド部
　 　 (1回)

プ ログ ラ ム構 造 図

部門 ス ター ト部

　 　 (1回)

従 　 　業 　 　員

　 　 (J回)

部 門 エ ン ド部

　 　 (1回)

　 　 　 　 図 表4-6　 ワ ー ニ ェ=オ ア 法(2)

ワ ー ニ ェ 図 か ら 得 ら れ た プ ロ グ ラ ム ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

10

20'

30

姐

50

60

カ

騨 スタート部

(「 図形 入 力 を加 味 した プ ロ グラ ミン グ技 術,昭 和56年 度 」(ソ フ

トウ ェア産 業振 興協 会)よ り転 載)
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が 決 ま る。 次 に,こ の ワー ニ ェ図 に よる処 理階 層の 表 現 を通 常 の フ ロー

チ ャー トの 記法 に変 換 す る(図 表4-6)。 いわ ゆ る構 造 的 な記 述 法を

用い な いで フ ロー チ ャー トを 用 いて い る点 は やや 旧式 な感 じ もす るが,

ワー ニ ェ法 の 特 徴 は こ うし て作 られ た プ ログ ラム の論 理 構 成 か ら,さ ら

に詳 細 な命 令 を 作 り出す た め の詳 細 構 成(detailed　 organization)と

い う技 法 を開 発 して い るこ とで あ る。

　 ワー ニ ェは さ らに,複 雑 な論 理 を 単純 化す るた め の 技 法や,既 存 の非

構造 的 プ ログ ラム を再 構 造 化す るた めの技 法 な ど も提 案 してい る。

　 この方 法 も ジ ャ ク ソ ン法 と同様 に,モ ジ ュー ルの 概 念 は 希 薄で あ る。

　 デー タ構 造 に よ る設 計 法 は事 務 処 理 の よ うに フ ァイ ル変 換 を主 とす る

よ うな プ ロ グラ ムを設 計す るの に適 してい る。反 面,科 学 技 術計 算や 制

御 プ ログ ラムの よ うに デ ー タ構 造が 重要 でな く,制 御や デ ー タの 流れ が

複雑 な ものは デ ー タ フ ロー によ る設 計法 の方 が優 れ て い る。

　 以 上,主 な開 発 方 法 を述 べ て きたが,一 種 の連 続 的統 合 で ある プロ ト

タイ ピ ング も最 近 よ く用 い られ て い る。 これ には,い わ ゆ る使 い捨 て的

な もの と,将 来 シ ステ ムの一一部 に組 み 込 まれ る もの の2種 が あ る。 いず

れ に して も,目 標 とす る シス テ ムの モ デ ムを作 って,種 々の検 証 を しよ

うとす る もの で あ る。

4.1.2　 設計 技術技法

　　 設計技術技法は設 計技法の一部であるこ とが多く,後 者 と切 り離 しては

　 論 じ難い もので ある。す でに前項 でも,こ の よ うな技法 のい くつか(パ プ

　 ル図や ワーニェ図な ど)に つ いて説 明 した。

　　 本項では設 計記述技法の中で も,比 較的独立 して論ず ることので きるプ

　　ログラムの論理の記述法を中心に話を絞 った。

一150一



(1)　 フ ローチ ャー ト

　 　 フ ローチ ャー トは1940年 代 後 半 に ゴール ドス タイ ンと ノイ マ ン(H.

　 H.Goldstine,　 J.　von　 Neumann)に よ って考 案 され た と言われ てい

　 る。 以来,四 半 世 紀 にわ た って,プ ログ ラムの論 理 を記 述す る唯一 無 二

　 の 技 法 と して君 臨 して 来 た 。1970年 代 に ダイ クス トラ(Edsgar　 Di-

　 jkstra)が 構造 化 プ ロ グラ ミン グを提 唱す るに及 ん で,こ の記 法 の欠 点

　 が いろ い ろ指 摘 され るよ うにな り,学 界 で の評 価 は とみ に低 落 してい る

　 が,ソ フ トウ ェア開発 の 現 場 で は まだ 根 強 く使 用 され 続 けて い るよ うで

　 あ る。

　 　 フ ローチ ャー トは 良 く知 られ て い る よ うに,処 理 を四角 形 で,分 岐(Y

　 ES/NO)を 菱 型で表 わ す が,そ れ らの順 序(制 御 の流 れ)を 示 す 矢線

　 を上 下 左 右 どこ につ な いで もか まわ な いのが 大 きな 特徴 で あ る。 そ の 自

　 由 自在 さのゆ えに,「 プ ログ ラムの 構 造が 見 え難 い」,「 同一 の論 理 が

　書 く人 に よ って異 った 表 現 にな る」 な どの批 判 を浴び る破 目 とな った 反

　面,初 心 者 に と っての学 習 が容 易 で あ り,幾 多 の批 判 に もかか わ らず,

　 しぶ と く生 き延 び て きた 原 因の1つ に な って い る と思 われ る。 図表4-

　 7に は 同 じ論 理(交 換 ソー ス)が 異 った 表 現 で表 わ され た例 を示 す 。

　　デ ィクス トラの構造化 プログラ ミングの 目的は,プ 戸 グラムを階層的

　な構造に して,理 解 し易 く,か つ個人差の生 じ難 いプログラムを作 るこ

　とであ り,そ のために(処 理の)順 次,選 択,反 復とい う3種 類の基 本

　要素(図 表4-8)の み を使 ってプ ログラムを組み 立てることを主張 し

　た。　　　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　　　　　 ,

　　フ ローチ ャー トを用いて構造化 プログラ ミングを実現す ることは,も

　ちろん可能で ある。 しか し,そ うして も論理が複雑 にな るとプログラム

が見難 くなる欠点は解消 されず,ま た,と もす ると非構造的な プログラ

　ムにな る危険性が多い。そ こで構造的 プログラミングの表現に適 した,
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図表4-7 フ ロー チ ャー トに よ る記 述 例(交 換 ソー ス)

(a)

Ro亀d

A`.A・.…A.

NSWAPS
-NSWAPS十1

NSWAPS
　 ロ0

Writ●

A、.At.….A.

(b)

R● 邑d

Al.A..….A.

NSWAPS
　 ロ0

Writ■

At.A..・".A・

NSWAPS
-NSWAPS十t

× 同一 の論 理が(a),　 (b)の よ うに異 った形 で表 現 され る
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図表4-8　 構 造化 プ ログ ラ ミングに お け る3つ の 基 本要 素

順次 選択

ー
甲

[
丁

}
(
Q

C D

反復

もしくは

F

Q

　 以下 の よ うな 記述 法が 種 々考 案 され て来 た 。

(2)　 NSチ ャー ト(Nassi-Shneiderman　 chart)

　 　 フ ロー チ ャー トに代 る図 法 と して,最 も早 く登 場 した の がNSチ ャー

　 トで あ る。 これ は1974年 頃 ナ ッシ とシ ュナ イ ダー マ ン(1.Nassi,B-

　 en　 Shneiderman)に よ って考 案 され た もの で,2人 の 頭 文 字 を取 って

　命 名 され た。 また その形 か らボ ックス ・ダ イ ア グラム とい うこ と もあ る。

　 　 NSチ ャー トの 特 徴は 制 御 の 流れ を示 す 矢 印 がい っさい な い こ とで,

　 図表4-9(a)に 示 した よ うな基 本 図 形 の連 続 した ブ ロ ックで処理 の

　流れ を表 わす 。NSチ ャニ トに 限 らず,新 しい図法 に共 通 して言 え る こ

　 とは,処 理 が 上か ら下 へ 流 れ るの が 原 則 で,そ の逆 は な いこ とで あ る。

　 NSチ ャー トは プ ロ グラ ムの制 御構 造 が 見 易 く(た だ し,モ ジ ュール の

　構成 はそ れほ ど見 易 くな い),図 が コ ンパ ク トに表 わせ るの が利点 だ が
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図表4-9　 NSチ ャー ト

　　　　 (a)　 表記 法

処理: 処 理 ・

順 次:

反 復 ・:

P◎WH　 t　uEra

条　件

処理1

■●●

処理 ●

選択:

OF　THEXt　 ELSEN)

了の鳩合

の処理

.Fの 場合

の処理

仲◎UMIし 型)

(α底ε翌】

＼ 　条件　/
1 2

"・ ・●・ n

1の

場合の

処理

2の

場合の

処理 ・

●●●

nの

場合の
坦

◇

`

(b) 記 述例(交 換 ソー ト)

R6ad　 　Al.　 　A8.　 　・・..　　A・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .　 　 　 　 　 　 　 ,.
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 :

NSWAPS●-O　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 [

R,P・ ・tf6・i・1i。 ・-1

＼ ・ ・〉'ム揃1　 　 /
'Alc⇒ 　 A`◆1

'NSWAφS'-NSWAPS十1　 ㌔

R● ρ●at　 　unt"　 .NSWAPS=0　 　 　　 　　　 　　 　 ・・

Writ6　 層A`.　 A8.… ご　 A.
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図表4-10　 主 な木 構造 チ ャー トの 記 法

一順

一欠

ー

　
　
　
〉̀

⑦
分
波
選
択

.多
分
岐
遇

こ

　　
　
　
　
ヨ
　
　
ヒ
の

.府

判

定

憂

反

復

後
肩
足
型
反

フ ロ→'◆.一 》

中
中

PAO(日 江製作所)/

処理1

処理2

Hc烈 類 質…編)

畑 毒

気む

ije　1.

o　 　… ←†る

◆

処理 ●す島

(艮出条件}

spo{日 賦 鼠)

"則

:k'　it・2
.

(lt・t:条斜

処理1

1理'2

　　　c蹴:1条f亭)

〔状草1】　　　　 処理1
・

〔…型 ・ば ピ

』
■●
■

k理n

、

mtil　:　　条件)

　 処理

■κ 〔文理

CASε　・一 条侍

　　　姪 亀　　　　　 層媛ユ

　　　晦 ㎏2

「甦 。、
　 　 　 　 　 　 .　「

.v ●一一 条件

・・一処 理

(日 経 コ ン ピ ュー タ,1984.1.9号 「フ.ログラ ム制 御 構 造 の

新 しい表 現技 法:木 構 造 チ ャー トが普 及 期 に」 よ り転 載)
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　 (図 表4-9(b)),記 述 スペ ー ス の取 り方 や,修 正の 手 間 な ど,書 き

　 難 い難 点 が あ り,有 名 な 割 りには 普 及度 が い ま ひ とつ とい う感 じで あ る。

　 しか し,.オ ラ ン ダがNSチ ャー トの改 良版 で あ るPSDを 国 内規 格 と し

　 て 採 用 して い るほ か,西 ドィ ッで も規格 を進 め て い る と伝 え られ て い る。

　 　 の ち に チ ャ ピ ン(N.Chapin)はNSチ ャー トと フ ローチ ャー トを折

　 表 した チ ャ ピ ソ ・チ ャー トを発 表 して い る。

　 　 NSチ ャー トの 欠点 を克 服す るた め の記 法 と して考 え出 され た のが,

　 いわ ゆ る木 構造 チ ャ ー トと言 わ れ るもの で,そ の 代表 的な例 を 図表4-

　 10に 示 し,以 下(3)～(5)お よび(7)に 解 説 した。

(3)PAD(Problem　 Analysis　 Diagram:問 題 分 析 図)(図 表4-11)

図表4-11　 PADに よ る記 述 例(交 換 ソー ト)

R● ●d

Al.A8.….A・

Ufttit

NSWAPSロO

Write

Al.At.….A.

NSWAPS
●_NSWAPS十 ⑪
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　 　 これ は 日立 製 作 所 の二 村 良彦 氏 らに よ って考 案 され た もの で,NSチ

　 ャー トの よ うに基 本 図形 を密 着 して 結合 させ るのでは な く,線 でつ な い

　 だ 点が 異 って い る。 この た め,あ る 意味 で フ ローチ ャー トと同 様 な記 述

　 の 自由 さが得 られ,NSチ ャー トよ りも書 き易 くな った 。 しか し,こ の

　 線 は フ ローチ ャー トの よ うな制御 の 流れ を 表わ す もの で は な く,縦 線 は

　 処 理の 順 序 を,横 線 は モ ジ ュール 間 の従 属 関 係 を表 わ す が,そ れ に よ っ

　 て プ ログ ラムの 階 層 構造 も い っそ う見易 くな って い る。

　 　 処 理 を フ ローチ ャー トの よ うに箱 の中 に書 くた め,あ ま り細 か な記 述

　 の で きな い こ とが 欠 点 とい えば 言 えよ う。

(4)　 SPD(Structnred　 Programming　 Diagram:構 造 化 プPグ ラム図)

　 　 (図 表4-12)

図 表4-12　 SPDに よ る 記 述 例(交 換 ソ ー ト)

　 　 Read　Al.▲t.….An

　 ソー ト処理　　　　NSWAPS-O

㈱ 。ρ,一。)
　 　 　 　 　 　 　 　 おについての

　 　 　 　 　 　 　 　 ソー ト処理　 　 　 　 　 　 　 　
{oo`エtt●o-`)

Writ●A,.A..…
.A.

Al>A閣

crh●n】　　 A8 ●◆A　1■,

　 　 NS.WAPS　 　
◆■NSWAPS十8

　 　 これ は 日本 電 気 の ソフ トウ ェア開 発 標準STEPSの 一環 として開 発 さ

　 れ た 図法で あ る。 一 口に 言 うと,箱 を取 り除 い たPADと い う感 じで,

　 PADに 比 較す る と箱 に制 限 され な いだ け 自 由 な記 述 が 可能 で あ る反 面,

　 視 覚 的 な理 解 と い う点 で 一 歩 を譲 る よ うで あ る。

(5)YAC　 ll(Yet　 Another　 Control　 chart)(図 表4-13)

　 　 これ は富 士 通 で 開発 され た も の で あ るが,SPDの バ リエ ーシ ョンと

　 い った 感 じが 強 い。 選 択 と反復 を表 わす 記 号 が 異 るほ か は,SPDに 酷



似 してい る。

図 表4-13　 YACに よ る 記 述 例(交 換 ソ ー ト)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 R・adA`・At・…・A竺

At.-A嗣

、NSWAPS也 －NSWAPS十1

Writ●A1.At.….A・

(6)　 HIPO(Hierarchy　 plus　 Input-Process-Output)(図 表4-14)

　 　 上 記 の 図 法は す べ て プ ロ グラ ムの 論理 を記 述す る た めの もの で あ った

　 が,コ ー デ ィ ン グを行 うた め には 論理 だ けで な く,デ ー タの 構 造や 流れ

　 につ いて の情 報 も必 要 で あ る 。 これ らを 記述 す るた め の 代表 的 な 図法 と

　 してHIPOが あ る。　 　 　 　 1;t't　 　 't

　 　 これ はIBMφ ・IPTの 中 に 含 まれ てい る もので,英 語の 正 式 名 称 が示

　 す ζお ρ)・シ・ス テ ムの 階層(Hierarchy!を 表X)す 図 式 目次 と,各 モ ジ

　 ュール に おけ る入 力=処 理=出 力(Input-Process-Output)を 表 わす

　 IPOダ イ ア グ ラ ムとか ら成 る6

　 　 1POダ イア グラムは 図 に示 した よ うに紙 面 を 縦 に3つ の部 分 に分 け,

　 左 に入 力 デ ータ,、中 央 に処 理,右 に出 力 デ ー タを書 き,デ ー タの 流れ を

　 太 い 白抜 きの矢 印で 示す 。 更 新 デ ー タの よ うに入 出 力 双方 を 伴 う場合 の

　 扱 い方 に 問題が あ りそ うで あ る。　 ・　 ↑　 　 　 　 　 '

　 　 処理 の 記述法 は と くに規定 して い ないが,NSヂ ャ ー トやPAD,　 SP

　 Dの よ うな木 構 造 チ ャー ト,あ る い ば後 述す る 擬似 コー ドな どを 用い て
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図表4-14　 HIPO

α)図式目次

給与計算駈層ダイアグラム ダイアグラム1
拾　与　辞　算

アイア グラム2

正しいデー タを得る

ダ イア グ ラム3

縫 支給 額計算 ・

ダイアグラム4
手取Mtt#

ダイアグラム5
　明掲書6城

プ イア
グ ラム

2.】

凡　 　例・

、⇒ 一一
'●一一　　}

ダイア
グラム

5.2

ダ イア グラム 番号・～一
袖 〉足 　箆 　明

(2)]ほi括ダiイ、ア グ ラ兵

人力" "　 　　,・一　処理　　　　　　　　　　　　出力

〉

N
　L正 しいデ ー タを得 る' ・イダイア グラム2)

2托 支 給頓 計算

　,'・(ダイア グラム3)
3.手 取 頓計 算・,、

模霧:;搾

1　

　　

　　

　　

　　
　
　　
　

《

ン9ガ.ヵ_ド

　tNTRANS
.

　 、

/

明　細　書
　　　　一

賃 率 表
RATETABLE 一ーノ/、

ト

托 括プ イア グラ ム1給 与 計算 一

、

(3)詳 細 ダ イア グラ ム

ダ イア グラ ム5.2様 式 チ ェ ッ ク

　 　 　　 入

OUT　 LIST

手取明細書

処理

1.明 細 書の 綱集
'　'12自i刷† る ・

&呼 出 しルー チ ン に

　 　返 る

出力

DE'rAILUST'

明細書印刷

補 　 足　 説 　耳1'
1相 互 　参 」戴　 9

処理ブロックの内容を洋紅に規明する'　 　 　 　 　 　 　 　 '

ルrチ ン メ ン'く
'

7ロ ー

総括 ダイアグラム と詳 細 ダイアグラムを 合わ せ てIPOダ イア グラム と呼ぶ

(国 友義久著 「効果的 プ ログラム開発技法」(近 代科学社)よ り転載)
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　 記 述す れ ぼ 良 い。　 (フ ローチ ャー トの 適 用 も不可 能 とは 言 い切 れ な いが,

　 か な り工 夫 が い りそ うで あ る。)

(7)　 HCP(Hierarchical　 ComPact　 chart:階 層 化 コンパ ク ト ・チ ャー ト)

　 　 (図 表4-15)

　 図 表4-15　 HCPに よ る記 述例(交 換 ソー ト)

　 　 交換ソー ト

ソー ト8九ていなもザrタ

⇒[亘蔓晴_　 囚
　　　　　　　 Q　交aソートモ行なう　　　　　　　　　　[三三ヨ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 スイヲチNSWAPS●-O

←
う 勘 ← ・・書・

(Y.s)

N"N◆c

SWAPS
●-NSMfAPS十`

　 NSチ ャー トや木構造チ ャー トとHIPOのIPOダ イ7.,グラムを併用

す ることによ って,処 理 とデ ータの双方 を記述す ることが可能 であるが,

これ を1つ の図表 にす っき りとまとめて表わ そ うと したのが電電公社 ・

横須賀通研の花 田収悦氏 らが開発 したHCPで ある。

　 処理の記述の方法は,い うならばSPD風 の開 いた(つ ま り,箱 で囲

まない)記 述法に よっているが,SPDよ りも記号の種類が 豊富であ り,

多彩な表現が可能である。

　 データの表現につ いては,HIPOで は データを入力 と出力の2種 類に
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　 分 け て い るの に対 し,HCPで は イ ンタフ ェー スデ ー タ と ワー クデー タ

　 (つ ま り外 部 とや りと りす るデ ー タ と内部 だけ で 用 い る デ ー タ)に 分 け

　 て考 える点 が異 る。

　 　 上 述 の よ うに,記 号 の種 類 が 豊 富 で あ り,か つ デ ー タ記 述 が可 能 な点

　 は,電 子 交 換 と い う電 電公 社 特 有 の ソフ トウェ ア開 発業 務 を 意識 した 図

　 法 で あ る こ とを窺 わせ る。 しか し,表 現 力の 高 さとは 裏腹 に,図 が複 雑

　 にな って くる と,制 御 構 造 を 表 わす 線 とデ ー タの 流れ を表わ す 線 が錯 綜

　 して,著 し く見 難 くな る とい った 問題 もあ り,こ の辺 は も うひ と工 夫 欲

　 しい と ころで あ る。

(8)　新 プ ロ グ ラム ・フ ローチ ャー ト(図 表4-16)

　 　 　 　 　 図表4-16　 新 プ ロ グラ ム ・フ ローチ ャー ト

処理2

条件1

処理1

条件2

　件

処理3

竺

鯉

鯉
泰

(日 経 コンピュータ,1984.1.9号'「 プログラム制御 構 造 の新 し'

い表 現技 法:木 構 造 チ ャー トが 普及 期 に 」 よ り転 載)
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　　 木 構造 チ ャー トとは 異 り,フ ロー チ ャー トそ の も の に反 復 構造 を表 わ

　す 記 号 を導 入 して,構 造 化 プ ロ グラ ミン グに適 した記 法 に改 良 しよ うと

　い う試 み がISOに よ って 進 め られ て い る。 しか し,反 復 が 入 れ子 にな

　 る と見 難 くな る な ど,ま だ 改 良 の余 地 が あ りそ うで あ る。

(9)疑 似 コー ド(pseudo-code)あ る いは プ ログラム設計(/記 述)・言 語

　　 (PDL:Program　 Design(/Description)Language)(図 表4

　　 -17)

図 表4-17　 疑 似 コー ドに よる記 述 例

　　 在庫データ照会

　　 　　データ宣言

　　 　　初期設定

　　 　　 DO　 WHILE　 トランザクションあり

　　 　　　 妥当 トランザクションを得 る

　　 　　　 　IF妥 当 トランザクシ ョンTHEN

　　 　　　 　　 該当在庫レコー ドを得 る

　　 　　　 　　 IF該 当在庫レコードあ りTHEN

　　 　　　 　　　 　 IF　 トランザクションrA　 THEN

　　 　　　 t　　　　　 入出庫活動表作成

　　 　　　 　　　 　 ELSE

　　 　　　 　　　 　　　在庫状況表作成

　　 　　　 　　　 　　　 IF在 庫畏く最低保有承THEN

　　 　　　 　　　 　　　 　 発注 メッセージ印刷

　　 　　　 　　　 　　　 END　 IF

　　 　　　 　　　 　 END　 IF

　　 　　　 　　 ELSE
虐　　　　　　　　　　 エラー ・メッセージ印刷

　　 　　　 　　 END　 I　F　 　　　　　　　,

　　 　　　 　ELSE

　　 　　　 　 END　 IF

　　 　　 END　 DO

　　 終り

(国 友義久著 「効果的 プログラム開発技法」(近 代科学社)よ り転載)

上記の(1)～(8)がすべ て,多 かれ少なかれ 図に よる記法で あ ったのに対

し,い っさい図は用いず,文 章だけで処理 を記述 しよ うとす るのが疑似
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　 コー ドで あ る。 これ は また,プ ログ ラ ム設 計 言 語あ る いは プ ロ グラ ム記

　 述 言 語 とも呼 ばれ る。 歴 史 的 に はや や 古 く,NSチ ャー トと同 じ1974

　 年 頃 にIBMのIPTの 中 の1手 法 として 発表 され て い る。

　 　 そ の基 本 的 な考 えは,処 理 の手 順 をそ の ま ま 日常 用 い て い る国語(に

　 良 く似 た言 語)で 表わ そ うとい うもの で,タ イ プライ ター ひ とつ で 自 由

　 に記述 ・変 更で き,プ ロ グラ ム ・コー ドへ の移 行 も容 易 で あ る。

　 　基 本的 な制 御 構 造 は キ ー ワー ドを 用 いて表 わ し,プ ロ グラ ム 自体 の階

　 層 構 造は 字 下 げ で表 わ す が,:図 形 を使 用 しな い だけ に,複 雑 な構 造 に な

　 る と見難 くな るのが 欠 点 で あ る。

　 　 一 般 に 日本や ヨー ロ ッパ では 図式 表 現 が好 まれ,ア メ リカで は疑 似 コ

　 ー ドが 良 く使 わ れ て い る よう で あ る。

⑩ 　 決定 表(qecision　 table)(図 表4-18)一.

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 図 表4-18　 決 定 表

条 件 ス タブ 条 件 エ ン ト リ

行 動 ス タ ブ 行 動 エ ン ト リ

(a)　 決定表の形式

8=0～ Y Y N N

b=0～ Y N Y N
－
　 [

z=b/8

一 一 一

x X

不'・ 定 X

不 　 ・能 X

(b)　 制 限エ ン トリ型 の決 定 表
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a =0 =o ≒o

b =o ≒o
一 ー一

文= 不　定 不 能 b/a

(c)　 拡 張 エ ン トリ型 の決 定 表

8=0～ 　　　 Y Y N N

b=0～ 　 　 Y N Y N

・・1不 定 不　能
'b/

亀 b/8

(d)　 混合 エ ン トリ型 の決定 表

(「 図 形 入力 を加 味 した プ ロ グラ ミン グ技術,昭 和56年 度 」

(ソ フ トウ ェア産 業 振 興 協 会)よ り転載)

　いろいろな条件が複雑 に入 り組んでいて,そ れ らの条件の組み合せで

処理 の内容が決 るような場合 には,決 定表を用いるのが便利 である。決

定表の歴史 は古 く,こ れか らソースコー ドを生成す る プロセ ッサも開発

されてい る。

　決定表の構成は 図に示す ように,大 き く4つ の部 分 に分 け られている。

左上の条件ス タブには検査すべ きすべての条件 を質 問の形式 で書き,左

下の行動 スタブにに上 に挙げた条件 の組み合せで可能 になるす べての行

動の リス トを書 く。右上の条件 エン トリには条件 スタブの質 問の答え(で

ある条 件)を,右 下の行動 エ ン トリには答 えの組み合せ に対 して取るべ

き行動を,そ れぞれ マ トリックスの形で記入す る。条件の答 えをYES

/NOで 書 く制限エ ン トリ型,式 または文章 で書 く拡張 エ ン トリ型,そ

れ らを混用す る混合エ ン トリ型の区別が ある。

　 決定表は制限の流れを表わす ことができないのが大 きな欠点で,フ ロ
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一チ ャー トや 木構 造 チ ャ ー トに と って代 るも の では な く
,む しろ補 助 的

に使 うべ き もの と言 え よ う。

4.1.3　 レビュー技法

　　　レビュー(ミ ーティング)は,主 として開発の主要 局面の区切 りご とに,

　　プ ロジェク トの状況 把握,今 後の計画の見通 しと軌道修正の方策,プ ロジ

　　ェク トの成果物の技術 的評価な どを 目的 として行われ る検討会のこ とであ

　　る。 レビューそれ 自体 は,従 来でも各企業 ・組織な どで 多かれ少なかれ実

　 行 され て来た もの で,と くに 目新 しくはないが,IBMのIPTの 中に組

　 み込まれてい る構造化 ウォー クスル ーやイ ソスペ クシ ョンは,そ の 目的や

　 実行手順 などを明確 に規定 して,レ ビューの1手 法 としての 位置を確立 し

　 た点 に大きな意義があ る。

　 (1)構 造 化 ウ7h・一 クスル ー(structured　 walkthrough)

　　　 従来の レ ビューが とか く技術的な検討をなお ざりに し,失 敗の責任 の

　　 みを追 及す るとい った,魔 女狩 り的 イメージに片寄 り勝ちだ った点を反

　　 著 し,出 席者全 員による民主的な技術検 討会 を 目的 としたのが構造化 ウ

　　 オー クスルーである。

　　　 これが従来の レビューと異 る主 な点は次の よ うな ものであ る。

　　　・レビューを受け る人(レ ビューイ)が 会 を主催し,ス ケジ ュールす る。

　　　 会の出席者 もレビューイが選び,問 題点を指 摘す る能力のある人(人

　　　 数は4～5人)に 限 る。

　　　・管理者は原 則と して出席 しな い。 これは ウォークスル ーの結果を個人

　　　 の評価材料 に しないためである。

　　　・レビューイは レビューす る立場の人(レ ビューア)に 事 前に資料を配

　　　 付 してお く。 レビューアは会の前までに資料の内容を十分 に理解 して

　　　 おか なければな らない。

　　　・エ ラーの発見を中心に行 い,そ の場では訂正はいっさい行わな い。見
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　 　つ か った エ ラー は文 書 化 して お き,後 日 レ ビュ ーイ が ま と めて 訂正 作

　 　 業 を 行 う。

　 ・ウ ォー クスル ー の時 間は で き るだ け短 時 間(1～2時 間)に す る。時

　 　 間 内に終 らな い とき は,日 を改 め て再 実 行す る。

(2)　 イ ンス ペ クシ ョ ン(inspection)

　 　 構 造 化 ウ ォー クスル ーがか な りイ ンフ ォー マル な検 討会 で あ ったの に

　 対 し,も っ と形 式 的 な色 彩 を強 めた の が イ ンスペ ク シ ョンで あ る。

　 　 イ ンス ペ クシ ョンも技 術 的 な検 討 会 とい う意 味 で は ウ ォー クスル ー と

　 違 い は な いが,後 者 と比 較 し て以下 の よ うな特 徴 を持 つ 。

　 ・エ ラー を 見つ け るだ け で な く,開 発 の各 局 面 の終 りに達 成 してお か な

　 　 けれ ば な らな い完 成 基 準(exit　 criteria)を 定義 してお き,そ の 局 面

　 　 での 出 力(成 果 物)が 基準 を満す か否 か を チ ェ ックす る。

　 ・発見 され た エ ラーの 修 正 や完 成 基 準 の 確認 に対 して 正式 の承 認 を必 要

　 　 とす る。 承 認 を与 える責 任 者 と して モ デ レー タを 設 け る。

　 ・イ ンスペ ク シ ョンに 対す るすべ て の責 任 は モ デ レー タが 持つ 。 モ デ レ

　 　 ー タは 出席 者 の選 定 や ス ケ ジ ュー ル を行 う。 モ デ レー タは 検証 され る

　 　 べ き出 力 の 開発 者 で は な く,ま た 開 発 チ ー ムの メ ンバ ーで な くて も 良

　 　 いo

　 ・イ ンスペ クシ ョンは6つ の ス テ ップか ら構 成 され る。す な わ ち,計 画,

　 　 概 要 説 明,準 備,ミ ー テ ィン グ,再 作 業(エ ラー修 正),フ ォ ロー ア

　 　 ップで あ る。

　 ・ウ ォー クスル ーで は準 備 作 業 と して 資料 の事 前配 布 が 行 わ れた が,イ

　 　 ンス ペ クシ ョ ンで は さ らに これ を強 化 して,参 加者 全 員 に対 して資 料

　 　 の 概略 説 明(overview)を 行 うほか,エ ラーの チ ェ ック リス トな ども

　 　 配 布す る。

　 ・ウ ォー クス ル ー では エ ラ ー修正 は す べ て 開発 者 の 責 任 で行 わ れ た が,

　 　 イ ンスペ ク シ ョ ンでは モ デ レ 一 夕が 開発 老 と連 絡 を 密 に して,エ ラ ー
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修 正 が 正 し く行 わ れ た か ど うか を フ ォ ロー ア ップす る。

・イ ソス ペ ク シ ョン技 術 の 向上 のた め に ,イ ンスペ ク シ ョン実行 の たび

に エ ラーの タイ プや発 生頻 度 な どの デー タ を収集 ・分 析 して後 の用 に

役 立 て る。

4.1.4　 テス ト技 法

　　 テス トは大き く静的解析 と動的解析に分け られる。静 的解析 は プログラ

　　ムの実行を伴わない もので,こ れには プログラムのエラーや構造のまず さ

　 な どを検出す る静的エ ラー検出や,実 際の数値 デ ータの代 りにシ ンポ リッ

　　クな変数値 を用いて,出 力を評価 した り,パ ス選 択の様子 を調べ るシンポ

　　リック実行な どが含 まれ る。

　　 動的 解析はプ ログラムを実行させてその正 しさをチ ェックす るもので,

　 通常 「テス ト」 と呼ぶものはこの動的解析を指す 。以下,本 項 で述べ る技

　 法は,主 としてこの狭義 のテス トに関す るものである。

　　　テス トの戦略 としてはモジ ュールの上位 から下位に進 め る トップ ダウ ン

　　 ・テス ト,下 位か ら上位 に進め るボ トムア ップ ・テス ト,上 下 位同時 に行

　　う一斉 テス トお よび ビッグバン ・テス トがある。

　　　テス トの段 階 としては上記のいずれの戦略を取 った場 合で も,基 本的 に

　　は,単 体テス ト,結 合 テス ト,シ ステム ・テス トの3段 階 に分 けて実行 さ

　　れ るよ うである。　(場 合に よっては,あ る段階 が さらに分割 された り,省

　　略 された り,2つ の段階が1つ にま とめ られた りして,段 階の数が変化す

　　るこ ともあ り,ま たそれぞれ の段階が異 った名前 で呼ばれ た りす ることも

　　あ って,上 記の分類 は必ず しも確定的ではないが,こ れ らは上記 のバ リエ

　　ー ションと考 えて差 し支 えない。)

　　　単体 テス トで評価すべき特性 としては,モ ジュール ・イ ンタフェース,

　　局所 デー タ構造,重 要 な実行 パス,エ ラー処理パ ス,お よび これ らすべて

　　に影響す る境界条件,の5つ が挙げ られ る。結合 テス トではモ ジュール間
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の イ ンタ フ ェー スが テス トされ る。 上 記の テス トの戦 略 は主 と して この段

階 に 関係す る 問題 で あ る。 シ ス テ ム ・テス トは い くつ か の ソフ トウェ アを

1つ の シ ステ ムに 組み 込 む 場 合 の 統 合 的 な テス トの こ とで,ソ フ トウ ェア

工 学 の 範 囲か らは やや 離 れ るの で こ こでは 論 じな い。

　 テ ス ト ・ケ ー スの設 計 法 と しては,プ ログ ラムの 内部構 造 を調 べ て論 理

が 正 しいか否 か を テ ス トす る ホ ワイ トボ ックス ・テ ス トと,プ ログ ラムの

内部 構 造 や 動作 に は 関知 せ ず,仕 様書 通 りの動 き方 を す るか 否 か だけ を テ

ス トす る ブ ラ ックボ ックス ・テ ス トが あ る。 前者 の 代 表 的 な もの に論理 網

羅,後 者 の代 表 的 な もの に同 値 分 割,境 界 値 分析,原 因=結 果 グラ フな ど

の 技 法 が あ る。

　 また,エ ラー予 測 の ため の 技 法 と しては,バ グ管 理 図や 埋 め込 み モデ ル

(キ ャプチ ュア ・リキ ャプチ ュ ア)な どが あ る。

　 以 下,テ ス トの 戦 略,テ ス ト・ケー スの 設 計法,エ ラ ー予測 のた め の技

の3つ の場 合 に分 け て,個 々の 技 法 につ い て 説 明す る。

A.テ ス トの戦略

　 (1)　 トップダ ウ ン ・テ ス ト

　 　 　 トップダ ウ ン ・アプ ロー チ によ るテ ス ト法 で,上 位 の モ ジ ュ ールか

　 　 ら下位 の モ ジ ュ ールへ と テ ス トを進 め て行 く。

　 　 　 この方 法 で は主 要 な 制 御 構 造か らテ ス トされ て行 くし,最 初 の段 階

　 　 か らイ ンタ フ ェー スの 検 証 が行 えるの で,致 命 的 な エ ラ ーが あ とに な

　 　 って 見つ か る とい った危 険 性が 少 ない 。 また 下 位 モジ ュー ルの テ ス ト

　 　 に は 作成 済み の上 位 の モ ジ ュ ールが 使 用で き るた め,シ ス テ ムの 本番

　 　稼 働時 と同 じ環境 下 で テ ス トで き,イ ン タフ 土一 スの エ ラ ー を減 らす

　 　 こ とがで きる ばか りで な く,エ ラーの 発見 も容 易 にな る,な どの利 点

　 　 が あ る。

　 　 　 しか し,上 位 の モ ジ ュ ール を テ ス トす る時 点 で,ま だ 下 位 の モ ジ ュ

　 　 ー ルが 作 成 さ れ てい な い の で,下 位 モ ジ ュー ルが返 す べ き デ ー タを シ
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　 ミュ レー トす る た めの ス タ ブが必 要 に な る のが 欠点 で あ る。 複雑 な プ

　 ロ グ ラムの場 合,要 求 を うま く満 す よ うな ス タ ブを 設計す るのは か な

　 り大変 な 作 業 で あ る。

(2)ボ トム ア ップ ・テス ト

　 　 ボ トム ア ップ ・ア プ ロー チ に よるテ ス ト法 で,上 記 の方 法 とは逆 に,

　 下 位 の モ ジ ュー ルか ら上 位 の モ ジ ュー ルヘ テ ス トを進 め て 行 く。

　 　 ボ トムア ップ ・テ ス トの長 所 ・短 所 は,ト ップ ダウ ン ・テ ス トの そ

　 れ らを そ の ま ま裏 返 した 恰 好 にな る。 た と えば,こ の方法 で は ス タ ブ

　 を必 要 と しない 代 りに テス ト ・モ ジ ュー ルを 制御 す るた め の テス ト ・

　 ドライ バ ーを作 成 す る必 要 が あ る。 テ ス ト ・ ドライ バ ーは シ ミュ レー

　 シ ョンの プ ロ グラ ム で あ るか ら,実 際 の稼 働 時 とは 似 て非 なる環 境 し

　 か実 現 す る ことが で きな い。 従 って,本 当 に稼働 時 と同 じ状況 で テ ス

　 トで き るの は,す べ ての モ ジ ュール が 完成 す る最 後 の段 階 で しか ない

　 こ とにな る。 そ れ まで は イ ンタフ ェー ス を仮 定 した まま テ ス トを進 め

　 な けれ ば な らな い の で,エ ラ ーが 発 見 され た ときに そ の 原 因を 見つ け

　 るこ とが容 易 で な い。

　 　 しか し,最 初 に モ ジ ュール単 位 で テス トされ るか ら,具 体 的 なイ メ

　 ー ジが 掴 み 易 く,い ろ い ろな パ ス を試 す こ とが で き て,徹 底的 な モ ジ

　 ュー ル ・テ ス トが 行 えるの は利 点 であ る。

　 　 設 計法 と同 様 に テス トにお い て も,ト ップ ダ ワ ンと ボ トム ア ップの

　 優 劣 の決 着 は にわ か に は つ け難 い。 一 般 に プ ログ ラ ム構造 の上 位 レベ

　 ル の テ ス トに対 して は トップ ダ ウ ン,下 位 レベル の テ ス トに対 して は

　 ボ トム ア ップ を組み 合せ た複 合 ア プ ロー チが 最 良 とされ て い る。

(3)一 斉 テ ス ト

　 　 上 記 の2つ の テ ス トは順 序 の 違 い こそ あれ,い ず れ もモ ジ ュール を

　 作 成す る その つ ど,テ ス トを実 行す る点 で は 一致 してい る。一 斉 テ ス

　 トは モ ジ ュール が す べ て完 成 してか ら,そ れ らを結 合 した プロ グ ラム
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　 　を1つ の モ ジ ュール と見 て,一 度 に テ ス トし て しま う方 法 で あ る。 い

　 　わ ば テ ス トの 手 抜 きで あ り,う ま くテ ス トに 合 格 した場 合 は コス トが

　 　少 な くて済 む 。 しか し,実 際 には 多か れ 少 な か れ エ ラ ーが存 在す る こ

　 　とは免 れ な いか ら,結 局 は上 記 の よ うな方 法 で 部 分 的 に攻 めて行 か な

　 　けれ ば な らな い こ とに な り,か え って コス トが 高 くつ く恐 れ が多 い 。

　 　 　あ ま り推 奨 で きな い方 法 で ある 。

　(4)　 ビ ッグバ ン ・テ ス ト

　 　 　一斉 テ ス トの 改 良版 と もい うべ き もので,各 モ ジ ュー ル につ いて 単

　 　体 レベ ル の テ ス トを 行 った あ と,一 斉 テ ス トを 実行 す る も ので あ る。

　 　従 来,最 も多 く行 わ れ て来 た 方法 で あ るが,単 体 テ ス トの ため に ス タ

　 　 グ,テ ス ト ・ ドライバ ーの 両方 が 必要 で あ る。

B.テ ス ト ・ケ ー ス の設 計 法

(1)論 理 網 羅(logic　 coverage)

　 　 　すべ て の論 理 パ スを テス トす る こ とは理 論 的 には 可能 で あ って も,

　 　実 際 には パ スの 数 が 天 文学 的 な数 に な って しま うた め,事 実上 不可 能

　 　で あ る。 従 って,単 体 テ ス トにお いて も,テ ス トされ るパ スは い くつ

　 　か の重 要 な もの だ け に限 られ る。

　 　 　論 理 網 羅 は パ ス ・テ ス トの基準 を よ り完 全 な もの に向上 させ るた め

　 　の テ ス ト手 順 を与 え る手 法 であ る 。 網羅 の 基 準 を弱 い もの か ら強 い も

　 　の の順 に示 す と,次 の よ うに なる 。

　 　① 　命 令 網 羅(statement　 coverage)

　 　 　　す べ ての 命 令 を 少 な くと も1回 は 実 行 す る よ うに テ ス トす る こ と。

　 　② 判 断 網 羅(decision　 coverge)

　 　 　　す べ て の 判 断 に つ い て真 と偽 の結 果 を少 な く と も1回 は と るよ う

　 　 　に し,か つ 入 口点 が 少 くと も1回 は 呼ば れ るよ うに テ ス トす るこ と。

　 　③　 条 件 網羅(condition　 coverage)

　 　 　　ま た は分 岐 網羅(branch　 coverage)
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　 　　 判 断 にお け るあ らゆ る条 件 で,す べ て の 可能 な結 果 を少 な くとも

　 　 1回 は とる よ うに し,か つ 入 口点 が 少 な く とも1回 は 呼 ば れ るよ う

　 　 にテ ス トす る こ と。

　 ④ 判断/条 件 網 羅(decision/condition　 coverage)

　 　　 1つ の判断 で の それ ぞ れ の 個別条 件 で,す べ て の可 能 な 結 果 を少

　 　 な く とも1回 は とる よ うに し,か つ それ ぞ れ の 判断 が 可 能 な結 果 を

　 　 少 な く とも1回 は とる よ うに し,さ らに入 口点 が 少 な くとも1回 は

　 　 呼ば れ る よ うに テ ス トす る こ と。

　 ⑤ 　複 数 条 件網 羅(multiple-condition　 coverage)

　 　　 それ ぞ れの 判 断 にお け る条 件 付 き結 果 の 可能 なすべ て の 組み 合せ

　 　 と,す べ ての 入 口点 が少 な くと も1回 は試 され る よ うに テ ス トす る

　 　 こ と。

　 　 なお,IF(A　 OR　 B)THEN… ・一 のよ う な場 合,　 I　Fの あ

　 との(　 )全 体 を 「判 断 」,(　 )の 中 のttA"と か"B"と か を「条

　 件 」 と呼ぶ 。

(2)同 値 分 割(equivalence　 partition)

　 　 これ は ブ ラ ッ クボ ックス ・テ ス トを 行 う場 合,で き るだ け 少 な い テ

　 ス ト・ケ ース で,で き るだ け 多 くの エ ラー を発 見す る よ うな,適 切 な

　 テ ス ト ・ケー ス のサ ブセ ッ トを 見出す た めの 手 法で あ る。

　 　 その た め には テ ス ト ・ケー スを い くつ か の 同値 クラ ス とい う もの に

　 分 割 し,そ の 同値 ク ラス の中 では どれ か1つ の要 素 につ い て テ ス トす

　 れ ば,他 の要 素 に つ いて は同 じテ ス ト結 果 が得 られ る よ うにす る。 そ

　 れ ゆ え,テ ス トは異 った 同値 ク ラス につ い て のみ 実行 す れ ば 良い。 こ

　 の方 法 では ま ず入 力の 同値 クラス を見 分 け,次 い で それ を利 用 して テ

　 ス ト・ケ ース を定 義す る。

(3)境 界値 分 析(boundary`value　 analysis)

　 　一 般 に エ ラーは 入 力 と出 力 の同 値 ク ラスの 端 お よび そ の 付 近(こ れ
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　 を境界条件 とい う)の 値 で起 り易い性質 を持 ってい る。同値分割では

　 テス ト・ケースの値 として 同値 クラスの どの値を選 んで もかまわなか

　　ったが,境 界値分析は境界条 件にある値 を選ぶ ことによって,エ ラー

　 発見の効率を高める工夫 をしてい る。境 界値分析は この境界条件 を見

　 出すた めの手法を与 えるものである。

(4)原 因=結 果 グラフ(cause-effect　 graph)

　　 同値 分割や境界値分析 では入力状況の組み 合せ を明確にす ることが

　 容易でない。原因=結 果 グラフは入力条 件(原 因)と それ に対応す る

　　ア クシ ョン(結 果)の 因果関係 を,見 易 く表現す るための図法で,こ

　 れはエ ラー発見効率の高いテス ト・ケースを選択す るの に役立つ。

　　　この グラフで使用す る基本的な記号の意味 を図表4-19に,そ の

　 使 用例を図表4-20に 示す。例では1～9の9つ の原因か ら,そ の組

　 み合せ によって31～34の4つ の結果が生 じることを表わ してい る。

　　 21～23は 中間的 な条件である。この グラフか ら4.1.2⑩ に述べた決

　　定表 に変換 し,そ れに基づ いてテス ト・ケースを作成す る。

C.エ ラー予測のための技法

　(1)バ グ管理図

　　　図表4-21に 示 したよ うに横軸 に工数を取 り,縦 軸 にテス ト項 目

　　の消化件数 と発見 したバ グ数 を表示 した図表 である。元来,未 解決バ

　　 グ数が どれだ け残 ってい るか を見るた めの管 理図であるが,発 見パ グ

　　数の 曲線 を外挿す ることによ ってバ グの総数(従 って,未 発見のバ グ

　　数)を 推定す る ことがで きる。

　　　バ グ数の 曲線 は近似的に ゴンペル ッ曲線に従 うことが知 られている。

　　 これ による と時間(工 数)tに お けるバ グ数Nは 次式で与 えられ る。

　　　　　N=K・abt

　　　 ただ し,　 K:バ グ総数(予 測),

　　　　　 　　　 0〈a,b<1:曲 線の形状を決定す る定数,

　　 である。
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図表4-19 原因=結 果 グラフで用いる記号

(a) 原因=結 果の基本的な関係

　 tDENTIIY関tt

　 ●!F● τ}{ENb.

H

　 　 　 NcrT'関 紋
・IF　 NσT`THEN　 b・一

　　 　OR間 敦
・1F仏OR　 bτHEN　 c・

`

　　　AND関 戟
.tF　Nor　 8τ1{日N　b.

亀

∨　　c A　 c

b b

　　 　 NOR関 数

「【F　NErTHER●HOR　 b　 '
　　 　 〒HEN　c.

　　MND間 数
'IF　Nσ 『息ANDb

　　 THEN　 c●

亀

b

《　　㊨

(b) 原 因=結 果の制約 、

eXCLusrVEな 制約

らbの 内高々
ひとうだけとりだす

　　　　メ⊃
　　,"
ε<、

　　 　、、

　　　　、て∋

心{CLusrVEなti的

」bの 内少なくとも

ひとつはと`ノだす

　　　　,◎
　　,/1く

、、

、

v

ONE-O柏LY・ONEの 割前

らbの 内ちょうどひとつだ
けとりだす

　　　　　,疋)　 ・
　　 /'
　0く

　　　＼

　　　　　、◎

REQU【RESの 原口'
`を とリ1ピした蝿合は必ず

5bと リES

　　　乞一く三)　

R/'　＼

、　　　～ 一Φ

t

　MASKSの 劇的

　 ●はbに
　 マスクをかける

　　/一 一◎

M('
　 、、

　　、～ ⑤

、

(宮 本 勲 著 「ソ フ トウ ェア エ ンジニ ア リン グ:現 状 と展 望 」

(TBS出 版会)よ り転載

一173一



図表4-20　 原 因=結 果 グ ラ フの 例

　　　 !

　 !!
ε← 一
　 、
　　 ＼

　 !/
Eぐ 一

　　、、

朋Lrc」 と滝 口 の舶 のあとに脳 ・塑 の撃 てない文和
　 　　　 r/」 て ある.　 　　　　　 　　　　　 　　　 ,

原因 乙　　コ マン ドには.ち ょうど◆2ffの 「!」 の文字が ある.

原因 工　 'StriN　1の 長さが1て ある

原因　4●　　St'tine、1の長さが30「ごある・

原因 ふ　 StriNl・ の長 さが2～29て ある・

　 　　　　 Strinlr　2の 長 さがOて あ る・　　 　　 ,.原因&.

原因7.'JStτins　 2の 長 さが30て ある

　 　　　　 Strinqt　2の 長 さが1--ts「 ごある◆原因&

原因9.　 現在みて いる行に.Strir罵1が 含まれ る.

灘 芸 麗 祭 灘 盟;蒜 晦1:が減 治 さかえらatS
結 果3工 　、、NOτ"OUNDと 印 刷 さ れ まち　 　 　 　 　 ・・い

結 果34..・,,rNVAＬUD　 SYNlrAXと 印 刷 さ4rLた ●'

(宮 本 勲 著 「ソフ トウ ェ アエ ンジ ニア リン グ:現 状 と展望 」

(TBS出 版会)よ り転載)
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図表4-21　 バ グ管 理 図

昔
一山
}
迎
一
口
瞥

ム
〆

ト
.

デスト項目消化実績

工程

(2)エ ラ ー 埋 め 込 み モ デ ル(error　 seedingmodel)ま た は キ ャ プ チ ュ

　　 ア ・ リキ ャプチ ュア(capture・recapture)

　　 故 意 に 作 った バ グを プ ・ グラ ム の中 に埋 め 込み,テ ス トに よ って 検

　 出 され た埋 め 込み バ グの 割合 か ら,・プ ロ グ ラム中 に潜 在 す る総 バ グ数

　 を推 定 す る方法 で あ る。

　　 総 バ グ数Nと テ ス トに よ って検 出 され る バ グ数nの 比 は,埋 め込 ん

　 だバ グ数Mと テ ス トに よ って検 出 され る埋 め 込 みパ グ数mの 比 に等 し

　 い と仮 定 され るか ら,次 式が 成 立 つ 。　 "

　　 　　 N=M・n/m

　　 従 って,あ る時点 にお け る埋 め 込 みバ グ数 を除 い た潜 在 バ グ数1は

　　 　　 ll=N子 －M-(n-m)

.で与 えられ る。

　　 これ か ら信 頼度95%のNの 範 囲 を 計算 す る と,次 の よ うに な る。
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m
--1 .96
n

　 　 n×m/・(1-m/・),gM
N-1　 　　　　　　 n　 　　　　 -N

≦ 三 十i.96
　 n

4.2　 開発支援ツー ル

4.2.1　 開発支援ツールの分類

　　　一 口に開発支援 ツール と言 って も,そ の 目的 ・用途 ・規模な ど千差万別

　　で,こ れ らを きれ いな形 に分類 して示すのは容易ではないが,こ こでは一

　　案 として図表4-22の よ うに分類 してみた。

開 発支 援
ツ ール

図表4-22

直接 支 援
ツ ーノレ

開発 支 援 ツー ルの 分類

ライフサイ　　　 (広義の)　 　　 システム分析

遜 罪 ㌃支援ソ丁;驚 型
　　　　　　　　　　　　　　設計支援型

　　　　　　　裂 τ蹴
　　　　　 　　　　　　　　テス ト支援
　　　　　 　　　　　　　　ツール

　　　　　 　 ライフサイクル
　　　　　 　一貫支援ツール

鰹 援一一τ 麗麗 ㌘

　まず,開 発支援 ツール全体 を直接支援 と間接 支援 とに分け る。直接支援

とは ソフ トウ ェア 開 発 の作 業 そ の もの を支援 す る ツール の こ とで,こ れ に

は ライ フサ イ クル の 各工 程 を 個 々に支 援 す るもの と,全 工 程 を 一 貫 して支.
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接す る もの とが あ る。

　 従 来 の支 援 ツール は,ほ とん ど前 者 の個 別支 援 型 の ツ ール に 限 られ て い

た が,こ れ は工 程 別 に(広 義 の)設 計 支援,プ ログラ ミン グ支 援,テ ス ト

支 援の3つ に分類 され る。保 守 ・運 用支 援 とい うもの も ライ フサ イ クル の

上 か らは 考 え られ る が,こ れ は間 接 支 援の 方 に含 めて考 える。

　 広 義 の 支 援 ツール の中 には シス テ ム分析 ・要 求 定義 を主 とす る もの と,

狭 義 の設 計 を 主 とす る もの とが あ る。 前者 に属す るも の で はIRW社 のS

REMや,ミ シ ガ ン大 学ISDOSプ ロジ ェ ク トのPSL/PSA,イ ギ リス

System　 Designer社 のCOREな どが 有 名で あ る。狭 義 の 設計 支 援 ツ ール,

特 に基 本設 計段 階 を支 援す る ツー ルは あま り見 当 らな いが,こ こで は そ の

数 少 な い一 例 と して,PRIDEの 方 法 論 を ツール化 したASDMを 挙げて お

く。

　 プ ロ グラ ミングと テ ス トの工 程 を支 援す る ツール は 多数 あ り,従 来 の 支

援 ツール の 大半 は こ の分 野 に集 中 してい る。'テス ト支 援 ツ ール の さ らに詳

細 な 分類 は4.2.4で 行 うの で,本 項 で は プ ログ ラ ミング支援 ツ ール につ い

て のみ 説 明 を加 える。

　 プ ログラ ミング支 援 ツール に は,非 手続 き的 な 簡易 言 語 を 用 い て直 接 オ

ブ ジ ェ ク トコー ドを生 成す る簡 易 言語 型 と,あ る プロ グ ラム言語 の ソー ス

コー ドを生 成す る プ リコンパ イ ラ型 とが あ る。 前 者の 代 表 的 な例 と してM

ARKIV,　 EASYTRIEVE,　 NATURALな'ど が あ り,後 者 の 代表 的 な 例

と してはHYPERCOBOL,　 JSP-COBOL,　 CORAL,　 JASPOL,

SP-FORTRANな どが あ る。

　 上 の よ うな 区分 とは 別 に,UNIXのPWB(Programmer「s　 Work

Bench)の よ うに プ ログ ラマの 作 業環境 を整 備 ・向上 させ る こ とに よ り開

発 支援 を行 お う とす る環境 支 援型 の ツー ルが あ る。 これ は本 来,ラ イ フサ

イ クル全 体 に 適 用 され る一 貫 支援 型 の ツー ルで あ るべ き もので あ るが,現

状 で は僅 か の例 外 を 除 い て,プ ロ グラ ミン グ～ テ ス ト工 程 の 支援 に止 ま っ
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てい る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・

　従来 のツールが個 々バ ラバ ラで,有 機的なつなが りがないた め,き わ め

て使い難 いものであ った点 を改善 し,ラ イ フサイクル全体を首尾一 貫 して

支援 しようとい うのが一 貫型の支援 ツールであ る。 しか し,あ らゆる分野

に適用でき るオール ラウン ド型の一貫支援 ツール とい うのはまだ実現 され

てお らず,た とえば 日本電気のSEA/1で は主に事務処理用のCOBOL

プ ログラムを対象 とす るな ど,あ る特 定分野に適用を絞 った ツールが多い。

この中で,東 洋情報 のCADAPは ドキ ュメ ン トの作成支援 を主眼 とす るこ

とで,オ ール ラウ ン ド型の ソフ トウェアCADを 意図 してい る点は注 目に

値す る。

　間接支援 型の ツール としては開発管 理支援 と文書 化支援の ツールがあ る。

4.2.2　 設 計支 援 ツー ル

　 　 こ こで は 要 求分 析 ・仕様 ツール と狭 義の 設 計 支 援 ツ ールか ら代表 的 な も

　 の を選 ん で 解 説す る。

　 (1)　 SREM(Software　 Requirements　 Engineering　 Methodology)

　 　 　 これ はTRW社 が ア メ リカ陸軍 のBMDATC(弾 道 ミサ イ ル 防衛 高 等

　 　 セ ンタ ー)の た め に開発 した 自動 化要 求 分析 ・定義 技 法/ツ ール で あ る。

　 　 も っと正 確 に 言 う と,そ の実 体 は 要 求記 述言 語RSL(Requirement

　 　 　Statement　 Language)と 支援 ツール 群REVS(Requirement　 En-

　 　 　gineering　 and　 Validation　 System)と か ら成 り,そ れ を統 一 す る

　 　 方 法 論 がSREMで あ る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・

　 　 　 　SREMは もとも と,実 時 間 シス テ ムの た めの 要 求定 義 技 法 と して 開発

　 　 　され た と ころか ら,要 求 を 「処 理 の 流れ 」 と して把 え るが,R　 S,Lは そ

　 　 れ を記 述す るの に 「要 素」,「 関 係 」,「 属 性 」,「 構造 」 の4つ の基

　 　 本 的 概 念 を用 い る。 要 素 は要 求 を記 述 す るた め の対 象 ない しは概 念 を表

　 　 わ し,関 係 は それ らの 相 互関 係 を,属 性 は要 素が 持 つ性 質 を表 わす 。 構
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造 は 要 素 を使 って組 み 立 て られ る処 理 の流 れ の モ デ ルの こ とで,全 体 の

構造 はR-NET(Requirements-Net)と 呼ば れ る ネッ トワー クで 表わ

す 。 図 表4-23に はR-NETと それ に対 応す るRSLの 記 述例 を示 し

た。

　 　 REVSはRSLで 記 述す る仕 様 を作 成 ・保 守 ・検 証 ・文書 化す るた

め の シ ス テム で,①RSLの 処 理,② 会 話 型R-NET処 理,③ 要 求 仕 様

　　　　　　　　　 .図表4-.　 23　 SREM

　　　　　　 (a)　 R-NETに よる構造の記述例

、
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(b)　 RSLに よ る記 述

R-NE【 　PROCεSS-RkDM-RmuRN●

　 8ZRucme

　 　 　 工rm－ ΣNTZR?AC星R旭AX⌒-BUTVZR

　 　 　 EmmCT－ 眠UR㎜

　 　 　 DO(S↓PA　rUS-▼ 旭:】}■R㎜)

　 　 　 　 DO　UPDArs-STJLT2▲ 罵D　1【」LLMXX-?工LrER㎜

　 　 　 　 .D訂 駅MΣN呂一江x亨A電工o冨

　 　 　 　 DD忠ZR":N昆 －X?-RaDMのANT

　 　 　 　 雪田 工NAT8

　 　 　 0r口口 胃工S呂

　 　 　 　 DSTERMrNE－ 工警』ourpu　e－㎜ 宮D

　 　 　 　 加DET】9RU:NE_エP_RE　 DmmAlrr

　 　 　 　 　 DE　:ER"INZ－ 蹴A苦 工0賞

　 　 　 　 　 TERII工N△TS

　 　 　 　 担ΦDmERM工HD－ ΣP-GErosr

　 　 　 　 　 rtau工NATE

　 　 　 　 IND

　 　 　 ㎜

　 SND.

(国 井利泰 編rbit増 刊,

(共 立 出版)よ り転載)

ソ フ ト ウ ェ ア ・ プ ロ ダ ク ト工 学 」

の 解 析 と文 書 化,④ シ ミュ レー シ ・ン機 能,⑤ 拡 張RSL処 理,の5つ

の ツー ルか ら構 成 され てい る。REVSは,要 求 仕様 は 最 初か ら明確 に決

め られ る もの で は な く,検 討 ・修 正 を重 ね て 次第 に 固 ま って行 くもので

あ る とい う考 えに立 ってお り,そ のた め仕 様 を繰 返 し修 正 ・入 力で き る

よ うに な って い る。

　 SREMは 実 際 に要 求 仕 様 を行 う際の 手順 を定 め て い るが,そ れ は次

'の よ うな もの で あ る。

① 　 解 釈 と翻 訳(interpretation　 and　 translation)

　 　 シス テ ム仕 様 を 分 析 して,詳 細 な デ ー タ記 述 と処 理 段 階 に変 換す る。

② 分 解(decomposition)

　 　 要 求機 能 の詳 細 仕様 を 決 定 し,そ の一 貫性 や 完全 性 を静 的 お よび 動

　 的 解 析 によ って テ ス トす る。
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　③ 割 り付 け(allocation)

　 　 　性 能 要 求 を仕 様 化 して,そ れ に よ って 拘束 され る処 理 の パ スを決 定

　 　 し,そ れ らに性 能 要 求 を割 り付 け る。

　 ④　 実現 可 能性 の実 証(analytical　 feasibility　 demonstration)

　 　 　 シ ミュ レー シ ョ ンに よ って,要 求 の シス テ ムが 実 現 で き るか 否 か を

　 検 証 す る。

　 　 上 記①,② の 手続 きで は主 と してRSLが,③,④ で は主 と してREV

　 Sが 使 わ れ る。

(2)　 PSL/PSA(Problem　 Statement　 Language/Problem　 Sta-

　 　 tement　 Analyser)

　 　 これ は ミシ ガ ン大 学 にお け るISDOSプ ロジ ェ ク トで開 発 され,　CAD

　 SATと 呼 ばれ る大規 模 システムの一 部 に組 み 込 まれ てい る要 求分 析 ・仕

　 様 ツ ールで あ る。

　 　 構 成 はSREMと 似 て お り,要 求 記述 言 語PSLと,　 PSLで 記 述 された

　 仕 様 を 分 析 した り,そ れ か ら文 書 を作 成 した りす る ツ ー ルPSAと か ら

　 成 る。

　 　要 求 定義 は,① シス テ ム入 出 力の 流 れ,② シ ステ ム構 造,③ デ ー タ構

　 造,④ デー タ導 出,⑤ シス テ ム ・サ イ ズ,⑥ シ ステ ム ・ダイ ナ ミックス,

　 ⑦ シ ス テ ムの性 質,⑧ プ ロジ ェ ク ト管 理,の8つ の 局面 につ い て行 う。

　 　 情 報 シス テ ムの記 述は,そ の 「構 成 部 分 」(オ ブ ジェ ク トと呼ば れ る),

　 それ ぞ れ の 「性質 」,お よび そ れ らの あい だ の 「関係 」 の3つ め基 本的

　 要 素 で 表 わ し,そ れ らをす べ て2項 関 係 と してPSAデ ータベ ースに格納

　 す る。

　 　 PSAは これ らの 関係 を基 に して① 構 文,② 入 出 力 の完 全 性,③ デ ー

　 タ構 造 定義 の完 全 性,④ デ ー タ構 成 要 素間 の論 理 構 造 の 矛 盾,⑤ 処 理 ブ

　 ロ ックの親 子 関 係,に 関 して チ ェ ッ クを行 い,種 々め ドキ ュ メ ン トを作

　 成す る。
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(3)ASDM

　 　これはPRIDEに 基づ いた設計支援 ツールの総称で,そ の中核を成す

　 の は シろ テ ム ・デ ィク シ ョナ リ/デ ィ レ ク トリのIRMと,シ ス テ ム設

　 計 自動 化 ツ ール のADFで あ る。

　 　 IRMは 既 存 の シ ステ ム に関 す る 情報 をす べ て管 理 す る もの で,情 報

　要 求,組 織 シ ス テ ム,サ ブ シ ス テ ム,人 間の プ ロシージ ャ,コ ンビュー

　 タ'プ ロ シ ニ ジ ヤ!プ ロ グ ラ ム ・ モ ジ ュ ー ル ・ コ ー ル,人 間 の フ ァ イ ル,

　 コ ンピ ュー タ ・フ ァイル,入 出力,レ コー ドの13の コ ンポ ーネ ン トと

　 そ れ らの 相互 関 係 と して定 義 す る。

　 　 ADFは ユーザ の要 求 に対 して,ど の よ うな システ ム を構 築 した ら良 い

　 か,再 利 用 で き る既 存の シ ス テ ムが あ るか,サ ブ シス テ ムの 分 割は どの

　 よ うにす る のか,な どを教 えて くれ る シス テ ム であ る 。 まず ユ ーザ の 要

　 求 を ま とめ て,出 力,レ コー ド,デ ー タの 定義 を作 成 し,デ ザ イ ン ・パ

　 7メ ー タ と一 緒 にADFに 入 力す る と,分 析 サ ブシステ ムが デ ー タ ・フ ロ

　 ー分 析 を行 って,.出 力分 析,エ ラ ー分 析,現 状 シス テ ム分 析,新 シ ス テ

　 ム分 析,保 守 用 トラ ンザ クシ ョン分 析,な どの 形 で 結果 を 出 力す る。 こ一

　 の 結 果 に 必要 な らば手 を加 えて デ ー タを再 入 力 レ,レ ポ ー テ ィ ソ グ ・サ

　 ブ シ ス テ ムを起 動 す る と,シ ス テ ム,サ ブ シス テ ム,プ ロシ ー ジ ャの3

　 種 類 の フ 『 一チ ャーこトのほ か,用 語 集,設 計 マ 二 子ア ル,ユ ーザ ・マ ニ

　 ュア ル,コ ン ピ ュご タの ラ ン ・ブ ック,な どが 出力 され る。 これ らの 出

　 力を 基 に して,プ ロ グラ ムや モ ジ ュ ール の コー デ ィ ングが 可 能 で あ る。

4.2.3　 プ ロ グ ラ ミン グ 支援 ツー ル

　 　 こ の ジ ャ ンル に 属 す る 支 援 ツ ー ノヒは 非 常 に 数 が 多 い,ζ こ では デ ー

　 ,タ フ ロ「型 とデ ー タ構 造 型 の プ リコ ンパ イ ラ.から,そ れ ぞ れ代 表 的 な もの

　 .を1つ ず つ 選 ん で 紹介 す る。
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(1)　 HYPER　 COBOL

　 　 これ は富 士 通が 開発 した事 務 処 理 用COBOLプ ログ ラ ム作成 の た め の

　 プ リコ ンパ イ ラで,デ ー タ フ ローに よ る設 計 法 に基づ いて い る。

　 　 この シス テ ムで は 標 準 ユ ニ ッ トと呼 ぶ い くつか の 機 能 モ ジ ュー ルを 用

　 意 し,そ れ らをSA(ス トリー ム ・エ リア)と 呼 ぶ バ ッフ ァを介 して 結

　 合す る こと に よ り,プ ログ ラム を作 成 す る。 標 準 ユ ニ ッ トには,た と え

　 ば入 力 デ ー タの正 当性 を チ ェ ックす るCHECK,入 力 デvタ を編 集 ・選

　 択す るEDIT,2つ の 入 力 デ ー タを指 定 され た キ ー に従 って 突 き合 わ せ,

　 更新 ・追 加 な どを行 うMATCH,入 力 デL-…タを キ ー順 に ソー トあ るい は

　 マ ー ジす るSORTやMERGE,入 力 データ群 が ら出 力形 式 の 指定に従 っ

　 て レポ ー ト作成 す るREPORTな どが あ る。

　 　 利 用者 は これ らの標 準 モ ジ ュー ル にパ ラメー タを入 力 す る だ けで 良 く,

　 フ ロー チ ャー トな どを 用 い た プ ログラ ム設 計が 不 要 にな った 。工 数 の 削

　 減 率 は約50%と 報 告 され て い る。

(2)　 JASPOL

　 　 日本 シス テ ムサ イ エ ンス社 が 開発 したJASPOLは,や は り事 務処 理

　 用 のCOBOLま た はPL/1の プ リコ ンパイ ラであ るが,こ ち らは ワー

　 ニ ェ法 や ジ㌣ ク ソン法 な どの よ うな デ ータ構 造 に よ る設 計 法 に 基づ くも

　 の で あ る。

　 　 この シス テ ムで は 入 力 の デ ー タ構 造 と出力 の デ ー タ構 造 の対 応 関係 を

　標 識 な どで 宣言 的 に 表 明す るこ とに よ って,プ ログ ラ ムの構 造 を 自動 的

　 に生 成 す る。

　 　 JASPOLを 用 い た場 合,従 来 の 方 法 に比べ て,ス テ ップ数 は%に,

　 開発 作 業 工 数は%に,デ バ ック回数 は%に 減少 す る と い う報 告 が あ る。
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4.2.4　 テ ス ト支援 ツー ル

　　　 テ ス ト支援 ツ ー ルを 用途 別 に分 類す る と図 表4-24の よ うにな る。 こ

　　の ジ ャ ンル に 属 す る ツ ー ル の 数 は 非 常 に 多 い,こ こでは 個 々の ツ ール

　　を挙げ ることはせず,種 類別 に簡単な説 明を与 える}こ止める。

図 表4-24　 テス ト支 援 ツー ルの 分 類

テ ス ト支 援

ツ ール

静 的 テ ス ト

ツ ーノレ

動的 テス ト
ツール

コ ー ドオ ー デ ィ タ

静 的 解 析 ツ ール

(ア リゲ ーシ ョン ・チ ェ ッカ)

シ ン ボ リ ック 評 価 ツ ー ル

テ ス ト実 行
ツ ール

テ ス ト準 備

ツ ー ノレ

テス ト環 境

設 定 ツール

計 測機 構
埋 め 込 み ソール

動 的 表 明 ツール

実 行 検 証 ツ ール

出 力 コ ンパ レ ー タ

テ ス ト ・フ ァイ ル

生 成 ツ ール

テ ス ト ・デ 三 夕

生 成 ツ ール

テ ス ト ・デ ー タ

/フ ァ イ ル

管 理 ツ ー ル

'ゴ

(1)　 プ ログ ラ ミン グ標準 チiジ カ

　　 プ ロ グ ラ ミン グ規 約 に従 って,

　 クす る 。

プ ログ ラ ミングの 記 述 の誤 りを チ ェ ッ

一184一



(2)静 的 解 析 ツー ル

　 　 ア リゲ ー シ ョンの チ ェ ックを行 う。具 体 的 に は

　 ・変数 の 初 期値 の セ ッ トの有 無

　 ・変数 の ス コー プル ール

　 ・プ ログ ラ ムの制 御 構 造

　 ・サ ブル ー チ ンの パ ラ メ ー タ

　 ・サ ブル ー チ ン ・コー ルの 順 序

　 な どを チ ェ ックす る。

　 　 なお,ア リゲー シ ョン(allegation:弱 い表 明)と は後 述 の 「表 明」

　 ほ ど強 くな く,満 足 しな くて も誤 りで は な い が,満 足す る こ とが 望 ま し

　 い プ ログラ ムの 状 態 を言 う。

(3)シ ンボ リ ック評 価 ツー ル

　 　 プ ログラ ムを コ ンパ イ ル ・実 行 して テス トす るの で は な く,ソ]ス プ

　 ログ ラ ム上 で シ ンボ リッ クな デ ータ を与 えて 評価 す る。 つ ま り,実 際 の

　 入力値 で な く,¶t　A"と か"　B"の よ うな シ ンボ リ ック値 を用 い る。

　 　 この ツー ルは プ ログ ラ内 の パ ス を選 択 す る機 構,そ の パ ス を シ ンボ リ

　 ッ久に 評 価(解 析 ・実 行)す る機 構,お よび 変数 の シ ンボ リックや パ ス

　 述 語 な どの シ ンボ リック出力 を 生成す る機 構 が 必要 で あ る。

(4)計 測 機 構埋 め 込み ツ ール

　 　 プ ロ グ ラム中 に埋 め込 まれ た計 測機 構 に よ り,実 行 中 の プ ロ グ ラムの

　 振 舞 い に 関す る以 下 の よ うな 情報 を出 力す る。

　 ・全実 行 ス テー トメ ン トの 実 行 回数 と実 行 割 合

　 ・分 岐 ス テ ー トメ ン トの 実 行 回数 と実行 割 合 　 '

　 ・サ ブル ー チ ン コール の 実 行 回数 と実 行割 合

　 ・各サ ブル ーチ ンの 実 行 回数

　 ・サ ブル ー チ ン間の 相 対的 な実 行 時 間 関係
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　 ・特 定 変 数 の最 初 の値,最 後 の値,最 大値,最 小 値

　 な ど。

(5)動 的表 明 ツール

　 　 プ ログ ラム中 に埋 め込 まれ た アサ ー シ ョン(assertion:表 明。 そ の

　 時 点 にお い て満 足 され るべ き プ ログ ラ ムの状態 の 表 現)を,そ の プ ログ

　 ラムが 満 足 して い るか 否 か を 実 行中 に チ ェ ックす る。

(6)　実行 検 証 ツー ル

　 　 テ ス ト担 当者 の指 示 に よ り,プ ロ グラ ムに ス タ グ,ド ライ バ ーな どの

　 テ ス ト用 の装 備 を 施 して,そ の プ ログラ ム を実 行 し,実 行 中 の デ ー タの

　 収集 を行 う。そ して,実 行 後 に収 集 され た デ ー タの 分 析評 価 を行 った り,

　 テ ス トの網 羅率(カ バ レー ジ)の 評 価 を 行 う。

(7)テ ス ト・フ ァイ ル生 成 ツ ー ル

　 　 プ ロ グ ラ ムの フ ァイ ル定 義 文 を 調 べ,テ ス トに 用 い るた め の ダ ミー フ

　 .ア イ ルを 作成 す る。場 合 に よ り,生 成 した フ ァイ ル 内 に 「典 型 的 な値 」

　 を格 納 す る こ とが あ る。

(8)テ ス ト・デー タ生 成 ツール

　 　 プ ログ ラム構 造 を分 析 して,プ ロ グラ ムの実 行 パ ス を抽 出 レ,そ の パ

　 スが 実 行 され る よ うな 入 力 デ ー タの 組 を生 成 す る。

(9)テ ス ト・デー タ/フ ァイ ル管 理 ツール

　 　 実 行 テ ス トに 用 い られ る テス ト・デ ー タ,テ ス ト ・フ ァイ ル を一 括管

　 聾 し,効 率 の良 い テ ス トを可 能 にす る。

⑩ 　 出力 コ ンパ レー タ

　 　 新 旧2つ の プ ロ グラ ムの 出 力 を比 較 す る。

⑪　 テ ス ト環 境設 定 ツー ル

　 　 実 際の セ ンタ ・マ シ ン,端 末 装置 の動 作 を シ ミュ レー トす る模 擬 セ ン

　 タ,模 擬端 末や,大 型 マ シ ンを 用 い て シス テ ムの動 作環 境 を設 定 し,そ

　 の 上 で 被 テ ス トプ ロ グ ラ ムを実 行 して,実 行 時 の デ ー タを収 集 す る。

一186一



4.2.5　 開 発管 理 支 援 ツー ル 　　 　・

　 　 　開 発管 理 支 援 ツー ル と して は,PRIDE,　 SDEM,　 HIPACEな どの 開

　 　発 標 準 の一 部 と して組み 込 まれ てい る も のや,一 般 の プ ロジ ェ ク ト管 理 用

　 　の もの な ど数 多 くあ るが,こ こ では と くに ソフ トウ ェア開発 用 に作 成 され

　 　た ツー ル につ い て 述べ る。

　 　 (1)　 PMP(Project　 Management　 Program)

　 　 　 　 メル コ ム ・オ キ タ ック ・シ ス テ ムズが 開発 した 日程 管 理,工 程 管理Q

　 　 　た めの ツ ールで あ る。

　 　 　 　特 徴 と しては 以 下 の諸 点 が挙 げ られ る。

　 　 　① 　 多重 プ ロジ ェ ク トが管 理 で きる。

　 　 　 ② 複雑 な ネ ッ トワー クが 取 り扱 え る。

　 　 　 ③ ネ ッ トワー クを ライ ブ ラ リに登 録 して再 利 用で きる。

　 　 　 ④ 　 出 力 と して は,時 間分 析,進 捗 状況,資 源 山積 み にお け る各種 報 告

　 　 　 　 書 の ほか に,ネ ッ トワー ク図 の表 示 が 可 能 で あ る。

　 　 (2)　 PCMP(Project　 Cost　 Management　 Program)

　 　 　 　 日本 電子 開発 が 開 発 した 原 価 管理(開 発 費 用 管理)の た め の ツール で

　 　 　 あ る。

　　　　 特徴 としては原価管理 を原価 計算,見 積 り支援,要 員管理 支援の3つ

　　　 の機 能と して把 え,プ ロジェク ト群管理,階 層管理,多 次元管理の考 え

　　　 方か ら総合的 に管理す る。

　　　　 プロジェク ト群管理 では プロジ ェク ト相互の関係を把握 して,そ れ ら

　　　 を共存的 に管理 し,階 層管理 では各管理 レベル(階 層)ご とに適合 した

　　　 計画 ・管理を行 い,多 次元管理 では 日程,費 用,要 員 などの複数管理要

　　　 素 によって,目 的 に応 じた多面的な計画 ・管理 を行 う。

　　 以上,本 章では,ソ フ トウェア開発に用いる開発技法 と開発支援 ツール に

　 つい て紹 介 した。ア ンケー ト結 果によると,最 も良 く用い られてい る技法,

　 ツールの上位10は 次 のとお りである。
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「プ ロ グ ラム制御 構 造 の 新 しい表 現 技 法:木 構 造 チ ャー ドが 普 及期 に」

1984.1.9号,日 経 コ ンピ ュ ー タ

ー188一



要員管理のための具体的方法

 

5



、



5.要 員管理のための具体的方法

5.1　 コンピュータ要員の情報 処理教育 の実態

　　本節では情 報処理要 員がますます 不足 しつつある傾 向の中 で発生 しつつ あ

　る問題点を述べ る。 特に コンピュー タ要員の構成が どの ような実態にな って

い るか,そ の推移傾向について調査 結果 を示す。 このよ うな実態の中で情報

処理教育が どのよ うに行われ てい るか,一 般的 な教育,専 門技術教育,教 育

に関する費用,要 求 され る能力,教 育の事例等 につい て記 述す る。

　　また,要 員管理の問題 はそれぞれ の企業の特殊性があ って一概 には述べ ら

れないが,ア ンケー ト調査を中心 としその他資料 も参考 に して記述す ること

にす る。なお情報処理部 門の高齢化 は一般産業でいわれてい るのと異 なり35

歳停年 説に言われるよ うに比較的若い年齢におけ る問題であ るとい う点 に特

徴がある。

5.1.1　 ⊇ ンピ ュ 一 夕要 員 の推 移傾 向

　 　 　本 項 で は,コ ンピ ュ ー タ要 員 の 構 成 と要 員 の過 不足 の実 態 を分 析 し,そ

　 の 実態 を述べ る こ と とす る。

　 (1)　 コ ンピ ュー タ要 員の 構 成

　　　 通産省の 「情報 処理実態 調査」 によると,技 術者全体の ラち,プ ログ

　 　 　ラ マ ー38%(昭 和55年37%,51年34%),シ ス テ ム エ ン ジ ニ

　 　 　ア22%(昭 和55年20%,51年16%),そ の 他40%(55年

　 　 　 43%,51年50%)と な って お り,シ ス テ ムエ ンジ ニ7の 比 率 が年

　 　 　々高 くな ってい る。 オペ レー シ ョ ン ・パ ンチ ャ ーは年 々比 率 が 低 くな っ

　 　 てい て,ま た 日本 シ ス テ ミッ クス リサ ー チセ ン ターの 「シ ステ ム部 門の

　 　 要 員の ア ンケー ト調 査 結果(図 表5-1,図 表5-2)に よる と,過 去

　 　 　 5年 間の増 加 の大 き か った職 種 は シス テ ム設 計 要 員 と プ ロ グラ ミン グ要

　 　 員 で,管 理職,シ ステ ム ・コ ンサ ル タ ン ト要 員 も増 加 傾 向 にあ る。
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　 また,減 少 の 大 きか ったの は キ ー ・エ ン トリ要 員,オ ペ レー シ ョン要

員,プ ロ グラ ミング要 員 とな ってい る。 プロ グラ ム要 員の 絶 対 数 不 足 の

中 で,増 と減 の 大 きい 両 方の 職 種 に あげ られ てい るのは,社 内要 員 を 外

注 化 に転 換 した もの と思 わ れ る。 次 に,今 後5年 間 の増 加 が大 きい と考

え られ る職 種 は シ ステ ム設 計要 員,シ ステ ム ・コ ンサ ル タ ン ト要 員,高

度 コ ン ピュー タ技 術者,プ ロ グラ ミン グ要 員 の順 に な っ てい る。 一 方,

減 少 が 大 きい と考 えられ る職 種 は プ ログ ラ ミン グ要 員,オ ペ レ ー シ ョ ン

要 員,キ ー ・エ ン ト リ要 員の 順 にな っ てい る。

　 プ ロ グラ ミング要 員 に 今後 更 に外 注 化 が 進 む こと を意 味 してい る もの

と推 測 され る。

図表5-1　 過去5年 間増減の大 きか った職種

増　加 減　少

管　理　職 18% 2%

シ ス テ ム ・ コ ン サ ル タ ン ト要 員 15% 1%

シ ス テ ム設 計要 員 ・ 36% 13%

高 度 コ ンピ ュータ技 術 者 9% 7%

プ ロ グラ ミン グ要 員 33% 24%

運用管理要員 4% 14%

オ ペ レー シ ョン要 員 5% 25%

キ ー ・エ ン ト リ 要 員 0 30%

一般事務要員 0 6% N=118

(出 所)日 本 シ ス テ ミ ッ ク ス リサ ー チ セ ン タ ー 「シ ス テ ム部 門 マ ネ ー ジ メ ン トの 実 態 分 析 」
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図表5-2　 今後5年 間増減の多い職種

増　加 減　少

管　理　職 1% 4%

シ ス テ ム ・ コ ンサ ル タ ン ト要 員 43% 1%

シス テム設計要 員 56% 4%

高 度 コ ンピ ュー タ技 術 者 29% 1%

プ ロ グラ ミン グ要 員 24% 15%

運用管理要員 8% 14%

オ ペ レ ー シ ョ ン 要 員 2% 17%

キ ー ・エ ン ト リ要 員 0 17%

一般事務要 員 0 5%

(出 所)日 本 シ ス テ ミ ッ ク ス リサ ー チ セ ン タ ー 「シ ス テ ム部 門 マ ネ ー ジ メ ン トの 実 態 分 析 」

(2)　 コ ンピ ュー タ要 員の 過 不 足

　 　 コ ン ピ ュー タ要員 の 不足 傾 向は 著 し く,通 産省 の 「情 報 処 理 実 態 調

　査 」 に よる と,技 術 者 の 不 足は 必 要 に 対 して シ ステ ムエ ン ジ ニア33.2

　 %,上 級 プ ロ グラ マー28.2%,初 ・中 級 プ ロ グラマ ー74.4%,技 術

　者 全 体 で65.6%と な り,要 員 の 充 足 が 問 題 とな ってい る。

　 　 これ を昭 和55年 度 と比 較す る とシ ステ ムエ ンジニ ア(1.2%),上

　級 プ ログ ラマ ー(5.8%)が 充 足状 況 が 悪 化 し,初 ・中級 プPグ ラマ ー

　が3.9%良 化 して い る。

　 　 ま た,日 本DP協 会 の 「コン ピュ ー タ部 門 と実 務担 当者 の 実 態 と意 識

　 に 関 す る ア ンケ ー ト調 査 結 果 」 に よ って も 同 じよ うな結 果 が 出 て お り,

　 そ のDP協 会 の ま とめ に よ る と,

　 　 「低 成 長下 で 急 激 に人 を増 やせ ない こ と,要 員 の 育成 に プ ロ グラ マー

　 で1～2年,シ ス テ ム設 計 者 で5～6年,シ ス テム ・コ ンサル タ ン トの

　 育 成 には更 に多 くの年 月 を要す る事,を 考 える と,コ ンピュ ー タ部 門 の シ

　 ス テ ム ・コ ンサ ル タ ン ト,シ ス テ ム設 計者,プ ログ ラマ ーの 不足 は恒 常
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　 　 　的 な もので,今 後 共,ま ず,解 消 しない もの と考 え られ る。 これ に対 し,

　 　 　各 企 業 に要 員 不 足 の 対策 と して図 表5-3に 示す よ うに要 員の 新 規 採 用,

　 　 　シ ス テ ム開発 の 利 用部 門 への 分 散,外 注化 に よ り解 決 しよ うとしてい る。」

　 　 　と述 べ てい る。

　 　 　 　上 記 以外 の 対 応 策 と しては 標 準 化,自 動 化 等 に よる 生 産性 向上 策 が あ

　 　 　げ られ る。

　 　 　 　　 　 　 　 図表5-3　 今 後 の 要 員 ・過 不 足の 対 策

N=432人 で796回 答
　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 (　 )内 は回答人数割合

　 　 　 　　 　 　 　 　　 　20%　　　　　　　　　　40%　　　　　　　　　　60%　　　　　　　　　　80%　　　　　　　　　　100%
要 員 の 採 用
(新人、中途)

蕾㌍ ㌶ ＼21%(39%)
外 　 　注 　 　化

(業務 一 要員 派遡

ローテ ー シ ョン

(部門 内、 社内)

一
1一一

(出 所)日 本 デ ータ ・プ ロセ ッシ ン グ協会 「コン ピュー タ部 門 と実務担 当者 の実 態 と意 識 に関す る

　 　 　 調 査 研 究報 告書 」

5.1.2　 要員に関す る諸 問題

　　　コンピュータ要 員の最大の問題 は,要 員の確保の面 にある事 は前節で述

　　べ た通 りで あるが,本 節では,利 用部門か らコンピュータ部門への ローテ

　　ーシ ョンの実態,処 遇の問題;高 齢化の問題,教 育の問題に焦点 をあてて,

　　概要 を述べ る。

　 　(1)"ロ ー テ ー シ ョンの 問 題

　 　 　 　職 種 に かかわ りな く,他 部 門 か らの 配置 転 換 が 困難 で あ る と54.3%

　 　 　の 企業 が 回 答 してい る。 職種 別}ごは,プ ロ グラ 〔 一につ い て61.6%,

　 　 　シ ステ ムエ ンジ ニアに つい て53.6%が 配 置 転 換が 困難 で あ る こ と をあ

　 　 　げ てい る。(・83コ ンビ ュー 」白書)

　 　 　 　NIXの ア ンケー ト調査 に よる と,コ ンピ ュ ータ部 門 は一 般 の 男 子社

　 　 　員 の ロー テ ー シ ョン先 と して,一 般 の 部 門 と全 く同 じ考 え方 で あ る と同
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答 した もの はわ ず か20%で あ った。

　 あ とは 「若干 」 また は 「か な り」 異 ってい る と回答 してい る。 次に他

部 門か ら コン ピ ュー タ部 門へ の 転 入者 の 年代 は 図 表5-4に 示 す 通 り,

最 も多い 年 代 は26～30才 で,次 い で25才 まで,31～35才 迄 の

順 に な ってい る。 これ は ほぼ,常 識通 りの 結果 で あ るが,若 い年 代 で の

ロー テ ー シ ョンで ない と技 術 の進 歩 につ い てい けない こ とを示 してい る

もの と思 われ る。 しか し,35才 迄 な らば,個 人 の 適性,職 種 に よ って

は 配置 転 換が 可能 で ある ともい えよ う。 転 入者 が最 初 に 担 当 した職 種 は

図表5-5に 示 す 通 り,過 去5年 間 で は プ ログラマ ー,シ ス テ ム エ ンジ

ニア,管 理 者,オ ペ レータ ー な どが 多 く,今 後は シ ス テ ムエ ンジ ニア,

プ ログラ マ ー,シ ス テ ム ・コ ンサ ル タ ン トの順 番 で 多い と予測 して い る。

　 今 後,減 少す る初 期担 当職 種 は管 理 職(24%→7%)プ プ ロ グラ マ

ー(52%→36%) ,オ ペ レーター(23%→12%)で あ り,今 後

増 加 す る初 期担 当職 種は シス テ ム ・コ ンサ ル タ ン ト(5%→21%),

高 度 コ ン ピュ ータ ー技 術 者(4%→10%)と な って い る。

　 　 　 　図表5-4　 過 去5年 間 の 男 子転 入者 の 年代 層

回答

a.25歳 ま で

b.26～30歳

`
c.3ト35歳

d,36～40歳

e.41～50歳

f.51歳 ～

無　回　答

0

∠

「 |　　　　　　　 1 I　　　　　　　　 l `　　　　　　　　　1 `

　 14%
一(14社) 1 (1き霞)1

(難)1
50%
(51社) 1

～閻91

'1,臨

2%(2社)

l

l

離)1

'1
　　 13%
　　(13社)

2%(2辻)

コ
　　　3%
　　　(3社)

0%(0社)

(雛,1 ,…話

幼⑭田田8N

%49民望

%

-
・
80
-

O害

m
-

回撫合

60
-

回代筆

50
,

た⇒鋤
や加

-
加
-

10
-

口

多
か
っ
た
年
代

[
]

最
も
多
か
っ
た
年
代

6
土
O
,
⑳?

5
'◎

3

3

`
ヨ

%
社

50
51難

%
辻

35
36)

〔

(出 所)日 本 シ ス テ ミ ッ ク ス リサ ー チ セ ン タ ー 「シ ス テ ム 部 門 マ ネ ー ジ メ ン トの 実 態 分 析 」
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図表5-5　 男 子転入者が最初 に担当 した職種

多

い
も
の
{複
数
回
答
}

最

も

多

い
も

の
(
単

一
回

答
一

過　去

s年 間

今　後

過 去

5年 間

今　後

シエφム・コンマ鳥.ント開　　　　　　胡 コンヒ▲一,11古δ　　　　　　　　　　　　　　　　■''▲'ト"零u　→1納■tI　　　

5%　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4%　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1%　 　　　　　　5%　　

(5辻)　 　 　 　 (4μ)　 　 　 　 　 運叩 別 　 (1埠/(5辻}
　 　 　 　 .

管理甲

24%

(24社}

1

A

:

シxチ と設JP●"

　　 48%

　　 (49社)

'

㎡

7ロ プ,ミ ンプ要"

　　　 52%

　　 (53樹

　 .

16%

(16社) 馴
精回●

18%

"8社)

/i　 　　　 ハ　　　　　//活 苛!〆/
/　 　　{　　　　　　　　　 】　 ・　　　　　　　 "　 /　 　,ζ考ア 　　　　ノ'

・

竃 ←→ ユ'〔21%Lξ

メ(21社 】:
茜ら1㌧一

47%

(48社}

　いr'
・「ド・

10%

(10祖 、認 臨 　 、

1

　　　30%

　　 (31社)

`
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　'　　　、

7㎏　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　1%　 4%
〔7謁　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (岨{ほ)

N-102UOO%)

回書合計(.無回答除く}　 　 　 　 　 ぺ

180亭上(178%)

N■IO2{loe%}

回答合計(無 回書除 く}

149　t止(147%)

{6社)　　　 "社)〔3社x4↓▲)(1$t)

N■102tlOO%}

Nstto2(roe%)

(出 所)日 本 シ ス テ ミ ッ ク ス リサ ー チ セ ン タ ー 「シ ス テ ム 部 門 マ ネ ー ジ メ ン トの 実 態 分 析 」

　　 これは個人の資質 に左右 され,特 に教育の困難な システ ム ・コンサル

　タ ソ ト,高 度 コン ピ ュー タ 技 術者 を他部門よ り配置転換 させ,プ ログ

　ラマーは外注化 によ り充足 させ ようとの意図が伺 える。 オペ レーター職

　は 自動 化,外 注化 によ り他部門 よりの転入者が減少す るとみ てい るもの

　 と思われ る。

(2)処 遇の問題

　　 昇進,給 与,労 働時間が他部 門 と比べて どうか とい う問題 に?い て,
　 　 　 　 　 　 ざ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に

　 DP協 会 のア ンケー ト調査結果(図 表5-6)に よる と,昇 進,給 与は

　 「他部 門 とほ とん ど変わ らない」 と回答 している。労働時間につい ては

　 60%以 上の人が 「他部門 と比べて長い 」 と回答 してい る。 バ グログを

　大量にかか えてい る現状か らす ると,こ の状態は今後 も続 くもの と思 わ

　 れ る。
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図ft　5-6　 他 部 門 との 比較 ・処 遇 問題

処　遇　問　題 不利である
や や 不 利
で　あ　 る

他　部　署
と変 らない

や や有 利
で　あ　る 有利である 合　　計

昇 進 の 有 不 利 3.2 12.7 77.0 6.1 1.1 100.0

給 与 の 有 不 利 0.8 4.0 882 6.1 α8 10α0

処　遇　問　題 短　い 少 し短 い 他　部　署
と変 らない

や や長 い 長　い 合　　計

労 働 時 間の 長 短 1.1 2.5 36.1 30.6 29.7 100.0

(出 所)日 本 デー タ プ ロセ シン グ協会 「コン ピ ュー タ部 門 と実 務 担当者 の実 態 と意 識 に関 す る研 究

　 　 　 報 告書 」

　 スペ シ ャ リス トとしての地位が確立 してい ない とい う問題につい ては,

NIX社 の ア ンケー ト調査結果(図 表5-7)に よると,「 専 門職位制

度 を採用 しているか 」の設問に対 し,一 部実 施と全面実 施を合計 して も

20%強 しかな らず,80%弱 の企業は 「実 施していない 」と回答 して

い る。 しか し,「 実施 していない 」と回答 した企業の60%が 「必要 と

思 う」 と回答 してお り,コ ンピュー タ要員 の年令限界 との関連で,今 後

注 目を要す る課題で ある。

　　　　　　 図表5-7　 専 門職位制 度の実 施状況

　　 　　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　　 N=102

(出 所)日 本システミックスリサーチセンター 「システム部門マネージメントの実態分析」

　 (3)　 コン ピ ュー タ要 員 の年 令 限 界

　　 　 日本DP協 会 の 「コ ン ピ ュ ー タ 部 門 と実 務担 当者 の実 態 と意 識 に関

　　 す る ア ンケ ー ト調査 結 果(図 表5'-8)(1983年 度)に よ る と,60

(必 要と考えられる職種に対 し)全 面的に実施している 11%

(必 要と考えられる職種に対 し)一 部実施 している 10%

必要 と思 うが実施 していない 47%

考 え てい ない 28%

そ　の　他 1%

無　回　答 3%
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%の 企業で コンピュータ要員 の高齢化が問題にな ってい る と回答 してい

る。その中で,高 齢化か ら起 る問題点の主要 なもの として,以 下の3つ

をあげ てい る。　(図 表5-9)

① 年齢 に見合 う役職や ポス トが準備出来 ない。

②　技術革新 に円滑な対応がで きない 等,知 的能力面 か ら業務 に支障を

　 生 じる。

③ 　実際に作業をす る人が少 な くなる。

　 この3つ の中で最 も深刻 なのが① のポス トの問題で全体の30%以 上

を 占めている。次いで② の能 力問題が16%,③ の作業上 の問題が14

%で,体 力面 はそれ程大 きな問題にな ってい ない。

図表5-8　 高齢化 の問題

問題で ある

　 　 　 画

26%

ある程度問題 にな ってい る 34%

どち らともい えない 22%

ほ とん ど問題 でない 8%

問題 とな ってい ない 10%

(出 所)日 本 デ ー タプ ロセ シ ン グ協 会 「コン ピュー タ部 門 と実務 担 当者 の実 態 と

　 　 　 意 識 に関 す る研究 報 告書 」
N=456

図表5-9　 高齢化の影響

知能面か ら業務に支障がある 16%

体力的な面か ら業務に支障がある 10%

モ ラー ルが 低下 す る 6%
"

ポス トが準備できない 32%

作業担 当者が少な くなる 14%

業務遂行能力が向上す る　　　　　　　　　　　　1　 　 　 　 　 　 　 `
5%

　 　 　 　 　 　 ノ

質 の高い システム作 りができる 15%

(出 所)日 本 デ ー タプ ロセ シ ン グ協 会 「コン ピュー タ部 門 と実務 担 当者 の実態 と

　 　 　 意 識 に 関す る研 究報 告書 　　　　 　　　'
N=477
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(4)教 育 の 問題

　 　今 回 の ア ンケー ト調 査 結果 に よる と,「 専 門 知識 を 持 った要 員 教 育 」

　を50%の 企 業が コ ン ピ ュ ー タ 部 門の 課 題 と してあ げ,シ ス テ ム ・コ

　 ンサ ル タ ン ト,シ ス テ ム設 計 者,高 度 な コン ピ ュ ー タ 技 術者 の 育 成,

確 保 が 如 何 に 難か しい か を示 してい る。

　　一方,NIX社 の アンケー ト調査結果(図 表5-11及 び図表5-12)

　に よる と,要 員育成に組 織的に対応 してい る企業は全体の半数 しかな く,

　育成手段 もOJTに 頼 ってい る企業が多い。 キ ャリア ・パス制度,目 標

管理 制度,要 員の評価制度な ど,本 格的な能力開発制度を重視 してい る

企業が 少ない。 これは専門知識 を持 った要員の確保が難か しい こと,今

後 の コ ン ピ ュータ 部門が多種,多 様 な役割を担 うこ とを考 えると,重

要 な課題 を含んでいるとい える。

図表5-11　 要 員育成の担当組織
(単 位:%)

独 立 した担 当組 織(課,係,グ ル ー プ)が あ る 4

専任の担当(1～N名)が い る 7

兼任の担 当がい る 21

必要に応 じプロジェ ク トを編成 して検討 を行な う 14

要 員育成問題 に対す る組織的対応は していない(各 管理の責任) 49

そ　の　他 4

無　回　答 2

(出 所)日 本 システ ミックス リサ ーチ セ ン ター 「システ ム部 門 マ ネー ジメ ン ト

　 　 　 の実 態分 析」
N=102
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図表5-12　 要 員育 成手段

(単位:%)

部 門 外 と の ロ ー テ ー シ ョ ン
39

部 門 内 の ロ ー テ ー シ ョ ン 39

キ ャリア ・パス制度な ど職種 到達 目標 の明示 31

目標管理制度 27

要員の評価制度 13

OJT 59

集合教育 17

グルー プに よる研究会制度　勉 強会 34

シ ステム部門内QC(的)活 動 22

業 務 の標 準化,マ ニ ュアル化 57

そ　の　他 6

無　回　答 32

(出 所)日 本 シ ス テ ミ ッ ク ス リサ ー チ セ ン タ ー 「シ ス テ ム部 門 マ ネ ー ジ メ ン トの 実 態 分 析 」

5.1.3　 情 報処理教育の実態

　　　本節 では我が国におけ る情報処理教育の実態を分析 しその状況を述べ る

　　こと とす る。

　　(1)一 般的 な情報処理 技術 の教育

　　　　ソフ トウェア作成の業務量の増大 に対 し前述 したよ うな要員不足か ら,

　　　この補 充のためには要員教育 を充実せ ざるを得 ない。そ こで一 般的 な情

　　　報処理技 術の教育は どの よ うにな っているのかをみ る。

　　　　一般的な情 報処理技術の中味 を分類すれぼ次の よ うに分け られ る。

　　　 .　 コンピュータの 入 門教 育

　　　 ・　 要求定義技術

　　　 ・　 システム設計技術

　　　 ・　 プ ログラ ミング技 術

　　　 ・　 システ ム開発手順全般にわた る標準的 な技術
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　今回の調査研 究の ア ンケー ト結果 に よると上記の うち,コ ンピュータ

入門 教 育 と プ ロ グ ラ ミング技術にっい ては大部分が実 施 してい るが,

その他につい ては比較的少 ない ことがわか った。

　 システ ム設計技術 とシステ ム開発手順全般 にわたる標準 的な技術 につ

い ては約50%が 実 施してい るが,要 求定義技術 につい ては19%の み

実 施してい る。

　そ こで これ らを詳細に見 ると,ま ず コン ピ ュー タ 入門教育 につい て

は全体の97%が 実 施 してお り,平 均実 施期間は2.2週 間で ある。3週

間以上 の ものが26%も あるとい うことは,か な りの企業が入門教育 に

力を入れ てい ることがわかる。

　 一番多いのが一週間の期間で44%で あ った。

　 次 にプ ログラ ミング技術につい ての教育は90%が 実 施してい る。 こ

れ に対 してはか な りの期間を さいてお り,平 均5週 間で ある。.この中で

2週 間以内の企業が35%あ り,一 番 多い ものが4週 間以上で ある。

　 次に,シ ステム開発手順全般にわた る標準的 な技術 につい ては,全 体

の半分が行 ってい る。 実 施期間は平均2.2週 間であるが,一 番多い のが

1週 間の53%で あ る。4週 間以上の企業が13%あ る。

　 システ ム設 計技術 につい ては,46%が 実 施 してい る。平均3.8週 間

をかけ てお り,一 番多い のが一週間の48%で ある。4週 間以上か けて

い るのが21%で ある。'

　 最 後 に要求定義技術につい ては19%の ユーザーしか実 施してい ない

ので一 番問題 とな るもので あろう。これは平均2.6週 間実 施してお り,

1週 間実 施が一番多 く,61%を 占めてい る。

　 また,教 育の方法をみ ると,社 内(教 育部や ベテラ ンSE)に よる教

育によ って実 施してい るところが多 く,76%を 占める。 また,同 時 に

メーカーの ユーザー教育 コースを活用 している場合は68%で あ り,こ

れ は一般的 にどのユーザ ーで も積極的 に活用 していることがわか る。
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　　 さらに各種の セ ミナ ーを活 用 してい る例 も多 く,ア ンケー トでは59

　%が なん らかの形で利用 していた。 また ビデオテープを活用 した教育,

　即 ち ビデオ ツールの活用 も約20%の ユーザ ーが活用 していた。

　　以上の ことか ら,一 般 的な情報処理教育は コ ン ピ ュー タ の入門教育

　 とプログラ ミング技術につい ては大部分のユーザ ーが行 ってい るが,シ

　ステム設計技術,シ ステ ム開発全般にわたる標 準的な技 術につい ては約

　半分が,ま た要求定義 技術 については非常 に少ないのが 現状で あ る。教

　育 の方法については,社 内のベテ ランによるもののほか,メ ー カーによ

　る教育の活用 は大部 分の ユーザーが行 ってい る。

(2)ソ フ トウェアに関す る専門技術の教育

　　 ソフ トウェアの専門技術 に関する教育 はOS等 の基 本 ソフ トウ ェア技

　術 に関する教育や オンライ ン ・デー タベ ースについ ての教 育が重点的に

　行われ ている。

　　専 門教育を次の5つ の分野に分類 した。

る。 実 施期 間は55%が1週 間 を前 提 と してい る。 ま た;

ってい るのが14%あ った。 ま た1週 間未 満 が16%と な ってい る。

　 次 に,オ ンライ ン ・デ ー タ ー通 信技 術 の教 育 につ い ては70%が 行 っ

てい る。 期 間は1週 間が 一 番 多 く50%,次 に2週 間 が22%と な って

お り,4週 間 以 上 行 うの も9%あ った。 オ ン ライ ン ・デ ー ター通 信技 術

は ユ ーザ ーに と って 重要 な技 術 なので,実 施す る ユ ー ザ ーが 多い もの と

・　 OS等 の基本 ソフ トウェア技術

　 オ ンライ ン・データー通 信技術

・　 データベース技術

・　 マネー ジメ ン トサイエ ンス技術

　　CAD/CAM技 術

この5つ の分野 につい てア ンケー ト調査の結果か ら分析する。

まず,OS等 の基本 ソフ トウェア技術 につい ては81%が 実施 してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4週 間以上行
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　 考 え られ る。

　 　 次 に デ ー タ ベ ー ス 技 術 につい て は68%が 実 施 してい る。1週 間 が

　 全 体 の46%,2週 間 が22%,1週 間 未満 が17%で あ る。 一 方,4

　 週 間 以 上 の もの も10%あ る。

　 　 次 に,マ ネー ジメ ン トサイ エ ンス技 術 に つい ては9%と ご く少 な く,

　 しか も期 間は1週 間 以 内 が90%で あ る。 最後 に,CAD/CAM技 術

　 につ い ては わ ず か に5%し か 実 施 して お らず,こ れ は特 に専 門分 野 の 技

　 術 の た め と思 われ る。

　 　 教 育 を実 施す るや り方 の面 に つい てみ る と,ま ず,OS等 の 基 本 ソフ

　 トウェ ア技 術 につ い ては,メ ー カ ーの ユ ーザ ー教育 コー ス を利 用 す る場

　 合が 一 番 多 く89%で あ る。

　 　 次 に,社 内(教 育 部,ベ テ ラ ンSE)に よる教育 が60%で あ り,こ

　 の2つ の方 法 が一 番 広 く活用 され てお り,社 外 の専 門 指導 員を呼ぶ(15

　 %),ビ デオ ツ ール の活 用(14%)等 は実 施の 仕 方が 低 くな ってい る。

　 　 次 に,マ ネ ー ジメ ン トサ イ エ ンス 等の 高度 な 技術 の教 育 のや り方 につ

　い てみ る と,各 種 セ ミナ ーを 活用す る こ とが53%と 一 番多 く,次 に メ

　 ー カーの ユ ーザ ー教 育 コースの 利 用が31%と 多い 。 社 内 の専 門 家 に よ

　 る場 合 が13%と 実 施が 減 り,社 外 の専 門家 に よる もの(10%),ビ

　 デオ ツ ール の活 用(5%)と 順 に少 ない 比 率 とな って い く。 また,ア プ

　 リケ ー シ ・ンの 教 育 の面 につ い てみ ると,社 内 で教 育す る場 合 が圧 倒 的

　 に多 く82%を 占め る。 次 に多い の は,メ ーカ ーに よる ユ ー ザ ー教 育 コ

　 ース を利 用 す るのが23%,各 種 セ ミナ ー の活 用 が20%と な ってい る。

　 ア プ リケ ーシ ョンの 教育 は や は り,ユ ーザ ー 自身 の 社内 熟 練 者 に よ る教

　育 が 一番 多 い。

(3)情 報 処理 技 術 者 試 験 対 応の 教 育

　 　情 報 処理 技 術 者試 験 に対 応 す る教 育 につ い ては,一 般 ユ ー ザ ーの場 合

　は ほ とん ど行 わ れ てい ない 。 わず か に第二 種 対 応 が9件,第 一 種 対応 が
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　 7件,特 種 対 応 が5件 とい うア ンケー ト結 果 で あ るか ら,全 体 の 中 の比

　率 としては 極 め て低 い 。 これ は ソフ トウ ェ ア ハ ウス等 の専 門会 社 で あれ

　ぼ ともか く,一 般 企 業 に おい ては この よ うな結 果 に な るの は 当 然 と考 え

　 られ る。 また,こ れ を 教 育方 法 の面 か らみ る と,通 信 教 育 の活 用の55

　 %は 情 報 処理 技 術 者試 験の た めで あ るとい う ア ンケ ー ト結 果 とな ってい

　 る。 即 ち,通 信 教 育 で まか な う ケースが 多い 。 一方,社 内教 育 の7%が

　 この 情 報 処 理技 術 者 試 験の 目的 と な って お り,比 率は 低 い 。

(4)　 コ ン ピ ュ ー タ 要 員の教 育 費 用

　　 コ ソ ピ ェ ー タ 要 員に 対 して,ど の程 度 費 用 が投 入 され てい るか に つ

　い てみ る。

　　 ア ンケ ー ト結 果 に よる と,要 員一 人 当 り投 入費 用 は年 間 平 均102千

　 円 で あ る。 件数 の 比率 でみ る と,年 間101千 円以 上 は19%で あ り一

　番 多い が,次 に多 い のは26～30千 円の16%で あ り,46～50千

　 円 が13%,6～10千 円 が12%と な ってい る。

　　 IBM社 のrIBM研 究 会 ア ンケー ト調 査結 果 」(1983年 度)に

　 よ る と,投 入 費 用 に つい て,ほ ぼ 同 じよ うな 結 果 が 出 てい る。

　　 これ に よ る と,ア ナ リス ト/プ ランナに つい ては112千 円(希 望 と

　 しては186千 円投 入 したい),シ ステム ・プログラマー137千 円(希

　 望194千 円),適 用 業種 プ ロ グラマ ー76千 円(希 望133千 円),

　 オ ペ レー タ ー53千 円(希 望90千 円)と な ってい る。 これ に よ り,ほ

　 ぼ,1人 当 り年 間 投入 費 用 は100千 円前 後 が平 均的 な投 入 費用 で あ る

　 とい える。

　　 次 に,教 育 研 修 に要 した 費 用 は どの部 門 で 負担 してい るか をみ る と,

　 89%が コ ン ピ ュ ー タ 部 門 で 負担 してい る と回答 してい る。 重 複 回答

　は あ るが,こ の 他 で は 人事部 門 とす るの が12%,教 育 部 門 とす るの が

　 8%と い う実 態で あ る。

　　 要 員教育 のた め に,ど の程 度 の比 率の 時 間 をか け てい るか(要 員の 全
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　 作 業 時 間 に対 す る比 率)を み てみ る。

　 　 ア ンケ ー ト結 果 に よ る と,'平 均6.5%と な ってい る。 件 数 としてみ る

　 と作業 時 間 の5%と い う回答 が44%で 最 も多 く,次 に10%と 回答 し

　 た もの が18%と な ってい る。 平 均 的 に5%か ら最 大10%程 度 とみ る

　 の が現 状 の 実 態 で あ ろ う。

(5)要 求 され る能力

　 　 コ ン ピ ュ ー タ 要 員に 期待 され る能 力(資 質)と コン ピ ュ ー タ 部 門

　 に要 求 され る能 力(知 識 ・技術)に つい て述 べ る。 コ ン ピ ュ ー タ 要 員

　 に期 待 され る能 力に つい て ア ンケ ー ト調 査 に よる と次 の よ うな 結 果 とな

　 った。

　① 　 プ ロ グラ ミン グ担 当 者

　 　 　 プ ロ グラ ミン グ担 当 者 に要 求 され る能 力 と して第 一 に あげ られ てい

　 　る の は 「正確 性 」で あ る。 これ につ い ては 挙 げ られ る 各種 能 力 の 中で

　 　 145件 回答 の うち87%を 占め てい る。次に多いのは 「根気 の 強 さ」

　 　で47%,次 いで 「迅 速性](40%),「 論理的な思考能力 」(32

　 　%),「 体 力 」(16%)と 続 い てい る。 外 部 との 交 渉 力,視 野 の 広

　 　さ,指 導 力 な どは あ ま り重視 され な い結 果 と な ってい る。,

　② シス テ ム設 計 者

　 　 　シ ス テ ム 設 計 者 に 要 求 さ れ る能 力は,ま ず 第 一 に 「論 理 的 な思 考

　 　力 」 が97%で,こ れ 以 外 は割 合 は比 較 的 に少 な く,「 視 野 の 広 さ 」

　 　が39%,「 正確 性 」が37%,　 「根気 の 強 さ」が19%,「 協 調性 」

　 　が18%と な ってい る。

　③ プロジ ェ ク トリー ダー

　 　 　プPジ ェ ク トリー ダ ーにつ い て は,最 も多い ものが 「指 導性 」で87

　 　%,次 い で 「外部 との接 渉 力 」が50%で あ り,あ とは 「管 理 力 」,

　 　 「視 野 の広 さ」,「 論 理 的 な思 考 能 力 」も等 が求 め られ てい る。

　 　④ 　 管 理 者
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　 　 　管 理者 は まず 第 一 に 「管 理 能 力 」が 要求 され てお り(90%),

　 　 次い で 「外部 との接 渉 力 」(57%),「 視 野 の広 さ」(43%),

　 　 指 導性(35%)等 が 求 め られ てい る。

　 次 に,コ ン ピ ュ ー タ 部 門 に対 す る能 力(知 識 ・技 術)面 か ら検 討 す

る。 要 求 され る能 力を 「基 本 ソフ ト」,「 デ ー タ ベ ー ス 技 術 」等 の 項

目に分 類 し,こ れ に対 して 「現在 貴 社 が 保有 してい る技 術 」,「 最 も重

要 と思 われ る技 術 」,「 今後 伸ば して 行 きたい 技 術 」にわ け て ア ンケ ー

トした。 この 結果,ま ず 「現在 保 有 し てい る技 術 」で は 「不充 分 」 と し

てい るの が 「マ ネー ジ メ ン トサ イ エ ンス 」(68%),「 ニ ュ ー メデ ィ

ア及びOA機 器利用技術 」(55%),「 要 求 定義 技 術 」(39%),「 デ

ー タベ ース技 術 」(42%) ,「 通 信技 術 」,「 プ ロジ ェ ク トマ ネ ー ジ

メ ン ト技 術 」,「 一般 的 な要 求 改善 技 術 」 な どが37%が 不 足 してい る

とい う結 果 とな った 。

　 一 方,「 まず まず保 有 してい る又 は 充 分 保有 してい る」 とい う面 か ら

み る と,「 適 用 業 務知 識 」 につ い て87%が 「まず まず 又は 充 分 技 術 を

持 ってい る 」 と して お り,こ れ は ユ ーザ ー とい う立 場か らの回 答 で ある

か ら うなず け る結 果で ある。

　 ま た,「 コ ンピ ュー タシ ス テ ム開 発 技 術 」につ い て も84%が 保 有 し

てい る と してい る。 これ は,日 常 シ ステ ム開発 をす る必 要性 に迫 られ て

い るか らこれ らの基 本的 な技 術 は身 に つ け てい る とい う事 で 当然 とい え

よ う。 次 に 多い の は,「OSな どの 基 本 ソ フ トウ ェ ア」で79%と な っ

て い る。 続 い て 「プ ロジ ェ ク トマ ネ ー ジ メ ン ト技 術 」(58%),通 信

技 術(58%),デ ー タベ ース技 術(58%),一 般的 な業 務 改善 技 術

(57%)等 とな ってい る。

　 「充 分 持 ってい る 」 とい う技 術は 比 率 として は少 ない 。

　 一 番 比 率 の 高い 「適用 業 務知 識 」で さ え23%程 度 とい う結 果 とな っ

てい る。　　 、
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　 　 次に 「最 も重要 と思 われ る技 術 」につ い てみ ると,「 デー タベ ース技

　術 」,「 通 信技 術 」が65%,「 コンピュータシステム開 発技 術 」 が52

　 %,「 要 求定 義 技 術 」が50%,「 ニ ュ ーメデ ィア及びOA機 器 利 用技

　 術 」が41%,「 適 用 業 務知 識 」が38%と な ってい る。 また,同 じ最

　 も重 要 と思 われ る能 力で,3年 後 に つい ては ど うか とい うア ンケ ー トに

　対 しては,「 二=一 メ ディア及 びOA機 器 利 用技 術 」が 急 激 に増 大 して

　 65%に,ま た,「 通 信技 術 」が72%に 増 大 してい る。 さらに 「マネ

　 ー ジメ ン トサ イ エ ンス 」 も18%か ら38%へ 重 要性 が増 大す る と して

　い る。

　 　一 方,「 適 用業 務 の 知 識 」やrOSな どの基 本 ソフ トウ ェア 」等 は3

　 年 後 には 重要 性 が 減 少 して くる もの と してい る。

　 　 次 に,今 後 伸 ば して行 きたい 技 術 につい てみ ると,「 ニ ュー メ デ ィア

　 及 びOA機 器 利 用技 術 」,「 通 信技 術 」,「 デ ータベ ース技 術 」 の3つ

　 が 高 い比 率 を占 め て お り,そ の 他 に つい ては比 率 が低 くな ってい る。

(6)　将 来の 教 育 内容 につ い て

　 　 現 在 の 教育 内容 と 今後必 要 と考 える教 育 内容 につい て,IBM社 が調

　 査 した結 果 が あ るの で これ を参 考 に した い。

　 　 これ は 中規 模 以上 の コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザ 　に調 査 した もの で あ る

　 が,プ ログ ラマ につ い て適 用業 務 プ ロ グラマ と シス テ ム ・プ ロ グ ラマに

　 関 して そ れぞ れ 調 査 した もの で あ る。

　 　 図表5-13は 適 用 業 務 プ ロ グラマ につい て現在 実 施 してい る教 育 と

　 将 来必 要 と思 われ る教 育 内容 につ い て示 してい る。
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図表5-13　 教育実 施内容 と将来必要 と思 う教育 内容

　　　　　　　一適用業 務 プログラマー
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一一 一:現在 実 施 している教 育 内容 　 ・一ー 一・:将来必 要 と思 われ る教 育 内容

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (「IBM研 究 会 ア ンケ ー ト調 査結 果」-1983年 度)

　 当然 なが ら 「プ ロ グラ ミング技 法 とテ ス ト技 法 」 へ の ニ ー ズ が 高 く

(81.8%),こ れ に 「適 用業 務 の 知識 」,「 データベース ・システ ム」

な どの ニー ズが 続い てい る。

　将 来必 要 とす る教 育 内容 で現 在実 施 してい る もの よ りニ ーズが 高 い も

の は'「問題 発 掘 ぺ解決 技 法 の知 識 」,「 分 散 デ ー タ処 理 シ ステ ム 」,「経

営 管 理 ・事 務 管 理 の知 識 」な どで あ る。

　 次 に,シ ステ ム ・プ ロ グラマの 場 合 をみ る と,次 の図 表5-14の よ

うに な ってい る。
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図表5-14　 教 育 実 施内容 と将来 必 要 と思 う教 育 内容
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　 　 ・一ー一:現 在実施している教育内容　 一…・:将来必要と思われる教育内容

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (「IBM研 究会アンケート調査結果」-1983年 度)

　 　 「オ ペ レーテ ィ ン グシ ス テ ム」(74.6%),「 デ一 夕ベ ース シ ステ

　 ム」(69.5%),　 「デ ー タ ・コ ミ ュニケ ー シ ョ ン」(69.5%)な ど

　 の実 施率 が 高 くな ってい る。 将来 必 要 と思 う教育 内容 と しては 「問題発

　 掘 ・解決 技 法 の知 識 」,　 「分 析 デ ー タ処理 シス テ ム 」,「 経営 管 理 ・事

　 務 管 理 の知 識 」 な どが 現 行 よ りも比 率 が 高 くな ってお り,将 来 の ニ ー ズ

　 が強 い ことを示 してい る。

(7)企 業 内教 育 の 事例

　 　本 項 で は情 報 処 理 に関 す る企 業 内教 育 の事 例 を述 べ る。 最初 に 国の 機

　 関の 教育 につい て国 家 公 務 員研修 を例 に 述べ,次 に地 方 自治体 につ い て,

　 (財)地 方 自治 情 報 セ ン タ「に お け る研 修 を例 に述べ る。

　 　一 般 企 業 に つい ては 紙 数 の制 限 もあ り,他 に詳 細 に記 述 した もの が 多

　 数 出版 され てい るの で 割 愛 した。

　 ① 　 国家 公 務 員の 情報 処 理 研修

一　209一



　国家公務 員を対象 に行な う情報処 理関係の研修は全省庁 向けに行な

うものは総務庁が企画 し,実 施してい る行政管理 セ ミナーが大部分を

占めてお り,そ れ以外では科学技術庁が主催す るもの等がある。

　総務庁が主催 する行政管理セ ミナ ーにおける情報処理関連の コース

は,次 の よ うにな ってい る。

・　 行政事 務管理分 析 コース

　　行政事務の管理改善や 施策策定のための問題発掘お よび解決案作

　成のための 各種技法 とその関連知識の習得を 目的 として,情 報 シス

　テムの開発 ・利用部門 の職 員を対 象 として実 施す る。

・　 プロ グラマー コース

　　電 子計算機 による情報 処理に関す るマネジメン ト思考,シ ステム

　分析 お よび設計等につい て,基 礎的な知識,技 術 の習得を 目的 とし

　 て プログラ ミング担当者を対象 として実 施する。

.　 データベ ース コース

　　 デー タベ ース システムの開発お よび利用等 に関する専門的な知識

　 と技術の習 得を 目的 として,デ ータベ ース システムの計画開発 に従

　事す る者で,プ ログラミングシステム設計に関 し,2年 以上の経験

　 を有す る者 を対象 とする。

・　 システムエ ンジ ニアコース

　　情報処理に 関するマネジ メン ト思考,シ ステ ム分析お よび設計の

　 技術等の修 得を 目的 として,シ ステ ムの分析,設 計 に従事す る者で,

　 ソフ トウェア全般 に関す る知識 と2年 以上の プログラ ミング経験を

　 有す る者を対象 とする。

・　 運用管 理者 コース

　　 効果的 なオペ レーシ ョン管理や デー タベース等の システム資源の

　 総合的 な管理 に よるコンピュータ室運用の効率化 につい ての知識の

　 習 得を 目的 として情報処理システムの運用管理業務 に従事す る人を
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　対 象 とす る。

・　 システム評価 コース

　　 コンピ ュータシステムの評価の必要性 と科学的 な評価技法 の修得

　 を 目的 とし,コ ンピュータシステムの評価作業の従事者を対 象 とす

　 る。

・　 フフンナ コース

　　効果的な情報 システム計画のための各種技法 とシステ ム開発 プロ

　 ジ ェク トの効果的 な管理 につい ての知識の習得を 目的 とし,コ ソピ

　 ュータシステムの評価作業に従事 し,シ ステム設計 に関す る2年 以

　上 の経験 を有す る者 を対象 とす る。

・　 マネジメン トサイエ ンス コース

　　 オペ レーシ ョンズ リサ ーチの主要手法,意 志決定のた めの予測 の

　意義 と各種予測手法 につい て,そ の目的,適 用方法,実 施効果につ

　い ての知 識の習得 を目的 として,予 測計 画作業 に従事す る者 を対象

　 とする。

・　 電子計算機入門 コース

　　 日常 発生す る非定型的な業務処理のための コンピ ュータ利用方法

　 につい ての知識の習得を 目的 として,情 報 システ ム利用部門の コ ソ

　 ピュータ利用 者を対象 としてい る。

・　 研修指導者養成 コース

　　情報処理要 員の実践 的知識体 得のためのOJT技 術 および 効果 的

　 な 自省庁情報処理研修推進のた めの指導者 として必要 な知識の修得。

　以上が,総 務庁が主催す る全省庁を対象 とする研 修 カ リキ ュラムの

内容であ るが,こ の他 に科学技術庁が,(財)日 本情報処理開発協会

に委託 して実 施す る電子計算機 プロ グラ ミング研修(初 級 ・上 級)が

あ り,こ れ は国立研究機関等で電子計算機 を使用す る業務に従事 して

い る職 員を対象 としてプ ログラ ミング技術の修得を行 なわせ るもの も
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　 ある。

②　地方 自治体 の研修

　　地方 自治体における研修 は,各 自治体 内で独 自に実 施してはい るが,

　 (財)地 方 自治情報 セ ンターが地方 自治体 における コンピュータによ

　 る情報処理を推進す る機関 として教 育を実施してい るので,こ の カリ

　 キ ュラムの要点を中心に説明す る。

　 ・　 管 理者 コース

　　　管理者を対象に コンピュータ活用に必要な知識の 向上 のため,情

　　報機器 の開発,利 用状況および コンピュータ利用拡大に伴 な う諸問

　　 題 を理解す る とともに,行 政における コンピュータの効果的 な利用

　　 につい て認識 を深める研修であ る。

　 ・　 運営管理者 コース

　　　 コ ンピュータ部門の主 務者を対象に,情 報処理 システムの 開発お

　　 よび コンピュータの導入計画や推進並び に情報処理に関す る研修等

　　 に携 わる際 に必要な基礎知識や管理技法等 を習得す る研修であ る。

　 ・　 初級 コース

　　　 初心 者を対象 に コンピュータの基礎知識の習得 を 目的 としてお り,

　　 コ ンピ ュー タの仕組みや働 き,シ ステム設計の知識や プログラ ミン

　　 グ,オ ンラインシステムの初歩知識等 コンピュータを活用す る上に

　　 必要 な最少限度の基本事項 につい て演習,実 習を中心に した 研修。

　 ・　 上級 コース

　　　 コンピュータの実務経 験のある職 員を対象に能力の拡充 を 目的 と

　　 してお り,効 率的なデータ処理 システムの開発や運用に必要 な知識

　　 お よび技術 を習得す る研修。

　 ・　 適 用業務 コース

　　　 行政事務の コンピュータ処理に当た って必要なシステ ム開発技術

　　 や実務に密着 した技術お よび専門知識を先発団体の利用事例 を中心

一212一



に研修す る。

・　 計画策定 コース

　 地域社会の諸 問題 を分析 し,計 画を支援す るシステ ム設計に役立

つ,経 営科学(応 用数学)に 関する基礎知識 および実務知識 を習得

す る研修。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ∵

・　 委託処理研修　　　　　　　　　　　　　　　　　t

　　コンピュータ委託 処理の基本的留意事項,技 術上 ・法律上の諸 問

題,委 託活用の ポイ ン ト等につい て研修す る。

5.2　 コンピュー タ要員の年令限界

　 本節では,;コ ンピ ュー タ要 員 の年 齢限 界 を 取 り上げ,コ ンピュータ要員

　の年齢構成の実態,職 種 別年令限界 に関す る考察,高 齢化対策の現状 と将来,

　コンピュータ要 員の将来 に対す る所見 につい て述べ る。

　　なお,本 節 で取 り上げ る高齢化 とは40歳 以上 を対象 としてい る。

5.2.1　 コンピュータ要員の年齢構成

　　　本項では,一 般企業 を中心 とした コンピ ュー タ要員の職種別年令 構成の

　　実 態につい て述べ,併 せて,高 齢化が本当に進んでい るのか とい う問題 に

　 ついて も言及す る。

　　(1)職 種 別年齢構成

　　　　コンピュー タ要員を どのよ うな職種 に分類 し,ど の範囲迄把 えるかは,

　　　問題の ある所だが,今 回は調査研究のア ンケー ト結果 に合わせ,以 下の

　　　職種区分 につい て,分 析を行な う。

●

●

管 理 者

プ ロジ ェ ク トリー ダー

シ ステ ム設 計 者

プ ロ グラ マー

教 育担 当者
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・　 オ ペ レ ー ター

　 ア ン ケ ー ト結 果(図 表5　 一一　15)に よ る と,コ ンピ ュー タ部 門 の量 的

主役 は20代,30代 であ る。 しか し,20代 の 占 め る比率 は年 々減 少

し てお り,逆 に30代,40代 以 上 の比 率 は 増加 してい る。 これ を職 種

別 に 見 る と,管 理 者 は,40代 以 上,リ ー ダーは30代 後 半,シ ス テム

設 計者 は30代 前 半,プ ロ グ ラマ ー,オ ペ レー ターは20代 が それ ぞ れ

中心 とな ってい る。

　教 育担 当者 は20代,30代 前 半 に多 い もの の,割 合各 年 代 に 散 らば

ってい る。

　 これ ら を詳 細 に 見 る と,管 理 者 は40才 以上 が74.2%と 圧倒 的 に多

く,34才 以 下 は4.5%と な ってい る。 これ は一 般 の管 理 者 の 状 況 と比

較 して も大 きな 差 異 は ない もの と思 われ る。

　 プ ロジ ェ ク トリー ダー は,30代 が70.5%と 圧 倒 的 に高 く,29才

以 下 は わず か1.7%と な っ てい る。 これ は経 験 を要 す る職 種 の性格 か ら

い って 当然 の結 果 とい える。 シ ス テ ム設 計 者は30代 が69.3%と そ の

中 心 を 占 め,20代 は22.6%と な ってい る。 これ は 昭和50年 迄 の状

況 が20代 と30代 が ほぼ 同 じ比 率 で あ った事 と比較 す る と,着 実 に年

齢 層が あが って きてい る。

　 プ ロ グラ マ ーは29才 以 下 が73.1%,34才 迄 で89.　 9%を 占 め,

若 年 傾 向は変 らない 。 教 育 担 当者 は29才 以下30.2%,31～34才

迄31.8%,35～39才 迄19.　 8%,40才 以 上18.2%と 各年 代 に

散 らば ってい る。 これ は ニ ュー メ デ ィア及 びOAの 教育 等,利 用 部 門の

トップ層 か ら コン ピ ュ ー タの 部 門 内教 育 迄,教 育 の 対 象部 門,対 象範 囲

が 拡 が って き てい るた め と思 わ れ る。 オペ レ ー ターは29才 以 下 が64.

4%と 最 も高 い が,プ ログラ マ ーよ りこの 年 代 の比 率 が低 くな って き て

い る。 また,30代 が19.5%に 対 し,40代 以 上 も16.1%と 急 速 に

そ の比 率 を高 めてい る。 オペ レー ター の20代 の 減 少 と40代 以 上 の増
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加 は,外 注化 の促 進 と高 齢 者 対策 の た め,他 部 門 よ り,40代 以 上 の転

入 者が 増 大 してい る 結果 と思 われ る。

　職 種 別 に年 齢 構 成 の若 い 順(34才 以下 の 比 率 の高 い 順)か らい えば,

プ ロ グラマ ー(89,7%),オ ペ レー ター(76.4%),シ ステム設 計 者

(64.1%),教 育 担 当者(62.0%),プ ロジ ェク トリーダー(25.1%),管

理 者(4.5%)と なってい る。昭和50年 度 と比較 し,変 化 した の は プ ロ グ

ラ マー とオペ レーターの 順 位 が逆 転 したことで ある。 これは従来 のオペ レー

ターか ら,プ ログラマーへとい うジ ョブ ・ローテ ーシ ョンが 崩 れ始 めた ことを

意味 し,オ ペ レー シ ョ ン経 験 が 要 員教育 の必 須 の条件 で な くな りつ つ あ

る事 を意 味 してい る と思 われ る。

図 表5-15　 コ ン ピ ュー タ要 員 の 年齢 構 成
N=154 (単 位:%)

29歳 以下 30～34歳 35～39歳 40歳 ～停年
停年退職者

の再 雇 用
合 計

プ ロ ジ ェク ト

管 　 理 　 者
0.2 4.3 21.3 73.7 0.5 100.0

プ ロ ジ ェ ク ト

リ　 ー　 ダ　ー
1.7 23.4 47.1 272 0.6 100.0

シ　ス　テ　ム

設　 計 　 者
22.6 4L5 27.8 7.6 0.5 100.0

プログラミング

担 　 当　 者
73.1 16.6 6.4 3.4 0.5 100.0

教 育 担 当 30.2 31.8 19.8 18.2 一 100.0

オ ペ レつ 64.4 12.0 7.5 15.7 0.4 100.0

コ ン ピュ ー タ

要 員 トー タ ル
47.0 23.0 19.0

(再雇用 含 む)
　 11.0

100.0

(2)高 齢化 の進 展 状 況

　　 過去 の コ ン ピ ュー タ要 員 の年 齢 構 成 と比 較 す れ ば(図 表5-16,

　 図表5-17及 び 図表5-18),確 実 に20代 の 年 齢 層 が 減 し,30

　代,40代 の年 齢 層 が 増 加 してい る。 高 齢 化 へ の き ざ しが 見 えて き てい

　 る。
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図表5-16 シ ステ ム設計 者,年 齢構成,年 次別 比率

　　　　　　　　　　　　　　 (単 位1%)

　　　　　　 年齢年次 29才 以下 30～39才 40才 以 上

51年

55年(男 子)

59年

69.0

45.1

22.6

30.0

51.4

69.3

1.0

3.6

8.1

(出 所)51年
　 　 　 55年
　 　 　 59年

情報化対策委員会情報処理技術者問題調査部会調査

財団法人労働科学研究所調査
日本情報処理開発協会調査

図表5-17 プログラマー,年 齢構成,年 次別比率

　　　　　　　　　　　　　　 (単 位:%)

　　　　　　　 年齢年次 29才 以下 30～39才 40才 以上

51年

55年(男 子)

59年

95.0

94.4

73.6

　 3.8

　 5.6

23.0

1.5

0

3.9

　これ を職種別に見 ると,シ ステム設計者の年齢の上昇傾 向が顕著で あ

り,次 い でオペ レーターが上昇傾向にある。 プ ログラマーは若干上昇 し

てい るものの,そ の若年傾向は変わ らない。 これは,プ ログラマーは外

注化の傾向が強 くな ってい ることと,シ ステム設計者の社内要 員確保の

た め,プ ログラマーか らシステム設計者への ジ ョブ ・ローテーションカ1

活発に行 なわれ てい る もの と思われ る。

　全体 としては,高 齢化方 向に進みつつあるが,労 働白書の従業 員全体

の年 齢構成の統計 と比較すれぼ(図 表5-19の 通 り),40代 以上Q

比率は コンピュータ部門の要員が圧倒的 に低 く,そ うい う意味 におい て

は,高 齢化 はそれ程進んでいない とい える。
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図表5-18　 ナペ レータ,年 齢構成,年 次別比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単 位:%)

　　　　　　　年齢年次 29才 以下 30～39才 40才 以上

51年

55年(男 子)

59年

98.0

91.8

64.4

　 2.0

　 8.0

19.5

　 0

　 0.3

16.1

図表5-19　 就業労働者全体とコンピュータ要員の年齢構成の比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単 位:%)

　　　　　　　 年齢要員 29才 以下 30～39才 40才 以上

コ ン ピ ュー タ要 員

就 業 労 働 者

47

28

42

28

11

49

(59年 度)

(57年 度)

(出 所)コ ンピュータ要員は情報処理開発協会

　 　 　 就業労働者は総理府統計局 「労働力調査」

5.2.2　 コンピュータ要員の年齢の限界 に対す る考察

　　　コンピュータ部門が,一 般 に若い年齢層 によ って占められてい ることに

　　よ り,プ ログラマーの35才 定年説等,コ ンピュー タ要 員の年齢限界説が

　　唱 えられ てい るが,本 当にそ うな のであろ うか。 この項では,年 齢限界が

　　いわれ る背景,コ ンピュータ部門の役割 の変化 に よる年齢限界,職 域 への

　　影響,職 種別の年齢限界につい て述べ ることとす る。

　　(1)年 齢限界の叫ばれ る背景 と実態

　　　　年齢限界説 の根拠 とな ってい る側面1つ づ つに考察 を行 な う。

　　　① 能力の低下 　 　 　 　 　 　 　 　　 '

　　　　　能 力が低下 し,'技 術革新の激 しい変化につい てい けない。 また,迅

　　　　速性,正 確性,根 気が な くなる。 これ らが年齢限界説 の最大の 根拠 に

　　　　な ってい る。 これ につい て,図 表5-9に 示 されてい るよ うにDP協

　　　　会の アンケー ト調査に よる と,知 能面か ら業務に支障がある と回答 し

一217一



　てい る企業は16%に しか過 ぎず,逆 に質の高い システ ム作 りができ

　ると回答 してい る企業が15%に ものぼ ってい る。

　　これ は高齢者が個 々の技術では劣 るものがあ っても,総 合力では充

　分対 応で きる事を意味 してい るもの と思われ る。

②　体 力の低下

　　若年層 に比較 し,間 違いな く体 力は劣 うえ,休 日,徹 夜が続けば,

　業務遂行 への影響 もで てこよう。DP協 会のア ンケー ト調査結果(図

　表5-6)に よる と,他 部門に比 較 し労働時間が 「や や長い 」 と 「長

　い 」を合 計す る と,60%以 上 を 占めてお り,労 働条 件は決 して良 く

　 ない事を示 してい る。

　　 しか し,ア ンケー ト調 査結果(図 表5-9)に よると,体 力的な面

　 か ら業務に支障が ある と回答 してい るのは,10%に 過ぎない。

　　 現在 の年齢構成では,ま だ問題になる程の支障は きたしてい ない と

　 言 える。

③　付 加価値 生産性の低下

　　 この問題は特 に プログラ ミングの職種において問題 とな っている。

　 プログラ ミング技 術は,若 年 層の得意 とす る分野で,高 齢者 になる程,

　 賃金 の上昇に反比例 し,付 加価値生産性 は落ちてい く傾 向にある。

④ モラールの低下

　　 人事の停 滞,マ ンネ リ化,若 い人 々と同一業務の分担等 に よりモ ラ

　 ールの低下を きたす。 また高齢者の多い職場は活力が失なわれ,モ ラ

　 ールの低下を きたす。

⑤　処 遇面

　　 一 般企業で あれぼ,労 働時間が長い事 を除けば昇進,給 与面では他

　 の部門 とほ とん ど変わ らない。 しか し,DP協 会 の アンケー ト調査(図

　 表5-9)に よると,高 齢化 か ら起る最大の問題はポス トが準備でき

　 ない と多 くの企業 が回答 してい るが,こ れは他の部 門 も同様であ り,

　 人事 政策全体の問題 として考 えてい く必要がある。
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　 ⑥　人 材 育成 面 での 配 慮

　　 　 企業 サ イ ドよ り見 た場 合,同 一職 種 に長 く携 さわ る よ り,ジ ョブ ・

　　 ローテ ー シ ョンに よ り色 々な 業務 を 経 験 させ,人 材 育 成 を図 りたい 。

　　 　 事 業 戦 略面 か ら コ ン ピュ ー タ部 門 経験 者 を他分 野 で活 躍 させ たい と

　　 の 要請 が 強 ま っ てい る。

(2)　コ ン ピ ュ ータ部 門 の役 割 の 変 化 に よる 年齢 限界 への 影 響

　　 コ ン ピ ュー タ部 門の 期 待 され る役 割 が 従 来 の単 な る コ ン ピュ ータ化,

　 及 び シス テ ム開 発 運 用部 門 か ら,全 社 の業 務 改善,効 率化 の推 進,経 営

　 の意 志 決 定 サ ポ ー ト,全 社情 報 ネ ッ トワー クの 構築,デ ー タベ ー ス の構

　 築,OAの 推進 等 と,高 度化 し,多 岐 にわ た って きて い る。

　　 これ に よ り必 要 と され る技 術,能 力が 単 に プ ロ グラ ミ ン グ技 術,シ ス

　 テ ム設 計技 術 のみ で は対 応 出来 な くな ってい るも 技 術 面 では,デ ー タベ

　 ー ス技 術,通 信技 術,ニ ュ ーメ デ ィ ア及びOA機 利 用 技 術 の重 要 性 が ま

　 し,能 力 面 で は利 用部 門 との調 整,コ ンサル テ ィ ング能 力,即 ち,幅 広

　 い 業 務知 識,強 い 指 導 性,調 整能 力,人 間 関 係能 力,総 合判 断 力が 重 要

　 と な って くる。 業 務 に よ っては,コ ン ピ ュー タ技 術 よ りも重 視 され る 場

　 面 も増 えて こよ う。

　　 これ らは,一 方,コ ンピ ュー タ部 門 の 職 域 領域 の 拡大 を持 た ら してい

　 る。 即 ち,デ ー タベ ー ス,通 信 技 術 を 中心 と した高 度 コ ンピ ュー タ技 術

　 者 の 需 要 の 増 大,ニ ュー メ デ ィア,OAを 中心 と した教 育担 当 者の 需 要

　 の 増 大,全 社の 業務 改善,OAの 推 進 のた めの社 内 コ ンサ ル タ ン ト(シ

　 ス テ ム ・コ ンサ ル タ ン ト)の 需要 の 増 大 等 を 持た らし てい る。

　　 これ らの 職 域 の 多 くは 広 い 視 野 に基 づ い た りー ダ ー シ ップ,調 整 能 力

　 の発 揮 が 必 要 で,付 加 価 値 生 産 性の 高 い 高年 齢者 向 きの 仕 事 とい えよ う。

(3)職 種別 年齢 限 界

　　 こ こで は シ ス テ ム ・コ ンサ ル タ ン ト,シ ス テ ム設 計 者,高 度 コ ン ピ ュ

　 ー タ技 術 者,プ ログラ マ ーにつ い て年齢 限界 の考 察 を行 な う。
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① システム ・コンサル タン ト

　　全社の業務 改善,OAの 推進 等社 内コ ンサルタ ン トとして,利 用部

　門 との調整 能力,コ ンサ ルティ ング能力,人 間関係能 力,幅 広い 業務

　知識力,総 合判断 力を必要 とす る。 このよ うな能 力は高齢者が得意 と

　す る所で,20代 及び30代 前半 の若年層では難か しい○

　　年齢限界はほ とんどない とい っても良い。

②　 システ ム設計者

　　 システム設計者の 期待 され る資質は論理的思考能 力,視 野の広さ,

　正確性が上位 となってお り,若 年層が最 も得意 とする迅速性,体 力,

　根気の強 さは下位の方に属 してお り,資 質面か らは 年齢 限界はない と

　い える。

　　要求 され る知識,技 術力は業務知識の深 さ,シ ステ ム設計技術が中

　心であ り,業 務知識は経 験年数が大き くものをい うし,シ ス テム設計

　技 術は割合不変的で陳腐化 しに くい。 む しろ,経 験年数が知識力,技

　 術力を高めるとい える。 次に,若 年層 との仕事 の差別化 につい ては,

　 システム設計のベ テ ランは当然高 度な システム設 計を担 当す るのが一

　 般的で,充 分 差別化がで き,こ の面でのモ ラー ルの問題 もない。

　　 む しろ;高 度な システム設計 がな く,若 年 層 と同 じレベ ルの システ

　 ム設計を分担 させた場合に,マ ンネ リ感がでる もの と思われ る。

　　 上記の様な点 を考 慮 した育成策,仕 事の与 え方をすれぼ,能 力面,

　 付 加価値生 産性 の面で も,年 齢限界 はない とい える。む しろ,職 位 と

　 して専門職 としての地位を如何 に確立す るかが最大の課題である。

③　高度 コンピュータ技術者

　　 データベース技 術,通 信技術等,最 も技術革新の激 しい分野 であ り,

　 技術の吸収力,新 規技術を取 り入れ る革新性が要 求 され る。 この面か

　 らみ ると若年 層向き とい えるが,特 に技 術指向が強い職種 なので,技

　 術 指向の強い人 な らぼ年齢 制限は ない とい える。 しか し,一 般企業の
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　中 で,こ うい った幅の狭い分 野の スペ シャリス トと して育 成 してい っ

　て良いのか とい う事 にな る。 他部門に ローテーシ ョンした時の対応力

　が な くな ってしま う恐れがあ る。

　　専門職 と しての地位 が確立 してい ない場合 には,つ ぶ しが効か なく

　な り,問 題 が残 る。

④ プロ グラマ ー

　　 プログラマー として期待 され る資質は,正 確性,根 気の強 さ,迅 速

　性,論 理的な思考能力 とな ってお り,実 務面で は更に細心 の注 意力 と

　集中性 を必 要 としてお り,若 年層が得意す る資質が要求 され てお り,

　高齢者向 きでない。

　　一 方,技 術面では,プ ログラ ムの標準化,簡 易化,自 動化 によ り,

　高度な技術専門家 としての地位 を失 ないつつあ り,技 術集約型 とい う

　よ り労働集約型の色合いを濃 くしてい る。

　　 付加価値 生産性の面 か らい って も若年 層 とベテラ ンの間で極端な差

　が なく,ベ テランを活用 した場合には,当 然,付 加価値生産性が低 く

　な る。一方,仕 事 の質的面で も若年層 と差 をつけに くく,モ ラール面

　で問題 がある。 また,人 材育成面で も,広 く会社の 業務 を見 る事がで

　 きず,仕 事の幅を拡げ ることが難か しい。35才 定 年説 は肯づけ る。

　　む しろ,今 後の標準化,簡 易化,自 動化を考 えると年 齢限界を更に

　引 き下げ ても良い。

5.2.3　 コ ンピュ ータ要員の将 来に対す る総合所 見 、

　　　前 述の よ うに,コ ンピュータ部 門の役割 が変化 し,戦 略的な役割が増大

　　し,活 動領域は大幅 に拡大 し,高 質化 してい る。その活動領域 は経営課題

　　と密着 し,総 合判断力,指 導力,人 間関係能 力等,総 合 力を必要 とし,付

　　加価値の高い領域 となってい る。 まさに高齢者 に適 した分野 とい える。

　　　しか し,そ の前提 となる能力は若い時 からの積み重ねの教育 と訓練 が必
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要 である。

　 本項 では,高 齢化対策 の基 本は,若 い時か らの 予防策であるとの考 えに

立 ち,そ のための 施策 を中心に述べる。

　 最後に,高 齢化対策 全体を通 しての将来に対す る総合所見 を述べ る。

(1)こ れか らの高齢 化対策

　　 高齢化問題は,人 材能力開発の長期 育成策 の反映で ある。 とうが立 つ

　 てか らあわてても遅すぎる。 結局若い時か ら陳 腐化 しない よ うに,予 防

　 策 を とる事が 大切であ る。

　　 その基本は,

　 ・　 この会社 は何のために あるのか

　 ・　 会社の成長のた めに コンピュータ部 門は何をす るのか

　 ・　 そ のために どん な能力を持つのか

　 を常 に把握 し,各 人が絶 対に陳腐化 しない よ うに,経 営戦略 と リンクし

　 た長期育 成計画 をたて,充 分に能力を発揮で きる仕組み を作 りあげ るこ

　 とで ある。いいか えれ ぼ,要 員育成方針の明確化,そ の育成方針 にあっ

　 た教育体系の整備,各 人の能力把 握 と育成策 を明確化する人材点検の 仕

　 組,業 務 目標管理の4つ が うま くリンクして動 くよ うにす る事 である。

(2)　高齢化の具体的施策

　　 高齢化 対策 に有 効 と思われ る重要 施策につい て説 明する。

　 ① キ ャ リア ・パス制度

　　　 今回の ア ンケー ト調査 によると,キ ャ リア ・パス制度を取 り入れ て

　　 い る企業は9%と 非常 に少ない。 各人を陳腐化 させず,能 力を最大限

　　 に発揮 して も らうには,各 人の能力 を定期 的に把握 し,キ ャ リア ・パ

　　 ス と照 らして,正 常な道を歩んでい るか等をチ ェ ックし,今 後の育成

　　策 と育成方 向を明確 に して あげ る事は人材育 成の基本 とい える。

　　　 これ によ り,計 画 的な ローテ ーシ ョンも可能 とな る。 また環境の変

　　化 に対 しての迅速 な育成策 もたて ちれ る。
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② 教育制度の整備

　　 コン ピュータ部門の教育制度を整備 しておか ない と,環 境の変化,

　技術 革新に対 し,迅 速 なる教育体系への フィー ドバ ックがで きず に,

　気 がついた時は既 に高齢化問題が発生 してい るとい う状況 にな りかね

　 ない。 ここで重要な事は,各 年代層別の教育体系 を しっか り作 りあげ

　 る事で ある。

③　 目標管理制度の活用

　　 目標管理 制度 を採用 してい る企業 は58%と 半数以上にのぼ ってい

　 るが,本 人 の 自己管理 に任せ ているのでは,高 齢化対策 に何の意味 も

　持たない。 目標管理設定 における各人の育成方 向とテーマの擦 り合せ

　が重要で,こ の擦 り合せが うまくい った時に,始 めて本人 の能力開発

　 に大 きく貢献す る。

④　 ローテーシ ョン制度の確立

　　 今 回の アンケー ト調査結 果で,高 齢化対策 として,他 部門への ロー

　 テーシ ョンをあげ てい る企業 が最 も多か ったが,当 然である。

　　 高齢化対策 としては非常 に有効な手段で あるとい える。部 内外 を問

　 わず,計 画的 に ローテーシ ョンが行なわれてい る時は,本 人の育成 に

　 寄与す る。 しか し高齢化 し,有 効活 用の場がな くな り,仕 方な く行 な

　 うローテーシ ョンは後向きの施策で あ り,真 の高齢化対策 とはな らな

　 い。 あ くまでもその人の成長 を促進 し,本 人が能 力を最大 限に発揮で

　 きるものでな くてはな らない。 このためには,人 材点検,キ ャ リア ・

　 パス計画に基づいた計画的 な ローテ ーシ ョンが必要 となる。

⑤ 専門職位制 度

　　 前項 で述べ た通 り,高 齢化か ら起 こる最大の問題は,「 年齢 に見合

　 う役職や ポス トが準備できない 」であると指摘されてい る。

　　 この解決 策 として,専 門職位制度が脚光をあびて くるわ けだが,単

　 なる資格制度になっては意味がない。真に専門職にふ さわ しい資格条
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　　件 をそな えた 人に与 えられて こそ この制 度も生 きて くる。

　⑥ 外注化の推進

　　　付加 価値の小 さい業務(オ ペ レーシ ョン,プ ロ グラ ミング)は 出来

　　るだけ外注化 を促進 し,社 内の要 員は付加価値の 高い業務に早 くシフ

　　 トし,高 齢者 にふ さわ しい業務 を遂行出来 るような体制 を作 りあげて

　　お くことが大切で ある。

　⑦ 女子社 員の活用

　　　 これ もほぼ ⑥ と同様の 目的である。

(3)　まとめ

　　 コンピュータ部門が単 なる従来の プログラミング技術を中心 とした コ

　 ンピュー タ化部門か ら,経 営 の意志決定 サポー ト,全 社の業務改善等活

　動領 域を拡大 してい る。 この活動領域 の拡大につれて,従 来 の プログラ

　 ミング能力,シ ステム設計能力に加 え,利 用部門 との調整,コ ンサ ルタ

　 ソ ト能力が重視 され てきてい る。 又 これ らの能 力を よ り多 く有 してい る

　高齢者の活動領域 も拡がる。

　　一 方,プ ロ グラ ミング技術 につい ては標準化,簡 易化,自 動化に より,

　 プ ログラマ ーの専門技術 者 としての地位 は急速に落 ちてきてい る。

　　 コ ンピュータ要 員の年齢限界につい ては,プ ログラマーを除 き,そ れ

　ほ ど問題 にす る必要が な く,高 齢化 に伴ない スペ シャ リス トの地位を如

　何に確立す るかが大 きな課題 とな りつつ ある。 プログラマーは年齢限界

　説 通 り,更 に,そ の年齢限界 を意識 的に引き下げ る必要がある。

　　高齢化対 策 として,現 在 は 「要 員の ローテーシ ョン」 を各社考 えてい

　 る。 しか し,今 後高齢 化が ます ます進む状況を考 える と,経 営 戦略 と リ

　 ンクした長期育 成策 をたて,要 員を陳腐 させない事 が大切で ある。高齢

　化問題は,長 期 育成策 の反映 とい える。
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5.5　 モ ラール向上 対策

　　コンピュータ部 門の モラ ールやモチベー シ ョンを向上 させ るための施策 は

益 々重要な要 素 とな ってきた。 それは コンピュータ部門 に課 せ られ る仕事の

増大 とともに組織 の拡大が進 み,そ れに対して個 々に割り当てられ る職務 も限

　られた一 部分を担 当 させ られ るとい う,い わゆ る企業化が進んで きたか らで

ある。個 々の担 当者は全体の一部 しか担当 してお らず,自 分が何 をや りどの

　ように貢献 してい るかが わか らな くな り,ひ い てはモラールの低下が,生 じ

易い傾 向にな りつつ あるとい える。

　　また,コ ンピ ュータ部門の仕事は個 々の働き も重要で あるが,シ ステムの

建設,運 用につい ては,チ ームで共 同しなけれぼ達成できない傾 向にある。

　　システ ムとして充 分な機能 を発揮 し,建 設 し,さ らに運用 をすすめてい く

ためには,チ ームワー クの上 手な結 成が不可欠で ある。 ともすれば,自 己の

枠の中 にとじこも り勝ちな コンピュー タ作業の諸要素の中に,チ ームワーク

　を うま く機 能 させ る必要があ り,こ れ らの問題を どのよ うに処理 したらよい

　かを検討す る。

　　まず,ア ンケ ー トの回答か らみ ると,153件 の回答の うち,一 番 多い実

　施事項は 「各種セ ミナー(特 に遠地)へ の参加 」であ り,94件(64%)

　となってい る。 次に多いのが 「目標管理 による啓発 」で89件(58%),

　と な ってい る。 三 番 目.が 「親睦 を深 め るた めの 努 力 」が84件(55%)及

び 「自己 申告 制 度 」が83件(54% .)と な ってい る。 ア ンケ ー トの 結果 は,

図表5-20に 示 され てい る。 この 表 にみ られ る よ うにそ の 他 の項 目 と して

は,キ ャ リア ・パ ス制 度 を と り入 れ てい る企 業(9%),海 外 出張 制度(10

%),管 理 業 務 へ の ジ フ ト(19%)な どが あ る。
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図表5-20　 モ ラール向上対策の実 施状況

各種セミナー(特 に遠地)へ の参加

目標設定管理による啓発

親睦を深めるための努力

自己申告制度

他 部 門 との ロテ ーシ ョン

TQC

社 内表 彰制 度 に よるモラール アップ

管 理 業務 へ の シ フ ト

社外にも評価 され るソフ トウェア開発

海外 出張 制度

キ ャ リアパ ス制度 .

資格 手当 の 設置

海外 留学 制度

そ の 他

　 　 　 　 　 46(30)

　 　 　 　 　 42(27)

　 　 　 29(19)

　 　 21(14)

　 　16(10)

　 14(9)

　 13(8)

7(5)

5(3)

　 　 　 94(61)

　 　 　89(58)

　 　 84(55)

　 　 83(54)

69(75)

N=153

図表5-21　 モ ラー ル向上 対 策 の数

対策の数 件数 %

1 5件 3

2 31〃 20

3 36〃 23

4 34〃 22

5 19〃 12

6 15〃 10

7 6〃 4

8 8〃 5

N・=154
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　 次 に,こ れ らの 対策を複数件実 施してい るケースをみ ると,こ れ を図表5

-21に 示す
。

　 これに よると,対 策の件数は2件 ～4件 を実 施してい る企 業 が 一番 多 く

(20%～23%),次 いで5件 が12%,6件 が10%と な っている。

　 7件 お よび8件 実 施してい る企業は4%お よび5%と な ってい る。 これ を

みる と,ほ ぼ多 くの企業が2～4件 の対策 を実 施してい ることがわか る。

　 ア ンケー トの回答の中で,一 番多か ったのは,「 各種 セミナー(特 に遠地)

への参 加 」で あるが,こ れ は一一番採用 しやす くまた,実 施 しやすい ものであ

り,一 般的 に広 く実 施されてい るとい える。

　 しか し,注 目されるのは二番 目に多い ものとして,「 目標設 定管理 による

啓発]で ある。 ソフ トウェアの作成は,シ ステムが大規模化 し分業化 しつつ

ある現在 に とって,個 人の労苦は どこで生か され てい るかが見失われ勝 ちで

あり,こ れ がモラ・一ルの低下の大 きな要 因になりつつある。そ こで 目標 設定

管 理を充実す る事 によ り,個 人の 向上 と達成感の充実をはか ることが必要 と

なる。C・L・ ヒュー ズ 「目標設定1(小 野豊 明 ・戸田忠一訳)に よれば,

個人の 目標設定 システ ムを次の ステ ップに分けてい る。

(1)特 定の 目的 確立

　　 業務計画遂行計画についての人事管理システムの一部として目標の設定を行 う。

(2)　目標の重要度　 一　 モチベ ーシ ョンの検討　　 　　　　　　　　1

　　 目標を文書等で表現 させ公約 させ,慎 重な検討 と動機づ けを行な う。

'(3)行 動の ための計 画

　　 実現の ための計画は 自分で立て させ る。

(4)業 績基準お よび測 定基準

　　 仕事が完 了する以前 に評定尺度および 目標達成の期 日を決定 してお く。

(5)予 期 され る問題点 の排除

⑥　 必要 な援 助

　　 個人一人では達成す ることはで きない。誰 でも援助を必要 と してい るの
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　で上長及び関連部門は常 に援助する。

(7)実 際の業績の測定 と評価

　　 目標管理はモ ラールの向上のた めには,重 要 な手法で ある。 何よ りも個

　人の 目標 に対す る達 成感 の充足が必要 どされてい る。達成感の充足は適切

　な 目標管理が前提 とな ってお り,こ の手法の一層の普及が望まれ る。
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6.ソ フ トウ ェ ア 開 発 段 階 の チ ェ ッ ク リ ス ト

6.　1　 基本 設 計 ・詳 細設 計

1.完 全 性 に 関 す る チ ェ ック リス ト

① 決 定 待 ち(TBD:To　 Be　 Determined)の 項 目 が な くな って い る か 。

② 存 在 しない機 能,入 力,出 力 への参 照 が な くな ってい るか。

③ 仕 様 で書 くべ き項 目が全 て 記述 されて い るか。

④ 機能 が抜 けが な いか。

⑤ プ ロダク トと しての抜 け が ない か。設 計 して い ない と ころは ない か。

2.一 貫 性 に 関 す るチ ェ ック リス ト

① 仕様 の構成 要 素 内 や要 素間 で,表 記法,用 語,記 号 等 に矛 盾がな いか。

② 仕 様 間 で表 記 法,用 語,記 号等 に矛盾 が な い か』

③ 仕 様 上 の記述 項 目が,要 求 分析 書,シ ス テ ム分析 書 等 と対 応 が とれ て い るか。

④ 文 字,記 号 の書 き誤 ま りは な いか。

3.実 現可 能 性 に関す るチ ェ ック リス ト

① シス テ ム の機 能 を実 行 す るた め に,利 用 者 に満足 のい く手段 を与 えて い るか。

② シス テ ムが使 いや す くな る よ うに設計 さ れて い る か。

③ 満足 で き る システ ムが受 容 範 囲内 の資源 で実 現 で きる か。

④ 予想 され る運 用上 の要求 の増 加 に対 し,費 用 対効 果 の面 か ら対応 で き るか。

⑤ 開発 され るソ フ トウ ェアが 性能,信 頼 性,拡 張性,保 守性,操 作性,移 植 性 の面 で一 応

満足 で きる と思 わ れ るか 。

⑥ 高 い リス クを有 していな い か。

4.テ ス ト容 易 性 の チ ェ ック リス ト

① ケ ース の分析 が容 易 に で き る よ うに設計 され てい るか。

② あい まいな 記述 がな いか。

③ 定量 的 扱 い が厳 密 に な され てい るか。

5,信 　 頼 　性

① 入 力誤 りに対 す るチ ェ ック機能 はあ るか。
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② 入 力 の組合 せ誤 りに対 す るチ ェ ック機能 はあ るか。

③ 入 力 の値 の範 囲 は明 確 か。 また,範 囲 の チ ェ ック機 能 は あ るか。

④ 操 作 手順 誤 りに対 す るチ ェ ック機 能 はあ るか。　 　 　 　 　 チ

⑤ 媒体 のセ ッ ト誤 りに対 す るチ ェ ック機 能 は あ るか。

⑥ ハ ー ドウ ェア障 害発 生 時 の障 害検 出機 能 は あ るか。

⑦ ハ ー ドウ ェア障害 発 生 時 の再 試 行機 能,ま たは 自動 回復 機能 はあ るか 。

⑧ ハ ー ドウ ェア障 害発 生 時 の縮 退 運用 が 可能 か 。 また この と きの切 り離 し,再 構成 の単位

が明 確 か。

⑨ ハ ー ドウ ェア障 害 に対 す る予 防 策(2重 化 な ど)が 検 討 され てい るか 。

⑩ ソフ トウ ェア障 害 に よ る誤 りを早期 に検 出す る 自動 チ ェ ック機 能 はあ るか。

⑪ 故障 した ソフ トウ ェア部 分 の 自動再 ロ ー ド,あ るいは再 起 動機 能 は あ るか。

6.機 　密 　保 　誤

① シス テ ムの使 用資 格 に対 す るチ ェ ック機 能 は あ るか。

② 特定 デー タの使用 資格 に対 す るチ ェ ック機 能 は あ るか 。

③ 特定 機能 の使 用 資格 に対 す るチ ェ ック機 能 はあ るか。

④ 使 用 資格 違反 をチ ェ ック ア ウ トして,シ ス テ ム管理 者 にそ の 旨を知 らせ る機 能 は あ るか。

⑤ シス テ ム内 の重 要 デ ー タに つい て,暗 号 化す る機能 は あ るか。

7.操 　 　作 　 　性

① す べ ての操作 手 順 が 明確 に され てお り,こ れ らに対応 す るコマ ン ド及 び メ ッセ ー ジが明

確 に な ってい るか 。

② シス テ ムの起 動,終 了 に関 す る操 作 が 明確 にされ てい るか。

③ シス テ ムの中断,再 開,状 態監 視 な どの制御 機能 が明 確 に され て い るか。

④ シス テ ム の状態 変 更,構 成 変 更 の機能 が明 確 に され てい るか。

⑤ コマ ン ドの形式 は標 準化 さ れて い るか。

⑥ コ マ ン ドの種 類 が 多す ぎる こ とは な いか。

⑦ コマ ン ドの投 入 回数 は 多す ぎ ない か。

⑧ メ ッセ ー ジの形式 は標 準化 され て い るか。

⑨ 異 常 発生 時 には必 らず メ ッセ ー ジが 出力 され る よ うに な っ てい るか。

⑩ 応 答 要求 につ きメ ッセ ー ジの場 合 の応 答 方法 は明確 か,ま た標 準化 さ れて い る か。
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⑪ 入 力 の形 式 は標準 化 され て い るか。

⑫ 入 力 の必要 量 は最 少 限 とな って い るか。

⑬ 入 力 の 各 オ ペ ラ ン ドの キ ー ワ ー ドお よ び

か 。

⑭ ソ フ トウ ェア の機 能 と,入 力 制御 文 との

⑮ 入力の組合せ,入 力の順序に関する規定

⑯ 入 力 の デ フ ォル ト値,ま た は属性 が設 定

⑰ 入 力 の形 式,お よび入 力値,属 性 の範 囲

⑱ 入力方法の代替手段が考慮されているか

⑲ 出 力 の形式 は標 準 化 され てい るか。

⑳ ヘ デ ィ ング情 報 は妥 当 か。 す な わ ち,タ

報 が入 ってい るか。

⑳ 出 力種 別 が 明確 に な って お り,ユ ーザ が

か 。

⑫ 出 力 の単 位,精 度 等 は ユ ーザ に とって適

⑳ エ ラ ー メ ッセ ー ジ等,シ ス テ ム か ら の メ

⑭ 出 力 の代替 手 段 が あ るか。

@ 会話 型 システ ムあ るい はオ ン ライ ンシス

8.性 　 　 　能

① 性能の目標値が明確に規定されているか

① 応答時間

① 　単位当りの資源使用料

・ス テ ップ数

・主記憶使用料

・2次 記憶 使 用量

・各装置に対する入出力回数

・チ ャネル負 荷

・回 線 の負荷

⑪ 障害時のシステム再開始 ジ・ブ再

パ ラメー タは理 解 しや す い表 現 とな って い る

　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 タ イ トル,ペ ージ番号,出 力 日付 な どの必要 な情

出 力種 別 が 明確 に な って お り,ユ ーザ が必要 な ものだ け を選 択 で き る よ うに な ってい る

　 　 　 　 　 　 　　 　 　シス テ ム か らの メ ッセ ー ジと出 力デ ータ の区 別 は 明確 か。

ジョブ再開始までの回復所要時間
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② 性能 目標 値 に対 し,ユ ー ザ の了解 が とれ てい るか。

③ 既 存 シス テ ム以上 の性能 目標 にな ってい る か。

④ 負荷の経年変動を考慮に入れた性能目標値か。

⑤ 性能 目標設定条件の妥当性は検討されているか。

④ 　ハ ー ドウ エア条 件

① 機器名称 ・型名

① システム構成

⑩ 機器の性能

・平均命令実行時間

・チ ャネ ル転 送速 度

・入 出力速度

・主記憶容量

・2次 記憶 容 量

・回 線速度

⑩ 　 ネ ッ トワー ク構 成

⑰ 伝送制御方式

◎ 　 ソフ トウ ェア条 件

① 使用するOS

① 　 関連 す る他 の ソフ トウェア

㊦ 入力データ条件

① 平均データ量

⑪ 　 ピーク デ ー タ量(日,月,年 の ピーク を考慮)

⑪ 　 1日 当 りの総 デ ータ量

⑰ 　データの種別 と種別 ごとの比率

⑰ 操作時間および思考時間

9.拡 　 　張 　 　性

① ユ ーザ の長期 の シス テ ム拡 張 計 画 を把 握 してい るか。

② ハ ー ドウ ェアの拡張 に対 す る配 慮 が な され てい るか。

① 負 荷 の増 加率 は明確 か 。 また ・ これに伴L・・ ハ ー ドウ ェア の増設 計 画}‡明確 か。
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①　新機種の導入計画はないか。

⑪ 計算機構成変更の計画はないか。

③ 拡張 に よ る動作 環 境 へ の影 響 レヴ ューは な され てい るか。

④ 　ハ ー ドウ ェア に関す る互 換 性 の検 討

① 中央処 理 装 置,主 記憶 装 置,周 辺装 置,端 末 な どの イ ンタ ー フ ェース

① 　 これ ら のハ ー ドウ ェア の最 大,最 少接続 法,ま た は,接 続 法 に関す る互 換性

◎　ファイルに関する互換性の検討

① ファイルの形式及びレコードの形式　 　 　 　 　 　・

① 　 フ ァイル及 び レ コー ドの アク セス法

◎ 　ユ ーザ ・イ ンタ ーフ ェース に関 す る互換 性 の検 討

①　入出データおよび入力制御文の形式

① コマ ン ドの形 式

⑩ 出力 リス トの形式

⑰ 出 力 メ 。セ ージの形 式

⑰ 　その他の入出力操作に関する互換性

◎ 他 の ソ フ トウ ェア との イ ンタ ーフ ェース に関す る互換 性

① プ ・グ ラ ミング

① プ ・グ ラム ・ライ ブ ラ リの形式

⑪OSと の イ ン タ ー フ ェ ー ス　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,

10.保 守 性(テ ス ト容 易性)

① テス ト基 準 が定 め られて い るか。

② 当該 テ ス ト基 準 につい て ユ ーザ の了 解 を得 てい るか。

③ テス ト仕 様 は単 体 テス ト仕 様 書,あ るい は結合 テス ト仕 様書 等 の ドキ ュメ ン トに よ って,

明確 に規定 され てい るか。

④ テス ト手順 は 明確 に規定 されて い るか。

1L移 　 植　 性

① 計 算機 の種類 やOSの 影 響 を最小 にす るよ うに,標 準 的 な高級 プ ログ ラ ミング言 語 で書 ・・

かれ て い るか。

■
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入 出 カ イ ン タ ー フ エ ー ス は 論 理 的 イ ン タ ー フ ェ ー ス に な っ て お り,ハ ー ドウ ェア の 相 違

に よ る影 響 を 受 け な い よ うに な っ て い る か 。

フ ァイ ルの形 式 は標 準 的 な形 式 を用 い てい るか。

ユ ー ザ イ ン タ ー フ ェー ス は 論 理 的 な イ ン タ ー フ ェ ー ス に な っ て お り,

Sの 相 違 に よ る影 響 を 受 け な い よ うに な っ て い るか 。

6.2　 プ ログ ラム 設計,プ ロ グ ラ ミン グ の チ ェ ック リス ト

　　　　(COBOLを 対 象 とす る。)

(1)性 能 に 関す るチ ェ ック リス ト

① 実行 頻 度 の高 い 副 プ ログ ラム の実 行 速度 が最 適 化 され て い るか。

② 一 時 的 な事象 が共 通 して使 用 す るエ リアは 繰 り返 して使用 す る よ うにな って い るか。

③ 定数 は実 行文 では な く,VALUEで 定義 し てい るか。'

④ 処 理 方 法や 出力形 式 の選 択 が で きる よ うなオ プ シ ョンを持 ってい るか。

⑤ 意味のある定数や繰 り返し記述する定数に数値を直接書いていたいか。

(2)信 頼 性 に関す るチ ェ ック リス ト

(完 全 性 に関す る こ と。)

① 本 質 的 に不定 な操作(例 えば,0で の割算,負 数 の平 方根 等)に 対 す る保 護対 策が講

じ られ て い るか。 あ るい は そ れ らの不 定条 件 に対 し,適 切 な コ メ ン トが書 か れ てい る

か。

② ル ー プや複数 の遷 移 の イ ンデ ック ス ・パ ラメ ー タの幅 は使 用前 にテス トされ てい るか。

③ プ ログ ラム内 に は,ラ イ ブ ラ リに ある もの以 外 の全 て のサ ブプ ログ ラ ムが含 まれ てい

るか。

④ ダ ミー のサ ブプ ログ ラムが その まま残 され てい な いか。

⑤ 必要 に応 じて,中 間 結果 等 が得 られ る よ うにな ってい るか。

⑥ エ ラー発生 の際 に,明 瞭 で手 助 け にな るエ ラー メ ッセ ージ を表 示 す る よ うにな ってい

るか。

`
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⑦ プ ログ ラム中 にま と ま った処理 の部 分が あ る場 合 は,コ メ ン トが,な さ れてい るか。

⑧ .プ ロ グ ラ ム は,メ モ リを0ク リア し て か ら使 用 し て い る か。

⑨ フ ァイル の定義 は入 力,出 力 が 明確化 され てい るか。

⑩ 入 力 デ ー タは,使 用 す る前 に妥 当性 チ ェ ックを行 って い るか。

⑪ 特 定 な シス テ ムだ け に有効 な シス テ ムル ーチ ンまたは,ラ イブ ラ リーに プ ログ ラム

が依存 して いな い か。

⑫ 全 ての,あ るい は主 要 な論 理 パ ス が正 し く実 行 されて い るか。

(無 矛盾 性 に関 す る こ と。)

① 1つ の変 数名 が 異 な る意味 を表 わ す のに使 わ れて い ない か。

② 1つ の実 体 に対 して は1っ の名前 が定義 され てい るか。

③ フ ァイル名,レ コー ド名 な どは,異 な るプ ログ ラ ム間 で同一 の仕 様(名 前)に な っ

て い るか。

④ プ ログ ラム内 では,物 理 的 あ るい は数学 的 な定 義 の表 現 は,そ れ ぞ れ1つ にな って

い るか。

⑤ 機 能 的 に同 じ算 術式 表 現 は,常 に同様 の構 造 に な って い るか。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〉

⑥ 同一 のプ ログ ラ ム出 力 を識別 す るの に常 に同 じラベ ルが 使 われ て い るか 。

⑦ 異 な るプ ログ ラム出 力 を識 別す るの に異 な る ラベ ル が使 われ てい るか。

⑧ ソ ー ス リス ト上 で は,一 貫 し た イ ン デ ンテ ー シ ゴン を行 って い る か 。

⑨ プ ロ グ ラ ム 中 の コ メ ン トや フ ォ ー マ ッ トの ズ タ イ ル は,全 て の モ ジ ュ ー ル で 一 貫 し

て い る か 。

⑩ 配 列 の全 ての要 素 は機 能 的 に関 係 を 持 った もの か。

⑪ 予約 語 を使 用 してい な い か。

(正 確性 に関 す る こ と。)

① 正 確 な値 を得 るため の コーデ ィン グが で きてい るか。 特 に コ ン ピ ュー タ の特 性 を配

慮 してい るか。
　 シ

② 明 らかな エ ラ ー(予 約語 のスペ リング ミス等)が な い よ うに,コ ーデ ィング されて

い るか。

③ 全 ての配列 は正 し く宣言 され てい るか。

④ 中間結 果等 が大 きな値 とな る よ うな場 合,そ の 対処 を行 って い る か。
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プ ロ グ ラ ム は チ ェ ック ・ポ イ ン ト/リ ス タ ー ト機 能 を 持 っ て い る か 。

パ ラ メー タが指 定 されな い場 合 に備 え て,既 定 値 を与 え てい るか。

致 命 的 で ない エ ラーは,回 復 が行 わ れ る よ うにな ってい るか。

6.5　 保 守 性 に 関 す る チ ェ ック リス ト

(理 解 性 に関す る こ と。)

① 変 数 は,そ の物 理 的 あ るい は,機 能 的属性 を うま く表 現 した もの にな ってい るか。

② 手続 名は適 切 に記述 され てい るか 。

③ プ ログ ラムの各 モ ジ ュール は,次 の記述 を行 う見 出 しブ ロ ック を含 ん でい るか 。

① プ・グラム名 機能

① 作成日,作 成者

⑪ 正確さの要求

⑩ 目　 的

⑰ 制限や制約

⑪ 修正変更の履歴

⑳ 入力と出力

⑩ 処理方法の説明

◎ 仮定,前 提条件

⑪　障害発生時の回復処理手続き

④ 個 別 に認識 す べ き処理 に は,そ の 目的 が明 確 にな る よ うに適 切 な 説明 がつ い てい る

か。

⑤ 判断点 と継続する分岐は適切に説明されているか。

⑥ 異 常終 了 の条 件 は全 て説 明 され てい るか 。

⑦ プ ログ ラ ム は,冗 長 な コー ド ・フ:ロ ック で は な く,機 能 別 に モ ジ ュ ール 化 が な され

て い る か 。

⑧ 変 数 名 の ク ロ ス ・ リフ ァ レ ンス リス トが あ るか 。

⑨ サ ブル ー チ ンの呼 び出 し関係 を示 した マ ップ が あ るか。

⑩
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

算 術 表 現式 は 解 りやす くコー デ ィング され てい る か。

⑪ 1行 に はた かだ か1つ の代入 文,あ るい は実行 文 が書 かれ て い るか。

一238一



i

…
}

ド
ー

ト

t卜

⑫ その プ ログ ラ ムが呼 ん でい る プ ログ ラ ム及 び呼 ば れ て い るプ ログ ラム が,記 述 され

て い るか。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 o

⑬ コメ ン ト文 の形 式 は全 モ ジ ュール で統一 され てい るか。

⑭ あ る手続 きに制 御 を渡 す 分岐文 が簡単 に見 つ か る よ うにな ってい るか。

⑮ 次 元 の小 さい配 列 で十 分 であ るに もか か わ らず,わ ざわ ざ次元 の大 きい配 列 を 使用

してい ない か。

⑯ 算 術式 の中 に繰 り返 して,同 じ表現 が現 われ てい な いか。

⑰ 繰 り返 し実行 しない命 令 コー ドは全 マル ー プ外 に置 い てあるか。

⑱ 後で変更が予想される部分については,そ れが変更された場合に影響を受ける部分

にっいての情報が書かれているか。

⑲ 止 む を得 ず プ ログ ラム を変 更 し た場 合,そ れが 明確 に解 る よ うに な って い るか。

⑳ 全 て の コ ー ドは制御 が到達 可 能 か。

⑳ 同 じコ ー ドを何 度 も く り返 して い ない か。 つ ま り,モ ジ ュール として独 立 した方 が

よい部 分 はな い か。

⑳ 変 数 が ど この計 算式 で値 を代入 さ れ るか を簡単 に さがせ るよ うにな って い るか。

⑳ ラベ ル付 き共 通 ブ ロ ックに は,関 係 の あ るデ ータだ けが 含 まれて い るか。

⑭ モ ジ ュール 間 の関連 が解 るよ うに コメ ン トさ れて い るか。

⑳ コ ー デ ィ ング 形 式 は,全 モ ジ ュ ー ル で 一 貫 し て い る か 。

参

1)

2)

3)

考 　 文　 献

「ソ フ トウ ェア ・デザ イ ン ・レ ビ ュー」 菅 野文 友 監修

「ソ フ トウ ェ アエ ンジ ニア リング」 宮 本勲 著

「ソフ トウ ェア開 発 の マ ネ ジ メ ン ト」 菅野 孝 男 著

'

、

一　239一



.　
・「
.

.

■
、

'

肉〆

,

卜　　.

」
`
　
　
　
　
　
　
　
　
'

～

,

▲

　

」

　
　

、.

'
4

オ

.　
　.

4

、

.
⇒-

.

.

炉

j

f
▲
司

〃

'
,川‖

節

'

'

`

ρ

ρ



も

　　　 昭 和　　　 年3月 発 行

発行所 財団法人 日本 情報 処 理 開発 協会

　　　　　 東京都港区芝公園3丁 目5番8号

　　　　　　 機 械 振 興　会　館 内

　　　　　　 Te[　 (434)8211(代 表)

印刷所　 　 株 式 会 社　　タ　ケ　 ミ 印 刷

　　　　　 東京都千代田区神田司町2-16

禁 無 断 転 載



4



]
.

「

W.

.

」



'

、

'

.

＼
人

(

r

'

、

「　　1

、

,

、

.

'

、

　

.

.,杜

　

、
　

　

・̀.

　

η

・

`

　

し

、　

メ

`

　　'L竜

　、 ご

 

'

,　

戚

へ/　　　～・

 

'
.

べ.

 

."

べ

　

　

　
　

　
　

"

4

ら
　

　

'
ト
㍗

.

ξ

"3
,

⇒
夢

 　
　

ぺ
一.∵

　

　

　
　

　
　

　
ぐ
.

　

　

　
　

　

(

.

.

、
.,.

　

'
メ

(

"

.'.

、.了

、

r

「S.'

、
■.

'

F

'∨.
　　.　、「

噛・・`

、
直
.
.

..一
'
"

9
、.

ψ

㌦

,

、

、

'


